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文
　マーケティングに関わる体系だった研究がこの世に産声を上げてから、ほぼ1世紀
が経過した。この間、テクノロジーやさまざまな社会・経済的な、あるいは文化的な
変化が私たち人類を取り巻く環境に生まれ、影響を与えてきた。それと相呼応して、
マーケティング研究においても、調査・研究に関するテクノロジーおよび技法のさま
ざまな進化ないしは変化が生まれ、マーケティング思考にも影響を与えつつ、現代に
至っている。そのような状況下、統計的分析（検証）技法を基礎にした消費者調査に
代表されるマーケティング調査とそれに関係した研究が全盛の今、マS－一一・ケティング研
究は大きな岐路に立っていると言えるだろう。
　とりわけ20世紀の末頃からよく目にするようになった、安易な調査とそれから得ら
れるデータに依拠した統計的分析、あるいは数理統計的モデルを基礎としたバーチャ
ルな確率論的分析といった研究およびそれを採用したビジネスにおける意思決定、こ
れらこそがマーケティングもしくはビジネス科学の本質であるとする考え方が研究・
ビジネス界の大勢を占めている。確かに、この数10年の間にコンピューターの発達に
伴う演算・解析技術の進化とそれを用いた統計的分析ないしは数理統計的モデル構築
の分野には目覚ましい発展があり、それなりにマーケティングやビジネス活動の研究
に寄与し、成果を上げてきたことは間違いないことである。しかしながら、2008年の
秋に起きたリーマン・ショックのように、私たちの生活に負の影響をも与えたのが、
それら数理統計に依存した社会・経済予測モデルなのである。私たちは、この類の研
究方法やビジネス界の状況を、諸手を挙げてこのまま受け入れ続けていていいもので
あろうか。統計学か数理統計的モデルを学べば、マーケティングや経営学、経済学が
できると言わんばかりの現状がそこにはあるのである。社会科学は、人間の行動に関
する問題を扱うから社会科学であり、人間は必ずしも統計学で得られ数字通りに（科
学的に）行動しないから人間なのではないだろうか。それゆえに、社会科学にはさま
ざまなアプロー一チが必要とされ、生まれたのではないのだろうか。
　本論考は、そのような視点も含め、筆者がマーケティング研究に携わって以来、大
学、大学院そして実務および研究職を通じて抱いてきた、あるいはテーマとして研究
してきたマーケティングとビジネス戦略に関係する理論および研究成果における疑問
点ないしはそれらの現実適合性について、独自の批判的な視角から検討を加え、博士
学位請求論文としてとり纏めたものである。
　第1章の「組織文化と企業戦略行動」は、1990年代初頭においてマーケティング
研究の領域においてはあまり注目されていなかった組織文化をビジネス戦略と環境
との相互関係の中から取り扱うことを提案し、そのモデル構築のための基礎となる
ものを見出すことを試みた。そして第2章の「戦略・組織の方法論と戦略の柔軟性」
では、1980年代の終盤から年代初頭に問題となった環境の変化に適応する事業戦略
とはいかなるものかを経営学的戦略論理とマーケティングのそれとを対比しながら
模索することを試みている。
1
　第3章の「リレーションシップ・マーケティングに関する若干の問題点の検討」
においては、やはり1990年代の初期に台頭したリレーションシップ・マーケティ
ングとはいかなるものであり、それはマーケティング研究もしくはビジネス活動に
どのような示唆または影響を与えるものなのかを、マーケティング研究の系譜を辿
りつつ、過去から現代までの接近方法や理論モデルを考量することを通じて明らか
にした。また、第4章においても90年代から21世紀に掛けて再燃したブランド神
話ないしはブランド優位論に関して、内外の複数の研究者の研究を現実と対比しな
がら批判的に検討することを通じて、ブランド・マネジメントの新たな方向性の探
索を行っている。さらに、第5章では、「マーケティング理論における比較優位の
理論と競争・戦略論の再検討」と題して、現代の一つの戦略構築のための基本モデ
ルとされる資源べL－・一一ス・モデルを基礎にした新しいマーケティングの一般理論を構
築するとしたS．D．　Hunt＆R．　M．　Morganの比較優位の理論に関する論争に検討を
加えつつ、マーケティング理論および競争・戦略論の潮流について議論し、一考を
加えた。
　一方、第6章は、恩師である明治大学商学部名誉教授の徳永豊先生が筆者の学部
学生の時代にご教示くださり、筆者も長年懸案としていた小売業のフォーマット・
マネジメントに関する「業種・業態問題」に対して独自の視点から決着をつけるこ
と目指し、考究した。
　第7章、第8章においてはテクノロジーや競争環境の変化からにわかに重要視さ
れるようになったアウトソーシングおよび市場志向といった概念もしくは考え方に
ついての現代的意味もしくは解釈の仕方、そしてその新たなる捉え方や視点、マネ
ジメントの方向について考察を加えることを試みている。
　そして最後の第9章（終章）では、本論考全体のまとめとして、近年台頭もしく
は提案され、取り上げられている“新しい”とされているマーケティングの諸思考
ないしはアプローチを整理・検討し、さらにはその適用範囲について議論し、独自
の考察を加え、これまでの、およびこれからのマーケティングの理論あるいは戦略
論の方向性についての検討を行っている。
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第1章
　　　　　　　組織文化と企業戦略行動
一戦略の計画と実行の影響要因としての組織文化一
　1980年代以降，競争戦略，戦略的マーケティングの考え方と同時に，企業文化
（corporate　culture）あるいは，組織文化（organizational　culture）の問題に関する
研究ならびに文献が，海外はもとより，わが国でも多く見受けられるようになった。「組
織文化」あるいは「企業文化」という言葉は，それほど新しいものではなく，社会学な
どでは，軍隊，学校などといった社会集団内に存在する文化として，もしくは集団，組
織，地域の風土などといった研究で概念化されていたり，あるいは，「社風」などとい
った言葉で論じられていたりしていた。それが近年になって，経営学の分野で組織の効
率化，あるいは生産の効率化といったことをトップが論じても，それがうまく機能しな
い，もしくは社員に受入られないといった問題が起こり，それを説明するために，また，
変化する環境に対応すべく組織文化や企業文化を企業ないしは組織の重要な資源とし
て認識するようになったのであった1）。
そのような中で，もともと「文化（culture）」という概念が明確でないことに加え，
ある特定の側面を取り上げただけでは，いかなる文化が企業もしくは組織にとって「良
い文化」なのか，あるいは「悪い文化」なのかということや，組織文化とその組織の戦
略の関係をそれだけで論じ切れるのかどうかといった問題が残るのである。さらに，企
業ないしは組織がその戦略を計画し，実行していく上で，その組織の持つ特有の文化に
より企業の戦略が規定されたり，さらにはその文化自体が企業戦略を計画・実行する上
での阻害要因になってしまったりしていることも少なくないのである。
　このようなことから本章では，まず，組織文化あるいは企業文化に関するいくつかの
研究を比較・検討することを通して，その概念が今までどのように論じられており，そ
してどのように理解されているのかを考察する。次に，それらが経営戦略あるいはマー
ケティング戦略を立案・計画する場合，いかなる影響を与えており，また，過去の研究・
分析ではそれをどのように処理しているのかを検討する。そして最後に，戦略の計画・
実行には組織文化をどのようにそれに組み込むことが望ましいのかを考察することに
する。
第1節　組織文化に関する諸説の検討
3
1．組織文化の定義と構造
　組織文化あるいは企業文化に関する研究もしくは文献は，1970年以前には，文化ない
しは下位文化の集合として組織を取り扱っていた。そして1970年代には，E．　C．　Hughes
らのシカゴ大学の社会学者たちの研究に影響を受けた数人の組織理論家が，局所の解釈
的構造と儀式化された活動の重要性を理解しない限り，組織のダイナミクスを理解する
ことは不可能であるということを論じたのであった。
　このような流れから，組織文化に関する研究は行われ始めたが，1970年代の後半にな
って初めて，組織文化に関する概念が外部の関心を集めるようになったのであった。こ
の期間，その用語は，2つの別れた方向から組織行動に導入された。1つは，マネジメン
トのシンボリックな局面に注目し，組織の思考，規範価値といったものにより多くの
注意をマネジャーが支払うことを，コンサルタントや応用研究者たちがマネジャーと実
務家たちに対して論じた方向である。そしてもう1つは，学術的な視点から，組織は意
味の社会的に構成されたシステムの存在論的地位を持つとして考えられるべきであり，
その領域の支配的パラダイムに対する対照的要素として組織文化の概念を捉えるもの
である。すなわち，前者が組織の効率性を改修する方法として文化を取り扱ったのは対
して，後者は，パラダイムの革新のための基礎を文化の中に見出したのであった。その
後，Ouchiの“Theory　Z”，　PetersとWatermanの“In　Search　of　Excelence”，　Dealと
Kennedyの“Corporate　Cultures”といったベスト・セラーによって，学術関係者と実務
家の両方の関心が組織文化に注がれるようになったのであった2）。
　このような中で現在，「組織文化」と「企業文化」の両方の用語が使用されているが，
わが国では「企業文化」としてのほうがより一般的に受け入れられているようである3）。
これに関しては，上記のように，組織を企業と限定して研究している場合，あるいは経
営コンサルタントや実務家が経営組織体についての文化の問題を論じる場合に「企業文
化」という用語が使用されているようである。しかし，「企業」といった場合，「生産手
段の所有と労働の分離を基礎として，営利目的を追求する独立的な生産単位をなしてい
る4）」あるいは「事業を経営する経済の基礎的な単位5）」という定義であるのに対して，
「組織」は，「共通目的を達成すれために，2人以上の人間が特殊化するとともに，相互
に調整された合理的な人間行動のシステムを組織という6）」とより広く定義される。ま
た，企業には，企業の中に各部門あるいは部・課といった下位組織が存在するといった
ことから，本論考ではより広義な概念である「組織文化」という用語をもって以下議論
することにする。
組織文化の概念あるいはそれに関する定義は，数多く存在し，また多岐にわたるが，
おおむね一般的に受け入れられているものは，「組織成員に共有された価値観や行動規
範である7）」というものである。しかし，この「成員により共有された価値観や行動規
範」という概念は何も特定の組織に限ったことではない。すなわち，“文化”それ自体が
「明示的かつ黙示的な行動の，あるいは行動のためのパターンから成り立ち，そしてそ
れはシンボルによって獲得され，伝達される。それは加工物への具現化を含めて，人間
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集団の顕著な業績を構成する。文化の本質的中核は，歴史的，伝統的諸概念および，特
にそれらに帰属した価値である。．．＿．それは集団の全員または特定のメンバーによって
共有されるものである（K［uckhohn）8）」または，「ある特定の集団が外部への適応や
内部統合の問題に対処する際に学習した，集団自身によって創造され，発見され，また
は，発展させられた基本的仮定のパターンであり，それは，よく機能して有効と認めら
れ，したがって，新しいメンバーに，そうした問題に関しての知覚＝思考，感覚の正し
い方法として教え込まれる（Schein）9）」と定義され，そして処理されているのであ
る。つまり，特定の目標あるいは目的の下に特殊化された組織においては，文化の要素
あるいは特徴は，より限定されたものから成り立つと言うことができるのである。
組織文化の概念を検討していくと，文化の持っ制度的内容を強調する場合と，その観
念的内容を主張している場合とがある。前者は，組織成員の行動を規定する共通の行動
基準，すなわち組織の規範の中核であると認識し，組織行動を規定するとするものであ
り，後者は，観念体系こそが主動的役割を持つもので，文化を組織の成員が意味を理解
するための解釈的枠組みであるとして認識し，シンボリックなものとして受け止めてい
るというものである10）。組織文化を組織の成員の行動様式とするよりも組織の成員の
行動を制限する価値あるいは規範，シンボルとするのはT．　Parsonsの文化体系論にも見
られる。T．　Parsonsによると，「文化体系の特徴は，①このシステムを構成するものは，
行為や相互行為ではなく，行為者が行う選択を導き，複数の行為者間に起こる相互作用
のタイプを制限する価値・規範・シンボルであり，したがって，②それはパーソナリテ
ィや社会体系のような意味で経験的なシステムではなく，それら体系から引き出された
抽出要素の一種であり，③その要素は相互にランダムでも無関係でもなく，ある程度の
一貫性を持っていなければならず，④こうして一般文化体系は，その相異なる諸要素が
相互に関連して，価値体系，信念体系，それに表出的シンボル体系を形成する11）」と
している。これによると，文化は成員の観念体系として受け入れられている“意味”であ
りシンボルである。したがって，組織文化は，組織成員に受け入れられている価値・規
範・シンボルつまり“意味”であり，組織の中核をなすものである。この意味の領域とし
て組織（企業）文化には，経営理念，行動規範，認知枠組，知識，などがある。組織文
化は，組織過程（相互行為過程，ないしコミュニケーション過程あるいはそれに伴う組
織機構の構築の過程）の中で構成される意味を組織化し，蓄積すると同時に，新たに構
成される意味の解釈枠組を提供する。っまり，組織過程における意味の構成は，何の枠
組みもなしに一から始まるのではなく，それまでに蓄積された意味のストックによって
規範となる一定の解釈粋組を与えられるのである12）。
　このような観点から加護野氏は，組織文化をある種のパラダイムであるとし，そのパ
ラダイムを組織成員が共有することによって，組織文化は規範として成立するとしてい
る。同氏は，3M社を例に取りそれを説明しているが，それによると，「組織成員に共有
されている価値や規範は単に組織の人々の頭の中で共有されているだけではなく，その
組織の戦略，組織機構，管理システムに組み込まれている。つまり，組織文化は，制度
に体現されている13」」としている。すなわち，組織成員によって共有されている組織
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文化は，その組織の戦略，組織機構，管理システムを規定するのである。そしてさらに，
加護野氏は，組織のパラダイムを伝える言葉として，（1）理念，（2）制度，（3）人の配置，
（4）時間，（5）物と空間，（6）儀式と武勇伝を上げている。
　それら要約すると次のようなことである14）。
　（1）理念＿企業理念，企業の使命，あるいはそれを伝える社是である。
　（2）制度＿組織機構，管理システムという2つのパラダイムを可視的なものにし，成
　員に体現させるものである。
　（3）人の配置．．．リーダーが文化を形成する一人の配置によって成員あるいはタスク
　環境にそのパラダイムを伝える一。
（4）時間．．組織のリーダーが時間を何に割いているかは，パラダイムを伝達する手段
　　となる。また，時間の経過がその文化パラダイムに必然性あるいは重厚感を与える
　　ことで組織の成員により自然に受け入れられる一組織文化が伝統・慣習・慣行とい
　った不文律の社会規範であるという点で一。
　（5）物と空間＿組織設備，書類の形式，あるいは作業空間もパラダイムを伝える。
　（6）儀i式と武勇伝．．．「公式的な集団の歴史に起源をもち，卓越した成功に対して，一
　定の感情をもって公に表現される公式集団についての信念」（B．R．　Clark，1972）で
　あり，設立・創業にまつわるもの，危機にまつわるもの，組織にまつわるものの3
　種類に分けられる。これらがパラダイムを伝えると同時に，組織内で繰り返される
　儀i式もまた組織のパラダイムを伝えるのである。
組織文化はこれらの要素によってパラダイムとして組織成員に伝達されるのである
が，それと同時に文化は，長年の歴史によって培われるものであるために，これらの要
素によって規定され，形成されていくのである。
そしてまた，組織内に下位組織を有する比較的に大きな組織になると，その下位組織
各々に下位文化（サブ・カルチャー）が存在するのである。もちろん上位組織の文化，
上位目標あるいは使命，そして上位戦略に関しては同一のパラダイムを共有するが，下
位組織の使命，戦略などに関してはそれぞれ独自の文化を有するのである。ここに組織
内の異文化の問題が生じるのである。文化が異なると，同じ問題でも異なった方法で解
決し，構築する。すなわち，問題解決の基準に対して異なった重み付けがなされ，した
がって，ほとんど確実に異なった結論に至るのである15）。これが，部門間コンフリクト
となるのである。
2．組織文化の機能と形態
組織文化は，特定の目標の下に形成された組織における組織成員に共有された“意味”
の次元での信念あるいは行動規範であり，言いかえるとそれは組織成員に共有されたパ
ラダイムとして捉えることができる。また，組織の経営理念，使命，リーダーシップと
相互に関係し合い，戦略，組織機構，組織成員の行動，管理システムを規定する要因に
もなっている。では，この組織における文化が，組織の中でどのような役割を果たし，
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そして機能しているのか。
野中郁次郎氏は，「①あいまい性の状況下における意思決定基準の提供，②コンフリ
クトの解消，③自己実現欲求の支援」を挙げている。同氏によると，「①企業が環境の
変化に適切に対処していくためには，あらゆるレベルの従業員が不確実な状況のなかで
機敏な行動を取らなければならないが，不確実な状況下では，常に情報が欠如しており，
また何を基準に意思決定してよいのかがわからない。そのような状況で思考・行動規範
となるのが文化である。②企業文化は，共通の思考・行動様式を与えることによって組
織内のコンフリクトの解消に貢献し，凝集性や一体感の醸成を通じて従業員の内面的統
合を促進する。しかもそれはシステムのような厳格な統合よりも個人の自由度を認めた
統合である。③企業文化は，従業員の努力の限界を規定する。文化が，従業員に大きな
ロマンや自己実現欲求の充足を支援するような価値を与えた場合には，従業員は職務規
制の範囲を越えた仕事を自主的に行うのである16）」としている。
　また，梅沢正氏は，「企業文化の基本機能は，内部の構成メンバーである社員と，企
業がそのなかで存在している社会に対して，自らを“意味づける”ことにある。企業の存
在そのものと個々の企業施設とにおいて社員と社会とに意義を明確にし，意味を付与す
ることである」とし，企業文化の機能を「1社員の思考行動様式を性格づけ，社内に共
通の思考・行動様式を形成する。2企業の発想と活動の仕方を性格づけ，企業の体質を
形成することである」としている。同氏はさらに企業文化の機能を，①対メンバー機能，
②対組織機能，③対外的機能に分け，図表1－1のように分析している17）。
　両氏とも，その論点を企業文化に置いているために，下位組織の下位文化の問題をそ
の思考には入れておらず，前述の下位文化といった異文化間の問題が生じることには触
れていない。また，文化が歴史的に蓄積されたもので，歴史的な文化遣産として組織に
残すものの問題にも触れてはいないのである。
図表1－1　企業文化の機能
1　社員の期待を充実させる　　対メンバー機能
①　社員としてどう考え，行動すべきかの青写真が提供される（思考・行為様式）
②　会社に蓄積されてきた知的財産が享受される（知識，情報，技能，思想……）
③　会社に帰属し，貢献する意味が付与される（アイデンティティ）
2　組織が形成される一対組織機能
①　組織としての統一と連帯が強固になる
②　組織としての独自性（組織パーソナリティ）が確立する
③　揺るぎない信念的な組織行動がとれるようになる
3　社会から承認と高い評価を獲得する一対外的機能
①　会社のめざしているもの，会社の性格が外部に明示される
②　不断に革新と前進をしているという社会的評価を得る
③文化への関心が高く，文化に貢献していることでイメージアップになる
出所）梅沢正著『企業文化の革新と創造』有斐閣，1991年，49頁。
これに対してE．H．　Scheineは，「特定の企業が種々のサブ・カルチャーに加えて単一
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の文化を持つかいなかは，会社全体のメンバーの共有経験を見極めると同時に，社内の
安定的グループを見っけ，これらのグループの共有経験が何であるかを見極めることに
よって答えられる経験的問題となる。企業とか組織と呼ばれる相対的に大きな社会的単
位の中には，数種類の文化が存在していることを見出しても不思議ではない。＿＿文化
の概念は，大きな文化がいかに進展しているかという人類学的理論よりも，グループ・
ダイナミクスとグループ成長の理論に根差している18）」として，T．　Parsonsの「文化
の役割は，①外的環境の中での生き残りと適応，②生き残り，適応し続ける能力を確保
するための内的プロセスの統合である」という考え方を受け，文化の役割を進化論的な
見地からグループや組織が創業時から，成熟，衰退の状況に至るまでに直面する問題を
取り上げる必要があることを示唆し，文化の機能を次のように論じている19）。
（1）外部環境への適応機能
組織のメンバーが，彼らの中核をなす使命の概念を共有し，この概念が環境における
グループの存続を可能にするに伴い，それがグループの文化の中心的な要素となり，目
標やそれを達成するための手段を明確にする底流にある粋組として働き，生き残りを目
的として外部環境の変化に対して適応するように機能する。それは，「使命から導き出
される目標についての合意」「目標達成の手段についての合意」「成果の測定についての
合意」「戦略の修正および変更についての合意」などである。
（2）　内部統合機能
　内部統合のシステムは，外部適応と相互に影響し合う。グループが社会システムとし
て機能しようとする場合，解決しなければならない問題がいくつかあるが，文化は，①
共通言語と概念の分類，②グループの境界線とメンバーのグループへの入退の基準，③
権威と地位，④メンバーの人間関係，⑤報奨と制裁，⑤イデオロギーと宗教，といった
問題を解決する役割を果たす。
（3）不安を低減する機能
　人が認知の不確実性や過剰性と直面するときに経験する不安は，組織メンバーの合意
あるいはメンバーとの合同作業によって一つの方向性が導き出され，文化的な解決がな
されると解消され得る。
　しかしながら，B．　C．　ReinmannとV．　Wienerがその論文の中で「企業文化は両刃の剣
である20）」と述べているように，上記のような機能がそのまま組織において逆機能に
なることがあるのである。すなわち，組織文化は，歴史的な積み重ねによって形成され
た成員間のパラダイムであるがゆえに，他の文化を容易に受入れない傾向が強い。した
がって，企業のような大きな枠組みで文化を捉える場合は，部門間のコンフリクトの解
消手段となり得るが，各部門にもやはり各々の文化が存在するわけであり，その文化が，
他部門の文化との相違からコンフリクトの原因になるのである。また，ある組織の文化
が技術志向的であるゆえに，マーケティングの側面をなおざりにしてしまい，それによ
って市場の情報を知覚し得なかったり，販売方法を研究しなかったりして，組織が衰退
に追い込まれるといったこともあり得るのである。このように，組織文化がマイナスに
機能しないように，組織文化の機能・逆機能の両面を認識することが求められるのであ
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る。言い換えれば，組織が存続していくためには，自己の組織の文化がいかなるもので
あるか，あるいは自己組織の下位組織の文化がいかなるものか，そしてその文化がどの
ように組織の中で作用しているかを理解することが，企業または組織に必要となるので
ある。
　通常，文化は，組織成員の共有する信念や行動規範に基づくために，目には見えない
ものが多い。しかし，その文化がいかなる状態で存在するのか，あるいは現時点の問題
に対して機能的にはたらくのか，逆機能的かを理解することによって，その組織を管理
することが求められる。このためには，文化がどのような形態を採っているかを認識し
ておくことが必要となる。文化の本質的なレベルを成員の共有するパラダイムだとする
と，その成員の行動，あるいはその成員が形成した物質も文化の表現の1つである。そ
れらを要素別に区別する方法として，E．　H．　Scheineは，文化をレベル1一人工物一，
レベル2一価値一，レベル3一基本的仮定一に分けて考察している21）。それを図示し
たのが図表
1－2である。
　レベル1の「人工物」とは，その成員が創出した物理的なあるいは社会的物質，組織成
員の技術的な成果，組織成員によって話されたり書かれたりする言語といった目に見え
るもしくは知覚するのが比較的容易なものである。これらは，時代の流れからその組織
の文化が変革しても文化遺産として残ったりすることがある。例えば，社会一般的な文
化遺産と目されるもの：企業のような組織においては，その組織機構，過去の戦略，企
業の建物，企業イメージなどである。
　レベル2「価値」は，その組織を起こしたあるいは代表する人の“どうあるべきか”とい
う感覚を反映し，それが組織成員の間で規範的・道徳的に機能している場合は，組織が
安定した状態にある。イデオロギーとか組織の理念に具現化されている一連の価値は，
本質的にコントロール不可能な事象の不確実性を取り扱う指針あるいは方法となる。組
織の問題解決に有効に機能し続ける価値がその組織の仮定となる。これは，しばしば人
工物となって表面に現れたりする。
そしてレベル3の「基本的仮定」は組織成員に“あたりまえのこと”として受け取られて
いるもので，それが問題に対しての有効な解決策ではなくても現実として働くものであ
る。すなわち，それは組織の成員の間では，対立も起こり得ないし，議論の余地もない
ものとなっている。この基本的仮定は，あまりにも当然のものとして受け止められてい
るので，1つの文化的な組織単位の中では，ほとんどバリエーションがない。
　この3つのレベルは，その組織の文化の機能と逆機能，そして現在それがいかに作用
しているかを分類・認識する手掛かりになると思われる。また文化は，その組織が成長
するにつれて変化するものでもある。このことを組織を管理する上で考盧に入れておく
ことも必要であろう。その1つのモデルが，図表1－3に示されている。すべての組織が
同じような成長過程を経るわけでもなく，また同じような文化の変化の経過をたどるわ
けでもない。しかしながら組織変化と文化の変化は密接に関係しており，同じコインの
表と裏であるということもできるのである。
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図表1・・－2文化のレペルとその相互作用
人工物と創造されたもの
・技術
・芸桁
・視聴可能な行動パターン
価値
・物理的環境でヂスト可能
・社会的合意のみによってテスト可能
曇本的仮定
・環境に対する関係
・現婁，時灘，i聾瞳の本質
・人鱒性の本質
．人懸行動の本質
・人灘関係の本質
見えるが、
しばし忌繭￥読できない
?????→
あたりまえと受け取られている
闘に見えをい
意識以蜘
出所，RK，紬曲」0椰惣蜘柵J　C罐㈱溜伽虚翻包1瓢Josse蝿螂撫，獄14，港水
　　　紀彦・浜田幸雄訳「総織文化とり一ダシップ」罫イヤモンド社，1989年，19頁．
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図表1－3　成長殿隔文化の機能および変革メカcaズム
域長段階 文化の擬能ノ論点
1艇生および初期成長 ? 文化ほ特有の勧で莇りアイデンティティの漂泉で動る
創叢者の支配〔同族に 2 文｛ヒiま輸織を皐糞束させる　「噸」　で・談｝る
よ為支配も孝rや弓る津 3 蔵織毒ま一冊の続一イヒ　胴繍化を目擶して’進む
4 コミ卦メントを立妊きせる允め．羅への同化を大いに重視する
後細動面 ? 文fヒ轄1保守酒…とりベラル派⑳関争の場となる
2 後織者となるべき嬢禰者轄，文イヒ⑳要素を罐欝する塾，変革愛葛かによ
塾判定を受ける
ー????　　　　　　　　　　変環メカニズム自然な進化
総織療甚を通じての自律鰯態化
混戚種による響理された溝化
アウトサイダーによ為管ヨ璽された「革搬」
組織の中年期
　製韻／市場⑳拡大
2　垂直的続合
3　地理的絋大
4　質収t合併
?????
新たな下位文化の大鑑出現によll文化曲綻一性が轟塞る
申楼的口課，価僖覗，仮定が失わ量し，アイデンテイテイの竜機が生罫る
文化漆革の方向を管igtg機会が綴供される
　　　　　　　　　　変憲メカニズム
　　　　5　計面され．た変革およ「wvme織開発
技術帥誘導
スキャンダルによる変革，稗謡㊧爆発i
襯進主義
ll絹縦の成熟時期
　　市婦の成熟憲疫纏
　農退
　2　社内的安定性の増
　蜘またほ〔およ拶）
　停漏
　　変軍への動燈づけ
　　の不足
変容的路線
磯種的踏緑
　　磯麟と再禰
　　乗城郵と再編
3　合併と同化
　文化が革新への障轡とな蕊
ワ　文化鹸過去⑳栄光を保持し，その結黒
尊重賊しる
文化の溌革陰必要かウ不可遷で南る“しかし，寸魂て⑳文化要講を飛え
　　　　　　　　　　また逼ま行なうべき墾ない
交化の本質鰐要藁ほ魏狸し，維特サべきであ急
文化⑳蛮革鰭管環可能であるか，また絃放羅して進化するに委せること
蓋本ffJS’9ラダイム面で⑳文化の蛮革
申枢1腰因の大編な更迭による文化の蛮革
変罵メカニズム???強制的説得
方剛麟
再編，破壊，新生
出所）EHSchei瓜，0卿闘舶歯据副C癬翻2σ憲L鮒磁憩⑳，　1985，　Jossey－Bass　lnc。　p．14，藩水
　　　紀藩・浜田幸雄訳『組織文化とリーダシtVプ」ダイヤモンド社，19邸年，3押買，
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第2節　組織文化を組み込んだ戦略モデルの開発に関係する課題
1．戦略計画に組織文化を組み込んだモデルの検討
前述のように，組織文化に関する研究は，1980年代にさかんに行われ，話題を集めた
ベスト・セラーも出現した。それらの研究は，「強いあるいは卓越した企業（組織）文
化を持つ企業は，長期的な成功を収めている」とか「長期的な成功を考えるなら，旧いも
しくは外的環境の変化に対応できない組織の組織文化を変革する」といったようなこと
を中心どして述べていたものがその主流であった22）。それは，主にそれまでの企業（組
織）文化に関する研究が，組織論からのアプローチであったためであった23）。しかし
ながら，組織（企業）の成功と失敗は，戦略に依存していると同時に，その組織の文化
が，戦略を作り上げたりも壊したりもするのである。すなわち，ある企業の戦略は，そ
の組織の持っ文化と密接に関係しており，組織文化が戦略，組織機構，組織管理システ
ムの規定要因になっているのである。言い換えるなら，戦略を計画・実行する際に，組
織文化の形態，機能，逆機能といった特徴を組み込むことが必要であるということがで
きる。
戦略の策定プロセスは，通常，いくつかの階層性をもって行われる。全社的なレベル
での戦略策定なら，まず，全社的な目標を設定し，環境と資源を分析し，主要事業分野
の識別とSBUを決定し，戦略的な機会と脅威を分析し，戦略代替案を開発し，そして
戦略的な意思決定を行なう。事業レベルの戦略は，その事業組織あるいはSBUが用い
る組織過程のタイプを決定し，やはり環境，資源，脅威と機会といった分析を行い，ギ
ャップの分析を行い，そして代替案の探索，意思決定へとつながる（図表1－4，図表1－
5）。
むろん，環境分析の中に内部環境分析として組織文化の分析は，組み込まれるであろ
うが，組織文化は，環境分析に単なる1変数として織り込むには余りにも大きな，そし
て直接的な影響を戦略に与えるのである24）。
12
図表1－4全社レベルの戦略策定プロセス
全社グランド
・デザイン
「?ーーー全社目標の形成課程
??
→
戦略策定
システム・
手続の確立
希’望する
全社月標
SBUの
産業魅力
度の評価
現在のポー
トフォリオ
・ポジショ
?
???? ???
→
予備的
ギャップ
分析
主蝋＿」
野の言哉別と
将来のボー1・
フオリオ・ポ
ジションと業
績の予測
SBUの資
源とスキル
の識別
SBUの競
争ポジショ
ンの評価
ギャップ
分折の改訂
??
仮の買収ニーズの
ﾁ定化
有望な産
ﾆの識別
ﾆ評価
有望な候補
?ﾐの発見
ﾆ評価
仮の買収
嵭ｪ
ギャップ縮小
ﾆ問題解決
Iプション
ﾌ識別
仮のSBU
ﾌ1ヨ標と投
草嵭ｪの特
濶ｻ
SBUの戦略?閭vロセス
仮のSBU
嵭ｪ
仮の売却
?竡幕ﾆ
ﾌ特定化
有望な回
恊嵭ｪの
ｭ見と評ｿ
有望な買
閧ﾌ発見
ﾆ評価
仮の売却
嵭ｪ
主要なポート
フオリオの機
会とリスクの
識別
?ョ??????? ??
??〉｝?
??
政治分析 最終全社歯W
最終買収
嵭ｪ
戦略的
ﾓ思策定
最終SBU
ﾚ　標　と
且草嵭ｪ
最終売却
嵭ｪ
戦略命題
全社的コン
eィンジェ
塔Vー・プ?
出所）C．W．　Hofer，　D，　Schendel，　STR・‘1　TEGY　FORMUR，4　TYON・　ANALY7rlCAL　COI＞CEPT，　West　Publishing　Co．，　1978，奥村・榊原・野中訳『戦
　　　略策定一その理論と手法一一一一一』干倉書房，1981年，59頁、
??
図表1－5　事業レベルの戦略策定プロセス
??ー? ?ー ?ーー???ー
戦略策定
システム・
手続の確立
　　　　　目標形成　　　　　　　　　　　－　－　－－　　　　　　　プロセス　　　　　　　／→
　　　　　　　　　　　　　　　／
　　　　　　　　　　　　　　／
　　　　　　　　全社レベルの
　　　　　　　　戦略策定プロ
　　　　　　　　セスから
　　　　　　　　　　／　　　　　　　　　／
　　　　　　　　／
　　　　　　　／
＿　＿　＿　＿　一
事業グランド
　・デザイン
市場と
産業の
分析
仮の事業
目標
現在の事業
戦略の識Slj 資源分析
供給先と
競争相手
の分析
予備的
ギャップ
分析
?????
現在の事業
|ジション
将来の事業
ﾆ績とリス
Nの予測
ギャツブ縮小
ｨよび問題解
?Iプション
ﾌ発見
一般環境
ｪ析　一
・経済的
E技術的
鼇o…
?????????人口統計
鼈鼈齔ｭ治的／
@律的
主要な事業
@会とリス
Nの識別●
戦略代替案
の分析と評? 仮の事業戦略
》???…???????? ??
戦略的
意思決定
戦略命題
最終事業
目標
最終事業
戦略
事業コン
烈ンジェ
ノンL‘－’
プラン
??↓?????
仮のSBU
戦略
出所）C．W．　Hofer，　D．　Schendel，　STR・・1　TEGY　FORMUR，・1　TION：　ANALYTYCAL　CONCEPT，　West　Publishing　Co．，1978，奥村・榊源・野中訳『戦
　　　略策定一その理論と手法一』千倉書房，1981年，60頁．
　このようなことから，戦略策定の際に，組織文化をそれにいかに組み込むかが問題と
なる。そのような方向で論じているものに次のような研究または文献がある。1っは加
護野氏らによるものである25）。
　それはまず，E．　DealとA．　A．　Kennedyの環境のリスクの大きさと成果のフィードバッ
クの2次元で捉えた組織文化の類型を基に，第1の次元として，企業の環境適応を，①集
団がもっ自由な適応能力，集団内の緊密な相互作用から生み出される価値・情報の共有，
ゆるやかな集団問統合とインフォーマルな人的ネットワークを通した組織化の方法一
グループ・ダイナミクスーと，②体系的・機能的な分業，権限と責任の明確化，伝達・
報告経路の公式化によって人々の活動を組織化する方法一ビュ・－mクラティック・ダイ
ナミクスーに分け，そして第2の次元として，日常のオペレーションを基に，インクリ
メンタルに環境変化に適応していく方法一オペレーション志向一と日常のオペレーシ
ョンよりも製品に重点を置き，製品イノベーションや機動的な資源展開を通じて環境変
化に非連続的に適応する方法一プロダクト志向一を設定し，組織文化を図表1－6のよう
にVHBSの4つに類型している。
　さらに，それらの経営戦略適応を基本戦略，戦略計画，具体的な戦略行動の3つのレ
ベルで捉え，企業の戦略行動と組織文化の関係を体系づける試みをしている（図表1－7）。
それによると，「S型あるいはB型に属する企業にとって戦略は，行動のガイドラインな
いしは意思決定のルールとしての性格を持っているが，H型やV型では，戦略は抽象的
で，自律的な行動が大きな比重を占め，組織構造や管理システムも公式化されていない。
S型やB型に対して，H型とV型の企業では，その行動の鍵となっているのが組織文化で
ある」としている。このようにして同氏らは，組織文化と戦略行動の類型化を行い，そ
れを基本的戦略あるいは戦略計画を策定する際に組み込むための1つの指標として示し
ているのであるが，この段階では，戦略を策定する際にいかにしてそれらを組み込めば
良いかが明らかではなく，また，組織文化が戦略策定にどのように機能するか，あるい
は逆機能的であるかは論じてはいないのである。
図1－6　適応類型と経営戦略の意味
H　型
オペレーションを通じて生み出さ
れる小さな自律的行動
B　型
限定された基本戦略と戦略計画
V　型　　　　　　　　　　　　　　　S　型
突発的に生みだされる能動的行動　　基本戦略，
誘導された戦略的行動
出所）石井淳蔵・奥村昭博・加護野忠男・野中郁次郎著『経営戦略論』有斐閣，1985
　　年，222頁．
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図1－7　適応類型と組織文化
H型（1）一体感人 B型（1）合理性，能率
②　調和，情報共有，意思疎通， （2）規則・手続の遵守，計算，
コンセンサス，柔軟性 階層秩序
（3）第一線の情報 （3）数量化情報
（4＞ライン （4＞階層
V型（1）革新，人 S型〔1）合理性，有効性
②　独創性，リスクへの挑戦， ②　分析，体系性，問題直視，
実績 目標達成
（3）あいまいな新鮮情報 （3）体系的情報
（4）実績をもつスター （4）スタッフ
出所）石井淳蔵・奥村昭博・加護野忠男・野中郁次郎著『経営戦略論』有斐閣，1985
　　年，225頁．
　これに対して，B．　C．　ReinmannとV．　Wienerは，「エリート主義的組織文化（自分たち
が一番である，自分たちのものは他のものより良い）が組織の成長・存続に逆機能的に
働く」という仮定のもとに，組織文化が，カリスマ的なリーダーの決定に支配されてい
る場合と伝統的なメンバーシップに支配されている場合とではその戦略行動，組織構造
などの違いがどうあるのかということを基にして組織文化を類型化している26）。それ
は，図表1－8のように，価値の焦点一機能主義的27）かエリート主義的か一と価値の源
泉一カリスマ的リーダーシップか組織的な伝統か一の2つの次元で捉え，その結果，企
業家的（Entrepreneurial），戦略的（Strategic），狂信的な愛国者的（Chauvinistic），
排他的（Exclusive）の4つの包括的なタイプに分類している。
その論文において彼らは，環境変化に対応して戦略の変更を迫られたとき，その戦略
の変更の障害となるのは，狂信的な愛国主義的文化と排他的文化であり，とくにエリー
ト志向がカリスマ的リーダーシップと結び付いた場合は，戦略策定プロセスに逆機能的
にそれは作用するとしている28）。彼らは，外部環境の変化に対して機能的に働く文化
としては，企業家的な文化あるいは戦略的な文化であり，逆機能的になりがちなのが愛
社主義的または排他的文化であるとし，それらが戦略に大きな影響を及ぼすものとして
いる。また，彼らによると当初は企業家的であったり，戦略的であった文化が強い信念
となって組織に根差した場合，それが後に，エリート主義的な文化になる。すなわち，
組織とその行動に対する組織成員の見方が「近視眼的」になりに外部環境の変化に対し
て企業家的もしくは戦略的であることを妨げるともしている。
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図表1－8　包括的組織文化の類型（共有された価値の源泉と焦点を基礎にした）
　　　　　　　　　　　価　値　の　資　源
カリスマ的リーダーシッ　組織的な伝統
　　　　　OP????? ???? ?
??
? ?
??
????? 　起業家的
i外的，短期的）
　　戦略的
i外的，長期的）
狂信的な愛社主義
i内的，短期的）
　排他的
i内的，長期的）
出所）B．C．　Reinmann，　V．　Wiener，“Corporate　Culture：Avoiding　the　Elitist　Trap”
　　Business　Horizons，　Vol．31，　No．2，　March・April，1988，　p．39．
すなわち，戦略の開発において，その組織の文化があきらかに環境の変化に対応して
いない場合はもちろん，かつて成功していた戦略にそって形成された文化が，次の戦略
の実行，さらにはその策定をする場合の障害ともなり得るのである。これは，先に述べ
た文化が歴史的に形成されていくということと，組織が成長するにしたがって，その文
化もまたインクリメンタルに変化していき，それが必ずしも環境の変化に合致する変化
ではないことによるものである。過去に形成された文化が革新の障害となるのである。
　この環境の変化と組織の成長に伴う組織文化の変化を戦略計画に結び付けようとし
たものが，RDeshpand6とA．　Parasuramanの共同執筆論文として1986年の
BUZINESS　HORIZOIVSに掲載されている29）。それは，戦略計画に用いられるBCGの
事業ポートフォリオ・モデルと従来の事業ライフサイクル・モデルの概念に，先のDeal
とKennedyの組織文化の類型を結び付け，「タフガイ・マッチョ文化」が導入期，すな
わち“問題児”に相当し，「会社を賭ける文化」が成長期である“花形”に相当し，「よく働
きよく遊ぶ文化」が成熟期である“金のなる木”，そして，「手続文化（官僚主義的文化）」
が衰退期，すなわち“負け犬”に相当するとしている（図表1－9）。組織が成長するにつれ，
その文化は，さまざまな形態を採り得るので，自己の組織が上記のどの文化に属してい
るか認識し，それを修正する戦略を採ることが望ましいというのである。リスクの高い
「タフガイ・マッチョ」と「会壮を賭ける文化」にある企業は，変更を目的として必要
とされる根本的な戦略単位を構築することと，そのライフサイクルの異なった段階への
移行を考えるということである。そして，そのような組織文化の変更や移行が外部環境
への適応として行われ得るなら，組織は強力な組織文化を持っていない方が良いとも述
べている。
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図1－9　戦略的文化管理のコンティンジェンシー・モデル
?????
高い
低い
　企業を賭ける文化
（高いリスク／
遅いフィードバック）
　　　　花形
　　　成長期
良く働き・良く遊ぶ文化
　（低いリスク／
速いフィ・一一・・ドバック）
　　　金のなる木
　　　　成長期
　タフガイ・マッチョ
　　（高いリスク／
速いブイードバック）
　　　　問題児
　　　　導入期
手続き・官僚主義の文化
　　（低いリスク／
遅いフィードバック）
　　　　負け犬
　　　　衰退期
高い 低い
相対的マーケット・シェア
出所）R．Deshpande，　A．　Parasuraman，“Linking　Corporate　Culture　to　Strategic
　　　Planning”　B乙／SILIVESS　HORIZOIV／S，　Vol　29，ノ〉∂．29，ノ〉∂．3　（ノlfay／June），1986，
　　P．33．
彼らの研究は，戦略開発の際，戦略事業単位を決定するのと同様に，このような自己
組織の文化の分析を行うということで，戦略の策定において有用なモデルを提供してく
れるが，戦略計画上これも具体的なモデルあるいは戦略計画プロセス上の手順として具
体的なステップを明示してくれていないのである。
一方，そうした問題に対して，PJ．　Stonichの『実行の経営戦略（IMPLEMEIVTING
3皿4盟oy）』では「戦略策定の基本的なステップとしての①事業の定義，②経済分析，
③競争者分析，④市場と組織の成長分析，⑤資源配分において，外的な焦点は，内的能
力の評価によってバランスされなければならない30）」とされ，戦略経営のフレームワ
ークに図表1－10のような5つの相互関係をもった変数を挙げている31）。
PJ．　Stonichは，同書において，戦略策定を行い，それを実行に移す際に，他の4つ
の変数のどの変数を中心にその戦略を実行していくのかを戦略の性質，外部環境に照ら
して決定する方法を強調している。
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図表1　一一　10戦略実行と戦略経営のフレームワーク
戦略目的
の　達　成
出所）P・J・Stonich　ed・，　IMPLEMENTII＞G　5η苗7EσK　1吻伽g　Strategy　HαPPen，　Ballonger
　　Publishing　Co．，1982，野中郁次郎・原田行男・高橋浩夫訳『実行の経営戦略』ダイヤモ
　　　ンド社t1984年，172頁．
　しかしながら，ここでやはり問題となるのが，その書においては，戦略策定を行った
後の実行に移す段階で，組織の文化，組織構造，人的資源，マネジメント・プロセスに
照らすという方法を採るが，戦略の策定段階ですでにその組織の文化が，その戦略策定
には大きく影響及ぼしているし，また先にも述べたように，既存の組織構造あるいは過
去に実行された戦略も次の時点では文化として組織の成員に共有されているというこ
とである。さらに，上述のいずれのモデルも企業のトップが戦略策定する際に影響を与
える，あるいは考慮すべき要因としての企業文化のレベルでの類型・分析であるので，
その組織がそれによって構成されていて，組織全体にあるいは相互に影響し合っている
であろう下位組織の文化の問題と管理方法に触れている部分は少ないのである。
2．組織文化の変革とリーダーシップに関する戦略の計画・実行上の問題点
組織は外的統合の問題と内的統合の問題の両方に対処することで，その存続を図る。
すなわち，組織は外部環境の変化への組織の不適応と外部環境の変化に影響を受けた，
あるいは組織内部に内在する内部の不均衡を統合することによって存続することがで
きるのである。この間題に対して大きな役割を果たすのが，リーダーである。創業当時
の小集団的組織においては，その組織構造，組織文化，組織の戦略を作り出し，実行す
るといったすべてのことがリーダーによってなされる場合が多いが，その後，組織が成
長し，組織規模が大きくなり，社会に対する影響力も大きくなったような組織において
も，創業者の信念や哲学がその組織の文化として受け継がれているといった例も少なく
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合やシステム間のコンフリクトが逆機能的であるとか，また官僚的な組織体系が逆機能
的であるとかといったことを組織内部の人間がいかにして知覚するかということであ
る。また仮に組織の誰かがそれに気付いたとしても，それは，組織の成員が共有してい
るパラダイムとは適合し得ないことが多く，その場合その個人は，組織成員に受け入れ
られず，その組織から逸脱するといったことが起こる。組織文化を変革し得るのは，そ
の組織を支配しているか，あるいはその組織に大きな影響力を持うているか，またはそ
の組織が大きく依存している情況にある個人もしくは集団である。そのような影響力を
持つ個人あるいは集団は，例えば，その企業の大半の株式を保有している個人か集団，
政治的影響力を持つ個人か集団，または労働組合などといった外部の存在である場合も
あるが，直接的なそれを持っているのは，その組織のトップ・リーダーである。したが
って，組織のリーダーが戦略，組織構造，そしてそれらをとりまく文化が外部環境の変
化，あるいは組織効率性に照らして不適合であるとか，変更が必要であるといった決定
を行うことが多いのである。
　リーダーシップに関する研究は古く，文献も多岐にわたるが，ここでは，組織を有機
体と考え，それに社会的正当性を与え，メンバ・一一・一に対して長期的な方向性を与えるとす
る制度的リーダーシップ論の立場を採ることにする。制度的なリーダーシップには次の
4つの役割の遂行が求められるとされる32）。
●　制度の使命と役割の設定＿組織に価値を注入することで，組織を制度へと変換し，
　　それによって組織成員に準拠すべき価値前提を提供する。
●　制度による目的の体現＿制度的リーダーシップは，ただ単に戦略を呈示するだけで
　　はなく，その戦略の持っ意味，内容，実行のためのガイドラインを組織の現実かつ
　　日常的行為の中に埋め込むことが必要とされる。
●　制度の一貫性の防御．．．制度を存続させるためには，内部管理だけではなく，その制
　　度のもつ価値と性格を維持・強化することによって達成される。
●　内部コンフリクトの処理．．組織の内部下位組織間のコンフリクトを解消すること
　　は組織の存続には不可欠である。
　このようなリーダーの戦略，組織構造，組織文化そして環境に対しての適応プロセス
を示したのが図表1－11である。
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図表1－11　適応プロセスとトップ・リーダーシップ
環　　境 戦　　略
?
、
　、
組織
カルチャー
　！?
??ー?
　学習　・
　蓄　　積?
！?
????????
組織構造・
経営管理システム
評　　価
、
、
＼
行　　動
?
果
出所）奥村昭博「経営戦略とリーダーシップ」「組織科学』，Vol．16，　No．1（春号），丸善，1981年，
　　　18頁．
組織のリーダーは，組織に価値を注入し，その価値を維持・強化，変革するといった
組織文化の生成・変革の側面と，戦略ドメインを定義し，意思決定を行うか，あるいは
意思決定の前提の提供，そして問題の定義やコンセンサスの取り付けといった戦略の策
定・実行といった側面の役割の遂行を行う33）。すなわち，その組織の文化や戦略は，
ほとんどその組織のリーダーの思考もしくは意図を反映したものであるということが
できる。したがって，ある組織において小規模な時代からずっとその組織を成長させて
きて，かつ歴史的な成功を享受したリーダーが，その思考，言い換えれば哲学をそう簡
単には変更することは難しく，外部環境の変化に他の成員が気付いたとしても，それを
受け入れることも容易ではないことが多い。そのために，組織文化が環境に不適応であ
っても変更されることは難しいのである。
また，既存の，そして比較的大きな組織で歴史的にかなり長く存続している組織にお
いては，当然，リーダーの交代がなされるが，前述のように，その組織成員の持つ共通
した価値・規範は，その組織をそれまで管理してきたリーダーによって植え付けられ，
長い間に広く深く行き亘った文化であるために，交代した新しいリーダーが，文化の変
革が必要であると知覚しても，組織成員にそれが受け入れられない場合もある。このよ
うなことは，戦略の計画や実行に大きな支障をきたすのである。
そういった場合，リーダーはどのように組織の文化を管理するべきか，あるいは組織
の文化は，リーダーによってどこまで統制可能なのか，さらに，文化を変革すべきかど
うかはリーダーの決定によるものだけに頼っていて良いのか，などといった問題が戦略
を策定する際に浮かび上がってくるのである。
そのような問題を解決するための理論的な枠組みを構築する基礎として，Scheinは，
以下のような有益な示唆を与えてくれている34）。
①文化を他のコンセプト，例えば「風土」「企業哲学」と混同してはならない，文化
　は，これらのものより一段下の層で機能しでいるもので，これらのものを決定する上
　で大きな力を振う。風土や哲学は，伝統的な意味の経営管理の中で管理できるもので
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　ある。しかし，それらの根底にある文化が果たして管理しうるものかどうかは決して
　明らかではない。
②　文化を，組織の機能のうち人間的側面だけにあてはめるものと考えてはならない。
　文化は単に，権威やコミュニケーションや業務が組織され管理される内部システムの
　あり方を決定するだけでなく，組織の使命や目標に関する最も基本的な意義をも決定
　する。
③　文化を管理者の統制下にある他のものと同じように操作可能な変数と想定しては
　ならない。管理者が文化を制御するよりも，むしろ文化が管理者を制御するのである。
　管理者が効果的な管理の一部と考えている要素，例えば，目標の設定，実績の評価，
　フォローアップ，コントロール，成果のフィードバックなどは，それ自体どんな組織
　においても測り知れないほど文化的に偏向させられている。文化の影響を受けない経
　営管理という概念は存在しない。
④「正しい」文化とか「より優れた」文化というものがあるとは考えてはならない。
　また，「強い」文化が「弱い」文化より優れていると考えてはいけない。何が正しい
　のか，強さが良いのか悪いのかは文化的仮定と環境的現実との適合状況にかかってい
　る。外的現実は変化してしまうので，強い文化は，1つの点では効果的であっても，
　別の点では非効果的である場合がある。
⑤　文化のすべての側面が組織の効率性に関係をもつと考えてはならない。当の集団が
　機能する上で本質的に無関係な文化も数多くある。
以上のようなことを考慮に入れ，戦略開発あるいは策定を行う場合，組織文化は，単
なる統制可能変数として戦略にインプットするのではなく，戦略開発の前提として文化
を受け入れ，それに深く関与するリーダーシップにもできうる限りの客観的な評価を与
える機能を有することが望まれるということができるであろう。
結びと課題
　かつて，内部効率化を求めた経営学（組織論）に対して，外部環境の問題の分析とそ
れへの対応をその目的としたマーケティングとの実務のレベルでの不適合が企業戦略
行動においてしばしば見受けられた。それは，組織文化に対する理解の浅さ，あるいは
その影響の大きさの見落としによるところが大きいのではないかという疑問から，本章
では，組織文化についての諸説の検討を通して，戦略，組織構造，組織文化などの基本
的な関係を理解し，それが戦略を計画・実行する際にいかなる影響を与え，そしてまた，
いかにしてそれを戦略に組み込めば良いのかといった問題に対処するための基礎的方
向性を求めることを目的とし，検討してきた。
　この基本的研究から次のような新たないくつかの示唆が得られた。
●　組織文化は，目に見えないものと見えるものがある（基本的仮定一価値一人工物）。
　　前者は，いわゆる，組織成員に共有された価値・規範，そして管理システムなどの
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　　レベルであり，後者は，その組織の過去に打った戦略，過去に販売した製品，既存
　　の組織構造などである。それらは，次に開発・展開する戦略に大きく影響を及ぼす。
●　組織文化は，歴史的にその組織において培われてきたものであり，管理しようとす
　　ることは不可能である。したがって，文化は戦略策定においては，統制可能な変数
　　としてインプットするのではなく，戦略を立案・策定していく際の“前提”として捉
　　えることが必要である。
●　企業のようなシステマティックな組織には，下位システムが各々存在し，その戦略
　　も各階層での戦略と全体の統合的戦略の両方が求められる。その際，やはり，各下
　　位システムごとに前提としての文化が存在することを認識して，戦略を開発・策定
　　していくことが望ましい35）。
●　組織文化は，歴史的にその組織において培われてきたもので，組織成員のほとんど
　　に意識する，せざるにかかわらず，根付いているものである。したがって，その変
　　化はインクリメンタルであり，急激に変革することは難しい。戦略，組織構造，管
　　理システムあるいはリーダーを変更したからといって必ずしも組織文化が変革す
　　るものではない。比較的組織が小さかったり，出来上がったばかりの組織では，リ
　　ーダーが組織文化を作り上げることが多いが，歴史的に長期に亘って存続している，
　　あるいは，すでに組織文化が確立しているような組織では，そのリーダーの組織文
　　化との適応の問題とリーダーシップの採り方が重要な鍵となる。
●　戦略を策定する際の規定要因となる組織文化は，外的問題と内的問題への対処によ
　　って調整される。したがって，外部環境の変化に照らして，その組織が適合してい
　　るかどうかということを判断するためには，なるべく客観性をもって判断できる，
　　その組織の文化に影響を受けないような個人あるいは集団と外部環境との接点で
　　あるマーケティング部門との連動によってその判断が行われ，そして戦略の開発・
　　策定がなされることが望ましい。
●　そのためには，各戦略の階層で，各々の文化があるいはシステムがうまく機能して
　　いるかどうかをモニターするその組織の文化に影響を受けないスタッフ部門の充
　　実が必要となる。
組織文化は，その組織（企業）が生産・販売した製品，および戦略，組織体系（構造）
に反映されており，相互に関係している。すなわち，組織文化が戦略を規定し，その戦
略が組織構造を規定しているのである。製品もしくはサービスが，その組織の戦略や組
織体系（構造）から生成されるとしたならば，逆に，その組織が過去に創出した製品な
いしはサービス，および戦略がその組織の文化を規定しているということもできる。ま
た，その組織成員が自己の組織の文化が外部環境に対して不適合であるということを認
識したときにはすでに，その組織が創出している製品は市場で受け入れられなくなって
いるということも少なくないだろう。
そのような視点からすると，すでに市場に出ている製品やサービス，過去に打った戦
略を調査・分析することで，組織文化をある程度理解できる可能性は高い。組織文化と
戦略がどのような状態にあるかを理解・判断するには，市場からによるものと組織の構
23
成要素自体を研究するという両方の分析視座が必要であると言えよう。
　　　　　　図表1－12組織の戦略・文化・市場の関係図式と闊係フロー
?
あるいは
サービス
創業者の経営理念（コンセプト）→戦略→組織体系→製品（サービス）
組織文化→戦略→組織体系→製品（サービス）→組織文化
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第2章
戦略・組織の方法論と戦略の柔軟性1）
経営組織を取り巻く環境が変化して止まないものであり，それに対応する戦略あるい
は組織体系を構築する必要性があるということは，本論考でことさら取り上げるような
問題ではなく，過去の経営戦略論や経営組織論あるいはマーケティング論などにおい
て多くの研究者もしくは研究機関によって研究されてきたことである。それらには，そ
れまでの経営学における組織管理の中心的な課題であった組織の効率化からその組織
の直面する外部のあるいは内部の諸問題に対処すべく，「組織と管理についての普遍的
な最善の方法は存在せず，組織が置かれた環境状況の違いに応じて，有効な組織構造や
管理方法が異なる」ということをその理論的背景に70年代初めに台顕したコンティンジ
ェンシー理論から始まり，戦略計画，戦略的マーケティング，競争戦略，などといった
理論あるいは概念モデルがある。
そのような流れの中で，変化に対処することを目的とした戦略構築の方法が研究され，
そして，さまざまな手法が提案されてきた。しかしながら，それにも拘らず，1980年
代に，それら研究の共同研究主体であったり，真っ先にそれらの理論ないしはモデルを
取り入れたはずの米国のいくつかの大手企業が環境の変化に対応できず，市場から立ち
去ったり，業績悪化に苦しめられたりしたのであった。
　そのようなことから本章では，代表的な経営戦略論・経営組織論の戦略・組織モデル
とマーケティング戦略の理論モデル等を検討することによって，変化に対応することの
できる柔軟な戦略あるいは組織体系とはいかなるものなのかということについて，検討
していくことにする。
第1節　企業戦略の経営戦略論的アプローチとマーケティング論からのアプロ
　　　　ーチの検討
　かつて，組織管理に関する文献の多くは，組織の効率性や業績を改善する研究の副産
物としてもたらされた。それは組織に関するクローズド・システムの仮定，すなわち合
理的モデルを採用したのであった。Taylorの“科学的管理（Scientific　Management）”，
Gulick．　Urwickの“経営管理（Administrative　Manage－ment）”あるいはWeberの“官僚
制（Bureaucracy）”などは，組織の構成要素が目的に対して必要な貢献をするように
選択され，構築される構造上の最大限の効率性を達成するように注意深く構成されたも
のであった2）。
　しかしながら，そのような研究は，内外環境の変化に関する変数をその概念モデルに
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組み込んでいなかったために，近代経営行動において発生する諸問題を解決できなかっ
たのであった。そのようなことから，主に組織内部の問題を処理するためにH．A．　Simon
やJ．G．　MarchあるいはR．　M．　Cyertらに代表される行動科学からの分析を利用した意
思決定論もしくは近代組織論が導入され，他方，組織外部の環境の変化や内部不均衡を
処理するための中範囲の理論としでコンティンジェンシー理論が関心を集めるように
なったのであった。
　コンティンジェンシー理論は，「条件適合理論」として解され，その契機は一般的に
J．W．　Lorschの研究3）であるとされている。それは，前述の組織内部の業務の効率化，
合理化とは異なり，組織をオープン・システムとして捉え，組織と環境との関係を構造
一機能主義的な立場で分析したものであり，Silvermanによるとその分析の特徴は，「①
機能主義は，組織だけでなぐ組織と環境との相互依存関係に注意をむける。②社会的相
互作用は行為者によって意図あるいは意識されない結果を生むが，機能主義は，こうし
た意図されない結果に関心を示すことによって社会生活の重要な側面を捉えようとす
る。③機能主義は，組織をそれ自体の要求を持つ一個の行為主体であると考え，一連の
非人格的な過程によって影響される組織それ自体の行動に焦点を合わせる。④機能主義
的分析は，組織現象の原因よりも結果を重視する4）」としている。すなわち，コンテ
ィンジェンシー理論は，状況，組織特性，成果という3種類の固有変数と，状況と組織
との適合が組織成果を決定するという基本的認識をもとに一定の組織特性が生み出さ
れる原因を分析しようとするもので，次のように要約される5）。
（1）コンティンジェンシー理論は，組織成員の意図ではなく客観的な結果に注目する。
（2）コンティンジェンシー理論は，成員の動機の充足よりも，環境や技術などの外部
　状況への適応を重視する環境志向的組織論である。
（3）コンティンジェンシー理論は，組織それ自体を要求をもつ主体と考え，組織構造
　　という戦略変数に注目する。
（4）コンティンジェンシー理論は，中範囲の理論を志向する。
（5）コンティンジェンシー理論は，主要変数の操作化と測定を行い，組織の比較分析
　を重視する。
　（6）コンティンジェンシー理論は，理論が成立するドメインを意識しながら，経験命
　題の一般化を行うという健全な科学方法論の採用を提唱する。
　つまり，それまで組織内の最適効率化を目指してきた経営学が部分最適化を追い求め
たがために，要素あるいは環境との不適合が生じ，それを調整もしくは修正するために
戦略的な思考が必要となり，経営学においてコンティンジェンシー理論が注意を集める
ようになったのである。　「外部環境への対処」＝“戦略6）”という概念が経営学に持ち
込まれたのは，このような経緯からである。
　しかしながら，コンティンジェンシー理論は，組織行動の“中範囲”の理論を志向した
ものであるゆえに，その対象となる状況環境要因は，一般環境，タスク環境，内部環境，
技術，規模，目標，成員のパーソナリティーといった多岐にわたることと，さらに条件
適合として問題を処理する方向での分析では，外部環境の対象が特定化できず，組織と
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環境との問になぜ不適合あるいは逆機能が生じるかを説明できないという限界が生ま
れたのであった7）。すなわち，偶発的な問題に対処するためのコンティンジェンシー
理論であったが，その偶発的な問題とは，“偶発的”であるがゆえに，いつ，そしてどの
ように発生するかを知ることは困難であり，それよりも“戦略”を「特定の目標を達成す
るために企てる計画」として考えていくことが経営戦略論では主流となったのであっ
た8）。言い換えれば，経営戦略は，企業の方向性，またはあり方に一定の指針を与え
るものであるという考え方と企業におけるさまざまな意思決定の指針あるいは決定ル
ールとしての役割を果たすものである9）という考え方がその主流となった。したがっ
て，経営戦略論は，その方向を企業内部の効率化と全社的目標の達成に向けた目標志向
的な戦略構築の方法論の開発に向けたのであった。それゆえに，その分析そして方法論
は，目標志向的であることから，多分に静態的（static）なものである傾向があった。
そのような考え方から構築された戦略が，実行に移される段階で環境に適合しなくなり，
修正を求められたり，また実行の段階になって戦略がうまく働かなかったりするといっ
た状況が生まれ，外部環境への適応のための環境分析に重要性が置かれるようになり，
SWOT分析，事業ポートフォリオ，　PIMSアプローチなどといった概念がそれに持ち込
まれたのである。
他方，マーケティングは，企業と顧客，流通業者，競争相手といった外部環境との問
の境界機能であり，その主要な目的は市場・環境分析に基づいた製品一市場レベルでの
戦略の構築である10）。すなわち，マーケティング戦略は，ダイナミックな環境に対し
て，自己に最も有利な機会を導くようにその活動を適応的，受動的に修正していくだけ
にとどまらず，さらにそのような環境のもとで革新を計画し，実施し，マーケティング
活動を制約する諸要因を取り除いて活動しやすい環境をつくりあげていくという性格
をもつものであるということができる。それには大局性と長期性という要件が必然的に
求められる11）。したがって，マーケティングにおける戦略構築の方法は，環境（市場，
関係組織消費者，社会・政治的環境，競争相手など）の分析から始まり，マーケティ
ング・ミックスの最適結合を図るものである。その意味では，マーケティングは企業の
戦略を構築する際の窓口的役割を果たしているということができるのである。
マーケティングが企業と環境との境界的機能を果たすというのは，市場調査や広告と
いった研究分野にその生成期の主要な研究が見られることと12），1960年代から1970
年代にかけて消費者行動研究がその主流を占めていたことからも理解できる13）。マー
ケティング環境分析は，前述のごとくその学問分野の性格から，主に外部環境に関わる
もので，その分野では著しい分析技術の発展をみた。しかしながら，マーケティングは
製品一市場での分析ならびに戦略構築が中心となるために，企業内の他部門あるいは全
体的戦略との不適合が指摘されることが多々あった。すなわち，マーケティング戦略策
定はその特徴として環境モニタリングによる変化への対応，あるいは市場での競争優位
性の探索など環境一市場の問題への対処ということが挙げられる。そのため，マーケテ
ィングには経営学においてはあまり議論されなかった“時間”の概念が組み込まれる必
要性が生じたのであった。それゆえに，マーケティングにおける戦略は経営学における
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戦略に比べ，「状況志向的」であるということができよう。マーケティングにおいて製
品ライフサイクル理論や企業ライフサイクル理論といった概念が使用されたのもその
ためであると考えられる。
　このような経緯から，外部環境との接点であるマーケティングがより動態的な視点で
市場を観察し，市場の変化を認識し，それを組織内部に伝達しようとするが，企業の全
体戦略はより長期的な視点で構築され，複雑なプロセスを踏んでいることと，組織それ
自体が変化を取り入れず，そこに組織の慣性力がはたらくといった組織特性により，企
業もしくはトップ・マネジメントがそれを受け入れないといったことによって不適合が
起こるのである14）。
組織が変化を受け入れにくいということは，官僚制組織論や組織文化の研究によって
も明らかであるが，目標志向で組み立てられた戦略は一むろん代替案も考えられてはい
るであろうが一その実行の間に環境との不適合が生じたり，あるいは環境のドラスティ
ックな，または予期せぬ変化に対応できないといったことが起きる。これは，戦略それ
自体がある特定の目標にこだわって構築され，そしてそれを実行しようとすることによ
るものであると思われる。全体戦略が実行に移されている間に，マーケティング機能に
よって環境への不適合が指摘されても，それを全体戦略もしくは事業戦略に反映し得な
いのはそのようなことによるものであると考えられるのである。
　しかしながら，そのような問題に対処するために戦略策定において重要な役割を果た
すのがまた，マーケティングなのである15）。D．　F．　Abel1は経営管理者にそのような問
題への注意を促すために，1978年に“戦略の窓”という概念を使って変化への対応の仕方
の指針となるものを提起している。D．　F．　Abel1は，変化を①そのマーケティング要件が
既存のマーケット・セグメントとは根本的に異なる新規主要需要機会の展開，②既存の
テクノロジーに取って代わる新しい競争テクノロジーの出現，③製品それ自体あるいは
競争企業の製品市場戦略における変化に関する定義の変化によって発生する市場の再
定義，そして，④チャネルの変化，という4つの主要なカテゴリーに分け，これら4つの
変化に敏感であるために“戦略の窓”を開けておく必要があることを指摘している。また
彼は「“戦略の窓”という概念は，マーケティング・マネジメントの業務あるいは特定の
戦略計画活動において基本的な変化が必要とされるということを示唆しており，市場変
化の将来のパターンの予測に基づくマーケティング計画あるいは変化に対処する企業
の能力の評価はそれら変化の中心に位置するものである。製品ポートフォリオ分析を使
用する管理者はとくに，特定の事業を計画する際には静態的な分析ではなく動態性を考
慮にいれるべきである。（中略）．．．市場への参入・退出にはとくにタイミングが重要で
ある」と述べ，企業の変化への対応にマーケティングが重要な役割を果たすことを強調
している16）。
変化に柔軟に対応できる戦略を構築するためには，G。　S．　Dayの指摘するように目標
思考的なトップーダウン式の経営管理を重点に置いた戦略と状況志向的なボトムーア
ップ型の環境変化に重点を置いた戦略の・対話・が望ましいと考えられる17）。それと同
時に，マーケティングによって認識された環境の変化を受入れ，組織内部にイノベイテ
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イブな発想あるいはテクノロジーが発生するような組織体系が必要であるということ
は多くの研究者からも指摘されるところであり，また多くの実務家が感じているところ
である。
第2節　成長戦略と組織構造
A．D．　Chandlerの一般命題は「組織は戦略に従う18）」というものであるが，組織が
戦略に従うか否かは別の機会に譲ることにして，戦略と組織構造との問には密接な関係
があることは言うまでもないことである。経営組織構造の研究は前述のごとく，コンテ
ィンジェンシー理論の台頭により，条件適合としての組織体系の研究を中心に展開され
てきた。その後，条件適合理論に依拠する環境決定論的モデルが，その環境への適応を
重視することから，組織と環境との間には経営者の戦略的選択が介在することを無視し
たものになっているという批判が起こった19）。そのようなことから，組織構造の研究
は戦略的選択と環境決定の両方からの分析が採られたのであった。
戦略と組織構造に関する研究は，A．　D．　Chandlerが組織の長期的存続を維持するため
に必要な基本的成長戦略を①量的拡大，②地理的拡大，③垂直的統合，④製品多角化の
4つに識別し，それぞれの戦略にはそれぞれ異なった組織構造が必要であることを示唆
したことに始まる20）。A．　D。　Chandlerが取り上げた4つの基本的成長戦略のうち，①
量的拡大と②地理的拡大は，③の垂直的統合あるいは，④の製品多角化を横断する概念
であり，両者の戦略の方向性から出てくるものであるというところから，その研究は主
に事業多角化戦略に関する組織構造研究と垂直的統合戦略による組織構造研究に注目
が集まった。製品あるいは事業多角化の方向での戦略・組織構造の研究は，組織内の戦
略的選択の問題に主に関わることから，経営組織論として組織内部の資源配分の分析と
戦略的決定からのアブU一チである組織の効率性を求めた水平的な組織発展の過程を
取り扱う研究が多数を占めた。それに対して垂直的統合戦略に関する組織構造研究は，
特定の組織と他の組織すなわち組織外部の環境としての垂直的関係組織との関係の問
題から発展することから制度経済学あるいはマーケティング（チャネル論）からの分析
にその多くの文献が見られる。
前者の研究は，C．1．　Barnerd，21）H．　A．　Simon，　J．　G．　Marchらの組織研究22）であ
る組織と組織外部を明確に分けた組織主体の内部均衡の組織研究の流れ23）から発展し
た水平的な組織構造の発展形態を取扱い，その後，R．　Rumeltに代表される製品一市場
としての多角化分析が行われたのであった24）。
A．D．　Chandlerのアメリカ合衆国の企業成長観察によると企業は，最初に1つの産業
に属し，1カ所に立地し，製造，販売，卸しのような単一の職能に特化されたものにな
り，量的拡大が始まる。ここに管理部局の必要性が生じ，そして次に地理的拡大の戦略
が発生する。これは，同一の職能，同一の産業ではあるが，異なったいくつかの地域に
立地する現業単位群を作る。この単位問の調査，専門化，標準化といった管理上の問題
30
を処理するために，職能部門としての管理部局が編成される。さらに次の発展段階とし
て，垂直的統合戦略が展開される。すなわち，この段階で成功を収めた企業は，同じ産
業内にとどまっていたものの，他の職能を吸収ないし創設するのである。製造業は自ら
の倉庫と卸売の機能を所有し，販売能力を保持することになった。．2つ以上の相互に依
存する職能と流れる財の動きを調整するために，新しい管理上の問題が生じ，予測，生
産計画，生産設備能力の調整といった技法が発達した。そして最終段階として，製品多
負生が出現する。企業は主力市場の衰退につれて，既存の資源もしくは技術を利用すべ
く新しい産業に進出した。このとき，製品事業部と新たな投資案の評価で資源配分に関
する問題が生じた。この資源配分に関する問題を管理・処理するために事業部制組織が
採用されたのであった25）。
　事業部制組織は，多様性の下で資源配分を管理する手段としては職能部制組織よりも
優れており，事業部は短期的な業務決定に責任をもち，本社は戦略的な長期的な決定に
責任を負った。また，その誘因機構が所有者と経営者に見られるよりも強い全体目標へ
の一致を事業部と経営層の間に生み出すことができ，独立に営業する企業群より資源配
分を最適化できるのである。0．E．　Williamsonはこの事業部制組織を疑似資本市場であ
るとし，経営者は，資本市場を使用するよりも低いコストで業績の悪い事業部から業績
の良い事業部へと資本を事業部間で再分配することができ，持株会社組織が戦略計画と
内部統制に必要な情報を処理できないのに対し，事業部制組織は，それに長けていると
した26）。
すなわち，アメリカ合衆国の企業の成長戦略で，製品多角化により，職能部制組織か
ら事業部制組織を採用するという動きが多く見られたのは，単一事業分野での職能部制
組織に比べ，事業部制組織は自律性が高く，事業部ごとに戦略が立てられ，組織として
の柔軟性に長けているということと，持株会社組織に比べて組織間関係がタイトである
ために，戦略計画と内部統制がしやすく，かつ，業績悪化等の問題が生じた場合，その
事業部をその産業から撤退させるあるいは，企業本体から切り離すことができるといっ
た利点によるものであった。
　しかしながら，そのような優位性を持っていると考えられた事業部制組織であるが，
自律性が高いという長所が逆に，部門ごとが独立して管理されることから，他部門との
関連性が失われ，環境の変化に関する情報が入りにくいという欠点，あるいは全体戦略
が立てにくいといった欠点にもつながるのである。例えば，A事業部で認識された環境
の変化がB事業部には伝わらなかった，もしくは本社機能に伝わらなかったなどといっ
たことである。また，前述のように，資源配分に関して利点を有していると言うが，各
事業部組織が肥大化することによって，過去にその部門に投資した額が莫大となり，業
績が悪化したからと言って簡単に切り離せないといった撤退障壁も生まれる。さらに，
成長拡大したアメリカの企業が直面しているのは，業績の悪化した部門を切り離したり，
あるいは投機対象で買い取った事業部門を切り離すといった場合の従業員に対する社
会的責任問題も撤退障壁になってしまうのである。かつての経営管理のテキストには出
てこなかったような問題が事業部制組織を襲っていたのである。
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　また，A．　D．　Chandlerの示したような発展段階を企業が必ずしも採らないということ
もR．Rumeltがその研究の中で「1949年から69年に，大産業企業の多角化戦略と組織戦
略に，基本的な変化が生じた。それまで狭い製品一市場範囲を有していた多くの会社が，
自らの強みに関連した新事業に多角化することを決定した。他方，この時期の後半には，
このような企業が，関連性の少ない事業あるいは非関連産業へと進出する傾向が続いた。
このパターンにおける唯一の例外は，垂直的統合企業であった。多くの垂直的に統合化
した企業は，その副産物や，あるいはまたその主要製品の加工を一層すすめるといった
形で新しい事業活動を展開したが，その原材料は主要な生産能力を直接使用しないよう
な活動に多角化した企業はほとんどない27）」と結論づけていることからもわかる。
　一方，垂直的統合戦略あるいは市場の内部化戦略を採った場合，罰その組織構造と管理
体制は多くの場合，職能部門制を採る。これは，ある企業が単一職能では供給あるいは
流通の問題が生じた際に，それに対処することが困難であるような状況下で，市場との
関係を有利に進めようとすることを目的として，“取り引き”にその焦点を絞って組織を
組み立てていくことによって，そのような形態を採るのである。この戦略・組織体系を
採用する目的は，環境の不確実性への対処，取引の不確実性への対処，それに伴う取引
費用の低減と製品ならびにチャネルに関する優位性の確保といったことである28）。
垂直的統合すなわち内部組織の経済理論の研究は，R。　H．　Coaseなどの制度学派の“取
引費用”概念の企業理論29）から始まり，0．E．　Wiliamsonによって発展・精緻化され
た。0．E．　Wilhamsonの分析枠組は，“市場か企業組織か”といった選択を基にした流通
組織化の経済分析であり，それは，市場システムの下で行われる取り引きでの取り引き
主体の日和見主義，少数性，情報の不均衡，取り引きに関係する不確実性とそれにはた
らく限界合理性によって発生する取り引き費用の低減のために垂直的関係組織を内部
化するといったものである30）。
取り引きを優位に進めるための流通政策あるいは市場の組織化ということは，マーケ
ティングにおいてもチャネル論によって研究されている。マーケティングにおけるチャ
ネル研究は，マーケティング経路の始点と終点である生産の地点と消費の地点の間に存
在する空間的・時間的ギャップ，情報のギャップ，所有権のギャップ，価値のギャップ，
そして品揃えのギャップといったさまざまなギャップを埋め，製品をより効率的に消費
者に移転するといったことを目的とした制度的な側面での戦略的な視点とそれに伴う
競争企業に対する優位性を確立するための戦略の構築といった角度から行われてきた
31）。そして，そのようなギャップを埋める，あるいは優位性を確立する1つの方法と
して垂直的統合戦略が論じられたのであった。
垂直的統合は，「①独立主体の組織が取り引きする状況よりも取り引き費用を削減で
きる。②主要原料の供給を確保できる。③取り引き組織間の在庫または製品の調整がし
やすい。④部品製造あるいは原材料供給そして製造が流通・販売と統合されているため
市場の変化を認識しやすく，変化に対応した製品開発ができる。⑤高度に垂直的統合が
なされた事業は資金調達あるいは原料調達などといった面で規模の経済性がはたらき，
高い参入障壁が築ける」といったプラス面を持っている。しかしながらその一方で，「①
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前方・後方どちらに統合を図るにしても，新規部門の開設には資金が必要となり，さら
にまた，その段階や部門を管理する新しいオペレーション技術が必要となり，それにも
やはり多くの資金が必要となる。そのように資金を投下することが企業（組織）の資本
バランスを崩すことになる。②生産あるいは流通のさまざまな段階を統合することで，
それぞれにさまざまなオペレーションが必要となり，それらを統合・管理するのが難し
いということと，それにもそれ相当量の費用がかかる。③垂直的統合というのは，特定
のテクノロジーあるいは管理手法へのコミットメントを意味することから，他のテクノ
ロジーや管理手法に対する柔軟性を欠き，テクノロジーや環境の変化に対応しにくい。
④先の問題とは逆に，さまざまな段階にはそれに適したオペレーション手法があるが
（例えば，小売と製造との管理方法は同一ではない），全体としての管理を求めるため
に最適化にロスが生じ，それがまた全体の不適合につながる」などといったマイナス面
も多く兼ね備えているのである32）。
以上のように，0．E．　W皿iamsonあるいは経営組織論から独立主体の組織間取り引き
より有効な手段として研究された垂直的統合であるが，市場状況あるいは環境の変化に
よってそのマイナス面が多く指摘されるようになったのであった。これは，0．E．
Williamsonや経営組織論の分析枠組みが，取り引き費用と取り引きの不確実性の削減
を目的とした“組織か市場か”というところにその主な焦点を向けており，そのマイナス
面よりもプラス面のほうが大きいという前提の下に論じられていることと，テクノロジ
ーあるいは環境の変化という時間の概念がそれに組み込まれていなかったことによる
ことが大きいと考えられる。すなわち，かつては“内製か外製”といった選択で内製を選
択することが，有利であった産業などでもテクノロジー等の変化によって外製のほうが
費用削減に繋がったり，品質の良いものが求められるといったような状況が起こり，垂
直的統合のマイナス面が浮き彫りにされるといったことがしばしば見受けられるので
ある。ここでも，先に指摘したような，戦略一組織で，特定の目標に対して立てられた
戦略あるいはそれに準じて形成された組織が時間の経過によって後戻りのできない硬
直的なものになっているということができる。
　これに対して，マーケティングでは，前述の通りその機能が組織と市場の境界的機能
であるということから，その分析・研究枠組みが“組織か市場か”といったところに限定
されることなく，“取り引き”それ自体を有効に進める手段に主な焦点が向けられて研究
されてきたのであった。そのため，マーケティング・チャネル論では取引関係論的アブ
n一チが多く，その関係の解明を基に企業が利用するためのマーケティング経路の選定
あるいは構築，マーケティング経路の効果的利用，マーケティング経路の強化などに関
する戦略上の問題がその主な内容である。したがって，マーケティングにおいては垂直
的統合は，生産と消費の間に存在するギャップを埋める共通の目標を持った主体がある
特定の形で結び付いたいくつかある戦略的代替案の1つとして捉えているのである33）。
すなわち，マーケティングでは“組織か市場か”といった問題のほかに，チャネル構成メ
ンバーを共通の利害に関わるタスク環境として捉える視点が加えられるのである。その
ようなことから，マーケティングにおいて考察される組織間関係の問題に関しては，チ
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エーン組織チャネル・ネットワークの研究などといった制度経済学あるいは組織論の
分析よりも広い枠組みでの研究成果もしくは理論やモデルが存在するのである。
市場戦略として垂直的統合が必ずしも有効な戦略でないということは多数の研究者
によって指摘されているところである。しかしながら，取り引きに纏わる費用あるいは
不確実性を滅少させることは企業全体の戦略にとっても非常に重要なことである。取り
引きの費用や不確実性を減少させることで，企業は他の部門あるいは事業にその問題に
関係して費やされる資金を運用することができ，そうでない企業に比べ戦略上優位に立
っことができるのである。
その場合，やはり問題となるのが生産から消費に至る過程を組織内部で達成するか，
外部組織にそれを依存するかということである。組織内部の問題としてそれを処理でき
れば，M．　E．　Porterが指摘するようにコスト・リーダーシップが達成され，競争相手よ
り市場地位を優位に保つことができる34）。しかしながら，組織内部にそれら諸機能を
取り込む戦略決定をし，そのような組織造りをしている間に環境やテクノロジーが変化
し，資金的にも組織的にも変更が不可能になったり，あるいは逆に，外部組織にそれを
依存することで取り引き上の諸問題が発生したり，組織内の技術革新が遅れたりするか
もしれないのである。そのような戦略一組織構造に関する問題は，前述の製品多角化に
伴う事業部制組織の戦略的決定にも言える事であり，“内製か外製か”の非常に難しい決
定である。したがって理想的には，J．　Arndtの主張するような35）事業部制組織のよう
な単一職能にかたよらないリスク分散の可能な，それでいて垂直的統合のような組織間
関係が緊密でコスト・パフォーマンスが可能であり，かつ自律性が高く，撤退も可能で
あるような戦略的にもそして組織的に見ても柔軟な組織が構築できれば問題はないの
であるが，実際にはそれは非常に達成困難であると考えられる。しかし，それに近いの
がわが国に見る“系列”あるいは“株式持ち合い”などによるオペレーションであるのかも
しれない一競争相手には参入障壁が非常に高いが，垂直的統合や事業部制組織のように
組織内部にそれぞれの部門あるいは段階が組み込まれていないのでリスクも少ない一。
それぞれの成長戦略と組織構造を表にまとめると図表2－1のようになる。
34
図表2－1　5つの繕織タイプとその特徽
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出所）」．］箪しGalbraith，　D．　A．　Nethaason，　S翻磁卿加」自『ententation：Me」配魔εOf　Strrcct”re　and
　　　Pirocess，珀7鼠Wセst　P曲1呈sl㎞g　C軌，岸田民纐訳「経営戦略と紐織デザイン」白桃書爵、
　　　lig9⑪年，　蝿2頁．。
第3節　戦略的選択と環境適応に関する相互補完的戦略の検討
以上述べてきたように，かって展開された，経営戦略論における戦略や経営組織論に
おける組織の分析もしくは構築の理論あるいはモデルは，コンティンジェンシー理論の
台頭によって環境と組織の条件適合の概念を適用して戦略一組織の関係を論じてきた
にもかかわらず，図らずも戦略の目標志向的な面が強調されるあまりに，現実としては
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戦略自体が，また戦略を組み立てる戦略家の思考が硬直的，あるいはpinpoint的になり
がちであった。特定の目標に対して立てられた戦略が環境に不適応になってもその変更
が困難であるのは戦略を立案し実行するうえで，1つの戦略に多くの労力・資金と時間
を費やさねばならないことによるものであると考えられる。そしてまた，それは戦略家
あるいは意思決定者が目標志向的になってしまっているがために，環境の変化を認識で
きないということに起因していると考えられる。自己の戦略は競争相手の戦術であるか
もしれない（R．Rumelt）ということに気付かないのである36）。そのようなことから，
“戦略”を一義的に考えるのではなく，いくつかの角度から分析し，そして時間的要素を
組み込んだ状況志向的な視角をも備えた戦略の立案・実行を再確認する必要性が出てき
ているということができるのではないだろうか。
戦略を一義的に考えるのではなくさまざまな側面に注目して戦略構築を行う必要性
があるということは，H．　Mintzbergによっても述べられている。且．　Mintzbergは，戦
略を5つの側面（5Ps）に分け，戦略にはその5つの側面のいくつかの要素が相互に前後
して関係しているとしている。且．Mintzbergの言う5つの側面（5Ps）とは，以下のよ
うである37）。
①　計画（plan）としての戦略：ある種の意図された行動コース，状況を処珪するた
　めのガイドラインあるいはそのセットである。それらが適用する行動に先立って策
　定されることと，それらは意識的にそして目標志向的に開発される。
②策略（ploy）としての戦略：計画としての戦略は目標に対して包括的なものであ
　ったり，特定のものであったりするが，さらにそれを意図された「作戦行動」すな
　わち相手を打ち負かすことに特定化した内容である。
③パターン（pattern）としての戦略：行動の流れにおけるパターンとしてはたらき，
　意図される，されないにかかわらず行動において一貫性がある。計画は，認識され
　ないでも実行されるが，パターンは事前に概念化されなくても現れる。すなわち，
　計画としての戦略は意図されたものだが，パターンとしての戦略は認識されたもの
　である。
④　地位（position）としての戦略：環境において自己の組織を位置付ける手段とし
　てのもの。いわゆる，“ニッチ（適所）”とか“ドメイン”とかいった用語で示され，他
　の概念と両立し得る。
⑤分析視角（perspective）としての戦略：戦略策定家の意識の中にある世界を認識
　する考え方。企業内に存在する“イデオロギー”あるいは“世界観”もしくは言い換えれ
　ば‘文化’や“パラダイム”といっtgものである。これは，戦略とは利害関係者の中にの
　み存在する抽象的な概念である。
　戦略のこの5つの側面からの解釈を利用することで，戦略が硬直的になるのを避け，
より変化に対応できるような戦略を構築することができるようにすべきであるとして
いる。
　また，H．　Mintzbergは，この5Psの戦略の概念の解釈に先立って，　J．　A．　Watersと共
に戦略が硬直的にならないようにするために「じっくりと考えた計画的な（deliberate）」
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図表2－2　戦略類型の要約
戦略 主要な特徴
（planned）
起業化的
（entrepreneurial）
イデオロギー的
（ideological）
統括的
（urnbre玉la）
プロセス型
（process）
非連動型
（unconnected）
コンセンサス型
（consenSUS）
賦課型
（imposed）
戦略は公式的計画の中で生まれる：精度の高い意図が存在し，中央の
リーダーシップによって策定され，組織化される。導入時にスムーズ
に実行されるように公式的管理によってバック・アップされる。環境
を統制可能あるいは予測可能なものとしている；戦略はほとんど
deliberateである
戦略は中央の視点の中で生まれる：意図は個人的なものとして存在す
る。組織化されていない単独のリーダーの視点であるから新しい機会
に対応可能である；リー一ダーの個人的管理の下での組織構成；戦略は
相対的にdeliberateであるが，　emergentでもあり得る
戦略は共有された信念の中で生まれる：意図はすべての行為者の集約
的な視点として存在する。インスピレーション的な形式で相対的に変
更されない。教化あるいはまた社会化を通して規範的に管理される：
組織はしばしば環境に対して積極的にはたらきかける；戦略はかなり
deliberateである
戦略は強制の中で生まれる：リーダーシップは部分的に組織的行動管
理である。他の行為者が自己の能力のあるいは複雑性に反応する戦略
的な環境と標的を定義する。おそらく環境は予測不可能なものと捉ら
れている；戦略は部分的にdeliberate．部分的にはemergentで，両方
かね備えている
戦略はプロセスの中で生まれる：リーダーシップは戦略（雇用，組織
構造など）のプロセスのさまざまな局面を管理する。諸局面の内容を
他の行為者に委任している；戦略は部分的にdelibrateで部分的に
emergentである）（そしてある時には計画的に（delibraterly）
emergentである）
戦略はエンクレープ（特定の部分）の中で生まれる：行為者は中央あ
るいは共通の意図なしにまたはそれと正反対に自分たちの行為におい
て他の組織の構造パターンと緩やかに結び付いている；組織は行為者
に対してdeliberteであろうとなかろうと基本的にはemergentである
戦略はコンセンサスの中で生まれる：十分な調整を通して行為者は中
央あるいは共通の意図なしに誤った道に入るパターンに集中する；戦
略はかなりemergentである
戦略は環境の中で生まれる：環境は直接的賦課か暗示的な占有的ある
いは拘束的組織選択かのどちらかを通じて行為のパターンに指示を与
える；戦略はかなりemergentであるが，組織によって内部化され，
deliberateになる
出所）H．Mi。、b。，g，　J．　A．　W・ters，“Of　St・at・gies，　D・lib・・ate　and　Em・・g・nt，”　Strategi・
　　Managementlournal，　Vol．61ssue　3，（luL－Sep．，1985），p．270．
37
と「創発的な（emergent）」すなわち，計画型と実行型の両方の面から分類し，考察
している。それは，戦略を“計画的（planned）”“起業家的（entrepreneuria1）”“イデオ
ロギー的（ideological）”“統括的（umbrella）”“プロセス型（process）”“非連動型
（unconnected）”“コンセンサス型（consensus）”“賦課型（imposed）”に類型化し，
それらが「じっくりと考えた計画的な（dehberate）」と「創発的な（emergent）」の
どちらの傾向をもっているかによって戦略の方向性を示したものである（図表2－2）。
それによると，「deliberateな戦略は，方向性と管理に焦点が当てられemergentな戦略
は“戦略的学習”の概念に対して開かれている。一度意図が設定されると，注意はそれを
適用することではなく，理解することに向けられ，環境からのメッセージを締め出す傾
向にある。deliberateな戦略にemergentな戦略の概念を付加することで戦略プロセスが
学習の概念に近付くことに開かれることになる。＿＿emergentな戦略は，管理が統制
不可能な状態にあるということを意味しているのではなく，それが開かれた，あるいは
柔軟で反応的である，言い換えれば，学習をしようとしているということを意味する。
環境が不安定で複雑なために理解できない，あるいはあまりにも厳しくて無視できない
といった場合に，そのような行動は特に重要である38」」として，戦略的学習（strategic
learning）の重要性と目標志向的な戦略の策定と状況志向的な戦略策定の両方が必要で
あることを強調している。
　　　　　　　　　　　　　　図表2－3　組織的学習
意図された
戦略
　　　　　　　　　　　　　認識された
　　　計算された　　　　　　戦略
認識されて
いない戦略
戦略
??『
創発的な
戦略
出所）H．　Minzberg，　J．　A　Waters，“Of　Strategies，　Deliberate　and　Em　ergent，”Strategic
　　　Managementlournal，　Vol．61ssue　3，　Gul．－Sep．，1985），p．271．
　このH．Mintzbergの示唆は戦略に柔軟性を持たせるということに関して有益なもの
であるが，その主張するところはやはり，戦略策定に関係する個人を対象としており，
そのため，その特定の個人がいかに戦略にフィードバック・ループの概念を持ち込んで，
自分（あるいはグループ）の作った戦略を自分たちで再評価するかということになる。
そのような理由から，組織が官僚的であった場合にはこの戦略的学習の概念が生きてこ
ないということと，戦略によって組織が形成されることを前提にしているために既存の
組織構造が戦略を規定することを考慮に入れていないのである。
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　また，戦略策定にその焦点が置かれているために，彼らが自分たちで関与した戦術が
戦略に大きく影響を与えること，すなわち，組織の各部門戦略あるいは戦術といった下
位レベルの問題が企業レベルの戦略に与える影響を示していないのである。現実には，
マーケティングすなわち市場での製品販売などの下位レベルの戦術・戦略またはそれに
関係した諸問題に関して，企業レベルの戦略策定家はきわめて無関心あるいは無知であ
ることが多いのである。つまり，実際に立てた戦略が適切か不適切かといったことに関
して，たとえそれが不適切であっても下位レベルでそれを修正しているとか，部分的に
無視することによってうまく実行されているといった場合などはフィードバックされ
てこなかったり，またフィードバックされてきても時間と費用の問題から変更を容認し
ないといったことが多く，打撃的な売り上げの減少などといった問題となって表面化し
てきたときはすでに変更が困難なほど資金を投資していたり，撤退が不可能になってい
たりするのである。
要するに，これまでの環境一戦略一組織といった形式での論理展開では，組織の環境
不確実性が高まれば高まるほど，それだけ組織としては処理しなければならない情報量
が増え，組織における各方面でさまざまな問題が発生する。このために，組織の情報処
理の負担はそうでないときに比べて増大し，それまでの組織構造では情報が一か所に集
中したり，下位レベルから上位レベルへ，あるいは上位レベルから下位レベルにスムー
ズに流れなくなったりして環境への不適合が発生するのである。この不適合を認識し，
修正・変更するためにフィードバック・ループといった概念を戦略策定・実行のプロセ
スに組み込むといったことを研究者たちは提案したりしてきたのであった。また，環境
の不確実性が高いときは，組織内の権限が下部に移譲されるよう組織内の個々のメンバ
ーに自由裁量の余地を大きくしたりして組織の分権化，非公式化を図ったり（マトリッ
クス組織など），逆に環境が比較的に安定していれば，集権化，公式化，標準化すると
いうことでそれに対処したのであった39）。
　しかしながら，企業戦略論あるいは経営戦略論においては，環境はあくまで環境であ
り，その変化は偶発的に起こるものであるという前提の下に論理展開がなされている。
そのため，環境に関して能動的にそれを理解したり，分析しようとすることよりも，戦
略の決定に関する方法論が優位を占める傾向にあった。そしてそれらがあまりにも複雑
であったり，論理のいたずら的になったりしたことから，実務家たちにとっては，それ
は机上の空論に過ぎず，取るに足らないものだとする見解も根強く存在した。また逆に，
戦略計画の論理を使う実務家は自己の戦略を立案することに傾倒し，環境の問題の処理
は他の外部のものに任せたり，それによって出てきたデ・・一一・タのみを利用するといった状
況が不適合を招いたりもしたのだった。
　このような問題として，戦略家あるいは意思決定者が戦略策定に際して陥りやすい偏
見としてG．S．　Dayは次のようなことを挙げている40）。
　①入手容易性＿過去における戦略の成功要因に関するデータなどが入手しやすく
　管理者にとって信頼に足るものであると考え，非現実的なひとりよがりの決定を下
　　しやすい。
39
　②　固執＿意思決定者は，自分が起こってほしいと願っている特別な成果に“固執”す
　　る傾向にある。このため不確実性に関する考察がなおざりになってしまうのである。
　③　選択的知覚＿人は自分の過去に照らして問題を組み立てる傾向にある。ある人が
　　そうあってほしいと願うことは実際に見るすべてのものに影響を及ぼす。その結果
　　としてその人にとって矛盾を引き起こすようなことは出てこないのである。
　④　統制の幻想．．．計画を立案する活動は，意思決定者に自分たちは環境を支配し，統
　制できるという幻想を抱かせる傾向にある。それと同時に意思決定者は，成功は自
　分たちのお陰で，失敗はだれか外部の者の責任であるとする傾向がある。
　ここで問題なのは，これらさまざまな研究者などによって多くの例もしくはモデルが
提示されているにもかかわらず，上記のような偏見や官僚主義的思考が管理者あるいは
意思決定者に根強く存在することである。この問題を克服するためにG．S．　Dayは「計
画立案者が計画を立てるのではなく，計画立案者は管理者が計画立案するのを支援する
べきである」ということを強調し，戦略計画の元来の意味すなわち“変化に対応する”た
めには上級管理者が計画行動を支援し，ライン管理者が積極的に新しい方向の選択に参
加することが組織においてはっきり示されることが必要で，そうでなければ変化に対応
しきれないとしている41）。そして，その方法として戦略的学習あるいは戦略的ループ
のより具体的な概念として，戦略計画の複合循環システムということを提案している。
これは，計画のトップーダウンとボトムーアップの両方のアプローチを採用し，計画立
案者や意思決定者がどのレベルにもコミットメントすることを強調し，
図表2－4複合循環計画システム
企業の問題点
企業　　’企業指針
レベル　の伝達
事業部　　予備的
レベル　　目的の
戦略の
検討
年次計画
の承認
’現行の
戦略の
検討
戦略代替k；
案の開発
プログラムと　　　’完全な
機能レベル　　　状況評価（；
灘轟「σ難
の伝達　　　　　　　　　の統金
予算指針’ @予算の統’t
の伝達　　　合と検討
予鱒（案）
の編成
　　1月　　　　　　　　　　　　7月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12月
　　　　　全難墜　　　　轍計11・ii－8di’h
出所）G．S．　D　ay，　Strategi．c　Market　Planning．’　The　Pursuit　of　Competitive　Advantage，1984，　West
　　Pulコ1ishing　Co、、徳永豊・ジキli崇通・佐々木茂・改藤禎史訳『戦略市場計i　l』同友館
　　1992勺三，　21g！’｛．
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それをシステム化して明示したものである。
　図表2－4に示されているように，このアプローチは企業経営者が第1の循環で環境仮
説，収益性，市場地位，現金収支比率といったものを示し，計画プロセスの中での戦略
上の問題点を検討し，実行可能な代替案を探索する。そして第2の循環で，企業経営者
が再度その計画プロセスに入っていく，その間に事業レベルと機能レベルとの対話が繰
り返される。
　さらに第3の循環で具体的な戦略の妥当性と実現性を全社的に検討し，事業管理者あ
るいは機能レベルの管理者が各種のトレード・オフを理解し，主要な成功要因について
の仮説を理解することを試みるのである42）。
　このように戦略の循環システムを体系化し，それが可能な組織構造を形成することで
戦略に柔軟性を持たせるようにするのである。またこれによって，企業のトップあるい
は計画立案者，戦略に関する意思決定者が外部環境あるいは市場やテクノロジーといっ
たものの変化を認識し，受け入れられるような知識的な基礎を造り上げるということも
その目的に入れることができるのである。
一方，前述の意思決定者や計画立案者が環境・テクノロジーなどの変化をより確実に
認識・受容するように，マーケティングの戦略立案における役割の見直しをすることが
求められる。経営戦略論などで展開された戦略は，環境をそれに組み込むと言っても，
先に指摘したように，意思決定者や計画立案者が実際に市場あるいはタスク環境におい
て環境を肌で感じているわけではなく，それを実際に行動に移しているのは業務に従事
している現場の社員であり，市場で競争しているのは自社の製品なのである。
　また競争戦略で想定している競争相手は特定の数者であったり，1対1のゲーム理論的
な考察であることが多かったりするが，実際の市場では競争相手は不特定である43）ば
かりでなく，さまざまな技術開発やベンチャー・ビジネスの参入などによって，製品カ
テゴリーが不明確になったり，産業構造が変化したりしていることから，競争相手を特
定化することは戦略にリスクを付加することになりかねない。したがって，市場あるい
はタスク環境に近いところに位置し，環境と組織の境界線で機能する，もしくはその研
究を目的とするマーケティングを全体戦略や事業部戦略に企業横断的機能として組み
込む必要性があるのである44）。
研究領域でも，かつてのような全体戦略を考えるのが経営学や経営戦略論もしくはビ
ジネス・マネジメントで，マーケティングは機能別戦略策定といったある種の固定観念
的パラダイムを取り去る必要性があるということも言えるのではないだろうか。また，
垂直的統合あるいは事業部制組織の有効な部分と外部組織を利用することの有効な部
分の両方を取り入れた戦略（企業系列あるいは株式持合による企業合同といったような）
が，現状として競争場裡で優位に展開していることからわかるように，戦略一組織の関
係から経営学，経営組織論などで展開されてきた“内製か外製か”の意思決定に関する
“組織か環境か”“組織か市場か”といった問題も，マーケティングとの補完的な戦略の策
定・実行をしていくことで組織内部か組織外部かといった限定した論理展開から生まれ
る不適合を避けることができる可能性が高まると考えられるのである。
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結びと課題
現代社会の状況は，テクノロジーの進展とそれに伴う自然環境あるいは地球環境そし
て人間それ自体の変貌によってきわめて複雑化してきている。人間の集合である組織も
これらさまざまな変化により自らを変え，ある時には成長そしてある時には衰退といっ
た経緯をたどっていく。社会が複雑化するにつれ，システムは機能を分化させることに
よってその問題を処理しようとする45）。システムである組織が成長する過程でその内
部機能を分化することで複雑性の問題に対処しようとした形態が職能部制組織であっ
たり，事業部制組織であった。また，システムは分化と統合を繰り返すことによって進
歩する46）。垂直的統合がシステム統合の一例でもあろう。しかしながら，現代のよう
に高度に複雑化した社会においては，システムも高度に機能的に分化している。かつて
企業内部のテクノロジーの蓄積によって内製した組織もその多くが組織の機能を外部
に委託することによって高いコスト・パフォーマンスを達成している。逆に，分化した
機能を統合することによって優れたコスト・パフォーマンスを達成しようとする，ビジ
ネス・ロジスティックスといった概念も有用視されている。
今後将来にわたって，テクノロジーはさらに進歩を遂げ，環境はますます複雑化して
いくであろう。そしてまた，自らが複雑化・肥大化してく企業がその複雑化する環境に
対処するためにはどのような戦略を立て，そしてどのような組織構造を構成すればよい
のか。さらに多くの機能を分化することによってそれに対処するのか。あるいはまた分
化した機能を統合することによって対処するのか。複雑性・不確実性に対処するには，
現実の企業の問題だけでなく，学問領域においてもシステムの分化と統合の両方が求め
られていると言えよう。
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第3章
リレーションシップ・マーケティングに関する若干の問題点の検討
　リレーションシップ（relationship）という言葉は，日本語では「関係もしくは関連，
交渉1）」といった語が充てられることから，“リレーションシップ・マーケティング”
の指す内容は，主として組織間の，もしくは売り手と買い手の相互関係に関する問題を
取り扱う研究であるということは，察しがつく。しかしながら，マーケティングそれ自
体が，「顧客および組織の目的を満たす標的グループとの交換を創造するために製品や
サービス，アイデアの案出方法，価格の設定，プロモーションそして流通といったこと
を計画し，実行するためのプロセスである2）」とされるように，交換を前提とした買
い手と売り手の間の高度に相互依存的な関係の上に成り立っている概念であり，マーケ
ティング活動は，そのような行為もしくは活動を指すことは周知のことであると思われ
る。
　では，リレーションシップ・マーケティングというのは，マーケティングもしくはマ
ーケティング管理論といった分野においてどのように位置付けられているのか，また位
置付けられるべきか。そしてまた，リレーションシップ・マーケティングという分析枠
組みが，マーケティングにおいて，必要であるならば，どのような要因で必要であるの
かといった疑問が新たに湧いてくるのである。
本章では，上記のような疑問を明らかにするために，リレーションシップ・マーケテ
ィングという概念が生成・発展した背景とその枠組み，そして従来のマーケティングの
枠組みを再検討することを通じて，リレーションシップ・マーケティングの意義とその
有用性について検討してみたい。
第1節　リレーションシップ・マーケティングの論理枠組みと特徴
1．リレーションシップ・マーケティングの概念枠組み
　リレーションシップ・マーケティングという用語は，C．　Gr6nroosおよび，　L．　L．　Berry
とA．Prasuramanらが，1990年代の初頭にサービス・マーケティングの枠組みの中で
論及したのが，最も一般的に受け入れられるようになったきっかけのようである3）。
その理念あるいは考え方は，「サービス企業が顧客との取引関係を一回限りと考えるの
ではなく，最初の取引の後も顧客との良好で継続的な取引関係を維持・発展させていく」
といったものであると中京大学の高橋秀雄氏は述べている4）。
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また，P．　KotlerのMmeueTILIVG　MZLIVA　GEMELIVT　8th・edでは「質，サービス，価値
を通した顧客満足の構築」の章の“顧客の価値と満足の送達（delivering）”という部分
でCustomer　Relationship　Marketingといった形で，顧客との関係をリレーションシッ
プ・マーケティングと呼び，それを①基本的，②反応的，③責任遂行的，④積極的，⑤
パートナーシップの5つのレベルに分けて捉えている5）。そして，現代企業のほとんど
が，パートナーシップの段階に移ろうとしているとしている6）。
図表3－1カスタマー・リレーションシップ・マーケティングのレベル
　　　　　高マージン　　　　中マージン　　　低マージン
多数の顧客／
@流通業者 責任遂行的 反抗的
基本的または
@反応的
中程度の数の顧客／
@　流通業者 積極的 責任遂行的 反抗的
少数の顧客／
@流通業者 パートナーシップ 反抗的
責任遂行的
出所）PKotler，　MA．i？KETII＞01膿”GE雌く「7’8”t－ed．，　Prentice　Hall，1994，　p．48．
　さらに“人的販売”の章では，リレーションシップ・マーケティングの本質を「製品を
ただ単に販売するだけでなく，より多様な欲求を持ち，全世界的になっている顧客の要
求に応え，重要と考えられる顧客との緊密な関係を構築・維持することである7）」と
いうことを示唆しており。次のようなリレーションシップ・マーケティング・プログラ
ムを提示している8）。
　1）有力顧客の有効なリレーションシップ・マーケティングを識別する＿5杜から10
　　社の有力な顧客を選出し，それらをリレーションシップ・マーケティング対象に
　　指定する。例外的な成長を見せている顧客がそれに加えられる。
　2）それぞれの有力顧客に経験豊かなマネジャーを配置する，．瀬客を担当する営業社
　　員はリレーションシップ・マーケティングの教育を受けることが求められる。
　3）リレーションシップ・マーケティング管理者に対する明確な職務記述書を開発す
　　る．．．その職務記述書には，顧客との関係性，目的，責任範囲，評価基準が記述さ
　　れることが必要である。リレーションシップ・マネジャーは，自分の顧客に対し
　　て責任を持ち，その顧客に対するすべての情報の集中するところにあり，その顧
　　客のために全企業のサービスを動員する人である。個々のリレーションシップ・
　　マネジャーは，1社か数社のごく少数の顧客との関係を管理することが望ましい。
　4）リレーションシップ・マーケティング管理者を監督するために全体的な管理者を
　　任命する．．．この人物は，リレーションシップ・マネジャーの生産性を向上させる
　　ために，職務記述書や評価基準および資源的支援を開発する。
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　5）それぞれのリレーションシップ・マーケティング管理者は，長期的な，年間を通
　　　じた顧客リレーションシップ・プランを開発することが求められる＿年間を通じ
　　た長期的関係プランは，目的，戦略，特定の行為，そして必要とされる資源を明
　　示するものである。
　このようにP．Kotlerは，リレーションシップ・マーケティングを“企業が顧客とのよ
り緊密な関係を構築・保持する戦略の1つ”として捉えており，その対象を特にサー一一一・ビス
企業に限定しているわけではなく，一般的な企業のレベルで論じている。
一方，F．　E．　Webster，　Jrは，1994年発刊のMa」rket・Driven　Managemen　tの
Relationship　Marketingの章で，「新しいマーケティング・コンセプトの下では，その
焦点は，1度限りの取引から，継続的関係に移行しつつある。販売は，マーケティング・
プロセスの終点ではなく，買い手と売り手が相互依存的になるリレーションシップの始
点である。製品もしくはサービスは，顧客の使用システムに組み込まれ，顧客は事業の
財務的なサポートと進行中の要件の両者の1つの源泉となっているのである。マーケテ
ィングの目的は，販売ではなく，顧客を獲得することである。
マーケティング・プロセスをリレーションシップを構築する手段の1つであるという
視点から見れば，論理的には，すべての事業がサービス事業であるという概念が成り立
つのである。＿9）」と述べ，リレーションシップ・マーケティングをP．Kotlerとほぼ
同様な枠組みで捉え，その対象もやはり，サービス事業に限定せず，“すべての事業”と
している。
　これらのいくつかの見解から，リレーションシップ・マーケティングとは，「企業お
よび事業の行動システムに顧客を組み込み，顧客との良好な関係を構築し，それを維
持・発展させていくことによって，競争上の優位なポジションを築こうとするものであ
る」という枠組みがおおまかに導き出せる。
　しかしながら，マーケティングあるいは取引（transaction）および流通（distribution）
といった概念は，売り手と買い手のシステマティックな関係を基礎としている概念であ
り，それらの概念とリレーションシップ・マーケティングとの明確な違いがどこにある
のかがさだかではないのである。
2．リレーションシップ・マーケティングの特徴と一般マーケティングとの相
　違点
先に提示したように，リレ・一一・・ションシップ・マーケティングという概念が間主観的に，
そして一般的に受け入れられる概念として成立するためには，従来もしくは現在使用さ
れている，あるいは受け入れらているマーケティングの概念と比べて，どこが新しく，
そしてどこが異なっているかがある程度明確に示される必要性があると思われる。
そのような問題に関して，前項で挙げた高橋氏の見解を例に採って見ると，同氏は，
現在一般的に用いられている，4Psを中心としたマーケティングを「伝統的マーケティ
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ング」と呼び，C．　Gr6nroosの展開した議論を受け，　「伝統的マーケティング」を「取
引マーケティング」として，次の4つの点において両者の相違点を描き出している10）。
　1）支配的なマーケティング機能は，取引マーケティングでは伝統的マーケティング・
　　ミックス機能の資源と活動であり，リレーションシップ・マーケティングでは相互
　作用的マーケティング機能の資源と活動である。
　2）競争優位の最も重要な要素である品質の次元に関しては，取引マーケティングで
　は，成果に関連する技術的品質が支配的であり，リレーションシップ・マーケティ
　ングでは，過程に関連する機能的な品質が支配的である。
　3）価格に対する感度では，取引マーケティングにおいては，顧客は非常に価格に対
　　して敏感であるが，リレーションシップ・マーケティングでは，顧客はあまり価格
　に敏感でない。
　4）マー一一・ケティングと他の機能との間のインターフェイス（例えば活動と人員との間
　の11））に関しては，取引マーケティングでは，それが制限されているか，あるいは
　存在しない。すなわちインターフェイスは戦略的重要性に意味を持たない。他方，
　　リレーションシップ・マーケティングでは，それが実質的である。つまりインターフ
　ェイスが戦略的重要性をもつのである。
　このような相違点から同氏は，「マーケティング機能は，伝統的マーケティング機能
（市場調査，広告，人的販売，販売促進等の）と相互作用的マーケティング機能（それ
は売り手と買い手が相互に作用する瞬間に生ずる）の2つの部分から構成されることに
なり，伝統的なマーケティング機能は，マーケティングの専門家（通常のマーケター）
によって立案，実行され，相互作用的マーケティング機能は，パートタイム・マーケテ
ィングと呼ばれる他の領域の専門家（例えば顧客と接触する第一線の従業員）によって
実行されることになる12）」としている。
　このC．Gr6nroosの見解を支持・引用した高橋秀雄氏のリレーションシップ・マーケ
ティングと同氏の言うところによる“伝統的マ・一一一ケティング”あるいはC．Gr6nroosが用
いた“取引マーケティング”との相違点に関する問題の処理については，「なぜ支配的な
マーケティング機能は，取引マーケティングでは伝統的マーケティング・ミックス機能
の資源と活動であり，リレーションシップ・マーケティングでは相互作用的マーケティ
ング機能の資源と活動であるという定義ができるのか」とか「どのような基準で競争優
位の最も重要な要素である品質の次元に関しては，取引マーケティングでは，成果に関
連する技術的品質が支配的であり，リレーションシップ・マーケティングでは，過程に
関連する機能的な品質が支配的であるとしているのか」あるいは「他の機能とのインタ
ーフェイスが取引マーケティングでは制限されていたり，存在しないというのはどのよ
うな部分を指して言っているのか」といったように，それぞれの点においてリレーショ
ンシップ・マーケティングと“伝統的マーケティング”の違いを十分には説明していない
ように思われ，リレーションシップ・マーケティングとは，マーケティングの概念枠組
みを狭く規定することによって生まれてきた考え方であるかのようにも思えるのであ
る。
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次に，リレーションシップ・マーケティングを遂行していく上での組織および活動の
特徴であるが，これに関しても高橋氏は，リレーションシップ・マーケティングの実施
上の前提条件として「①平らで分権的な組織，②インターナル・マーケティングの実施」
という2つの特徴的な見解を導き出している13）。
それによると，①の“平らで分権的な組織”というのは「顧客と接触する第一線の従業
員が自由裁量の権限を十分に有し，従来のようなピラミッド型の階層的組織と異なり，
顧客が抱えている問題を解決・処理するのに，上司や他部門との調整をいちいち図るこ
となく，その顧客と相対した第一線の従業員が意思決定をし，即座に顧客の要求に応え
られるような組織体系で，この場合，上位部門と現場の調整を図るのが中間管理職の主
たる業務となる」といったもので，サービス業に特有の“サービスの消滅性14）”を基礎
にした，サービス企業を想定した組織体系の考え方であるということができる。
　このサービス企業の組織体系は，いわゆる“逆さまのピラミッド”として知られている
もので，この発想の基本となるものは，C・S（customer　satisfaction）の概念に基づ
いて，顧客との接点である第一線の従業員が組織のトップに据えられることで，顧客の
要求により的確に応えられる組織を形成しようとする考え方であり，無形財であるサー
ビスを販売する企業が，消費者のニーズにきめ細かく対応するためのマーケティング戦
略を実施するために有効な組織体系であるとされている15）。
図表3－2
（A）メーカー型三角形 （B）サービス業の三角形
集申生産
〆〆
全企業経営資源
　　　　　　　　　マス市場　　　　　　　　　　　顧　客
　　　　　　　（規格商品0）提供）　　　　（複合サービスの組合せ集中）
出所）浅井慶三郎著『サービスのマーケティング管理』同文舘，ユ994，33頁。
図表3－2に示されている（A）は，製造業者のもので，この形が意味するものは，製造
業者はできるだけ1つのパターンに集中し，顧客はこうした集中生産に順応して製品の
購買と消費をしてくれればよいということであり，マス・プロやマス・マーケットの論
理に基づいている。製造業者は，有形財の生産に携わるという宿命のために，生産効率
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と製品コストの低減が主要なテーマとならざるをえなく，コストの合理化によって製品
の販売価格が低められ，多くの消費者の物的欲求が満たされるとされている。また，こ
の論理では，製造業者の三角形では，消費者は「モノ」として製品を購買し，製品は高
度の品質管理で完全に規格化されていることになっている。
　一方，　（B）は，サービス業のもので，この図の意味するものは，サービス業のもつ
多様な経営資源が協力し合い，相乗効果をもって1人の顧客に集中するといったことで
ある。この形式から，第一線の従業員が社長や管理者に代わって顧客にサービスを提供
するといった体制ができ上がり，よりきめの細かいサービスの商品化が可能になるとさ
れている16）。
　そして，もう1つの前提条件として挙げられている②の“インターナル・マーケティン
グの実施”であるが，これもまた，サービス・マーケティングにおいて発達した概念で
ある。サービス・マーケティングにおいては，無形財であるサービス製品を顧客に提供
する際，現場では，第一線の社員が顧客に直接サービスを提供し，それによって顧客が
その企業のサービスを評価したり，企業のイメージを形成したりするのである。その場
合，第一線の社員がその企業の提供するサービスの品質や内容を十分に理解し，提供す
るサービスに自信をもっていなければ，十分なサービスを提供できないといったことが
考えられる。そのような意味から言って，適切な，そして質の高いサービスを提供する
なら，そのサービスを提供する企業の社員がまず自社のサー・一一ビスを十分に理解し，それ
に満足しなければならない。このように，インターナル・マーケティングとは，顧客を
満足させるサービスを提供するには，社内の顧客である，自社の第一線の社員を満足
させる必要があるといった視点から生まれた考え方である17）。
　このインターナル・マーケティングを実施するためには，①社員に対して十分な教
育・訓練を行うこと，②社員との相互作用的コミュニケーションをはかること，そして
③社員に自社の経営戦略やマーケティング戦略を理解させ，情報支援を十分に行うこと
が必要であるとされている18）。
　このように，リレーションシップ・マーケティングは，前述のごとく，その概念の基
礎をサービス・マーケティングに置いており，無形財であるサービスを提供することを
前提に論じられてきたものであるが，有形財である製品を提供する事業においても同様
のことが言える。第一線の社員が，自己の提供する製品に関して知識が不足していたり，
いやいやながらそれら製品を販売していたりしたら，顧客は購買しようという意志を持
たないどころか，その企業に対して良くないイメージを抱くことには変わりはない。そ
のような問題に関しては，これまでのマネジリアル・マーケティングでも十分に論じら
れてきたし，それに対する対策も講じられてきたはずである。しかしながら，このサー
ビス・マーケティングやリレーションシップ・マーケティングにおいて，従来のマーケ
ティングにはない概念として論じられているものは，どのような意味合いからそうなっ
ているのかの説明が不十分であるように思われるのである。
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第2節　マーケティングの枠組みと捉え方の再検討
　マーケティングの起源については，見解の分かれるところであるが，それが研究分
野として思想的に，もしくは体系的に著されたのは，今世紀の初頭であるとされてい
る19）。当時の研究あるいは大学などで開講された講座は“製品流通”“商業制度”“商取
引”もしくは“広告原理”とか“セールスマン・シップ”といった名称で，その内容は「ア
メリカ合衆国における商業諸機関の発展とそれらの相互関係および種々の商業制度
を発生させ，それらを永続せしめる経済的諸条件との特別の関係におけるそれらの制
度の起源と発展の研究。商品マ・一一・・ケティングの種々の方法および種々の流通業者，製
造業者の代理店，ブローカー，ジョバー，巡回セールスマンなどの諸機能の研究。広
告，その心理学的諸法則，その経済的重要性ならびに広告が商品販売に与えた変化の
研究。商業企業の内部的あるいは管理的組織の研究。商業の部・課，種々の部門の相互
関係ならびにそれら部門対全体に関する関係の研究。資料の記録・保存に用いられるシ
ステムの研究」であった20）。その後，1920年代以降，マーケティング研究は，経済
学的な枠組みに傾斜し，その研究成果は，F．　Clark，　P．　D．　Converse，　C．　S．　Duncanな
どに代表される機能的あるいは制度的な側面からのものが主となった21）。そして第二
次世界大戦後，戦前のマーケティング研究に対する疑問の提起および修正，すなわち，
理論というものに対する独自の接近方法の必要性などといった思考の高まりの中から，
マネジリアル・マーケティングや消費者行動といった研究分野が主流となっていったの
である22）。この独自の理論的な接近方法の探索は，消費者行動研究はもとより，W．
Aldersonの機能主義的アプローチの提唱や1950年代にR．　Bartels，　K　D．　Hutchnsonら
によって提起され，1970年代にさかんに論じられた“マーケティング科学論争”および
1980年代の戦略計画からの影響による戦略論の再燃を経て，現代へと至っているので
ある23）。
　このような一連の流れを経て形成されてきたマーケティングの研究枠組み
をJ．N．　Sheth，　D．　M．　GardnerおよびD．　E．　Garrettは，　AcL4RKETILIVG　THEORY：
EVOLUTIOIVAIVO　EV4LUA　TIOLZVという書の中で，次の表のように纏めている。
図表3－3マーケティング研究の分類
非相互作用的視角 相互作用的視角
経済的視角
非経済的視角
??? ???
　　購買者行動
　　　行動主義
マクロマーケティング
???????
組織ダイナミクス
　　システム
　社会的交換
出所）J．N．　Sheth，　D．　M．　Gardner，　D．　E．　Garrett，　MARLKETILIVG　THEORY・’
　　　Eレて）LUTION∠4〈JD　EVAL乙ZZIπ〇八ζ1988，　p．20．
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彼らは，当該書において，誰がマーケティング活動とマーケティング業務からベネフ
ィットを得るであろうかということを特定化することで，マーケティング目標もしくは
マーケティングの目的に対する際立った有効性を明らかにすること，次に，なぜマーケ
ティング活動が利害関係者によって実行されるか，あるいは，されるべきかということ
に関する分析視角を明らかにし，そして，開拓的な思考家はもちろんのこと，それぞれ
の学派が，その特定の思考プロセスに対して貢献した研究者とどのような関係にあるか
ということを分析するといった基準を通して，マーケティング思考を分類した24）。
（1）非相互作用的一経済的研究領域
上表において，表の左上の非相互作用的一経済的研究領域の象限に位置付けられるの
が商品学派と機能学派，そして地理学派である25）。
①　商品学派
　商品学派は，1923年のMT．　Copelandに代表される製品の物質的特徴や交換の目的
およびさまざまな製品カテゴリーに関係した消費者購買慣習に焦点を当てたもので，
その後の消費者行動学派にも大きな影響を与えている。この学派は，近年においては，
M．T．　Copelandの製品分類を改良した1958年のL．　Aspinwallの研究やH．　Assaelの砺
究に代表される26）。
②　機能学派
　商品学派が製品もしくは商品に焦点を当てている一方で，機能学派は，マーケティ
　ング・プロセスにおいて遂行されるべき活動に焦点を当てることで，方向性を追求し
ようとした。この学派を代表する研究者は，A．　W．　Shaw（1912），L．　D．　W．　Weld（1917），
F．Ryan（1935），E．　Fullbrook（1940），E．　M．　McGarry（1950），E．　J．　McCarthy
　（1960）などで，その研究は主に，マーケティングの要素がどのようなものであるか
　とか，それら要素がマーケティング活動において，いかにして機能しているか，ある
いはすべきかといったことに関するものであった27）。
③　地理学派
　非相互作用的一経済的研究領域の最後の学派は，地理学派である。この学派は，マ
ーケティング理論の論議において見落とされがちであるが，マーケティング研究に大
　きく寄与した学派の1っで，端的に言うと，購買者と販売者との間の地理的・空間的
ギャップを埋めるための経済的活動の形式の1つとしてマーケティングを考えたので
あった。この学派の代表的な研究としては，W．　J．　ReilyおよびP．　D．　Converse（1949）
の「小売り吸引力の研究」が有名であるが，卸売の地域構造の研究としてD．A．　Revzan
　（1961），そして彼がその研究に際して依拠したE．T．　Grather，　R．　Vaile，　and　R．　Cox
の1952年の・地域間マーケティング（lnter’regional　Marketing）・の概念がある28）。
（2）相互作用的一経済的研究領域
次に，表の右上に位置付けられているのが，相互作用的一経済的研究領域である。こ
の象限に位置付けられる学派は，経済学の原理および概念にその基礎を置き，市場交換
に不可欠な社会・心理学的な変数にも影響を受けている。すなわち，購i買者と販売者と
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の相互依存関係に注目した研究学派であるということができる。この学派は，制度学派，
機能主義学派，管理学派からなる。
①制度学派
　最初の制度学派は，マーケティング研究の発展・成長に最も寄与した学派であると
言えよう。マーケティングが独立した研究分野として出現した当初は，制度学派の中
　心的課題は，商品学派および機能学派に沿っていた。しかしながら，商品学派が交換
における製品のタイプの分析によってマーケティングを解釈・分析しようとし，機能
学派が交換過程において指揮されるべき活動にその焦点を当てたのに対し，制度学派
は，製品を生産者から消費者に移転せしめるために必要とされる機能を実際に遂行す
　る組織とその活動に焦点を当てたのであった。そして，近年になって注目されるよう
になった“組織ダイナミクス”の概念が導入されるようになり，さらにその研究の役割
が高められるようになったのである。組織ダイナミクスの研究は，行動定位
　（behavioral　orientation）を利用して，チャネル・メンバー間の関係を分析しようと
するものであり，制度学派は，行動定位の概念は利用するものの，マーケティングに
関係する組織の行動を説明するのに，むしろ経済学的なアプローチを採っているので
あると彼らは分析している。
　この学派は，農産物流通における，消費者と小売店の取引価格をめぐる関係を研究
することから始まり（1910年代），その主要な研究には，R．　S．　Butlerの“現代マーケ
ティング・システムにおける中間業者の研究（1923）”，R．　F．　Breyer，　P．　D．　Converse，
E．Duddy，且．　W．　Huegyなどの研究があり，近年においては，　B．　McCammonのチャ
ネル・システムの調整に焦点を当てた研究（1963）や“延期と投機”の概念を使用して
チャネル・メンバーの行動を説明しようとしたL．P．　Bucklin（1965）および，　B．　E．
Mallenの“機能的スピンオフ（1973）”がある。これらは，いずれも行動科学的概念の
応用により，組織ダイナミクス学派やシステム学派もしくは社会交換学派に受け継が
れるか，あるいは移行していくこととなる29）。
②機能主義学派
　機能主義学派は，制度学派と分析視角を分け合っている部分も多いが，基本的には
相互関係性をもった構造的で，かつ相互独立的なダイナミックな関係のシステムとし
てマーケティングを捉えるものである。この学派のアプローチの特徴は，経済学の応
用としてマーケティングを見るのではなく，経済過程が独立した主体を基礎として機
能するとするシステム論の視角からマーケティングを見たことである。この学派が他
の学派と最も異なる点は，W．　Aldersonの研究を分析・検討する研究者は，数多くい
るものの，専らW．Alderson一人によって展開されたところである。　W．　Aldersonは，
マーケティング現象を“組織された行動システム”と“異質的市場”という2っの鍵とな
　るコンセプトによって説明しようとした。彼は「組織化された行動システムにおいて
は，組織化する要素は，それを構成するメンバーがシステムのメンバーとして，個別
の，独立した行為を通して達成することができること以上の“こと”を達成するという
メンバーの期待である」として組織化された行動システムを“市場環境において操作
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する実体”であると考えた。また，　「需要の異質性と供給の異質性を所与のものとす
　ると，マーケティングの基本的な目的は，需要のいくっかのセグメントを供給のいく
っかのセグメントに適合させることによって，交換活動を効率的にすることである」
　「製品もしくはサービスの進歩的な差別化は，マーケティングによって創造される価
値を規定することに対する重要な要素となる」と述べ，それら“異質的市場”を組合わ
せ，配列する概念として“sorting”および“transformations”といった概念を提示した。
そして，このsortingおよびtransformationsの分析概念として“transvection”という概
念を使用し，機能主義的にマーケティングを分析・研究したのであった30）。
③　管理学派
　管理学派は，1940年代後半から1950年代の初頭にかけて，経済学の学者の間におけ
　る経済学と実際の経済の世界との著しい乖離に関する疑問から生まれたのであった。
彼らの当初の目的は，経済学の抽象的な理論を経営管理者が日々の管理活動において
行っている活動に十分適合できるように，事業活動の原理に翻訳することであった。
そして後に，より現実的な管理に基づいたアプローチをマーケティングに提供してい
　ったのであった。この学派の発展期に萌芽した最も重要な概念的発見に，“marketing
mix”“marketing　myopia”“product　lifecycle”といったものがある。この学派は，　J．　A．
HowardのMa」rkθting　Managθmen　t（1957），E．　KellyとW．　LazerのManagerial
Marketing（1958）といった大変有名な著書に代表されるように，最も現代のマーケ
ティングに影響を与え，かつ現代でも中心的な研究分野であると言うことができる。
また，この学派には，T．　Levitt，　N．　Borden，　W．　Smith，　E．　J．　McCarthy，　D．　M．　Gardner，
J．Dean，　A，　Oxenfelt，　P．　Kotlerなどの数多くの研究者が属すとされ，“marketing
concept”というマーケティング研究に対する基軸もこの学派によってもたらされた
　のであった31）。
（3）非相互作用的一非経済的研究領域
そして第3番目の左下に位置付けられるのが，非相互行為的一経済的研究領域である。
この思考の研究領域は，消費者および社会全体を含むマーケティング活動の受容者に関
する分析視角であり，経済学よりもむしろ行動科学や社会学を基礎にした概念的枠組
みと仮説・経験的検証を提示しており，購買者行動（消費者行動）学派，行動主義学
派そしてマクロ・マーケティング学派から成る32）。
①　購買者行動学派
　購買者行動学派は，その名前が示すように，市場での顧客もしくは消費者に焦点が
　当てられる。この学派では，顧客がどれぐらい存在するかとか，誰が顧客であるかい
った人口統計的情報に加えて，顧客が市場でなぜそのように行動するのかといった問
題を解き明かすことを目的とした研究が行われており，マーケティング独自の研究分
野として挙げる研究者もいる。
　これにはいくつかの特徴的な研究視角があり，その1つは，消費者の行動を非常識
なあるいは非常軌的な行動に類似した特別な状況として取り扱うのではなく，人間行
動のサブセットとして考えるもので，その過程において，心理学や社会学，人類学と
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いった人間行動を研究する学問からさまざまな仮説を援用している。第2番目の視角
は，かなり必要にパッケージ製品や必需品のような消費財に関する消費者の購i入動機
を解き明かそうとするもので，近年，産業財やサービスの購買動機についての研究も
さかんになってきてはいるものの，やはり，その研究の多くは消費財に焦点が当てら
れている。この種の研究がさかんであるの理由の1つには，経験的検証が行いやすい
という点が挙げられるであろう。
　そして，最後の視角として挙げられるのが，製品クラスや量，選択のタイミングな
どといった他の選択のタイプに対して，ブランド選択の動機を研究・理解しようとす
るものである。この研究視角は，消費や可処分行動といったものよりもむしろ，購買
行動そのものの理解に限定した研究であるということができる。
　この学派は，マーケティング研究に非常に大きなインパクトを与えており，これら
の研究分野に従事する研究者は大変多く，Jo　urna1　of　Consum　er　Resθarchといった個
別の研究雑誌を発刊するにまでに至った学派である。この学派は上述のように，人間
行動の動機の研究，すなわち，刺激一反応理論を基礎としたモチベーション・リサー
チの研究から始まり，そして，社会的関係からそれらを解き明そうとする誇示的消費，
準拠集団の研究，コミュニケーション研究，さらには，ブランド・ロイヤリティーの
研究，認知的危機研究，情報処理体としての消費者の研究など大変多岐わたることか
らマーケティング研究の中でも特別な学派であると言ってもよい33）。
②行動主義学派
行動主義学派は，消費者福利あるいは消費者満足の問題に関して経験的研究と概念
的考察の両方を研究する学派である。特定的には，購買者と販売者との間の力関係の
不均衡，および市場において個々の企業によって行われる市場に関する不正行為に焦
点を当てるものであると言える。
　この学派は，消費者と企業の関係の不均衡を救済する消費者主義および消費者保護
活動から生まれたもので，その歴史は深くない。この学派の経験的研究の主なものは，
製品安全性や消費者情報に関するマーケティングの不正行為にその焦点が当てられ
るものと，市場での消費活動における人種差別の問題に関することである。概念的研
究としては，マーケティング活動におけるコンシュ・一一一・マリズムの役割と消費者の立場
の規定に関するものがその多くを占める34）。
③マクロ・マーケティング学派
マクロ・マーケティング学派は，社会におけるマーケティング活動および機構の役
割もしくは社会に与えるそれらの影響，あるいはまた，その逆に関する問題を取扱う
ものである。1960年代に，社会における事業体の役割についての関心が高まり，資本
主義における企業の役割や活動が見直されるようになった。そのような中で，企業倫
理や株主に対する責任といった問題を中心に，各大学の大学院での研究が盛んに行わ
れるようになったのであった。すなわち，マクロ・マーケティングは，社会における
企業の役割に関する関心の高まりから生まれたのであった。かつてマーケティングの
マネジリアル（管理）学派が，組織外部の変数を統制不可能変数として取り扱ってい
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たのに対し，マクロ・マーケティング学派は，社会的関心や必要性およびそれらがマ
ーケティングに与えるインパクトを社会的原理として分析・理解しようとしたのであ
　る。
　　この種の研究の初期のパイオニアは，R．　HollowayとG．　Fiskであった。　R．　Holloway
　らが，社会的，政治的，経済的，法的，倫理的，競争的，技術的諸要因に関する広い
意味での外部環境を“環境マーケティング”として取扱い，マーケティング成果と社
会・環境との関わり合いを研究したのに対し，G．　Fiskらは，　W．　AldersonとR．　Coxの
影響を受け，“経済学の均衡理論，マーケティング管理の戦略およびメカニズム，マ
ーケティング活動の社会的結果”といったものの間の相互関係を一般システム理論に
　よって説明しようとし，マーケティングのミクロ・システムとマクロ・システムを区
別した。その後，この分野の研究はさまざまな広がりを見せ，Journal　Of
Maeromarketin8の発刊により，　R．　Moyer，　S．　D．　Hunt，　J．　Zif，　G．　Zaltmanの研究
や，J．　Arndtの“Toward　a　Concept　of　Domesticated　Market”の論文および，　P．　Kotler
　の・megamarketing・の概念へと展開していった35）。
（4）相互作用的一非経済的研究領域
最後の右下に部分に示されているのが，相互作用的一非経済的研究領域である。この
研究領域は，組織ダイナミクスとシステムそして社会的交換の3つの学派からなり，市
場の交換活動における購買者と販売者との間に本来的に存在する相互依存的関係およ
び統合された関係を研究するものである。これら3つの学派は主に，経済学よりもむし
ろ行動科学に依拠しており，そのような意味から言って，前掲の非相互作用的一非経済
的研究領域に近い研究領域であるということができる36）。
①組織ダイナミクス学派
　組織ダイナミクス学派は，流通チャネルの複雑な機能と構造を説明するという意味
　合いにおいては，制度学派と極めて近い研究学派であるが，その異なる点は，後者が
最終消費者の便益のために，より効率的に流通チャネルが構築されるには，いかにす
　べきかといった問題を経済学的視点から分析しようとしたのに対して，前者は，製造
業者や卸売業者，小売業者といったようなチャネルのメンバーの目標や必要性の分析
　に注意を支払ったところにある。このため，組織ダイナミクス学派の研究者は，流通
　チャネルを自己の利益を基礎とした競争的連合体であると考えた。例えば，卸売業者
　と小売業者は，効果的な関係を築きたいと願うなら，互いに協調し，その投下する努
　力量を調整し合わなければならない。しかしながら，この2つの機関は，協調的なベ
　ンチャー事業から得られる収益を誰がどれだけ獲得するかといった問題では，互いに
　競争的な関係にあるのである。このように，この学派の探求するのは，チャネル・メ
　ンバーが競争的であり，かつ協調的であるような複雑で，相反するような状況におい
　て，チャネル・メンバーはいかに効率的に相互に行為し合うかといったことを理解・
　分析することなのである。
　　したがって，この学派の研究は社会学の概念を数多く援用しており，その研究にお
　いて，彼らが注目する鍵となるコンセプトは，主にL．　Sternの著書であるDistn’bution
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Channels！Beha　viora1　Dimensionにおいて展開された“power”“conflict”
“cooperation”“bargaining”といった概念である37）。
②　システム学派
他の多くの学派と同様に，システム学派も環壌の変化によって出現した研究分野で
ある。しかしながら，“system”という用語および概念は，この学派が独自にマーケテ
ィングに持ち込んだものではなく，W．　Aldersonなどの機能主義学派や制度学派によ
っても使用されていた用語および概念であり，前述の組織ダイナミクスによるマーケ
ティング研究においては欠くことのできない概念である。
　このシステム学派が出現したのは，1960年代であり，第2次世界大戦中のオペレー
ションズ・リサーチの発達によるところが大きい。このアプローチは，学際的な視点
を採用し，マー一一一・ケティング活動に関する複雑な問題を解決するために，行動科学的手
法と定量科学の手法の両方を組み合わせたもので，初期の研究にはJ．W．　Forrester
（1958），K．　Boulding（1956），A．　Kuehn（1963），L．　Bertalanffy（1968）があ
る。Bouldingは，マーケティングの諸問題が社会的組織における“コミュニケーショ
ン”と“適用”によって特徴付けられるシステムの階層に属していると考え，
Bertalanffyは，環境からインプットを受け取り，それらインプットを処理し，環境に
対してアウトプットを産出し，環境と相互に情報やエネルギーを交換するといった環
境と相互作用をするオープン・システムとしてマーケティング・システムを考えた。
一方，A．　Kuehnは，　「マーケティングは社会の中のサブシステムであり，それ自身
が市場や流通チャネルといったサブシステムを有する」といったように，社会に対す
るシステム概念の応用範囲をさらにマクロ的な視点にまで拡張したのであった。
その後，このアプローチは，マーケティング・システムと社会あるいは環境といっ
た全体システムとの関係を研究する“マクロ的視点”によるものと，マーケティング・
システムにおける各システム間の関係を研究する“ミクロ的視点”によるものとに分か
れ，さまざまなシステム分析の方向性が生まれ，その研究者および研究業績も大変多
岐に亘っている38）。
③　社会的交換学派
マーケティングのさまざまな理論的視角のある中で，　「マーケティングの基本的目
的は，購買者と販売者との交換を円滑に遂行することである」いう考え方は，長く，
そして広く受け入れられてきた基本的な考え方である。しかしながら，このマーケテ
ィングに関する社会的交換という視点からのアプローチは，1960年代の中盤に入って
ようやく，より明確に主張されるようになったのであった。このマーケティングにお
ける社会的交換という視角は，他のほとんどの理論的思考の基礎にもなっている，あ
るいは，すべてに関係するW．Aldersonと，そしてW．　McInnesによって展開された。
W．McInnesの主張するところによると「経済的な製品およびサービスの製造者と使
用者が互いの必要と欲求を交換を通じて満たすことを求めるとき，人間の社会的交わ
りから，市場が生まれる」のである。また，W．　Aldersonは，どうして2個の当事者が
交換を行おうとするのかということを“Law　of　Exchange（交換の法則）”によって説
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明した（1965）39）。この社会的交換の概念によるアプローチは，当時の・マーケテ
ィング科学論争”や“マーケティングの概念拡張”，“マーケティングの一般理論の構築”
　といった問題とあいまって組織ダイナミクスやシステム論によるアプローチと同様，
　さまざまな波紋を呼んだ。しかしながら，このアプローチも前述の2つのアプローチ
　と同様に，マーケティングが理論的に体系化されたのが1900年の初頭であったことを
考えると，これらのアプローチを用いてマーケティングを説明しようとすると，マー
ケティングは原始時代から存在したことになり，そのような意味から言って，矛盾を
孕んだ理論的視角であるとも言えるのである。
　以上が，J．　N．　Sheth，　D．　M．　Gardner，　D．　E．　Garrettによるマーケティングの理論
枠組に関する分類および分析である。一方，少々旧い分析ではあるが，R．　Bartelsの
マーケティングの諸概念の分類・整理によると，「それは単な諸活動から社会的諸関
係や複雑な経済的諸関係にわたっている」として，以下のように，概念が整理されて
いる40）。
（1）技術的諸活動としてのマーケティング
①簡単な個人的諸活動
　消費者にとってマーケティングは利用を目的として諸商品を獲得する活動であると
いう見方。
②　技術的活動
　マーケティングは単なる販売ではなく，諸活動の遂行からなるという見方。
③中間業者とそのサービス
　マーケティングを財の所有権の移転を実行し，その物的流通を準備するのに必要な
すべての諸活動にわたるものであるとするもの。
（2）過程としてのマーケティング
①帰結的活動
　マーケティングを生産と消費の分離を埋めるものであると考え，マーケティン
　グ・サービスはその分離を埋めるための必要性の特化であるという見解。
　②　収集・均等化・分散
　マーケティングは，生産物を多くの広範囲にわたる分散した源泉から収集して，そ
れらを同様の広範囲に分散した消費者に対して流通させる過程であるとする見方。
　すなわち，マーケティングは，分類取り揃え，仕分け，集積，配分，組合わせによ
　って価値を創造する過程であるという見解である。
③　移転過程
　マーケティングは，財を商業過程を通じて，生産者から消費者に移転する過程であ
　り，収集と流通という2っの補完的な活動からなるとする考え。
（3）経済過程としてのマーケティング
　①　時間・空間・所有の効用の創造
　　「マーケティングがなければ，物質的生産は技術的過程であり，経済的過程ではな
　い。．．，，．．消費者の余剰を作り出すのはマーケティング過程であり，それは市場の複雑
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性と販売活動に伴う教育的影響力によって増大する」という言明に代表されるように，
マーケティングは空間・時間・所有の創造に関連するビジネス活動であるという見解。
②形態的効用の創造
　マーケティングは，消費者の欲するものを欲する時間に，そして欲する数量で送達
する分類取り揃え機能であるゆえに，それは，流通のみでなく，生産過程も含まれる
　という考え。
③交通・交換活動
　マーケティングは，流通する生産物の価値が決定される過程であり，したがって，
a）すべての経済的生産の一部と，b）交換のすべて，すなわち価値・価格決定の過程，
c）経済的流通の諸過程の1つであるという見解。
④　需要・供給の調整
　マーケティングを交換活動による需要・供給の調整機能であるとする考え方。
⑤財の所有権の交換
　交換活動を基礎にして，財の所有権の移転による需要と供給の調整に伴うすべての
問題はマーケティングの問題であるとするもの。
⑥　欲求充足活動
　E．J．　McCarthyの「マーケティングは，消費者を満足させ，かつ企業目的を遂行す
るために，生産者から消費者あるいはユーザーに対して，財やサービスの流れを支配
するビジネスの諸活動の実行である」という言明のように，人間の欲求を創造し充足
する活動であるという考え方。
（4）社会的過程としてのマーケティング
①　社会的相互作用としてのマーケティング
　人間の市場行動を役割的相互作用として考え，マーケティング構造をマーケティン
グ諸機能の遂行の過程ないしはシステムとして見る見方。
②　マーケティングと社会的責任
　マーケティングが消費者に無理やりに商品を購買させる方法であるという批判から，
消費者の立場に立った，あるいは社会全体を考えた製品の製造と流通を行うべき活動
であるとして，マーケティングを考える方向性。
③　マーケティングと社会
　社会システムあるいは環境システムの下位システムとしてマーケティング・システ
ムを考え，社会的秩序もしくは地球環境といったことを考慮に入れた形でマーケティ
　ングを見て行く方向性。
　このように非常に広範囲に，かつ非常に多岐にわたるマーケティングの概念および研
究分野であるが，これまで見てきたいくつかの分析もしくは分類からマーケティングの
概念あるいは理論的枠組を纏めてみると，おおむね次のように理解することができる。
（1）マーケティングは，市場行動に関する問題を取り扱う。
（2）マーケティングの初期の研究は，非常に狭い領域を取り扱っていた（農産物流通
　や特定の生産物の流通と販売に関する諸問題）が，時代を経るにしたがって，その研
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　究領域および概念的な適用範囲も広がった。しかしながら，概念的には広がったもの
　の（サービス，交換，産業財，社会，国際，非営利組織など），個々の研究は，それ
　らの特定の局面ないしは特定の状況に細分化されている。
（3）マーケティングは，交換に関するすべての機能・制度・活動・行動をその研究対
　象としている。
（4）マーケティングの研究は，単純な市場における交換活動の研究にとどまるのでは
　なく，社会システムあるいはマーケティング・システムすなわち流通システム，企業
　システム，購買／取引における相互関係などといった研究によって特徴付けられてい
　る。
第3節　リレーションシップ・マーケティングの問題点と今後の課題の検討
前項で見てきたように，マーケティングの研究もしくは理論枠組および概念枠組は，
非常に広箪囲にわたっており，その内容もさまざまな視角ないしはアブU一チを採用し，
多方面に及ぶ。それにもかかわらず，リレーションシップ・マーケティングという研究
視角が出現してきたのは，それが過去の研究において分析・処理しきれなかった問題で
あるか，あるいはアプローチの違いから，他のアプローチによる研究もしくは分析をそ
の対象に入れていなかったかである。
では，ここで第1節で取り上げたリレーションシップ・マーケティングの特徴と従来
（1980年代後半以前）のマーケティングとの相違点，すなわち，リレーションシップ・
マーケティングが新しい分析視角であるとされる点とその特徴とされる「①平で分権的
な組織②インターナル・マーケティングの実施」に関して再度検討してみることにし
よう。
1．リレーションシップ・マーケティングと取引マーケティングの相違点に関
　する再検討
まず最初の「取引マーケティングでは支配的な機能は，伝統的マーケティング・ミッ
クスで，リレーションシップ・マーケティングでは相互作用的マーケティングである」
という点である。この点に関しては，2つの疑問および問題点が浮かび上がって来る。1
つは，リレーションシップ・マーケティングと“取引マーケティング”という呼び方であ
る。リレーションシップ・マーケティングが相互作用的マーケティングであるとするな
らば，リレーションシップ・マーケティングが，1980年代の終末もしくは1990年代の
初頭に台頭してきた概念である以上，それ以前のマーケティング概念またはマーケティ
ング研究には，相互作用的マーケティングというものは，存在しないことになるか，あ
るいはまた，取り上げられていたとしても，注目に値しないものであったことになる。
しかしながら，前項の理論的研究や概念の整理・検討でもわかるように，マーケティン
グに相互作用的分析視角が現れるのは，1950年代であり，以来それは，W．　Aldersonに
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より緻密に研究され41），機能主義的研究のみならず，組織ダイナミクスやシステム理
論によるマーケティング・チャネルやマクロ・マーケティング研究へと継続・発展して
きており，加えて，そのような内容は，実にマーケティングの生成期においてすでに取
り上げられているのである42）。
　そして第2の疑問は「取引マーケティングの支配的な機能が，伝統的マーケティング・
ミックスで，リレーションシップ・マーケティングの支配機能が相互作用的マーケティ
ングである」という点である。先に挙げたリレーションシップ・マーケティングの論理
枠組ないしはC．Gr6nroosの見解によると，伝統的マーケティング・ミックスとは，　E．　J．
McCarthyの4Psのことを指すことになるが，マーケティング・ミックスという概念は，
「マーケティングの構成要素の最適統合」であると1948年に」．Cullitonが定義したよう
に43），かならずしもE．J．　McCarthyの4Psというわけではなく，マーケティング現象
もしくはマーケティング活動を処理・分析する視角によって，要素の抽出の仕方や分類
もしくは認識の仕方も異なるのである。また，E．　J．　McCarthyもBasie　Marke　tin8i：お
いて述べているように，4Ps自体に相互作用的アプローチが，組み込まれているのであ
る44）。すなわち，チャネルの選定および管理にしても，価格の設定にしても，さらに
は販売に関係するプロモーション活動にしても顧客との相互関係の問題を処理するこ
となしに，戦略を構築したり，実行したりすることはできないのである。
　また，“取引”という概念それ自体が高度に相互依存的な関係から成り立つ行為である
ことは，過去の数多くの研究者の研究成果によっても，明らかである45）。
そして次の「競争優位の最も重要な要素である品質の次元に関しては，取引マーケテ
ィングでは，成果に関連する技術的品質が支配的であり，リレーションシップ・マーケ
ティングでは，過程に関連する機能的品質が支配的である」という相違点に関してであ
るが，基本的に言って“成果に関連する技術的品質”“過程に関連する機能的品質”という
用語ならびに概念が不明確であるということが挙げられる。すなわち，マーケティング
活動およびその研究においては，コストをより低く，かつ円滑に製品が供給される方向
を求める。その結果として，長期的契約関係を結ぶこと（取引を常規化すること）は，
不確実性を減少させ，財の流れをより整序されたものにし，取引コストを減少させるこ
とになり，マーケティングにおいては・諏引の常規化・は，必然的結果なのである46）。
したがって，取引が継続的である場合，どこからどこまでが，“過程”であり，どこの時
点で“成果”とするのかは，研究者の分析の違いや企業の操業もしくは営業期間の設定の
仕方によっても異なってくるだろう。しかしながら，そうであるからといって，勝手に
期間を指定することもできない。それゆえに，このような表現もしくは概念規定は非常
に不明確であり，理解して使用するには不十分であると言わざるを得ない。加えて，“技
術的品質（technical　quality）”と‘‘機能的品質（functional　quality）”の違い，もしくは，
言葉の意味が不明確であることも挙げられる。“技術的品質”が，製品に関する技術的な
付加価値の問題であることは，理解し得るが，製品に関する技術的付加価値が変化すれ
は，製品の機能もそれなりに変化しているはずである。何をして“機能的な変化”である
のかが明確には示されていないのである47）。
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　次に3番目の価格に対する感度に関してであるが，「取引マーケティングにおいては，
顧客は価格に対して非常に敏感であるが，リレーションシップ・マーケティングでは，
顧客はあまり価格に敏感でない」とされている。この問題に関しても，現代のようにテ
クノロジーが進化し，マーケティングの戦略あるいは戦術に関しても非常に多くの努力
が支払われている状況において，価格に敏感でない市場というのは，製品もしくはサー
ビスが極端に高度に差別化されているか，あるいはまた，極端に特異な市場でないかぎ
り存在しにくいのではないか。すなわち，ある程度差別化された製品もしくはサービス
で，最初は市場で独占的地位を築くようなものでも，現代のように高度にテクノロジー
やマーケティング技術が発達している状況では，すぐに類似した，あるいはほとんど同
一の機能を提供するような，きわめて競争的な製品もしくはサービスが市場に出現する。
その段階で，消費者は，それらの製品もしくはサービスを比較購買することになるわけ
であるから，価格に関しては，それなりに敏感になることとなるのである。したがって，
かつてのように，顧客との親密で良好な関係が築ければ，価格が少々高くても，顧客は
その製品を選択するという論理の展開は，現代ではほとんど通用しなく，価格や顧客サ
ービスは，製品パッケー一一ジに組み込まれたベネフィットとして捉え，それらを考慮に入
れた，トータルな意味でのマーケティング戦略もしくは戦術の開発の方向が主流である
と考えられる。
そして最後の「取引マーケティングでは，インターフェイスが制限されているか，存
在しない状況で，リレーションシップ・マーケティングでは，それが実質的である」と
いう問題に関してであるが，これもまた，不明確であると言える。C．　Gr6nroosのコン
テクストからすると，この“インターフェイス”は，マーケティング機能と企業組織にお
ける他の機能との調整もしくは統合を指すことであるようだが48），組織における機能
間のコンフリクトの研究は，さまざまな研究者によって研究されている分野であり，そ
れに関しては，すでに有益な指針がいくつか与えられている49）。それらによると，企
業組織における機能間のコンフリクトは，つねに存在するものであり，それらを調整・
統合するのが管理者の役割であるとされている50）。逆の意味で言えば，機能間のコン
フリクトがなく，組織における各機能が一貫した形で動いている組織は，非常にワンマ
ンな社長もしくは管理者の管理する組織であるか，かなり小規模でそれら機能が同一の
人物によって遂行されているような組織か，あるいはまた，何事にも問題意識を持たな
い従業員が日々のルーティン・ワークをただ単純にこなしている組織であるといった危
険性が高いのではないであろうか。
　また，C．　Gr6nroosは，いわゆるパッケージ製品（consumer　packaged　goods）のマ
ーケターが，他の機能あるいは消費の現場（the　moments　of　truth）に無頓着であるこ
とを指摘しているが51），経営者ないしは上級管理者が消費の現場に無頓着であること
はよく指摘されており，その解決策もしくは方向性もしばしば論議されているところで
ある。しかしながら，マーケターと言った場合，それは，経営者なのか，それともどの
レベルの管理者を指すのかが示されていないのである。販売・営業業務における業務執
行管理者であれば，消費の現場に関しては非常に多くの知識や経験が必要であり，それ
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についても熟知しているはずである。しかしながら，彼らは，他の部門との調整という
問題に関しては決定権を持っていない場合が多い。他方，上級管理者になると，消費の
現場にはかなり位置的にも遠いところにいるが，他の部門との調整をするのが彼らの主
要な役割となる。そのような視点からマーケターを定義した場合，マーケターの機能は
複数の管理者にまたがることになる。したがって，マーケターはどのような機能を遂行
する立場にある存在であるのかが不明確であると，マーケティングの戦略・戦術の実行
のレベルもしくは業務の遂行の権限が不明確になり，同一の論理では説明できなくなっ
てしまうのである。
2．リレーションシップ・マー…ケティングの特徴の再考
前述のように，リレーションシップ・マーケティングの特徴あるいは実施上の前提条
件として挙げられているのが「①平らで分権的な組織と②インターナル・マーケティン
グの実施」であるとされ，この両者ともが「サービス企業が顧客との取引関係を一回か
ぎりとするのではなく，最初の取引の後も顧客との良好で継続的な取引関係を維持・発
展させて行く」ために必要な基軸をなすものであるとされている。
（1）平らで分権的な組織
先の高橋氏は，J．　Carlzonの「顧客志向を確立し，その“真実の瞬間”を通じて良い印
象を生み出そうとする事業組織は，ピラミッドを平らにしなければならない。つまり顧
客のニーズに直接にそして迅速に反応できるように責任の階層を除去しなければなら
ない」という見解を引用し，第一線の従業員の自由裁量の余地を拡大することによって，
リレーションシップ・マーケティングが効果的に遂行されるということを主張している
52）。
それでは，ここで言う“平らで分権的な組織”とは具体的に一体どのようなものなので
あろうか。それは，J．　Arndtの言うような「事業部制組織のように分権的で，いざとい
うときに，切り離すことが可能で，かつ垂直的統合のように組織間関係が緊密でコス
ト・パフォーマンスが可能な組織53）」なのか，それとも，今井賢一氏と金子郁容氏が
主張するような，「市場と組織という概念を超越した（アメーバ的な？）ネットワーク
多様体54）」なのか。いずれにしても達成困難な組織形態であることには変わりはない。
事業組織もしくは経営組織の組織構造あるいは組織管理の研究は，主に経営学の研究
領域であることは，言うまでもないことであり，マーケティングの研究者が，少なから
ずその分野に関しては疎いことも，ことさら述べるまでもないことである。事業組織の
組織形態は，官僚制組織，職能制組織，事業部制組織，マトリックス組織などが代表的
であるが，事業組織が生産性の向上や外部環境への適応を目指して採り得る形態はさま
ざまである。
　これら官僚制組織，職能制組織事業部制組織マトリックス組織もそれぞれ，長所
も短所も持ち合わせてはいるが，いずれにしろ，生産性の向上あるいは外部環境への適
応を目的として考え出された組織形態であると言うことができよう。これら組織に代表
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される諸形態は，人間の集団である組織の拡大・成長の過程において，各個人が十分に
能力を発揮できるように，人と職能の配置を考えた結果である。比較的少人数の組織で
あれば，それぞれが，その組織の成長・存続に関わるすべての作業を別々に行っていて
も，それほど不効率であるとは感じないが，組織が拡大・成長するにつれて，そのよう
な行動を個々が採っていたのでは不効率が生じる。この時点で，「分業」「協働」とい
った概念が生まれてくる。このように，組織が成長・拡大していく上で，「分業」「協
働」という概念を基にして，取り入れられたのが「部門化」「階層性」「調整」といっ
た組織構造の基本的概念であり，このような基本概念を基に組織構造が必要となるのは
手段的理由と経済的理由によるものである55）。すなわち，これら組織構造は，手段的・
経済的理由により，「部門化」あるいは「階層性」を必要としているわけであり，それ
らは組織の発展過程において必然であると言える。無論，R．　K．　MertonやP．　Selznick，
A．W．　Gouldnerらの「官僚制組織批判」や56）R．　Rumeltの多角化研究などが示すよう
に，それぞれの組織形態が，すべての面で，手段的・経済的要件を満たすものではない。
このような手段的・経済的要件によって形成された，すなわち，合理性の規範の下にあ
る組織が，不確実性の問題に対処するために必要なのが，　「自由裁量」である57）。
　しかしながら，J．　D．　Thompsonが「十分に組織化された組織は，合理性の規範の下で，
多くの不整合を是正している。個人が少ない自由裁量で仕事を処理する能力を示した後
で，より大きな自由裁量を必要とする職務が付与されるといったように，通常，裁量的
職務は，キャリア・パターンにしたがって順番に配列されるものである58）」と述べて
いるように，組織における個人の自由裁量は，そのキャリア・パターンに従うもので，
第一線の従業員が多くの自由裁量を持ち合わせるといったことは，通常，組織の性質上
あまりないことであり，組織の下位階層にある第一線の従業員が多くの自由裁量を持ち
合わせるということは，その組織の命令系統や権限関係がバラバラになり，コミュニケ
ーションが取れないといった不効率を招く原因にもなり得るのである。
　以上のように，組織に「部門」が存在し，　「階層性」が必要であることも基本的な要
件であることに加えて，第一線の従業員が多くの「自由裁量」を持ち合わせるというこ
とは，組織の性質上できにくく，よほどの高度な知識や能力（管理的・実務的の両面で）
を備え持っているか，もしくはかなりの経験を積んだ従業員でなければ，組織の合理性
の規範を崩すことにもなりかねないのである。したがって，先のリレーションシップ・
マーケティングの実施上の前提条件の1つとされる「平らで分権的で，第一線の従業員
に多くの自由裁量の余地がある組織」というものは，現実としてできにくく，ともすれ
ば，事業組織がシステマティックな組織体として成り立たなくなってしまう危険性を孕
んでいるのである。無論　「市場と組織を超越した（アメーバのような？）ネットワー
ク多様体」なるものができれば話は別であるが。
（2）インターナル・マーケティングの実施
　インターナル・マーケティングは基本的に，「顧客を満足させるためには，社内の顧
客である自社の第一線の社員を満足させる」ということであり，その方法として①社員
に対して十分な教育・訓練を行うこと，②社員との相互作用的コミュニケーションをは
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かること，③社員に自社の経営戦略やマーケティング戦略を理解させ，情報支援を十分
に行うことが挙げられている。
　しかしながら，社員教育や組織成員に対するインセンテンプ・システム，社員間の相
互作用に関しては，経営学，そのなかでもとりわけ，労務管理や経営組織論，経営社会
学といった研究分野において詳細に，かつ綿密に研究されており，マ・一一・ケティングにお
いても，人的販売の研究において，かなり深遠で，高度な研究が成されている。また，
そのような問題に関する近年の研究には，「組織文化」あるいは「企業文化」の研究や
C・1（Corporate　Identity）あるいはC・C（Corporate　Communication）の研究があ
り，企業組織内部のみでなく，企業組織内外での企業のイメージの高揚もしくは自社の
社員および顧客との良好なコミュニケーションの達成を目的とする方向性が研究され
ている。加えて，実際の実務社会においても，自社の社員に自社の使命や自社の経営戦
略を浸透させ，まずはじめに，「自社の経営理念や自社製品のファンになってもらう」
というのは企業の新入社員教育はもとよりリクルートの現場において旧くから，そして
“当たり前に”行われていることである。
　このように，リレーションシップ・マーケティングで取り上げられている企業組織お
よび企業戦略行動に関する問題については，マーケティングや経営学の過去の各研究分
野ですでに深く，そして十分に研究されており，特別に新しい研究視角ではないことが
わかる。しかしながら，経済諸現象を眺めて見てもわかるように，マーケティング現象
や企業行動は，一連の行動の相互関係から成り立っているのであり，現在のように，企
業の戦略行動やそれに伴う組織構造あるいはマーケティング行動を細分化して研究す
ることが，本当の問題解決になるのであろうかという疑問も浮かび上がって来る。現実
のマーケティング活動は，ただ単に，マーケティング部門だけで達成されることはまず
なく，消費者・顧客・パブリックスさらには競争相手，そして企業のその他の部門や企
業のさまざまな階層を巻き込んだ形で成り立っているのである。
　また，第一線の営業社員が，企業のマーケティング戦略に沿った活動をしていて，特
定の顧客に特定のサービスが提供できず，顧客の不満がその部門の管理者のとことろへ
直接届けられる。管理者は苦情処理のためから，その顧客の要求を即座に受け入れ，そ
の結果，その営業社員は，担当市場での信頼を失ってしまい，その後の活動に支障を来
してしまうなどといったことは，よく耳にする問題でもある。その場合，やはり，第一
線の社員にどの程度自由裁量を認めるか，あるいは第一線と管理者とのコミュニケーシ
ョンをどのようにして円滑にするかといったことが問題となる。そのような意味から，
製品もしくはサービスの生産から販売そして消費に関する問題を一連の流れの中から
研究・分析することは必要なことであると思われる59）。
　そういった視点から見た場合，リレーションシップ・マーケティングの分析枠組は非
常に有効な方向性であるということができるかもしれない。しかし，仮にそのような視
点でマーケティング現象もしくはマーケティング活動あるいは企業戦略行動を分析・研
究しようとするならば，「平らで分権的な組織」とか「インターナル・マーケティング
の実施」が必要であるといった抽象的で漠然として提案ではなく，下図にあるような消
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費や販売の現場，販売の成立する過程，戦略が発案されて実行される過程といった，そ
れぞれの場面のダイアディックなレベルでの相互関係や競争構造もしくはパワー構造
といったものの分析，そしてそれを発展させたトライアディックなレベルでのそのよう
な問題の分析，さらには，それらが連鎖的に関係して販売が成り立っているわけである
から，その販売が関係する組織構造や組織内の諸機能の具体的な分析が必要となってく
るであろう60）。
図表3－4マーケティング・ネゴシエイション・プロセスとフローの概念図
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結びと課題
　以上，本章では1990年代に入って台頭したリレーションシップ・マーケティングの理
論枠組に関するいくつかの問題点とその分析視角について，それ以前のマーケティング
研究の概念枠組もしくは研究視角の再確認を通して検討してきた。リレーションシッ
プ・マーケティングは基本的には，これまでのマーケティング研究におけるプロモーショ
ンに関係する研究やチャネル研究あるいは人的販売の研究の領域をまだ越えるもので
はない，というよりも，この種の研究視角は，そのどちらかの研究においてすでに行な
われているものである部分が多いと言える。しかしながら，前述のように，これまでの
ような，4Ps中心に分化した研究枠組でなく，現実のマーケティング活動に沿って，あ
るいはまた，マーケティングを生産から消費までの一連の活動の連鎖として捉える方向
は非常に重要なことであり，その意味からいって，リレーションシップ・マーケティン
グは，ある1つの方向性を導き出してくれるものであるかもしれない。
　また，前項の終末部分でも述べたように，製品もしくはサービスが生産され，流通過
程を経て消費者の手元に届くまでには，実にさまざまな人間の手を通じ，そしてさまざ
まな機能が遂行されている。しかし，これらもまた，製品あるいはサービスを生産・販
売するというある1つの目的から見れば，その目的を達成するために行なわれている活
動の連鎖であることには変わりはない。言い換えれば，企業戦略も企業組織体系もマー
ケティング戦略も社員の管理も，その一連の活動の一部にすぎないわけである。
　したがって，かつて経営学は企業経営の内部的な経営活動の管理ならびにそのための
組織編成の研究が中心となって発展し，一方，マーケティングは，製品が消費者に送達
されるまでの時間的，場所的，所有的効用を生み出す方向での研究から始まり，現在に
至っているとされるが61），ある意味から言えば，経営学もマーケティングも同一の目
的に対する異なった研究視角であることには違いはない。現代のようにテクノロジーの
進化によって，情報処理のモードも速度も変化し，産業や社会自体もボーダレスな状況
にあっては，そのような視角から，企業活動を研究する必要性もあるということを，わ
れわれは再確認することが求められているのかもしれない。
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組織内個人間ネゴシエイション
A．組織内個人間ネゴシエイション
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・パワーは制裁のパワーを含めたすべてのパワーが有効。
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・集団意思決定に関する準拠集団的脈絡が存在する。
・コンフリクト管理は，システムの上位目標がはっきりしているので管理しやすい。
組織間ネゴシエイション
・システムの結び付きは，契約関係によって異なるが，組織内部門間のそれよりもルー
ズ。
・非制裁もしくは非媒介的パワーの使用が有効。
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組織対組織外個人のネゴシエイション
・システムの結び付きはルー一一ズ。
・売り手は情報・専門性のパワーを有している。買い手側は，ほとんど差異のない製品
　を販売する企業一外部代潜機会一を多く有している。
・家族・所属集団に関する立場と，組織に属している立場として，準拠集団的脈絡をあ
　る程度考慮に入れる必要がある。
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第4章
現代ブランドの枠組みとブランド戦略の再考
ブランド（brand）は，一般的には「企業が販売または提供する商品もしくはサービ
スを競合他社と識別させるために用いる言葉，マーク，シンボル，デザインまたはそれ
らの結合体1）」などと定義され，製品の製造業者もしくは販売業者が製品に付与する
名前あるいはマL－一一一クといったものであるとされてきた。
　しかしながら，企業の規模ならびに範囲の拡大に伴う多角化ないしは多品種化，ある
いは流通業者によるチャネルの支配・統合といった動きに加え，国際市場のボーダレス
化などによって，ブランドの捉え方も複雑かつ不明瞭なものになってきている。また，
ブランドをある種の無形資産と見て，それをどのように運用・展開するかといった「ブ
ランド・エクイティ」といった概念も台頭している。そのような状況下でブランド戦略
を構築・実行する場合，計画の段階からさまざまな要素を考慮に入れることが求められ，
その方向性を決定するのは極めて複雑であり，困難になってきていると言えよう。
そのようなことから，本章では，今一度，ブランドというものが一般的にどのように
捉えられているのか，あるいは捉えられるべきなのかといったことを再検討し，そして
また，わが国のブランドの登録・更新といった制度について確認しつつ，現在採用され
ているブランド戦略の現状および問題点を明らかにすることを通じて，現代ブランド戦
略の枠組みとしてどのような方向性が考えられるのかを考察していくことにする。
第1節　ブランドの概念と機能の再考およびわが国の商標管理
1．ブランドの概念と機能
ブランドの語源は，ノルウェーの古語がその原語となっているとも言われるが，現代
的には英語のburned「焼印を押す」という語であるとされており，その起源は定かで
はないが，中世ヨーロッパの商業ギルドが品質の保証のために「商標」を用いたのが近
代的な商業活動という意味でのブランドの始まりであるとされている2）。ブランドに
関しては，その定義あるいは認識は，ざまざまであり，必ずしも統一された認識がある
とは言えないのが実情であると言えるだろう。
　しかしながら，マーケティングの分野や企業経営における戦略開発などの場面では，
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少なからず「ブランド戦略」などといった言葉が使用され，それらの文献あるいはテキ
ストもしくは論文も数多く存在している。そのような場合，そういった類の文献あるい
はテキストは“ブランド”という言葉または概念をどのように捉えたり，取り扱ったりし
ているのであろうか。そしてまた，企業あるいは組織は，それらの概念枠組みを基礎に
して，どのように戦略を開発・展開しているのであろうか。すなわち，テキストや研究
者によって，ブランドの概念や認識が異なれば，それを中心として構築される戦略の枠
組みも，方向も，そして事業の展開も異なることになるだろう。その場合，“ブランド
戦略”と言ったら，何を基礎あるいは主体とした戦略になるのだろうか。企業全体なの
か，事業なのか，事業部なのか，製品なのか。主体もしくは基礎的な概念の認識のはっ
きりしていない戦略は，戦略としてどこまで成り立つのであろうか。そして，どこまで
具体性を持って実行されるのであろうか。
そのようなことから，本章の導入部分で一般的に解されていると考える「ブランドの
定義」を提示はしたが，今一度，ブランドに関する定義ないしは捉え方を確認・点検す
ることにしてみよう。
AMA（American　Marketing　Association）の1995年版のDictionary　of　Marketing
Terms，　2nd’edによると「ある販売業者の製品もしくはサービスを他の販売業者のそれ
とは異なったものであることを明らかにする名前，用語，デザイン，シンボルまたは他
の特徴。ブランドに対する法的用語は，トレード・マークである。ブランドは，1つの
品目，製品群（fam且y　ofitems），あるいはまたその販売業者の販売するすべての品目
の身元を示し得る。ブランドが企業全体を示すものとして使用される場合は，トレー
ド・ネームと言った方が好ましい3）」とされている。
　またブランド・マーク（brand　mark）は「ブランド・マークは，口頭では表現しえ
ないブランド・ネームの一部。最も一般的にはシンボル，絵，デザイン，区別的な文字，
色，あるいはまたそれらの集合4）」とされ，ブランド・ネーム（brand　name）につい
ては「ブランド・ネームは，口頭で表現し得るブランドの一部である。それは，文字，
数字，言葉を含む。トレードマークという用語は，ブランド（ブランド・マーク，ブラ
ンド・ネームなど）のすべての形態をカバーするが，ブランド・ネームは，トレード・
マーク（商標）が使用されるときに最も頻繁にその意味を示す形式のものである5）」
としている。
そして，トレードマーク（trademark）は，次のように定義されている。　「ブランド
と同義の法的用語，トレードマークは，1つの販売業者の製品であることを示し，そし
てそれを他の販売業者の製品から区別する。トレードマークはまた，プロモーションの
手助けとなり，その販売業者を模倣から守るのを援助する。トレードマークは，アメリ
カ合衆国の商務省の特許商標局に登録されているものである。トレードマークは，一度
登録されたならば，付加的な保護（主に排他的使用）を得るが，その登録および排他的
使用を継続するには特別な努力を必要とする6）」。
多少の相違はあるものの，他の主要なテキストも上記のAMAの定義に従っているも
のがほとんどである7）。
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　しかしながら，上記の定義によるブランドを示す，あるいはその範囲をカバーする枠
組みは非常にぼんやりしたものであり，ブランドは，製品に付与する“名前”であること
には変わりないが，それはその製品を製造した企業名としてのいわゆる“のれん”なのか，
何かものを生み出したときに，その個別製品に付ける“特定の名前”なのかといったこと
も含めて，いったいどのようなものをブランドと言うのかが明確に見えてこないという
のが率直な感想である。
　このため，まずここで，ブランドにはどのような種類があり，どのような基準でそれ
らが分けられているかを見ていくことにする。
現在一般的には，ブランドは大きく言って，ナショナル・ブランド（national　brand）
とプライベート・ブランド（private　brand）に分けられ，前者を製造業者が自社の製
造した製品に付与するブランドとし，後者を流通業者が設定するブランドとする場合が
多い8）。これは，製造業者のブランドが，概して全国的に流通するのに対して，流通
業者のブランドが特定の地域に限って流通するためにこのように呼ばれるようである。
　しかしながら，ダイエーやイオン，イトーヨーカドーの例を採ってみてもそうである
ように，現代的には，流通業者のブランドだからといって，特定の地域にしか流通しな
いということはなく，小規模で展開力の弱い製造業者よりもむしろ，イオンやイトーヨ
ーカドーのように全国展開をしている流通業者のブランドのほうがよほど全国に流通
しており，そのような分け方もしくは呼び方も当てはまらないのが実情である9）。こ
のようなことから，必然的に，ブランドを分類するのも複数の視点から検討することが
求められることになる。
無論，すべてのレベルをカバーするものではないが，それらの視点のうち，主要なも
のをいくつか挙げると，以下のようなものが考えられる10）
①所有による区分
　　a．製造業者の所有するブランド
　　b．流通業者の所有するブランド
　　　　・卸売業者ブランド
　　　　・小売業者ブランド
②販売地域による区分
　　a．全国ブランド
　　b．地方ブランド
③企業のブランド政策から見た区分
　　a．主力ブランド
　　b．副次的ブランド
　このようにいくつかの視点からブランドを区分してみると，これらを複合的に組み合
わせることによって，その対象はある程度限定でき，それなりの妥当性を見出すことも
できるのではあるが，やはりここでもそれぞれの区分に問題は残る。
例えば，①の所有によって区分する方法であるが，わが国のアパレル業界のように大
手製造業者のブランドであるにも拘わらず，実はそのブランドの製品は、その大手製造
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業者が製造しているのではなく，下請業者が製造しており，大手製造業者は，下請製造
業者が製造した製品にその企業の所有しているブランドを付与するだけで市場に出し
ている。すなわち，その大手製造業者は，流通業者の卸売業務を行っているのである。
そのような場合は，製造業者のブランドと考えればよいのか，あるいは流通業者のブラ
ンドとすべきなのであろうか。また，ごく小規模な企業のブランドの場合（かつては，
ほとんどの製造業者がそうであったのであろうが）は，展開力も弱いので，ブランドを
どのように構築・管理すべきなのかといった問題もここには浮かんでくるのである。
そして②の場合も，どの地域まで流通していると全国ブランドで，どの地域までだと
地方ブランドであるかということを定義することも難しい問題であるし，また，流通す
る地域はそのブランドの売れ行き（当初はごく限られた地域でしか売れなかったが，気
付いたらかなり広い地域の小売店から取引の申込があったり，発注があった場合など）
によっても異なってくる。
　さらに③に至っては，企業のブランド政策や，経営方針もしくはマーケティング戦略
によって，何が主力であるかということも異なるであろうし，また，売れ行きが変化す
れば，かつては主カブランドであったものがそうではなくなり，副次的なブランドと考
えていたブランドがいつのまにか主力ブランドになっていたということも少なくはな
いのである。
上述のような問題を検討するにあたって，今一度，整理・理解しておかなければなら
ないのが，ブランドがマーケティング活勤ないしは市場においてどのような機能もしく
は役割を果たしているのかということである。これに関しても，見解は別れるところ
もあるが，基本的には次のようなものが考えられる11）。
　①商品の識別を可能にする
　②商品の品質を保証する
　③　商品を模倣から避ける
　④取引の単純化
　　⑤　選択的需要の喚起と反復的購買を容易にする
　　⑥　価格差異の根拠として
　このようにしてみると，ブランドには，消費者がその製品に対してどのようなイメー
ジを抱いているか，あるいは意味を感じているかといった“ブランド”という言葉それ自
体から連想される役割以上に，流通上もしくは取引上重要な機能および役割があること
を再認識することができる。そのような視点を含めてブランド戦略を考えた場合，企業
は，前述のような，ブランドの定義や枠組みに関する問題だけでなく，さらに複雑な問
題を考慮に入れた，詳細なブランド戦略を組み立てていくことが必要であるのではない
かということを考えざるを得ない。
例えば，いくら消費者に人気があっても，流通業者に受け入れられなければ，販売量
は増大しない。また，製品の機能や品質においてほとんど差異がなく，見分けのつかな
いようなブランド名が付けられているために，製品差別化による競争優位性が発揮され
ないとか，取引上，間違いやすいので，流通業者がその商品を取り扱うのを拒むといっ
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たことが考えられる。さらには，パテントや登録商標の問題もこれに加わる。つまり，
新しく製品を開発し，ブランドを付けようとしても，めぼしい単語・言葉のほとんどが
すでに登録済みで，ブランドとして付ける言葉が不足しているというのである12）。
2．わが国の商標登録の実際
　わが国で商標が条例によって保護されるようになったのは，明治17（1884）年の「商
標条例」が始まりとされる。当初の条例では「商標権は，農商務省の商標簿に商標を登
録することにより発生する①登録主義と，出願が競合する場合，願書日付の後のものを
却下するという②先願主義」が採用された。しかしながら，当条例が公布される前にす
でに，使用されている商標もしくは“のれん印”などがあり，その場合は，商標出願が競
合しても願書の日付に関係なく使用の最も長いものが登録するという使用主義も併用
された。その後，さまざまな変更が加えられたが，現在の商標法の基礎となるものが、
制定されたのは，昭和34（1959）年のことである。
　この商標法は，昭和25（1950）年に設置された工業所有権審議会により審議され，法
令化されたもので，いくつかの部分で戦前の商標条例を検討・改正したものであった。
以来，昭和50（1975）年に一部改正が行われ，そして平成3（1991）年に新たに「サー
ビス・マーク制度の採用と商標国際分類の採用，更新出願時期の変更」が行われ，さら
に平成6（1994）年の一部改正では，酒税法改正に伴う商標の取扱の変更と世界貿易機
関のパリ条約に開係する改正がなされ，現行のものになっている13）。
現在，施行・運用されている商標法は，基本的に①権利主義，②登録主義，③先願主
義，④審査主義⑤出願公告主義，⑥一商標一登録主義，そして⑦審判制度を基本的な
思想としている14）。
　商標の登録は基本的には，商標法の第三条および第四条の「商標登録の要件15）」
と「商標登録を受けることができない商標16）」で規定されているものでなければ，平
面的で（多少の凹凸は許容される），かつ視覚に訴えるものであれば登録が可能である
が，登録された商標の商標権は，10年をもって，無効になるとされている。その理由と
しては，第一に，権利者が業務の廃止やその他の理由によって，その存続権を希望しな
くなった場合，あるいは，その商標が時代の推移とともに反公益的な性格を帯びるよう
になった場合，そして，長期に亘って使用されていない登録商標が存在し続けることに
よって，商標制度の本来の趣旨を逸脱するような事態となるような場合などに不当な結
果を招くからということが挙げられている17）。この10年という期間に関しては，旧
法においては20年であったものを，その弊害の多さから，不使用取消制度の強化ととも
に，空権化した商標権の整理の促進を図る目的から昭和50（1975）年に改正された。
しかしながら，必要な場合は，更新登録の出願拒絶理由18）に該当する場合を除いて，
何度でも存続期開を更新することができることになっている19）。さらに，不使用商標
については，昭和50（1975）年の改正時に，3年間に一度も使用されていない登録商標
は，その登録が取り消されることが付加されている20）。
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　しかし，わが国でも，思いつくブランドをすべて登録しておいて，製品アイデアが固
まってから，あるいは製品が完成した後に，そのブランドを使用するといった行動を採
る企業も多く，それによる商標不使用がかなりの数に及んでいる。そのために，それを
抑えるという意味から，商標権の存続期間に関する「登録商標の使用」についは，現在
では使用義務をさらに強化して使用されている商標の保護を図るという商標制度の本
来に趣旨を徹底するため，更新登録をする際にその登録商標の使用状況を審査し，更新
登録出願前の3年以内にいずれの指定商品についてもその登録商標を使用していない場
合は，その商標権の存続期間の更新登録を認めないこととなっている21）。
第2節　ブランド戦略の現状と問題点
1．主要ブランド戦略の検討
現代において採用されている主要なブランド戦略のタイプはいくつかあるが，分析者
ないしはテキストによって，その分類あるいは定義が多少異なっていることがある。そ
れらのうちの主なものを挙げてみると，次のようである。
例えば，アメリカ合衆国のマーケティングの学部生向けの有名なテキストであるW．J．
StantonとM．　J．　EtzelおよびB．　J．　Walkerの共著によるア㎜㎜4　Z4乙30F
7uairKZi7TINGの第10版では，製造業者と中間業者の共通した戦略として説明されるう
ちの「製品ミックスにおけるブランド設定」という部分で，いわゆる「ファミリー・ブ
ランド政策」が取り上げられており，また，「市場浸透のためのブランド政策」として
「複合（数）ブランド戦略」が説明されている。しかしながら，このテキストでは，特
に「ブランド拡張戦略」は触れられていないのである22）。
次に多くの専門家が利用しているP．1（otlerのMA，eKETILIVG　MZLIVAGEMELIV7の第8
版を見てみると，先ほど例に採ったF㎜盟E4Z4五50F㎜翅㎜0においてブ
ランド戦略の1つとして説明されていた「ファミリー一・一・ブランド政策」が，ここでは「ブ
ランド・ネームの決定」の項で説明されており（文中では，「ファミリー・ブランド政
策」の個々のタイプを「○○戦略」と呼んでいるが），「ブランド戦略決定」の項で「ブ
ランド拡張」と「複数ブランド」そして「新ブランド」の3つのタイプを挙げて説明し
ているのである23）。
一方，わが国の研究者の例では，早稲田大学の恩蔵直人氏は，その著書『競争優位の
ブランド戦略』の中の「ブランドの基本戦略と採用戦略」の章で，ブランドの基本戦略
として「ブランド開発」と「ブランド強化」そして「ブランド・リポジショニング」お
よび「ブランド変更」を，またブランド採用戦略として「ブランド採用マトリックス」
というものを用いて，いわゆる「ファミリー・ブランド政策」と「複数ブランド政策」
を説明している24）。そして，同氏は「ブランド資産とブランド戦略」という章におい
て「ブランド拡張戦略」「ブランド資産配分戦略」という戦略のタイプを示し，それを
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説明しているのである25）。
　このように，分析者ないしは研究者によって，分類や説明の異なるブランド戦略であ
るが，本章では，伝統的なものから現在用いられている分類あるいは定義のうち主要な
ものを例に採って検討していくことにする。
ブランド戦略と一口にいっても，製造業者のそれと流通業者のそれとは異なるであろ
うし，また取り扱っている製品の属性がサービス財であるか，有形財かということによ
ってもブランド設定ならびに管理の方法も異なってくる。その企業がどの程度の製品ラ
インを持っているか，あるいはどの程度多角化してるかということによっても，もちろ
ん異なってくるであろう。従来，ないしは一般的にブランド戦略といった場合は，基本
的には製造業者の製品戦略，あるいは製品戦略の一部として位置付けられ，論じられて
きた。しかしながら，過去において流通業者すなわち中間業者のブランドが存在しなか
ったかというと，そのようなことはなく，歴史的にも，戦略的にも，卸売業者や小売業者
のブランドは存在しており，さまざまな展開がなされてきたのも周知の事実である。
　とはいっても，産業革命以後，いわゆる先進諸国においては産業資本の発達が牽引力
となって経済が発展してきた経緯から，多くの場合，市場をコントロールするのは製造
業者であった。そのようなことから，ブランドを設定する，すなわち製品に名前を付け
るのは，製造業者であり，ブランド戦略は製造業者の製品戦略として論じられることが
多く，流通業者のブランドである，いわゆるプライベート・ブランドが論議の対象とな
ったのは，その後，流通業者がチャネル上で力を持ち始めてからである。
そのような背景を踏まえつつ，現代展開されているブランド戦略を整理してみると次
のようになると思われる。これには，企業の規模および展開している事業分野，多角化
の程度，全体的な戦略あるいはその企業の文化ないしは体質などが関係してくる。それ
ゆえに，いくつかの軸を設定して整理していかざるを得ない。
①ブランド・ネーム（ファミリー・ブランド政策）を機輔にした戦略分類
　　a．個別ブランド（individual　brand）
　個別ブランド・ネームは，P＆G社やゼネラル・ミルズ社に代表される戦略で，製
品ごとに個別のブランド名を付けて，展開していく戦略であり，近代ブランド戦略の
基本とされるものである。この政策は，その製品が市場に受入れられなかったり，評
判が悪かったりしても，企業名と直接結びついていないゆえに，当該企業の評判に傷
が付くことがないといったことや，製品それ自体の名前を訴求するために，顧客に製
品の名前を覚えてもらい易いといった利点をもつとされている26）
　また，製品ラインの拡張やブランド・リポジショニングの場合にも，既存のブラン
　ド名のイメージと切り離してマーケティング施策を展開できるということも利点の1
つであろう。
　　しかしながら，個別ブランド・ネームは，製品ごとに名前を付けるために，企業名
　と製品名が直接結び付かず，顧客あるいは消費者に製品の名前が浸透するまでに時間
　と労力が掛かるということや，前項でも触れたように，ほとんどの単語がと商標登録
済みで，製品に付けるのに適した単語あるいは言葉の不足を招いているといった問題
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が指摘されている。このため，後述する個別ファミリー・ブランドとして展開されて
．いる場合が多い。
　b．包括ブランド（blanket　brand）
　これは，企業ブランド戦略としてよく説明される戦略で，企業名をそのまま製品に
付与して，顧客ないしは消費者がその製品名や製品の特徴を知覚・識別しやすくする
といった目的のもとに行われるとされている。利点としては，上述のとおり，企業名
と製品名が同一であるので，消費者または顧客がその製品名を容易に覚えることがで
き，反復購買する際に，そのブランドを指名して購買するようになり，製品の品質が
よいと認められた場合には，企業のイメージもそれに呼応して良好なものとして受け
止められるようになるといったことが挙げられる。しかしながら，欠点は，その利点
の裏返しで，企業名と製品名が同一であるので，製品に何らかの欠陥があったり，品
質が劣悪であると評価された場合には，企業自体のイメージにも影響が及び，延いて
は経営の悪化に繋がりかねないような事態にも追い込まれる可能性もあるといった
ことが拳げられる。
包括ブランドの場合は，製品ラインがもともと狭いような企業ないしは事業である
か，あったか，「のれん」あるいは「屋号」といったような形式で展開している小売
業や無形財を取り扱うサービス業にその例を多く見ることができる。
　c．個別ファミリー・ブランド27）
製品ラインの拡張や多種多様な欲求に応えるために，製品アイテムを増やす場合な
どにおいて，市場で受け入れられている既存の個別ブランドをファミリー化したり，
あるいは製品グループとして数種のアイテムや複数のラインを市場に導入する際に，
ラインないしは製品グループとして個別ブランドを付けて市場導入を行うといった
ときに用いられる。
　この政策は，幾度となく述べているが，製品に付与する「言葉」が不足してきてし
まっているといった理由から，あるいは，過去に成功したブランドを利用して，新製
品のスムーズな市場導入を実現しよう，ないしは，それをテコにしてより多くの需要
を獲得しようとする「ブランド拡張戦略」の方向から行われることも多い。
d．包括ファミリー・ブランドおよび企業ブランドと個別ブランドの組合せ
　この戦略は，基本的には「個別ファミリー・ブランド」と同様の要請から採用され
ることが多いが，製品としてよりも企業名としての方が有名であったり，企業名が顧
客に良好なイメージで受けとられているといった状況にある場合に，製品に企業名を
付与してスムーズな市場導入を狙うことを目的としている。
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図表4－1ブランドの階層性
企業ブランド ゼネラル・モーターズ ネスレ 　　　　HP（ヒューレット・パッカード）
事業（範囲）ブランド シボレー カールトン HPジェット・プリンター
製品ライン・ブランド　　シボレー・ルミナ 　　カールトン　　　　　　　　　　　レーザー・ジェトIVインスタント・ブレイク・ファスト
サブ・ブランド
　　　　　　　　　　　カールトンシボレー・ルミナ　　　　　　　　インスタント・ブレイク・ファスト　レーザー・ジェトIV・SEスポーツ・クーペ　　　　　　　　　　スイス・チョコレート
ブランド化された　　　ミスター・グッドレンチのサービス　ニュートラ・スゥイート
特徴／要素／サービス　　（腕の良い整備士のサービス）　　　（あまり甘くない）
解決力の向上
出所）D．A．　Aaker，　B乙UDILIVG　STROArG　BLfil‘41VDS，　The　Free　Press，1996，　p．242．
ブランド名がファミリー化する背景にはさまざまな理由はあるが，いずれにしても，
基本的には，企業が成長・多角化していく過程で，過去に成功したブランドを用いて
より多くの需要を得ようとする目的か，ネーミングの困難さといった問題からファミ
リー化する傾向にあるようである。
　このことにより，ブランドに階層性が生まれ，現代ではそのブランドの階層化は，
より一層すすんでいる（図表4－1）。
②製品計画を機軸にした戦略分類28）
　まずはじめに，典型的な製品計画型のブランド戦略類型として，前掲の恩蔵氏の戦
略枠組みを例に採ってみることにしよう。
　同氏は，H．1．　Ansoffの製品一市場マトリックスを基に，ブランドの基本戦略マトリ
ックスを作成して，ブランド戦略の類型化を行っている。それは，縦軸に対象市場が
既存市場であるか，新規市場であるかといった変数を採り，横軸にブランドが既存ブ
ランドであるか新規ブランドであるかといった変数を用いたマトリックスであり（図
4－2），対象とする市場が新規市場で，導入されるブランドも新規ブランドである場
合は「ブランド開発」が行われ，市場もブランドも既存のままで，成果を高める，す
なわち，売上の増大を図る場合は，「ブランド強化」，そして，対象市場が新規であ
るが，ブランドが既存のままであれば，「ブランド・リポジショニング」，また市場
は既存のままであるが，新規ブランドを導入する，ないしはブランドを変更する場合
には「ブランド変更」というように分類している29）。
　同氏はその書の中で，いくっかの成功例を挙げて，これら戦略の説明を行っている
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がブランド・リポジショニング戦略やブランド変更戦略を採用するにしても，それら
を展開するに足るだけの優位性や潜在的能力がそれらの製品あるいはブランドにあ
るかということである。つまり，既存市場でうまく売上が上がらず，市場で受け入れ
られなかった製品を異なった市場で訴求したり，異なったブランド名を付けたり，あ
るいは，プロモーションやチャネル展開にさらに多大な費用を費やすだけの資金や時
開に余裕が企業にあるかどうか，あるいは，リスクを冒すことを企業は喜んで行うで
あろうかということである。
図表4－2　ブランドの基本戦略マトリックス
既存ブランド 新規ブランド
既存市場 ブランド強化 ブランド変更
・流通やプロモーションの見直し ・市場への迅速なブランド浸透
・丁度可知差異を考慮した製品改良 ・過去のブランド・イメージとの切
り離し
新規市場 ブランド・リポジショニング ブランド開発
・新しいブランド・コンセプトを消 ・先発者であれば，ブランド連想の
費者に伝える 確立とブランド名声の維持
・反復的なプロモーション ・後発者であれば。ブランドの差別?
出所）恩蔵直人著『競争優位のブランド戦略』日本経済新聞社，1996年，35頁．
ブランド・リポジショニング戦略やブランド変更戦略は市場で一度失敗した製品を
再生させることを目的とした戦略であり，ブランド強化戦略とは，将来売れる見込み
がさだかではない製品にプロモーション費用を注ぎ込むことである（無論新規ブラ
ンドの場合も同様のことが言えるが）。これは，企業にとっては，非常に大きなリス
クを抱えることになり，その製品に何らかの優位性あるいは可能性が見いだせない限
りは躊躇する決定であるといわざるを得ない。製品ライフサイクルが短縮化している
今日，そのようなある意味でのマイナスの行動を決定するのに，わざわざ戦略を立て
直すための時開と労力を費やすことを競争上劣位に立っている企業が，あるいはまた，
かりに資金的に余裕がある企業でも，現実として行うかどうかが問題となってくるの
ではないかという見解も捨て切れない。ブランド強化やブランド・リポジショニング
そしてブランド変更などを行う必要のある製品ないしはブランドは，BCGの製品ポー
トフォリオ・モデルで言えば，問題見か負け犬にプロットされる製品／ブランドであ
り，戦略的には撒退を睨んで，今少し伏況を見守るといった方向が採られる製品／ブ
ランドである。そのような製品／ブランドを，敢えてブランド戦略という視点で検討
する必要があるのかといった疑問も浮かんでこないではないのである。
③ブランドの所有者を機軸にした戦略分類
　これは，先に述べた「ナショナル・ブランド」か「プライベート・ブランド」か，
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すなわち，製造業者がそのブランドを所有していて，それを卸売業者ないしは小売業
者が販売しているのか，あるいは卸売業者もしくは小売業者といった流通業者が，そ
のブランドを所有していて，自らそれを独自のブランドとして販売しているかといっ
たことである。
2．ブランド拡張戦略とその諸研究の問題点の検討
ブランド拡張戦略は，現代では多くの企業が採用しており，ブランド戦略の中心的戦
略となっているが，1980年代から急速に企業の中核をなす戦略として定着してきたも
のである。その主な理由としては，プロモーションの主要な手段のうちの1つであるメ
ディアに掛かるコストが1980年代以降，劇的に増大したこと，新製品の市場導入ラッ
シュにより，新しいブランドを導入した場合のプロモーション・コストが大量に掛かる
ようになったこと，そしてそれら新ブランドを導入した際の流通経路の確保が困難にな
ってきたこと，さらには，先にも述べたように，無制限に増殖する新製品に付ける名前
がなくなってきたといったことが挙げられる30）。
実際，1977年から1984年の8年間に調査対象のスーパーマーケットに導入された毎年
の120から175の新製品の実に40％が拡張ブランド製品であったとA．C．　Neilsenは
1985年の研究で報告しており31），また，L．　Keslerの1987年の研究では，1986年のア
メリカ合衆国の小売売上の150億ドル以上，アパレルとアクセサリー商品の34％以上が
既存ブランドのライセンス商品か登録商標であったということが報告されている32）。
ブランド拡張戦略は，基本的には「ある製品クラスにおいて確立されたブランド・ネ
ームを他の製品クラスに参入するために使用すること33）」である。しかしながら，こ
こで問題となるのは，少々言い古された議論でもあるが，「企業ブランドあるいはライ
ン全体におよぶブランドないしはファミリー・ブランドと呼ばれるブランドは，意図し
たブランド拡張の結果として消費者あるいは社会に認知されるようになったのか」，あ
るいは「“ブランド拡張”という概念ではなく，同一製品分野であるゆえに，単順に同一
ブランドとして市場化したのか」そしてまた，「どこまでがライン拡張でどこからがブ
ランド拡張なのか」といった問題である。
小川孔輔・金沢良昭・田中洋氏らは，『最新　ブランド・マネジメント体系』という
書の中の「ブランド拡張の成功条伴」という論文において，「ブランド拡張」と「ライ
ン拡張」の問題を取り上げ，P．　H．　Farquharの研究を引用し，　「ブランド拡張とは“既
存のブランド名を新しい製品カテゴリーに適用すること”である」とし，トイレタリー・
メーカーの大手である花王を例にとって，　「花王がフロッピー・ディスクの分野に“花
王”という企業プラドで参入する場合は，ブランド拡張に該当し，同じ製品カテゴリー
に適用した場合，っまり，“花王ハーネス”から“花王薬用ハーネス”への商品展開は製造
ライン拡張である」としている34）。そして「しかしながら，現実問題として実際どこ
からどこまでが“ブランド拡張”でどこからどこまでが“ライン拡張”であるかを正確に定
義することは難しい」として，小林哲氏の「（拡張される製品が）既存製品とカニバリ
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ゼーションを起こさない」というのをブランド拡張の1つの判断基準とすべきであると
述べている35）。しかしこれだけでは，先に示した「ブランド拡張」に関するさまざま
な疑問ないしは問題が解決したわけではない。
そもそも「ブランド拡張戦略」と呼ばれるものがマーケティング研究の世界あるいは
企業社会において定着することになったのは，どのような経緯からなのであろうか。基
本的には，企業経営ないしは経営組織の研究あるいは現実の企業行動の「事業の多角化」
という問題から出発していると考えられる。それは，古くはA．D．　Chandlerの
S　tra　tegy　and　StruetureやR．　RumeltのStra　tegy，　Strueture　and　Eeonomic
Performaneeといった研究に求めることができる。そして製品分野と事業の多角化を中
心的な課題として取り扱ったのが，且．1．Ansoffの“Strategy　for　Diversification
（Harvard　Business　Rθview，1957）”および“Planning　for　Diversification
（Management　Seienee，1958）”から1965年の“The　Firm　of　the　Future（Harvard
Business丑θガθw）”で展開された「成長ベクトル・マトリックス」であると言える。
「ブランド拡張戦略」を取り扱う場合，事業ないしは製品の多角化の問題を避けては通
れない，と言うよりもむしろ，実際のビジネス活動ではほとんど同一であると言っても
差支えないかもしれない。上述の例のように，「成長ベクトル・マトリックス」を基に
して「ブランド拡張戦略」を類型化するといったことが現代でもまだなおよく行われる
というのがその理由である。このH．1．Ansoffの成長ベクトル・マトリックスを参考に
して「ブランド拡張戦略」を扱った初期の研究で，われわれに有益な示俊を与えてくれ
るものとしてE．M．　Tauberの研究がある36）。
E．M．　Tauberは，その論文において「ブランド拡張戦略（brand　extension）」を「ブ
ランド・フランチャイズ拡張（brand　franchise　extension）」と呼んでおり，当該論文
を発表した当時（1981年当時），いわゆるブランド拡張戦略，すなわちブランド・フ
ランチャイズ拡張に関する認識は未発達で，この方法をシステマティックに追求する研
究ないしは企業行動はほとんどないということを述べている37）。
　そして彼は，“企業の視点から見た新しい機会”という角度から，一方の軸に「製品カ
テゴリー」もう一方の軸に「ブランド名」を採り，企業の新市場への展開の仕方を製品
／ブランドによって類型化し，ブランド・フランチャイズ拡張を「消費者に慣れ親しん
だブランドを利用して，それを親会社の新しい製品カテゴリーにある製品に適用する戦
略であり，企業が，そのブランド名によって得られる消費者の認知，選好（いわゆる“の
れん効果”），印象といった最も価値のある資源のテコを通じて，新しい事業に参入す
るための1つの手段である」と述べている38）。
　また彼は，この「ブランド・フランチャイズ拡張」は「事業の定義（defining　the
business）」と密接に結び付いていることを指摘し，その企業の展開する事業の定義の
仕方如何によって，あるブランドを拡張する方向と範囲が決定されるとしている。さら
に，ブランド拡張戦略は，一般的に市場にまったく馴染みのない新製品を導入するより
はリスクが少ないと言われる点にも触れ，「ブランドの知名度は時間と共に薄れて行く
ものであること」「あるブランド名が特定の製品分野に同じように用いられた場合，消
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費者のそのブランドに対する認識と大きな違いが生じ，かえって大きなリスクを呼んで
しまうこと」「ブランド・フランチャイズ拡張にはタイミングが重要であること」「親
ブランドのイメージが消費者に定着してしまっている場合には，ブランド・フランチャ
イズ拡張は難しいといった点（クリネックス＝化粧ティッシュ，バンド・エイド＝救急
絆創育，etc）」などを挙げている39）。
図表4－3　企業の視点から見た新しい機会
　　　製品カテゴリv・一・
新規 既存
新製品 側面（改良）ブランド@（Flanker　Brand）
フランチャイズ拡張 ライン拡張
新規
既存
ブランド名
出所）E．M．　Tauber，“Brand　Franchise　Extension：New　Product　Benefit　From
　　Existing　Brand　Names，”　Business　Horizons，　24（2），1981，　p．37．
図表4－4は，E．　M．　Tauberが，そのブランドの持つ，ないしはそれから得られる“便益
（benefits）”“属性（attributes）”“意味（meanings）”“関連性（associations）”といっ
た因子を基に消費者にアイデア・セッションをしてもらい，そのブランド名から想像さ
れる“意味”と“関連性”を創出してもらうという方法で，ワセリン・ブランド（Vaseline
Intensive　Care）にっいて調査した結果をまとめたものである。これにより，ワセリン
の潜在的な拡張可能な方向がある程度得られたとしている。それは，以下の3つの基準
を内包していると彼は分析している40）。
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　　　　図表4－4　ブランド・フランチャイズの例（1）
ブランド　　　　　　　　定義づけ　　　　　　　　　関連カテゴリー
　　　　　　　　噸⊥議∴
ワセリン・
インテンシヴ・
ケア
医薬一一d≡羅裂膏
…清測一
ボーケアー
ポ・プ赫トルーd三響1リ＿
一ケアー
L芳香モ護蝕脱臭剤
出所）E．M．　Tauber，“Brand　Franchise　Extension：New　Product　Bene行ts　From　Existing
　　Brand　Names”　Bztsiness　Horisons，24（2），1981，　p．40．
　　　　　　　図4－5　ブランド・フランチャイズの例（2）
　　　　　　　　　　　　　　　日焼け用クリーム　　・日焼けで傷んだ肌を癒す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のに強い効果ワセリン・インテンシ
ヴ・ケア・ローション　　　　　痔病処理　　　　　　・炎症と腫れの緩和。油性
　（ワセリン化粧水）　　　　　　　　　　　　　　　　　ゼリー・ベース
　　　　　　　　　　　　　　　脱奥剤　　　　　　　・デリケートな肌用
出所）E．M．　Tauber，“Brand　Franchise　Extension：New　Product　Bene｛it　From　Existing
　　Brand　Names，”Bus・iness　Ho・r・izo・ns，24（2），1981，　p．41．
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①　消費者は，新製品が親ブランドと一致していることを知覚している。
②親ブランドは，既存の競争相手が持っていない新しいカテゴリーにテコを提供し
　　ている。
③親ブランドに開係したベネフィットは，新しいフランチャイズ拡張から提供され，
　　期待されるものと同じである。
また，図4－5は，調査対象者が想起する親ブランド（ワセリン・ローション）の新し
い品目に関連付けることができるだけのベネフィットあるいは優位性を示している。
　これにより，彼は「製品属性，消費者ベネフィット，ないしはその他の抽象的関連性
によって事業を定義する戦略的行為が，その企業が追求する領域を水平的に広げるとい
うことと，新製品開発に成功する鍵は，自社がどんな資源あるいは資産をもっていて，
それが資源購買力，テクノロジー，処理能力，流通チャネルといったものの，どのテコ
になるかということを認識することである」と結論付けている41）。
E．M．　Tauberのこの研究は，市場で優勢な地位を築いたブランドの拡張の可能性とそ
の戦略的な方向性を，消費者の知覚とその程度による連想の範囲を分析することによっ
て示したものであるが，その場合問題となるのが，先にも述べたように，ブランド拡張
は親ブランドがどの程度，市場で認知されると成功しやすいのか，あるいは，どの程度，
強い製品に関連したブランド・イメージが定着すると，それが足枷になったり，拡張不
可能になったりするのか（先の例のクリネックスークリネックスというブランド名が化
粧ティッシュの一般名称のようになってしまっているために他の製品カテゴリーへの
テコにならない一や，リーバイスのように一リーバイスは，あまりにブルー・ジーンズ
として強力なイメージが定着してしまっていたために，カジュアル・ウエア市場に参入
して実敗した一）ということである。
　この問題にある種の示唆を与えてくれる研究として，E．　M．　Tauberの研究に多少順似
した方法でブランドの拡張可能性を分析したD．A．　AakerとK．　L．　Kellerの研究がある
42）。
彼らは，ブランド拡張は以下の3つの消費者行動の仮定に依存しているとして，その
仮説を検証するために，6つの実際に存在するブランド（ハイネケン・ビール，バーネ
ット・サングラス，ハーゲンダッツ・アイスクリーム，ヴィダルサスーン・シャンプー，
クレスト練歯磨，マックドナルド食品）から20の仮想ブランド拡張製品を107人の大学
院生へのインタビューから導き出し，そしてそれに関し6つの変数についてどう思うか
を1（全くそう思わない）から7（強くそう思う）までの尺度で回答してもらう方法で調
査した。
彼らのブランド拡張に関する3つの仮説とは次のようなものである。
①消費者は，オリジナルのブランド（親ブランド）に対して記憶の上で肯定的な認
　　識と好ましい態度を持っている。
②　これらの肯定的な連想は，ブランド拡張に対する肯定的な認識と好ましい態度の
　　形勢を助長する。
③　否定的な連想は，ブランド拡張によって変向されることもないし，生み出される
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　　のでもない。
＊取り上げられた6つの変数とは；
代替性（substitute）：消費者が2つの製品クラスを代替的であると考える程度
補完性（complement）：消費者が2つの製品クラスが結び付いてある種の欲求を充足すると考
　える程度
転移性（transfer）：消費者が製品の使用ではなく，製造に関連性を見出し，最初の製品クラス
から次の製品クラスを製造するのにどれだけ容易であるかと考える程度
困難性（difficult）：消費者がブランド拡張が難しいと考える程度
品質（quahty）：消費者が知覚しているそのブランドに対する総体的な品質
ブランド拡張に対する態度
　これにより，次表（図表4－6）からも読み取れるように，以下のような研究結果が導
き出された。
（1）示された属性認識は，ブランド拡張の評価を高めることもあれば，害することも
　ある。例えば，クレストの味は，口内洗浄剤への拡張は有効であったが，ガムへの拡
　張は不都合であった。好ましく評価された拡張に関連した暗示された認識は，練歯磨
　やビールといったように具体的な製品属性に対してであることが多い。好ましく評価
　された拡張に関連した暗示された認識は，スタイルのように抽象的なブランド属性に
　対してであることが多い。
（2）オリジナル・ブランドの品質に関する調査主体の認識とオリジナルと拡張製品ク
　ラスとの関係ないし適合1生は，拡張の評価に相互関連的影響を持っている。オリジナ
　ル・ブランドに対する肯定的イメージとブランド拡張の評価との関係は，2つの製品
　クラス間の適合1生が根底にある場合にのみ強い。
（3）オリジナルと拡張製品との適合性は，拡張製品を作り出すオリジナルの製品クラ
　スにおける企業の能力の技術と資産の知覚された適応力（転移性），知覚された製品
　クラスの補完度（補完性），そして知覚された製品クラスの代替度（代替性）の3っ
　の次元であった。補完性と代替性は，ブランド拡張の評価を予測するためのオリジナ
　ル・ブランドの知覚された品質と相互に関連した測度基準に適合するが，転移性は主
　に評価の直接的インパクトを持つ。全体的に言って，転移性と補完性は，代替性より
　も予測機能としては重要である。
（4）拡張に困難性を抱いた調査主体の認識は，極端に容易であるブランド拡張は平均
　的に言って，受け入れにくいという仮説を支持する拡張の評価と正の関係にあった。
　消費者は，ありふれた製品クラスに高品質のブランド名を付けるのは不一致であると
　感じているようだ。
　この研究は，ある特定の消費者像（学生）と，ある特定のブランドにおけるブランド
拡張に関する研究ではあるものの，ブランド拡張には，補完性と転移性があることが重
要であろうという有益な示唆を与えてくれるものであると言える。しかしながら，
86
図表4－6ブランド拡張に対するコード化されたブランド連想：回答者の言
及したアイテムの数a
??ー
3．
5．
7．
9．
11．
13．
15．
17．
19．
MbDonald’s　Photo　Processing（2．03）
Stick　to　fbod／no　credibnity
Low　quality
Fast
W（）uld　not　use
Cheap
Heineken　Wine（2．9の
Beer　and　wine　aare　bad　combo
Low　or　bad　quality
Not　much　experience／stick　to　beer
Good　quality／good　nanle
Expensive
Vidal　Sassoon　Perfume（3．24）
Smells　like　sha耳〕poo
Good　quality／smells　good
Bad　scent
All　are　alike
Low／rnedium　quality
Haagen　Dazs　Popcorn　（3．28）
Bad　mbく／stick　to　ice　crean
Expensive
Flavors／sweet／rich
All　popcorn　is　the　same
High　quality
Crest　Chewing　Gum　（3．43）
Prevents　cavities
Good　for　tee廿1
Bad　taste
Sugarless
Good　taste
McDonald’s　Theme　Park（3．56）
For　kids／families
McDonald’s　characters
Fun
Stupid／♂silly／／awful
Food
Vuarnet　Wallets（378）
Expensive
High　quality
Fashionable／stylish
Sporty
Not　leather／velcro
Vidal　Sassoon　Sun　Lotion　（3．98）
Expensive
High　quality
No　technical　knowledge
Fashionable！／gユamorous
low　quality
Heineken　Light　Beer（4．76）
Good　taste
High　quality
Fewer　calories
Expensive
Euyopean／㎞ported
Crest　Mouthwash（4，86）
Good　like　toothpaste
Fights　cavities
High　quality／works　well
Tastes　good
Tastes　bad
?????「?
???????
?????
??????????
?????? ? ??
???????
?????????
19
P5
P0?
???????????
＝」????
2．
4．
Heineken　Popcorn　（2．30）
Popcorn　and　beer　don’t　mix
AII　popcorn　is　the　same
Unappetizing／bad　idea
Tastes　like　beer
Goes　with　beer
Haagen　Dazs　Cottage　Cheese　（3．13）
High　quality
Good　taste
Bad　assoc董ations
Stick　to　ice　cream／’inconsistent
All　the　same
6。Crest　Shaving　Cream　（3，26）
　　　Same　as　others
　　　S廿ck　with　toothpaste
　　　Good　product
　　　Good　quality
　　　ReaSOnably　priced
8．McDonald’s　Frozen　French　Fries（3．37）
Good　quality
Not　as　good　as　reel　thing
Bad／gross
Greasy
Convenient
10．Vidal　Sassoon　Sportswear
　　　Stylish／trendy．／fashionable
　　　No　appeal／would　not　buy
　　　LOW　quality
　　　Expensive
　　　Stick　to　hair　care
12．Vidal　Sassoon　Skin　Cream
　　　Trust　because　of　reputation
　　　High　quaHty
　　　Expensive
　　　Scented
　　　Stick　to　hair　care
14．Vuarnet　Skis　（3．91）
　　　High　quality
　　　Expensive
　　　Trendy／’fashionable
　　　No　technical㎞owledge
（3．48）
（3．63）
　　　Stick　to　established　manufacturer
16，Vuarnet　Watches（3．78）
　　　Trendy／fashionable
　　　Expensive
　　　like　Swatch
　　　Sporty
　　　High　quality
18．Haagen　Dazs　Candy　Bar
　　　Tastes　good
　　　Expensive
　　　Worth　trying
　　　Chocolate
　　　Good　quality
20．Vuarnet　Sportswear（5．15）
　　　Expensive
Stylish！・／trendy，．
High　quality
Spondy
Status　symboI
（4．81）
／fashionable
????????
??「??????
20
Q0
P5
P0
X
29
Q5
P9
P1
W
????? ?
26
Q1
Q0
P2
V
??＝???????
?）?）?〔」???ー
????????
????
aNumbers　in　parentheses　are　the　extension　a亡titude　ratings．　Associations　and　ratings　are　based　on　a　sample　of　107
　undergraduate　business　students．
出所）D．A．　Aaker，　K．　L　Keller，“Consumer　Evaluations　of　Brand　Extensions，”ノburnal　Of
　　　　　　Marketing，　Vb1．54　（January，1990），p．34．
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ここで取り上げたオリジナル・ブランドと拡張ブランドとの関係には何の法則性も認め
られない（あるブランドとその拡張ブランドとは同じ製品カテゴリーに属すると考えら
れる関係であったり，またあるブランドは企業ブランドで，あるブランドは製品ブラン
ドであったり，サービス・ブランドであったりしている）。ゆえに，同じような指標な
いしは同じような評価基準を使用していいのかといった疑問や，得られた結果があいま
いで，戦略の方向性を模索するにはあまりにも不十分であると思われる。
　このオリジナル・ブランドとブランド拡張の関係について，学習院大学教授の青木幸
弘氏は，Kapfererの主張を取り上げ，次のようなことを述べている43）。
　「ブランドの意味レベルには，単に製品の呼称にすぎないようなものから，1つの理
念・哲学を表すようなものまでの広がりがあり，そのレベルによって拡張能力に差異が
生まれる。＿＿
単なる製品呼称（機能や愛称を含む）にすぎないブランドでは当該製品カテゴリーか
ら離れることはできないが，当該ブランド名がある種の技法・製法と結び付いている場
合（例えば，日清や豊年といった製油メーカーの企業ブランドはさまざまな油に用いる
ことができる），ノウハウに裏付けられている場合（例えばBicというブランドは使い
捨てという点でボールペンにも使える），ある領域への関心やこだわりを表す場合（独
特のテイスト，スタイルと結び付いたDCブランドの場合には，ファッションの領域を
越えて拡張可能である）には，より異なったカテゴリーへの拡張が期待できる」。
　しかしながら，この見解にもまた，多くの疑問が残る。1つめは「理念・哲学を表す」
というが，その理念・哲学がそもそも曖昧な概念であるので，どのブランドに企業の理
念や哲学が反映されているというのかが解らないという点である。
また，日清・豊年といった社名が技法・製法と結び付いているというが，もともと，
そういう概念は屋号としてブランドが利用され始めてから，ブランドの機能として消費
者に当然のように受け止められていたものではないのであろうか。例えば，「○○屋の
団子はうまい」とか「××の仕事は，しっかりしている」といったようなことである。
花火の「玉屋」「鍵屋」などというのは，まさにそのような技術・製法を反映した形で
の屋号に対するブランド・ロイヤルティであると思われる。さらに，「日清」「豊年」と
いった名前そのものが具体的な製品のイメージを反映するものではないゆえに，ある程
度の多角化ないしは拡張が可能なのであって，技術・技法と結び付いているから拡張可
能なのではないということは言えないだろうか。つまり，E．　M．　Tauberが指摘したよう
に，技術・技法とブランドが強力に結びついた場合にはむしろ拡張はしにくくなるので
はないだろうか。　「日清」　「豊年」の食用油以外の製品が市場に出現した場合，消費者
は奇異に思うほうが強いのではないかと思われるのである。
　さらに，Bicの例を出して「ノウハウに裏付けられた場合」と述べているが，逆に言
えば，Bicというブランドは消費者に強力に「使い捨て（＝安物）」とうイメージが焼
き付いているために，使い捨てでない，あるいは高級品と言われる製品分野への進出は
難しいということになるのである。
　そして，最後に「ある領域への関心やこだわりを表す場合，異なったカテゴリーでの
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拡張が可能である」という例としてDCブランドを出しているが，先にも述べたように，
DCブランドは，それ自体がデザイナーである人の名前であるために，製品の機能や特
徴を具体的に反映しているブランドではないので，異なったカテゴリーへの拡張が可能
なのであって，「ある領域への関心やこだわり」があった場合，逆に拡張の程度が狭ま
るのではないだろうか。カジュアル衣料に進出して失敗したLevi’sのように。
すなわち，製品の特徴やその製品が提供するベネフィットおよび技術が製品名として
具体的に製品に付けられてるブランド名と結び付いている場合には，消費者は製品とブ
ランド名を結び付けて記憶しやすく，ブランド名が具体的にその製品の提供するベネフ
ィットおよび特徴と結び付いていない場合は，消費者はその企業の提供するベネフィッ
トや技術と結び付けて考えるのではないだろうか。したがって，社名（企業ブランド），
あるいはその企業の提供する技術や製品の特徴を反映する「事業の定義」は，自社の製
品の特徴やその製品の提供するベネフィットと具体的に結びついている場合には，多角
化ないしは拡張がしにくく，それが，ある程度“あいまい”であったり，抽象的であった
場合は，ブランドの拡張あるいは多角化がしやすいということが言えるのではないか
（例えば，カネボウ，ヤマハなどのように）。カネボウは鐘ケ淵紡績のままであったら，
化粧品や食品産業への多角化は成功したであろうか。同じように，山葉楽器がテニス・
ラケットやモーター・ボート，水上バイク，ゴルフ・クラブを作っていたら奇異に感じ
ないであろうか。
　　　　　　　　　　　　図表4－7　ブランド拡張の失敗例
ブランド オリジナル製品 拡張製品
（成功例）
「ホンダ」 自動車 芝刈り機，マリンエンジン
「ビツク」 ボールペン 使い捨てライター
「サンキスト」 果物 ビタミン剤
「VISA」 クレジットカード トラベラーズチェック
（失敗例）
「ビツク」 ボールペン パンティストッキング，香水
「クアーズ」 ビール ミネラル・ウォーター
「リーバイス」 ジーンズ 背広，下着，水着
「アイボリー」 石鹸 シヤンプー
「ピエール・カルダン」 アパレル ワイン
出所）青木幸弘・小川孔輔・亀井昭宏・田中宏編著『最新ブランド・マネジメント体
　　　系』日経広告研究所，1997年，135頁．
　このように，ブランド拡張を考える場合，企業の成長の方向や多角化戦略，企業名（企
業ブランド）が消費者に強く受け取られているのか，製品ブランドがそうであるのかと
いったことを別にして考えることは難しい。その企業の社名（企業ブランド）も製品ブ
ランドも，その企業が過去において行ってきた活動ないしは提供してきたベネフィット
や技術を反映しているものであって，多角化あるいはブランド拡張を行う際には，その
ことを十分に考慮に入れて行わなければならないということができるのではないであ
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ろうか。
結びと課題
以上これまで，現代のブランドに関して，その捉え方および現代ブランド戦略の特徴
的な側面をいくつかの研究ないしは主張を検討することを通じて，その問題点を明らか
にし，新たなる方向性を探索する手掛かりを考察してきた。
必ずしも十分とは言えないが，これから次なるステップの基礎ともなるべき有用なイ
ンプリケーションがいくつか得られた。それらを簡単にまとめると，以下のようになる。
●ブランドは無限に増大・変化する産業または企業の産物であり，それらを一義的に捉
　らえようとすることは困難である。
●企業ブランドはもともと屋号であったために，その企業の歴史・発展の方向をたどら
　ない限り，将来的なブランド戦略というものを立てることは難しい。
●ブランドは，その組織もしくは事業体の技術（skil　and　technology）とマーケティ
　ング努力の積み重ねによって消費者に浸透し，優勢ないしは有名ブランドとして社会
　や消費者の心の中に定着したり，ロイヤリティーを得たりするものであり，最初から
　知名度のある“強い”ブランドであることはない。したがって，広告やプロモー一一一一ション
　によって“強い”ブランドを短期間で，意識的に作り上げるという戦略は，うまく機能
　しない可能性が高い。
●消費者がある製品を企業ブランドとして捉らえているか，製品のブランド名として認
　識しているかは，その企業の発展の形態あるいは多角化の歴史を分析する必要がある
　（例えば，SONYは，個別ブランド政策を採用しているが，消費者はSONY（企業）
　ブランドとして製品を認識し，購買する傾向が強い。しかし，P＆Gの場合は個別ブ
　ランドが早くから定着しているので，消費者は，個別ブランド名で製品を認識してい
　ることが多い。P＆Gの場合は，個別ブランド名が定着してしまっているために，む
　しろそれが一般名称的になってしまっているようである）。
●先発ブランドとして市場に導入され，それが競争相手の類似した，もしくは同じ製品
　カテゴリーの製品を寄せ付けないぐらい市場で強力な地位を築いでしまったような
　場合，一般名称のように消費者が受け取ってしまうので，特定ブランドとしての差別
　的優位性を維持できず，反って参入を容易にしてしまう（クリネックス，ナイロン，
　ヨーヨー，ウォークマン，ローラーブレイド，ホッチキス，ジッパーetc）。
●製品の特徴やその製品が提供するベネフィットおよび技術が，具体的に製品を表すも
　のとして製品に付けられるブランド名と結び付いている場合には，消費者は製品とブ
　ランド名を結び付けて記憶しやすい。
●ブランド拡張を行う場合，社名あるいは事業名は“あいまい”であったほうが，異なっ
　た製品分野にまで拡張可能であることが多い。
●親ブランドが明確に製品の提供するベネフィットあるいは特微を反映していないほ
　うが，ブランド拡張がしやすい（例えば，親ブランドがファッションやサービスを提
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　供するブランドであるような場合）。
●ブランドは，基本的には販売者に帰されるべきであり，地域ブランドや農作物の品種
　のように，販売者が明示されない，あるいはトレースできないような場合は，品質を
　保証することができないので，特定のブランドとして訴求・マネジメントすることは
　難しい。
●地域ブランドや農作物の品種のような物品をブランド化する場合は，販売者を限定す
　るか，地域ブランド管理組合や販売管理組合といった形式の共同管理体制によってそ
　のブランドを管理し，トレーサビリティを高めることが必要となる。
　この他にもブランド研究およびブランド・マネジメントには留意する点は数多く存在
すると考えられるが，本研究を今後の研究の基礎として今後も新たな枠組み，あるいは
視角を模索することを続けていきたい。
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第5章
マーケティング理論における「比較優位の理論」と
　　　　　　　　競争・戦略論の再検討
　1915年にA．　W．　Shawが，・Some　Problems　in　Market　Distribution1）・を著して以来，
それまで個別に研究あるいは議論されていた2）マーケティングの諸機能ないしは諸問
題が体型的に理論づけられて研究されるようになって久しく経っ。その間，さまざまな
学派・研究アプローチが出現し，さまざまな角度からマーケティグ現象が分析され，さ
まざまな理論モデルないしは理論仮説が提唱されては，受け入れられ，定着し，あると
きには朽ち果てていったりした。
現代，マーケティング研究は大きく，商品的アプローチ，制度的アプローチ，機能的
アプローチ，学際的アプローチ，システムズ・アプローチに分けられるが3）その中心
は，消費者行動ないしは購買者行動研究における論理実証主義的な研究と事業あるいは
製品の競争優位性をその論点の中核においた「比較優位の理論4）」の立場によるアプ
ローチであると考えられている。
　しかしながら，消費者行動研究の論理実証主義と言われる立場からの調査研究にして
も，比較優位理論の立場からの事業分析ないしは戦略研究にしても，いずれも，統計学
的分析方法を用いた実証分析であることには変わりがなく，マネジリアルなレベルで戦
略を構築し，展開していくための理論仮説，すなわち，マーケターないしは事業の管理
者が戦略を立て，展開していくための方向を考える方法論的なものとの関係にいかなる
整合1生をもって結び付いていくのかといったことにいささか疑問が残らないではない。
そのようなことから，本章では，現代のマーケティング研究における理論的な新アブ
n－一チとして登場した「比較優位の理論」と呼ばれるものがどのような考え方を基に，
提唱され，展開されているのかといったことについて，現代のマーケティングの代表的
な競争理論および戦略研究を中心に検討し，現代マーケティングの理論展開の特徴と方
向性，そして問題点を明らかにすることを試みる。
第1節　S．D．　HuntとR．　M．　Morgan（比較優位の理論）の枠組み
S．D．　HuntとR．　M．　Morganが1995年に」（）urna1　OfMarketingiこ発表した論文による
と，1990年代に入って，マーケティング理論の研究の流れには3つの方向が見受けられ
るとしている。彼らによると，その3つの方向とは，1つは主にマーケティング理論と研
究において戦略的問題を取り扱った方向で，2っめは卓越した企業の成果を生み出すた
93
めに市場志向を提唱する方向のものであり，そして，3番目は，戦略的なネットワーク
の競争において望ましいリレV－一一一ションシップ・マーケティングを展開することを強調す
るものとであるとしている5）。この3番目の領域の研究がこれらの傾向の中で，近年最
も多い研究であると思われる。
　しかしながら，彼らは「学術的な領域において，この10年間，戦略理論とコンセプト
の開発と検証，普及に対するマーケティングの貢献は社会的に取り残されてきた。組織
の効率性に深く関係して推定されたマネジメントに関する競争原理についての議論は，
マv－一一一ケティング・コンセプトには見当たらない」というGeorge．　S．　Dayの主張を引用し
て，この3つの潮流も満足のいくものではないとしている。そして，George．　S．　Dayの
言うネットワークと提携に関する「戦略的対話」が新古典派の競争理論を凌駕する新し
い競争枠組みへの進化の方向であるとし，マーケティングに対するそのインプリケーシ
ョンを提供するための新しい競争理論の枠組みが必要であるという主張を展開してい
る。
彼らは，新古典派の完全競争の理論に代わって社会経済の実態を説明するために，（1）
戦略文献から企業の進化した資源ベース理論と，（2）マーケティングと産業組織経済学
から競争優位の問題に関する文献，（3）オーストリア学派から競争合理1生，そして（4）マ
ーケティングと経済学から差別的優位性の理論を利用して「競争の比較優位の理論
（Comparative　Advantage　Theory　of　Competition）」と題した理論を展開することを
試みている。この論文では，はじめに，新古典派の理論とマーケティングが前提とする
市場の相違点が挙げられ，それに基づいて各学派によって説明力の豊富さおよび企業の
多角化の現象がどのように解釈・説明されているかを検討することを通じて「比較優位
の理論」の理論的背景および成立の正当性が示されている6）。
図表5－1　新古典派と競争の比較優位の理論の理論的基礎
1．需要
2．消費者の情報
3．人間の動機
4．企業の目的
5．企業の情報
6．資源
新古典派
産業内で同質
完全でコストが掛からない
自己利益の極大化
収益の極大化
完全でコストが掛からない
資本，労働，土地
7．資源の特徴　　同質的かつ完全に可変的
8．管理者の役割　量的な決定と生産機能の実行
9，環境の役割　　行為と成果を全体的に決定する
10．競争　　　　量的な調節
比較優位の理論
産業内で異質
不完全でコストが掛かる
制限された自己利益
卓越した財務成果
不完全でコストが掛かる
財務的，物理的，法的，人的，組織的，
情報的，関係的
異質的で不完全に可変的
戦略の認識，理解，創造，選択，実行，
そして変更
行為と成果に影響を与える
比較優位
出所）S．D．　Hunt，　R．　M．　Morgan，“The　Comparative　Advantage　Theory　of　Compe・
　　　tition，”Jo　urna1　ofMarke　ting，　Vol．50　（April），1995，　p．3，
そして，「新古典派の理論は，効率性の原則を基に市場をべ一スとした経済のより多
94
くの富の生産の潜在性を説明し得るが，それらのより大きな革新性（innovativeness）
あるいは商品およびサービスのより勝った品質を説明し得ない。市場経済における企業
の多角化に関して言えぱ，そのような多角化は完全競争理論とはまったく相反するもの
である。
　シカゴ学派のアプローチについては，生産機能における人間の働きかけを許容はして
はいるものの，他の部分で新古典派の仮定を保留したことが，学派の説明力を限られた
ものにしている。取引費用経済学の状況はさらに複雑である。0．E．　Williamsonは，基
礎となる概念として，機会主義と限界合理性の行動仮説を示した。．．．．．．しかしながら，
ある産業内のすべての企業が機会主義によって行動したとしても，伝統的極大主義は，
ある産業内のすべての企業が究極的には同じ規模，同じ範囲，同じ収益性に行き着く一
すなわち，各々の企業の機会主義の等しいコストを含んで，企業の総費用が最大限とな
る一ことを意味している。それゆえに，取引費用経済学は，同質的な需要を前提とした
新古典派の仮説と分離した場合だけ，企業の多角化を説明し得るのである7）」として，
それらの問題を解決するために，次のような前提に基づいた新しい競争枠組みを提案す
ることを行っている。
彼らはそこで，「科学的リアリズムの認識論を採用するために，各々の前提は経験的
検証に耐え得る，そして耐えるべき命題として提供される。さらに，完全競争の認識論
とは異なり，もし，いかなる基礎となる前提も誤りであると判明したなら，市場を基礎
とする経済における競争の実際の世界をよりよく記述する前提に置き換えられなけれ
ばならない」として，以下の9つの前提を提示している8）。
（1）包括的な製品クラス内の人間の消費に対する選好の不明確な（gray）同質性に関
　する新古典派の仮説を否定して，高度に異質的かつ動態的な（dynamic）ものとして
　産業需要を捉える。
（2）消費者は，彼らの嗜好ないしは選好に適合する製品に関する完全な知識を持って
　おらず，そのような情報の探索にはしばしば，時間と資金の両方が伴う。
（3）人間は，製品に関する消費者と企業における管理者の両方の役割において，制限
　された自己の満足を求めることによって，動機付けられている。
（4）企業の主要な目的は，優れた財務的成果を上げることである9）。
（5）企業は，不完全な（そしてしばしば，獲得するのに非常に多くのコストが必要な）
　状況下で，顧客及び競争相手に関する情報を追い求めている。
（6）資源10）は，それを効率的に，あるいはまた効果的に，ある市場セグメントない
　しは複数の市場セグメントに対して価値のある市場の提供物を生産することが可能
　である企業にとって有効な有形または無形の実在である。
（7）資源は，企業を横断して高度に異質的かつ不完全に可変的である。資源の異質性
　とは，すべての企業が少なくとも複数の独自の方法で資源の配列を有しているという
　ことを意味している。
（8）企業の管理者の役割は，現在の戦略を認識し，理解し，新しい戦略を創造し，好
　ましい戦略を選択し，そして選択された戦略を実行・管理し，適時にそれらを修正す
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　ることである。競争優位と卓越した財務的成果の地位を生み出す戦略は，企業がライ
　バルを凌駕する比較優位を保持するそれら資源に依存しているゆえに，そうなるであ
　ろう。
（9）伝統的な産業組織経済学（Bain　1956）を含む新古典派の理論が，企業の環境，と
　りわけ，その産業構造が経営行為（conduct），あるいは戦略と成果＝利益を厳密に
　決定するとしているのに対し，われわれの理論は，環境要因のみが経営行為と成果に
　影響を与えるという立場を採る。相対的資源の異質性と可変性は，戦略的選択が行わ
　れなければならないということと，それら戦略が成果に影響を与えるということを示
　唆している。
　これらの前提を基に，彼らは「ある市場セグメントで優れた価値を持つと知覚される
か，競争相手よりも低いコストで生産できるかのどちらかにおいて，競争相手の提供す
るものよりも勝って，その企業の生産する市場での提供物が供給されることを可能にす
る資源配列を当該企業が有している場合に，資源の比較優位が存在する」という“資源
優位のダイナミクス”による「比較優位の理論」を展開しているのである。
　　図表5－2　競争地位マトリックス
相対的資源一創出価値（Relative　Resource・Produced　Value）
相対的資
源コスト
低い
中位
高い
低い 中位 高い
1 2 3
9 競争優位 競争優位
4 5 6
競争不利 等価地位 競争優位
（Parity　Posi一
tion）
7 8 9
競争不利 競争不利 9
出所）S．D．　Hunt，　R．　M．　Morgan，“The　Comparative　Advantage　Theory　of　Compe－
　　tition，”。1∂召zηal　oノ磁～盈θ伽8　Vol．50　（Apri1），1995，　p，7．
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図表5－3競争の比較優位の理論
市場地位：
競争優位
???、
?
べ
???
卓越した
財務成果
　卓越した
品質，効率，
イノベーション
出所）S．D．　Hunt，　R　M．　Morgan，‘The　Comparative　Advantage　Theory　of　Competition，”
　　∫ozarnα1　OfMarheting，　Vo1．50　（Apri1），1995，　p．9．
上述のように，彼らの展開する「比較優位の理論」は資源ダイナミクスに基づいてい
るゆえに，図表5－2で示されている縦軸に「相対的資源コスト」を採り，横軸に「相対
的資源一創出された価値」を用いたマトリックスによって競争地位を描き出すことがで
きる。
　図表5－2に描かれているように，相対的資源コストを低く保ち，相対的資源創出価値
がより勝っているものを市場に提供する場合に，その組織ないしは事業は競争優位の地
位を獲得し，その逆の場合に競争不利地位にあることなる。したがって，図の右上の3
つのセルに位置する場合，その組織あるいは事業は競争優位の地位を市場で獲得し，と
りわけ，セル3に位置付けられた場合，最も優位な地位を得ているということになる。
その反対に，左下の3つのセルに位置する場合，すなわち，組織が市場に製品ないしは
サービスを提供する際に，相対的資源コストが高く，相対的資源創出価値が低い場合に，
その事業ないしは組織は競争市場において，相対的に不利な競争地位にあるということ
になるのである。そして図表5－3は，この競争の比較優位の理論が効率性，効果に対し
て，時間とその流れを通じて市場を基礎にした経済の豊富さを示したものであると彼ら
は説明している。
　それによれば，競争市場において，相対的資源が市場での相対的市場地位を生み出し，
そしてその競争地位がマクロ的には優れた財務的成果を生み出し，ミクロ的には優れた
品質，効率性，イノベーションを生み出す。これにより，比較優位の理論が，なぜ市場
を基礎にした経済が絶え間なくより効率的な生産プロセスを生み出す資源を創造する
かということを説明していると述べている。またさらに，「競争とは，競争優位の市場
地位と，それによるより優れた財務的成果を生み出す諸資源における比較優位を求める
企業の中での継続的な競争から成る不均衡かっ動態的プロセスである。企業は，相対的
な市場地位のシグナルである相対的な財務的成果，あるいはまたその逆の，相対的な資
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源のシグナルである相対的な市場地位から得られるフィードバックの結果としての競
争を通じて学習をする11）」と図表5－3の内容を説明しているのである。
　これに加えて，この比較優位の理論が「企業の多角化」を説明し得るかどうかという
問題に関しては，次のような理由を挙げて，企業の規模と範囲，そして収益性における
多角化を説明できるとしている12）。
■　普遍的な機会主義というものは想定されていないゆえに，異なった企業の規模と範
　囲は，ある企業が関係を樹立するために新たに相手を探索しないで済むぐらい信頼で
　きる供給相手ないしは，顧客との関係を発展させる（Morgan　and　Hunt　1994）一方
　で，またある企業がそのような信頼できるパートナーを見出だせないという理由から，
　後方あるいは前方に対する垂直的統合を行うといった問題を基礎に，説明され得る。
■　企業は，ある活動を外部と契約するよりもむしろ，自社内でその活動を行うことを
　決定する。というのも，そのような活動は，ある能力を構成するか，構成する資源の
　配列の一部になるかもしれないからである。＿．．
■　ある産業における個々の企業は，その歴史の結果として時間および空間において独
　自の存在である。資源を獲得し展開することにおけるこの独自の歴史のために，企業
　は競争相手と異なるのである（Barney　1991；Dierickx　and　Cool　1989）。
■　資源の異なった配列は，いくつかの市場セグメントに対する同じ価値を生産するこ
　とにおいて，等しく効果的かつ効率的である。それゆえに，この異なった資源の配列
　により企業は規模および範囲を変えることができ，その場合，　「範囲」が製品一市場
　の多角化と言われるものである（Chandler　1990）。
■　異質的な需要であるゆえに，異なった市揚セグメントを対象とすることは，同一の
　産業にある企業が異なった規模と範囲で活動することであり，それは例えば“ニッチ”
　マ・一・一一ケターと呼ばれるものである。
■　いくつかの個々の資源は，たとえ競争相手が同じ市場セグメントを対象としたとし
　ても，ある特定の企業に対してのみ比較優位を生み出す。これは，際立った能力とし
　ての優位性を生み出す相互に結び付いた資源の配列がしばしば存在するためである。
■　仮にいくつかの市場を対象とする1つあるいはそれ以上の企業が競争相手が模倣
　できない，あるいは代わりのものを見付けられないか，まったく新しい資源に到達で
　きないような諸資源において比較優位を保持しているならば，そのような状況が同じ
　産業内で異なったさまざまな企業を生み出すことになる。
■　消費者の選好の変化とすべての企業が市場での競争優位の地位を生み出す資源に
　おける比較優位の獲得を求めることによる絶え間のない探索の両方によって，ある産
　業内での企業の編成形式が変化する。
以上の8つのポイントを根拠に彼らは，「競争の比較優位の理論」が，なぜ市場を基
礎とした経済がより豊富であり，かつ革新的であるかということと，計画経済より質の
高い製品ないしはサービスを持ち得るかということについて，新古典派の理論よりも
有効に説明することができるとしているのである13）。
　この他，マーケティングの特徴とも言えるマーケティング・コンセプトの中心となっ
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ている「市場志向（market　orientation）」を比較優位の理論の管理的な役割として位
置付けて，「市場志向とは，1顕在的・潜在的の両方の顧客および競争相手に関する情
報のシステマティックな収集，2市場知識を開発する目的に応じた情報のシステマティ
ックな分析，3そして戦略の認識，理解，創造，選択，実行，および変更に導く知識の
システマティックな利用である14）」として，“市場志向”を企業が競争において比較優
位を獲得するための1つの資源として捉えることを提案している15）。
第2節　S．D．　HuntとR．　M．　Morganの枠組みをめぐる論争
上述のようにして，新古典派の競争理論に代わる新しい枠組みを提供することを試み
たHuntとMorganであるが，当然のごとく，この試みには賛否両論が浴びせられ，そ
の論争のいくっかがJo　urna1　ofMarke　tin8の紙面上で行われた。
　まずP．R．　Dicksonが，次のような問題点を挙げて，1996年の。rourna1　Of　Marke　ting
の第60号で批判を展開している16）。
a）資源優位の理論17）がダイナミックであるならば，Hunt＆Morganの理論モデル
　の図一1（図表5－1）がなぜ静態的（static）であるのか。
b）資源優位の理論がオーストリア学派に依拠しているならば，なぜ学習プロセスとし
　ての競争に関する議論がないのか。
c）　資源優位の理論がプロセス志向であるならば，過程依存性（path－dependencies）
　を伴った進化理論であるのか。
d）　資源優位の理論が計画経済に対して市場を基礎にした経済の生産性の優位を説明
　するのに貢献しているなら，いかにして資源優位の理論が内生的な（endogenous）
　成長モデルに関係しているのか。
e）　資源優位の理論が企業の多角化，市場を基礎にした経済と計画経済との間の生産
　性，革新性，品質を新古典学派の理論よりもうまく説明するのであるならば，完全競
　争と資源優位の理論との関係はどうであるのか18）。
　この批判に対して，且untとMorganは同紙上で，　Dicksonの批判を一蹴する反論をし
ている19）。
彼らの主張するところでは，「P．RDicksonの批判はある種の有益な論争を提供した
が，どれもHunt＆Morganの前提の範囲を越えるものではなく，自分たちの『資源優
位モデル』は，企業の多角化，市場を基礎とした経済と計画経済の間の生産性・品質・
革新性の違いを十分に説明し得るし，純粋にダイナミックであり，かつ，内生的な成長
モデルに対する理論的基礎を提供し，系統発生論的・天然資源の有効活用を視野に入れ
た，革新的理論のたたき台と属性を構築する要件をすべて持っており，過程依存性（path
dependencies）にも適応し，限定的な理論，あるいは特別なケースとして完全競争を
も受入れ，新古典派的理論の予測に関する成功も取り入れ，さらに経済科学の蓄積性
（cumulativeness）を保護するものである20）」としているのである。
99
また，Dicksonの批判論文の翌年，　Z．　S．　Delig6nUlとS．　T．　Cavu§gilが，やはりJournal
or砿θ盈θ伽8紙にccDoes　the　Comparative　Advantage　Theory　of　Competition　Really
Replace　the　Neoclassica1　Theory　of　Perfect　Competition，”と題した批判論文を寄稿し
ている21）。
図表5－4　競争の比較優位の理論と交換パラダイムの関係
いかに比較優位の理論が類似しているか いかに比較優位の理1論が異なっているか
新古典派の
完全競争の理論
オーストラリア
学派
ベインの
企業理論
シュンペーター
の理論
シカゴ学派
取引費用の
理論
資源準拠理論
（Resource－
Based）
●企業はインプットの結合体である　　　　　　●重要な資源は，不勤であり．無形で，自己合
゜会嬰は自己の利益によっ働融ナられてい．蕪簸羅糊蟹1，熟論、、）。あ、．
●企業はイノベーション探索者である
●市場は，拡散された，不確実な情報を流通さ
　せるダイナミックな発見のプロセスである，
●企業は絶え間なく変化する（不均衡な）市場
　における発見を促進し，機会を認識するため
　の媒介者として，特別な利益に対する願望に
　よって動機づけられている1、
●市場の効率性を想定することによって．この
　学派は．永続的な利益の機会を排除している。
　利益は不確実性と不均衡の範囲に対してのみ
　存在する，
●．企業家は，供給と需要との問の不適合（不完
　全性）を知っており，・彼らの鞘取りは，結果
　として利益になる。
●企業は産出を制限する。
●企業の生態系は，その目標の達成において重
　要な制限を与える．
●成果の差異は，
　の参加者と算入を阻止された企業の間のどち
　らかの，企業の異質性から生まれるa
●長期的均衡において．利渕の差異は生じ得る。
●企業は．卓越した財務成果に満足している。
●企業はブラック・ボックスではない。
●市場の均衡は，有害な抽象論である．：その代
　わりに，市場は常に混乱の状態にある。
●比較優位の理論において．模倣は同等の利益
　の獲得のみに終わるが，新しい資源の獲得は
　持続的な競争優位とより勝った利益に結び付
　くrJこのように，利益は必ずしも．次から次
　への模倣の出現のような解決できないもので
　はない。
産業内の企業間あるいは産業●分析に適した単位は企業であって，
●企業は競争・優位を遮求しているJ
●利益は競争の新しい方法から生じる優位性か
　ら生まれる。
●起業家的ビジョンは企業の成功の鍵である，
●潜在的模倣者は常に存在する。
●企業は効率性を追い求めている．　　　　　　●効率性は自己強化的｛lsctf－reinforcing）であ
●企業は異質的な生産機能を有している。　　　　る。
●企業の特定の能力（規模および範囲）の差異　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●比較優位の理論は．利潤極大の理想に不同意
　は生産と流通の効率性が達成される範囲を反　であるc
　映する。
●情報は費用を必要とする、．
●効率の差別性が強調される。
●長期的行動に焦点が当てられている。
●企業は市場交換から生じる取引費用を避ける　●市場交換のネガティブなk，，」　i（［はりもむしろ．
　ことを望んでいる．そび）ような費用は．交渉，　異質的かつ動態的な需要に適合するための資
　監視，強制といったことのためのすべての費　源の展開と結合に焦点が当てられている。
　用を含んでいるvこれには企業間および企業
　内で講け負われる製品およびサービスが市場
　に出現するということを保証することが必要
　である、r
●資産の特興性，不確実性．制限された合理性
　は，企業の業績を制限する重要な概念である。
●企業は特異性を追求するが，そうでなければ●資源準拠理論の焦点は，短期ないしは中期的
　高い費用を支払ってインプットをコピーす　　行動に当てられている，
　る。
●分析の適当な単位は産業でなく，企業である。
●企業の管理（内的効率性）は顕著な要因であ
　るt．t
●長期的均衡において．利潤の差異は生じ得る．　　　　　　　　　　　　　　’
●企業の行動は，外部要因から生じる無視でき
　る租度の結果よりも意図的な選択である。
●シュンペーターのタイプの健全な利潤は根本
　的な革新的跳躍よりも低いところから生まれ
　る．
●市場交換のネガティブな局面である闘避と
　いった他の遠慮要因よりもむしろ，異質的か
　つ動態的な需要に適含するための資源の展開
　と結合に焦点が当てられている。
●企業は超過利潤追求者ではない。利潤は．必
　ずしも参人抑止力と結び付いた独占的パワー
　あるいは共謀の反映ではない．
　　　　　　　　　　　　　　　　　産業では
　ない。
●企業の管理（内的効率性）は顕著な要因であ
　る。
●企業の行動は．外部要因から生じる無視でき
　る程度の結来よりも意図的な選択である。
●健全な利潤は根本的な革新的跳躍よりも低い
　ところから生まれ得る、
出所）Z．　S．　Delig6ntil，S．　T　gav殉gi1．“Does　the　Comparative　Advantage　Theory　of　Competition
　　　Really　Replace　the　Neoclassical　Theory　of　Perfect　Competition，”∫ournal　of　Ma　rketilng，
　　　VoL61（October），1997，　P。68－69，
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Z．S．　Delig6nUlとS．　T．　CavuSgil（以下D＆Cとする）は，図表5－4のような表を示し，
S．D．　HuntとR．　M．　Morganの「競争の比較優位の理論」が「1）とりわけ新しい考え方
ではなく，2）新古典派の理論も比較優位の理論も“交換パラダイム”の枠を越えてはい
なく，したがって，3）比較優位の理論は，新古典派の理論に取って代わるものではな
い22）」という批判を展開した。
　これに対してHunt＆Morganは，やはり同紙上で“Resource－Advantage　Theory：A
Snake　Swalowing　Its　Tail　or　a　General　Theory　of　Competition，”という論文によって，
D＆Cの批判に次のように応えている23）。
　まず第1に，D＆Cは，1996年の且unt＆MorganとDicksonの論争を読まずに批判を
述べていというのである。というのは，D＆Cの批判のいくつかは，　Dicksonの批判と
重複する問題であり，それらはすでに，1996年の論文で回答を与えていると述べてい
る。そして次にD＆Cは「新古典派の理論も比較優位の理論も“交換パラダイム”の枠を
越えてはいない」としているが，「もしそうであるなら，そのパラダイムの特徴は，ど
んなものであるのか？．．．＿　資源優位の理論（＝比較優位の理論24））も完全競争の理
論も交換を取り扱ってはいるが，資源優位の理論がD＆Cの自分勝手な交換“パラダイ
ム・なるものと一緒であると誤った主張をしている25）」と反論している。
　さらにHunt＆Morganは，　D＆Cが論文の中で触れた資源優位の理論の認識論として
の現実性に関する問題にも「D＆Cは“われわれが，卓越性（superiority）の決定的基
準を設定できていない”という批判を述べているが，それは，モーツアルトのシンフォ
ニーの40番とべ一トーベンの7番とどちらがより美しいかという基準を設けうといっ
ているようなものである。．．．＿D＆Cは，Kuhnの相対主義を引用しているが，　Kuhn
も後にその相対主義を否定したように，それは彼らのニヒリズムにすぎない26）」と述
べて，資源優位の理論が認識論としての科学的現実性に基づいていることを強調してい
る。
そして，Dicksonとの議論でも取り上げたとして断っておきつつも，「自分たちの資
源優位の理論は，完全競争理論に取って代わるというよりもむしろ，それを組み入れ，
経済科学の蓄積性を保護するものである27）」として，D＆C3番目の批判に反論して
いる。
　このように，Hunt＆Morganは，　「競争の比較優位の理論」という概念をもって，
これまでさまざまな疑問が投げ掛けられてきた「完全競争の理論」を軸とする新古典派
の理論を越えた，あるいは，より現実に適合した理論をマーケティングの視点から導き
出そうと試みているわけであるが，やはり，それには賛否両論が入り乱れて，さまざま
な見解が存在する。
Hunt＆Morganが，もともとマーケティングそれ自体が新古典派の経済学の問題点
あるいは現実との不一致から出発した学問領域であり，そのマーケティングが前提とす
る“市場の異質性”ないしは“市場の不均衡”こそが常態であると考え，それに基づいた一
つの理論的枠組みを構築しようとしているということは，現代の経済科学ないしはマー
ケティングのこれからの方向性を示唆するもの，またはある種の進歩の方向として一定
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の評価はできることはいうまでもないであろう。
　しかしながら，多くの研究者，Journa1の読者が気付いているように，新古典派の「完
全競争の理論」を基にして，　「それとどこが違うのか」　「その誤りはどこであるのか」
といったところから，彼らの前提ないしは仮説が出発しているというのは，新古典派の
「完全競争の理論」があるからこそ，始まる議論であって，そのような意味からいえば，
「比較優位の理論」は，基本的には新古典派の経済学の枠内であるか，それの派生物で
あると考えられるであろう。言い換えれば，これも周知の議論ではあるが，新古典派の
経済学の出発点は，“市場の異質性”“市場の不均衡”を常態と考えているからこそ，そう
ではない「均衡」の理想型を描き出すことによって，市場のメカニズムを捉えようとし
ているわけであり，その意味からすれば，「比較優位の理論」を唱えることは無意味な
ことになるし，もちろん成立はしないことになるかもしれない。
だが，これもやはり多くの研究者ないしは分析者が感じているように，テクノロジー
の進展などによる現代社会のめまぐるしい変化は，かつて経済を論じた時代の先人達が
想像もし得なかったような社会・経済状態（国家のボーダレス化による世界の金融市場
の変化および企業展開の変化，新しい競争関係，消費者の嗜好の変化など）を作り出し
ていることも事実である。そのような見解からすれば，経済の状態をある種の一定の均
衡状態から導き出して分析しようとする新古典派の理論よりも，「資源優位性」を基軸
として，それによりダイナミックな社会・経済を理解・分析しようとする「比較優位の
理論」の立場は十分に有効であり，意味のある考え方であると言えるのではないだろう
か。
　いずれにしても，彼らも再三その論文の中で述べているように28），賛否のどちらに
しても，このような問題に対して率直に正面から考えることが非常に意味のあることで
あり，そのような意味で，この「比較優位の理論」が，今，そしてこの形で提起された
ということが重要であると考えるべきであろう。
第3節　マーケティングにおける現代競争理論の特徴
それでは，S．　D．　HuntとR．　M．　Morganの「競争の比較優位の理論」以外の現代のマー
ケティングの競争ないしは戦略理論と言われるものには，どのようなものがあって，何
をその中心に据えて，それらは社会・経済現象ないしは企業行動を分析・理解しようと
しているのであろうか。
本章の冒頭で，HuntとMorganが現代マーケティングの理論の方向には主に3つの流
れがあると規定しているということに言及したが，それらの方向を今一度確認してみる
と，次のようになる。
（1）マーケティングの理論と研究において戦略的問題を取り扱っているもの。
（2）企業が卓越した成果を上げるための市場志向を提唱しているもの。
（3）戦略的ネットワーク競争においてリレーションシップ・マーケティングの必要性
102
　を強調するもの。
　この彼らの分類または視角には筆者も異論を唱えるところはとりたててないが，この
3つの流れには，ある1つの共通した脈絡が見られると言うことができるであろう。
それは，「競争相手，あるいは存在し得る他の組織体よりも，いかにしてある事業な
いしは組織が“競争優位の地位”を獲得するか」ということを巡る議論を中心に，これら
の戦略論および，理論が展開されているということである。これは，Hunt＆Morgan
の「資源優位の理論」にも共通しているところである。
　この「競争優位の獲得」という共通したテーマを中心とした研究の方向性を検討する
ための理論的な手掛かりを，その概念を用いた先駆け的な書であり，Hunt＆Morgan
も彼らの理論枠組みを構築するのに貢献した書として挙げている，George．　S．　Dayの
Strategie　Market　Planning：　Thθ　Pursuit　of　Compθtitive　Advantage〔（1984♪に見るこ
とができる。
それには，　「競争優位の地位の達成には，基本的に言って，“優越的な引き渡し時点
のコスト状況”“差別化された製品”そして“保護された適所（ニッチ）”が必要であり，そ
の源泉は“それを支援する技能と資源の優位性’にある29）」とする競争優位の獲得の基
礎と言える枠組みが示され，この競争優位の地位を支援する源泉としての“技能と資源”
として，彼は次のようなものを挙げている30）。
1）技能は，それを競争相手から確実に区別する重要な社員の特有な能力であり，それ
　には以下のようなものが含まれる。
●セグメントのニーズに対する専門的な知識
　●顧客サービス志向
●デザインの専門的知識
●応用経験
　●取引関係
●今日的なテクノロジーを利用する能力
●システム設計の能力
　●迅速かつ柔軟な対応力
2）必要条件としての優越的な資源
　●流通カバレッジ
　●財務構造と資本調達
　●関連事業との共有経験
　●低コストの製品と流通システム
　●生産能力
　●原材料の源泉の所有もしくは長期的な供給契約
そして，「これらの優れた技能と資源が結びつくと，競争相手よりも多く，あるいは
うまく（または両方）遂行できる事業の能力を表す31）」と述べ，相手よりも資源と技
能において勝った場合，競争優位の地位が獲得できるという考えを示している。
　このG．S．　Dayの提示している“資源と能力”の「セグメントのニーズに対する専門的な
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知識」あるいは「顧客サービス志向」　「応用経験」　「システム設計の能力」　「迅速かつ
柔軟な対応力」といった組織および社員の“能力”の問題を取り扱って，「顧客とのより
良好な関係の創造」「より詳細な顧客情報の獲得」「より綿密な顧客とのシステムの構
築」といったことを通じて，競争優位の地位を獲得しようと考える方向が“リレーショ
ンシップ・マーケティング・・の考え方であって32），それらの・能力と資源・を「いかに
して獲得し，展開していくか」ということを中心に議論が展開されているのが現代の“戦
略的問題を取り扱った研究・であり33），市場とそれらの能力および資源とのマッチン
グをモニターすることによって（もちろん，これに関しては戦略論の枠組みの中で論じ
られ，検討されていることは言うまでもないが），「市場での競争優位の地位をいかに
して獲得するか」という視点から論じられているのが“企業が卓越した成果を上げるた
めの市場志向を提唱しているもの”ということができるだろう。
また，これらの“資源と能力”を組織の全体的な資源として捉え，それを中核に据えて
競争を分析・説明することを理論化しようとしたものが，Hunt＆Morganの「資源優
位の理論」すなわち「競争の比較優位の理論」であるということができる。
　したがって，現代のマーケティングにおける競争・戦略理論の研究は，「市場の分析
を通じて，これらの“資源と能力”をいかにして獲得し，そしてそれをいかにして競争優
位の地位に結び付けるか」ということを，それぞれの資源ないしは能力の観点から，あ
るいはそれぞれの資源ないしは能力を中心にして，論じられているのである。
　これらの現代的なマーケティングの競争および戦略論において，Hunt＆Morganが
挙げたものの他に，近年目に付くのが，経営学あるいは経営戦略論にその多くの文献を
見出だすことのできる「組織学習（Organizational　Learning）」あるいは「学習する
組織（Learning　Organization）」の概念を競争優位の地位塗獲i得するための戦略的推
進力あるいは戦略の中核として考えて戦略を組み立てる方向を提案しているものであ
る34）。
　このタイプの研究は，　「組織文化」および「組織風土」　「起業家精神」　「組織構造」
「組織資源」「組織の情報収集力」といったものを基にして“組織が学習する”過程を分
析し，それによる競争優位の源泉の獲得と，市場志向ないしは顧客志向によって得られ
る競争優位の地位または市場の変化への対応を結び付けて事業戦略を展開する方向に
関して取り扱ったものである。
　この種の研究としてJournal　Of　Marketin8il掲載された論文にS．　F．　SlaterとJ．　C．
Narverの“Market　Orientation　and　the　Learning　Organization，”（1995）がある35）。
彼らは，　「効果的な組織は，競争優位の基礎となる知識の開発を促進する管理業務の
集合体であり，起業家精神ドライブによって支えられた市場志向は，組織学習の文化的
基礎を提供する。しかしながら，市場志向と起業家精神が重要であるのと同じぐらい，
それらは・組織学習・を生み出す適切な風土によって，補われなければならない36）」
と述べ，その論文において，組織が成果を改善するために新しい知識を開発し，利用す
るプロセスを論じ，市場志向の有効性を学習する組織の理論に応用し，学習する組織の
研究に1つの提案をしている。
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　この論文で彼らはまず，ArgyrisおよびSengeが提唱した概念を用いて，組織学習
（organizational　learning）を組織の環境と組織自身についての仮定を反映する認識さ
れた，および認識されていない制約の中で発生する，シングル・ループ（single－loop）
と呼ばれる適応的学習（adaptive　learning）と組織がその使命，顧客，能力ないしは
戦略に関する長期的な仮定に自ら進んで問い掛ける場合に起きる生産的学習
（generative　learning）に分け，そしてそのプロセスをJ．　M．　Sinklaの研究を基に1情
報獲得のプロセス，2情報伝播のプロセス，3解釈の共有のプロセスにから成るとして
いる37）。このプロセスを纏iめると次のようになる38）。
（1）情報獲得のプロセス（lnformation　acquisition）
情報は，直接経験およびその他の経験ないしは組織の記憶から獲得されるとされる。
学習曲線あるいは経験曲線は，内的に焦点を当てられた経験（Marchによるとそれは“活
用＝exploitation”と呼ばれる）と累積生産の効果および製造における生産性でのユーザ
ーの経験から知識を獲得するということを明確に示しているものである。その他の経験
とは，ベンチマーキングやジョイント・ベンチャーおよびネットワーキングの形成，戦
略的提携業界をリードする顧客との関係から得られる。また，その他の経験には継続
的に従業員に教育と訓練を提供することも含まれる。
組織の記憶は，情報システムや手続の管理，公式の報告書，ミッション・ステートメ
ント，組織の歴史や日常業務といった重要な知識がコード化され，記録されることを意
味する。
（2）情報伝播のプロセス（information　dissemination）
組織学習は，この情報の伝播と共有された（組織の）情報の解釈を遂行するという点
において個人的な学習と区別される。効果的な伝播あるいは共有は，個々の情報がそれ
を利用する，ないしはそれによって影響を受け，そして送り手に新しい洞察を与えるよ
うな疑問や拡充，変更などをフィードバックすることのできるすべての組織の成員によ
ってより広い文脈で理解されるときに，情報の価値を高める。
（3）解釈の共有のプロセス（shared　interpretation）
　組織学習が効果的に行われるには，情報の意味と当該事業に対するその含意に関する
合意が必要となる。組織内のコンフリクトを解消したり，効果的に戦略を実行するのに
は，組織内での情報の共有化，すなわち情報の取得，処理，そして活用に関する合意が
必要不可欠となる。
　そして，このプロセスを動かす，あるいは活用するギアとなっているのが，適応的学
習を採用するか，生産的学習といった学習の形態であると言うことができるであろう。
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図表5－5組織学習のプロセス
生産的学習
出所）S．F．　Slater，　J．　C．　Narver，“Market　Orientation　and　the　Learning　Organization，”／ottrnal
　　OfMarketing，　voL59（July），1995，　p．66．
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出所）S．F．　Slater，　J．　C．Narver，“Market　Orientation　and　the　Learning　Organization，”ノo酬ηα」げ
　　ルlarketing，　voL59（July）．1995，　p．67．
また，彼らは，この学習の過程を通して，他の組織あるいは企業よりも環境を早く理
解・学習した組織が競争優位性を獲得するということを主張している。このように進ん
で変化する環境および顧客に関する情報を取り込み，学習する組織が，他者が模倣でき
ないような技術および製品ないしはサービスを生み出したり，顧客に対する卓越した価
値を提供することができ，複雑性あるいは変化に対応する柔軟性を獲得することができ
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るとしている39）。
　そのために企業ないしは組織が獲得・保持していなければならない能力／文化・風土
として“市場志向”“起業家精神”“部下を育てることのできるリーダーシップ（facilitative
leadership）”“有機体的組織構造40）”“分散化された戦略計画”が必要であると彼らは，
その論文において主張している41）。
　しかしながら，彼らの主張も，基本的にはG．SDayの展開した競争枠組みを越えるも
のではなく，また，彼らの主張する組織学習の概念ないしは市場志向を取り入れた“学
習する組織’の概念も，経験，文化，風土，テクノロジーといった資源を基礎に競争優
位を獲得するという発想も，翻って考えてみれば，Hunt＆Morganの「資源優位の理
論」の枠内であるといえるであろう。
　このように現代マーケティングの戦略ないしは競争の理論を検討してみると，現代の
マーケティングの戦略および競争理論にはある種の特徴が見出だされる。それは，かつ
てマーケティングの特徴とされた，市場あるいは消費者，顧客といった環境を分析して，
それを戦略の基礎とする，いわゆる「環境分析型戦略構築」の方向から，組織の資源を
ベースとした戦略構築の方向とのミックスの形式が強調されるようになってきている
ということである。これは，主に1970年代後半以降の戦略計画の考え方による影響が
強く反映されていることと，より現実に適した競争枠組みを作り出すために，さまざま
な分野からさまざまな理論ないしは枠組みを取り入れ，模索した結果，このような競争
枠組みの考え方になってきているということである。
結びと課題
本章では，S．　D．　HuntとR．　M．　Morganの「競争の比較優位の理論」を中心に現代マー一・一
ケティングにおける競争・戦略に関する理論ないしは研究について検討してきたわけで
あるが，前項の終盤部分でも述べたように，現代のマーケティングにおける競争あるい
は戦略に関する研究が，ある種の限界に突き当たっていることは事実である。
そのようなことから，もともと企業あるいは組織の戦略を構築する際に，企業外部の
情報を分析・処理して，それを戦略に反映するという，企業経済の先兵的役割を果たし
ていたマーケティングが，その得意とする分野であった消費者行動分析ないしは製品一
市場分析といった研究に活路を見いだし，以前にも増してそれらの研究に多くの努力を
支払うようになってきていることも事実であり，その面ではそのような傾向は，正常か
つ喜ばしいことであると言えるのかもしれない。
　しかしながら，本章の冒頭部分でも触れたように，例えば，1994年から1996年の
Jo　urna1　ofMarke　tingの91本の論文のうち，実に74本が統計学的な手法を用いた消費者
行動あるいは広告，製品一市場のモデル作りの論文であるように，ある特定の事象を選
び出し，それに対して数学的・統計学的な手法を用いてモデルを作り上げるといった研
究が非常に多く目に付く。つまり，市場のメカニズムを理解・分析しようという立場よ
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りも，ある特定の狭い範囲で実証分析を行い，それによってある特定の狭いレベルでの
モデルを作ることがマーケティングに対する貢献であるような傾向が顕著であるよう
に見受けられるのである。
　かつて1982年に佐和隆光氏が，その著書である『経済学とは何だろうか』の中で，経
済学のモデル至上主義を「モドゥル経済学」という言い方で批判したが42），10年か
ら15年遅れてマ・一一一一ケティングが，そのような状況に陥っているということも言えないで
はない。これには，先にも述べたように，競争理論あるいは戦略研究にある種の行き詰
まりが出てきたこともあるが，問題はそればかりでなく，社会科学それ自体の行き詰ま
りがその背景にはあるのではないかとも考えられる。すなわち，このような問題は，マ
ーケティングのみならず，現代の社会科学全体が抱えている問題であるのかもしれない。
今回研究を行うに際して利用した文献のほとんどがアメリカ合衆国のものであった
ために，わが国の文献の探索および分析を十分には行ってはいないが，わが国のマーケ
ティング研究の現状もこれとほとんど変わるものではないと感じている。
　しかし，過去においてもそうであったように，社会経済あるいはテクノロジーの変化
により，新しい社会・経済的問題が生まれ，その問題を解決するため，あるいはそのメ
カニズムを明らかにするためにまた，新しい社会科学の理論仮説が生まれてくるという
ことは考えられる。そのような意味から言えば，近年の目まぐるしいテクノロジーの進
展とそれに伴う社会経済の変化に対応する新たな競争・戦略の理論仮説が生まれる可能
性も多いにあると言えよう。
　〔注〕
1）A．　W．　Showが1912年にeuarterly　Jo　urn　a7　OfEeon　omiesに論文“Some　Problems　in
Market　Distribution，”を発表し，その後同じタイトルで出版されたのがこの書であり，
この書がマーケティングにおける体系的な書の先駆けとされている。無論，この書が出
版される以前に，広告，販売，流通の諸分野でいくらかの先見的書が出版され，総論的
な分野でも著作は出版されている。R．　S．　ButlerのSelling，　Buying，　and　Shipρing
Method，　New　York：Alexander　Hamilton　Institute，1911，などがその例である。－R．
Bartels，　The　History　ofMarketing　Though　t：　2nd　Edition，　Grid　Publishing，1976，山
中豊国訳『マーケティング理論の発展』ミネルヴァ書房，1979年，210－215頁．
2）1900年から1910年の間に，ミシガン大学やカリフォルニア大学，イリノイ大学，ペ
ンシルヴァニア大学，オハイオ州立大学などで，「流通論」「農産物流通」「広告」「小
売業」　「商業調査」　「セールスマンシップ」　「卸売業」　「信用と集金」　「工業製品とマ
ーケティグ」といった専門的分野の講座が設けられ，研究が進められた。－R．Bartels，
The　History　ofMa」rketing　Thought・’　2nd　Edition，　Grid　Publishing，1976，山中豊国訳
『マーケティング理論の発展』ミネルヴァ書房，1979年，32－52頁．
3）徳永豊・江田三喜男・須賀康夫編『現代マーケティングーマーケティングの構図一』
東京教学社，13－17頁．
4）S．D．　HuntとR．　M．　Morganが1995年にJourna1　OfMarketingに“The　Comparative
Advantage　Theory　of　Competition，”を発表して以来，多くの研究者がこの概念に基づ
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いてマーケティングの論文，著書を発表している．
5）S．D．　Hunt，　R．　M．　M・・g・n‘‘Th・C・mp・・ati・・Advant・g・Th，。，y。fC。mp，titi。n，”
Jo　urna1　OfMarke　ting，　Vo1．50（April），1995，　pp．1－15，
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第6章
わが国小売業における業種・業態論の再考
わが国の小売業に関する問題を取り扱った場合に，その形態を「業態」という用語を
用いて説明することは，定着して久しいように感じるが，この言葉自体が小売業研究な
いしは小売形態を議論する場において頻繁に利用され始めるのは，1980年代に入って
からのようである1）。明星大学経済学部教授の坂本秀夫氏によれば，わが国において
商業統計が正式に「業態統計」を採用したのは，1968年（昭和43年）のことであり，
それとほぼ同時期に産業構造審議i会が1968年（昭和43年）の8月に刊行した『流通近代
化の展望と課題』で「業態分類に関する研究成果」を発表しているとしている2）。
1975年から80年にかけて（昭和40年代）といえば，わが国にコンビニ・エンス・スト
アが登場しはじめた時期であり，いわゆる“スーパー”がチェーン・オペレーションを採
用し，高度経済成長を背景に洪水のようにスーパーマーケットから大型化，多店舗化を
進めて行き，わが国に“スーパー”という言葉が定着した時期でもある。
　このような状況から考えると，「業態」という言葉が使用される背景には，小売企業の
多様化ならびに戦略的な展開が関係しているのではないかということが想像できるが，
その段階で以前から使われていた「業種」に加えて「業態」という言葉をなぜ用いたの
か。この「業態」という言葉が登場する前には小売業の分類は，どのような方法あるい
は用語を用いて行っていたのか。さらには，わが国の小売業がその手本として導入ある
いは模倣してきたアメリカ合衆国の小売業では，それらはどのように扱われて，どのよ
うに研究されているのか。
仮に，わが国の小売業が独自の方向性を持って発展し，その独自の発展を見せた小売
業研究の分析視角の1つとして「業態」という言葉を使用したというのであれば，わが
国の小売業は，合衆国のそれとは異なった発展を見せているはずである。しかしながら，
わが国の現代小売業のさまざまな企業の形態は，その多くが，アメリカ合衆国の小売業
のマネジメントあるいはオペレーション手法を採用し，展開してきたと言われている3）。
そのような意味から言えば，合衆国の分類基準あるいは類別方法を用いて，小売企業の
形態を分類または研究するべきであろうと思われるが，実際にはそうではない。
　ここでもやはり，“なぜわが国の小売業の研究において，あるいは小売業の分類方法
として「業種」　「業態」という言葉ないしは用語が用いられるのか”“「業種」　「業態」
という言葉を使用することによって，小売業研究あるいは事業主の事業展開，さらには
マーケティング研究に何らかの有益な根拠が存在するのか”という疑問が浮かび上がっ
てくる。このような「業種」「業態」問題に関しては，過去において複数の研究者ない
しは文献が取り上げ，検討していることも確かである。
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そのようなことから，本章では，上述のような疑問を明らかにするため，あるいはま
た，急速に発展・転換する社会・経済に最も敏感に適応し続ける小売業の展開・適応行
動を理解するためにも，このわが国小売業における「業種」「業態」という言葉による
分類または呼び方について，歴史的な経緯を含め，複数の研究者の見解あるいは文献，
そしてアメリカ合衆国の小売研究などの検討を通じて，整理し，考察を加えていくこと
にしたい。
第1節　　「業種」　「業態」が登場する背景と小売業の発展過程
1．初期の小売業分類およびアメリカ合衆国の分類と「業種」　「業態」問題
　「業種」　「業態」については，いくつかの見解が存在するが，元学習院大学教授の田
島義博氏によれば，　「業種と業態とは互いに深い概念であり，業種とは，“何を売るか
（What　to　sell）”で商店を分類するものであるのに対し，業態は“どんな売り方をする
のか（How　to　sell）”で商店を分類するものである。もう少し正確に言うと，売上高の
過半を占める主要販売品目で分類したのが業種であり，販売方法や経営方法の違いで分
類したのが業態である4）」としている。また，大阪市立大学教授の石原武政氏は，田
島義博氏のそれとほぼ似た見解で「業種は小売商が何を取り扱うのかという側面からの
分類であるのに対して，業態はいかにそれを取り扱うかといった側面からの分類である，
というのは最も一般的な理解であったといってよい。実際，加藤（1995）や池尾（1997）
（1999）は，業態を流通サービス水準ないし小売ミックスとの関連で捉えている5）。
その意味で，前者をkind　of　business，後者をtype　of　operationとして理解するのには，
十分な意味がある6）」と述べている。
現代このように定義されている，ないしは受け取られている「業種」「業態」は，過
去の研究者の間ではどのように受け止められていたのだろうか。先人たちの残した文献
をいくつか概観してみよう。
　まず，故深見義一氏の『商業学（1949年）』を見ると，第三章の「小売商業者」の
部分の「小売商業者の分類」のところで「小売商業者は，種々の観点より種々に分類さ
れる。私は左に（原文ママ），その主たるものを，アメリカの方法と実例とにおいて示
し，そうした行き方の裡に，小売商業者各個の形態の，解説の目的を達し度いと思う。
尚，左記の分類は，それが適用される限りにおいては，小売配給者の分類ともなり得る
筈である。この点，私の説明も，時に小売配給者にわたる実例を，その中に導入して居
るのである。また，見る人の了解と判断と，そして活用が期待される7）」として，ア
メリカ合衆国のそれを採用して，小売業者を分類・説明している。
　また，三浦信氏は，『小売マーケティングの展開』において，　「小売企業は，市場標
的である消費者の態様と提供しようとする商品の特徴に基づき，さらに内部的・外部的
諸条件も考慮して，特定の小売形態を選択しなければならない。ところで，小売形態は
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その分類基準により企業形態，営業形態，組織形態などに分けることができる8）」と
述べ，営業形態および組織形態という概念を用いて小売企業を分類・解説している。
　さらに，久保村隆祐氏（横浜国立大学名誉教授）は，1987年初版発行，1995（平成
7）年版の『商学通論』の第1章第2節の「小売業の営業形態」という部分で，　「営業
形態は店舗形態ともいわれることもあり，また略して業態といわれる。業態は業種と並
列して用いられることが多い。営業形態による分類とは，どのような商品の取り揃え（品
揃え）をし，どのような客との応対方式をとるかを基準にしたものである」と述べ，「業
態」は飽くまでも営業形態ないしは店舗形態の略語であって，“どのように売るか”とい
った分類基準を採用しておらず，形態分類は，やはりアメリカ合衆国のそれに準じた形
式で，主として品揃えと顧客に対する応対の形式ないしはサービスの提供形式を基準に
分類されるべきであるとしている9）。その他いくつかの文献も概ね上掲の3つの文献と
類似した形式で小売業を分類し，捉えようとしている10）。
では，なぜ，どのような必要に迫られて「業種」「業態」分類が登場したのであろう
か。その問題を議論の姐上にのせる前に，先人たちも小売業を分類・理解するために用
いたアメリカ合衆国での分類・解釈の方法ないしは基準を検討してみることにしよう。
　この問題に関しては，大阪商業大学教授の大橋正彦氏が複数の研究者の分類方法およ
びアメリカ合衆国の経済統計（Economic　Census）の中の小売取引（Retail　Trade）の
部分を分析しておられるので，それを参考にしつつ，検討してみることにする11）。
　同氏によれば，合衆国の研究者の文献では，小売業に対する分類用語としては，type
of　retailerないしはtype　of　establishmentという言葉が多く用いられ，　type　of
operationすなわち，　「管理」レベルでの分類は，一部の例外を除いてほとんど用いら
れていないとしている。また同氏は，アメリカ合衆国で広く使用されているW．J．
StantonのFundamen　tals　OfMarketingおよびP．　KotlerのPrinciplθs　ofMarkθtingtSど
を例にとり，W．　J．　Stantonは，小売業を店舗規模，取扱商品ライン，所有形式，営業
方法から分類し，そして最後の営業方法をmethod　of　operationとして表している。一
方，P．1（otlerは，小売業のタイプを商品ライン，相対的価格重視度，事業の性格（自動
販売機／通販／訪問販売等），店舗管理形式，店舗集団タイプという5つの基準で分類
しおり，そしてT．N．　Becman，　H．　H．　Maynard，　W．　R．　Davidsonなどは，　P．　Kotlerおよ
びW．J．　Stantonの分類基準のほかに，垂直的統合の程度，消費者との接触方法，サー
ビスのタイプ，組織の法的形式，経営組織あるいは営業技術などといった10の分類基準
を提示しているとしている。
　しかしながら，1994年出版のMarke　ting　Managem　en　t　8h　editionでは，　P．　Kotlerは，
「小売組織は，大変さまざまであり，常に新しい形態が出現している。今までいくつか
の分類方法が提案されてきた。本書の目的のためには，ここでは店舗販売小売業（store
retailing），無店舗販売小売業（nonstore　retailing），そして小売組織（retail
organization）について議論しよう」として，時代とともに刻々と変化する小売業を特
定の細かい基準で分類するのではなく，この3つの大きな枠組みを基に，店舗販売小売
業では，小売形態（retail　types）としてさまざまなタイプの小売業を提供されるサー
114
ビスの程度で分けて説明し，小売組織の部分でその管理・所有形式によって小売業の企
業組織形態を分類しようとしている12）。
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　このMarketing　Managementは，小売業に関する専門書ではなく，マーケティング全
体を解説しようとする，ないしはマーケティング戦略の分析・計画・実行・管理といっ
たことを目的として書かれたテキストであるために，P．　Kotler本人もとりわけ小売業の
明確かつ詳細な分類をこの書でしようとしている訳ではないので，これをもってアメリ
カ合衆国の小売業に対する分類あるいは解釈の全体的方向性を示すものであるとする
ことは妥当ではないだろう。しかしながら，上述の大橋正彦氏の分析例や，このP．Kotler
のMarkei加g　Managemen　tの記述からもわかるように，アメリカ合衆国では小売業に
対するある一定の枠組みを提示しようとさまざまな研究者や諸機関が試みてはいるも
のの，それは，「業種」とか「業態」といったあいまいな言葉で括ろうとするのではな
く，組織形態や営業形態，品揃え，提供されるサービスの程度といった明確な基準を基
に分類・理解しようとしていることが伺える。
一方，小売業に関する専門的なテキストとして幅広く研究・授業に用いられている
M．LevyとB．　A．　WeitzのRe　tathng　Managem　en　t　E7d’edでは，小売業は，まず大きく店舗
販売小売業（Store・Based　Retailing）と無店舗小売業（Nonstore　Rtailing）に分けら
れ，第2章の「店舗販売小売業者」の「小売業者のタイプ分類（Types　of　Retailers）」
の部分では，小売業者はまず，取扱商品（Type　of　Merchandise），品揃え（Variety　and
Assortment），顧客サービス（Customer　Service），商品とサービス提供される幅と
深さのコスト（Cost　of　Offering　Breadth　and　Depth　of　Merchandise　and　Services）と
いう小売ミックス（Nature　of　Retail　Mix）基づいて小売業者は分類され，そしてさら
に所有権の形態（Types　of　Ownership）によって分類されると説明している13）。
　したがって，個々の小売業者の説明の部分でも，まずは小売ミックスに基づいて，「食
品小売業者（Food　Retailers）」として伝統的スーパーマーケット（Conventional
Supermarkets），スーパーストア（Superstores），コンビネーション・ストア
（Combination　Stores），ウエアハウス・ストア（Warehouse　Stores），コンビニ・エ
ンス・ストア（Convenience　Stores）といった小売形態が紹介され，「伝統的総合小売
業者（Traditional　General　Merchandise　Retailers）」として専門店チェーンードラッ
グストアを含む一（Specialty　Stores），百貨店（Department　Stores），総合ディスカ
ウント店（General　Merchandise　Stores）といった小売形態が，そして「新しいタイプ
の小売形態（New　Retail　Store　Formats）」として，カテゴリー・スペシャリスト
（Category　Specialists）やホームインプルーブメント・センター（Home・lmprovement
Centers），ウエアハウス・クラブ（Warehouse　Clubs），オフプライス小売業者（Off－Price
Retailers），ハイパーマーケット（Hypermarkets），スーパーセンター（Supercenters）
といった小売形態が紹介されており，さらに，これに加えて「サービス小売業者（Service
Retailing）」として，銀行やガソリンスタンド，レンタカー店，ホテル，映画館とい
ったような店舗を構えているサービス小売業者が紹介・説明されている14）。そして，
これにクロスする概念（別の次元）として，この後に，独立店，企業チェーン，フラン
チャイジングといった所有権による分類が行われているのである15）。
　ここでもまた，　「業種」　「業態」というあいまいな言葉ではなく，できるだけ現状に
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合った，あるいは変化する小売形態に対応するべく，理解・分類が試みられているので
ある。
　これに対して，前掲のごとく，わが国でも初期の研究者たちが，アメリカ合衆国の研
究者の基準を参考にして小売業者の活動や機能，そして形態を捉えようとしたり，そう
でないにしても，合衆国研究者のように独自の見解を持ちっつ，それを追求する一方で
共通の枠組みを作り上げようとしていたにもかかわらず，なぜ，わが国では「業種」「業
態」といった“あいまい”かつ“不明確”な用語が小売分類基準の大きな枠組みとなってし
まったのだろうか。これには，いくつかの要因が考えられるが，その大きな要因として
挙げられるのが，テクノロジーや社会・経済といった環境の変化とそれに伴う小売企業
自体の変化・多様化，そしてそれにある一定の評価ないしは分析枠組みを与えようとし
た当時の通産省を含めた諸機関および研究者たちの不安定な関係があったのではない
かと思われる。
前述のごとく，　「業態」という用語が商業統計に登場するのは，1968年（昭和43年）
である。この時の小売業分類は，一般小売店のほかに，百貨店，セルフサービス店（セ
ルフ面積比率50％以上），割賦販売店（割賦販売比率50％以上），製造小売店，自動
車小売店およびガソリンステーションといった各タイプに分類されていた。これに対し，
前出の産業構造審議会の流通部会は，小売業を大きく有店舗小売業と無店舗小売業に分
け，前者については百貨店，チェーンストア（スーパーチェーン），専門店チェーン，
月賦百貨店チェL－・一・ン，そして独立小売店のうち組織化されたものを，ボランタリーチェ
ーン，寄合百貨店，寄合スーパーとし，未組織なものを，専門店，一般小売店，家族経
営店とした。この商業統計と同審議会の中間報告との問に見られる顕著な差異は，前者
が統計上のデータの収集・分析の可能な有店舗の小売形態に限定したのに対して，後者
は，当時除々に定着しつつあった新しい小売形態をもその分類の中に取り入れようとし
た点にあるのではないかと大橋氏は指摘している16）。
　また，1982年（昭和57年）の商業統計では，百貨店（大型百貨店／その他の百貨店），
各種スーパー（大型総合スーパー，専門スーパー一一一一，衣料品・食品各スーパー），コンビ
ニエンス・ストアおよび専門店などを主たる業態とし，それぞれを売場面積取扱商品，
販売方法および営業時間などによって各業態の定義づけが行われ，「業態」という用語
がわが国で公的に使用されるようになったのはこの時であると同氏は述べている17）。
すなわち，1982年（昭和57年）以前の商業統計では，「業態」という用語が使われ始
めてはいたものの，新しく出現してきた小売形態を従来の統計的な分類方法によって分
類しようとしていたが，産業構造審議会では，新しく出現してきた小売業者が社会に定
着しつつあることを考慮に入れ，既存の小売業分類にそれら新しい小売業を加え，統計
的な（数値を基にした）分類だけでなく，所有権やチェーン・オペレーションといった
新しい分類基準をその基準に加え分類しようとしたと言うことができる。この時点では，
産業構造審議会の分類方法も有店舗小売業者と無店舗小売業者に分け，それから所有権
ないしはチェーン・オペレーションの採用の有無によって分類しようとするアメリカ合
衆国の諸文献のそれに近い分類方法が採用されていることが伺える。しかしながら，
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1982年（昭和57年）の商業統計では，所有権やチェーン・オペレーションによる分類
が売場面積や取扱商品，販売方法といった概念と同次元の分類基準として組み入れられ，
分類基準の次元が不明確になってきていることが伺える。このために，変化を続ける，
また常に新しい形態が出現する小売業の形態に対応することができず，かつてあった
「業種分類」に付け加えた形での「業態分類」という分類方法を用いるようになったの
ではないのだろうかと考えられる。
現在，経済産業省で用いられている分類は，以下のようになっている。
　　　　　　　図表6－2　経済産業省の用いている「業種」　「業態」分類
6－2－1　業種分類
54
541
55
551
554
56　飲食良品小売業
561
564　鮮魚小売業
567
56C　牛乳小売業
57
571　自動車小売業
各種商品小売業
　百貨店　　549　その他各種商品小売業
織物・衣服・身の回り品小売業
　呉服・服地・寝具小売業　　552　男子服小売業
　くつ・履物小売業
　 　　　 　　　　　　553　婦人・子供服小売業
559　その他織物・衣服・身の回り品小売業
各種食品小売業　　562　酒・調味料小売業　　563　食肉小売業
　 　　　　　565　乾物小売業　　566　野菜・果物小売業
菓子・パン小売業　　568　米穀類小売業　　569　その他飲食良品小売業
　 　　　　　56A　料理品小売業　　56B　他に分類されない飲食良品小売業
自動車・自転車小売業
　 　　　　　　57A　自動車小売業（新車小売業及び中古自動車小売業）
57B　自動車部位品・付属品小売業　　57C　二輪自動車小売業（原動機付自転車を含む）
572　自転車小売業
58　家具・じゅう器・家庭用品機械器具小売業
581家具・建具・畳小売業　　58A　家具小売業　　58B　建具・畳・用具宗教用具小売業
582　金物・荒物小売業　　583　陶磁器・ガラス器小売業　　584　家庭用機械器具小売業
58C　家庭用電気機械器具小売業　　58D　家庭用機械器具小売業（家庭用電気機械器具小売
業を除く）　　589　その他じゅう器小売業
59　その他小売業
591　医薬品・化粧品小売業　　592　農耕用品小売業　　593　燃料小売業
59H　ガソリンスタンド　　59J　燃料小売業（ガソリンスタンドを除く）
594　書籍・文具小売業　　59K　書籍・雑誌・紙・文房具小売業　　59L　新聞小売業
595　スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業　　59A　スポーツ用品小売業
59B　がん具・娯楽用品小売業　　59C　楽器小売業　　596　写真機・写真材料小売業
597　時計・眼鏡・光学器械小売業　　588　中古品小売業　　589　他に分類されない小売業
59D　花・植木小売業　　59E　他に分類されないその他の小売業
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6－2－2　業態分類
区分 セルフ 取扱商品　　　　　　　　　　　売場画手ゼ！ 盤撒時間　　　備考
1．百貨店 i
ユ大型百貨店 X 3〔燗mZ以．ヒ（都特別
諡yび政令指定都市
ﾍ6000m3以ヒ）
2その他の｝「f貨店 3000m旅満‘都特別
諱D及び政令指定都市
ﾍ6000m2未満）
5411白貨店
酷?
ｱこでいう百貨
Xとは，衣・食・
Zの商品群のそ
黷ｼれが恥％以
繧V％未満を取り
ｵっている従業
ﾒ50人以上のい
墲艪驍P’1貨店及
ﾑ総合スーパー
2，総合スーパー
1大型総合スーパー ○ 3UUOlnま以上〔都特別
諡yび政令指定都市　　　　，は60【〕Om一以上）
21†1型総合スーパー 3000m”未満r都特別
諡yび政令指定都帯
ﾍ6000m陳満）
3．由門スーパー
1衣料品スーパー c） 衣が70％以上 2501ガ以上
2食料・品スーパー 食が70％以上
3　住関連スーパー 住が70％以上
1．コンビニエンス・
@　ストア
?
食料品を扱っていること 30nf以上25Un12未満ll時間
@　以上
うち終日営業H 終日営業
5．その他のスーパー ○ 2，3，4以外のセ
泣t店うち各種商品取扱店
i注2｝
‘～．専門店
1衣料品専門店 × 551，　552，　553．　554，　5591，
T592，5599のいずれかが90％
ﾈ上
2食料品専門店 562～568，　5691，　5692、　5693．
U694＋5695）．5699のいずれ
ｩが90％以上
3住関辿．し㌧潤店 5711　－　57レ1，　572．　5Sl　虚一　584．
T89．　591　～598，　5991　－　5994，
T999のいずれかが90％以上
7．中心lll，
1衣料品中心店 衣が50％以ヒ　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　i 6に該当する
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2．わが国の小売業の発展過程と「業種」　「業態」分類が登場する背景
わが国の小売業の歴史は，商業の発達すなわち貨幣を媒介する交換が出現した時期に
その端を見るができ18），商人の活動分野が拡大し，商業が活発化し始めるのは，中世
の問丸が商人化した13世紀後半であるとされている19）。
　しかしながら，本稿で議論しているのは，　「業種」　「業態」問題であって，その主な
問題性は，昭和から平成期とりわけ第二次世界大戦後であることから，純然たる商業な
いしは小売業の発達過程を歴史的観点から取り上げるのは別の機会にゆずり，第二次世
界大戦（大東亜戦争）前後の小売業の構造ないしは発展形態を概観することとしよう。
戦前・戦後を通じて小売業の形態および構造が変化するのは，戦前の百貨店の出現と
戦後のスーパーマーケットの参入をして，その期と捉える見解がいくつか見られるが
20），百貨店の出現をして，流通構造ないしは小売構造が変革したとは言いがたいとい
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う見解もまた根強い21）。
　わが国の百貨店は，1904年に三井越後屋の後身である三井呉服店が，「當店販売の商
品は今後一層其種類を増加し，凡そ衣類装飾に関する品目は一棟の下にて御用弁相成候
様設備致し結局米国に行はるるデパートメントストアの一部を実現可致候事」と宣言し
て合資会社から株式会社へと改組したことに始まるとされているが，これ以前にも，三
越を含めていくつかの呉服店では，洋服を販売する以外に，雑貨売場を新設したり，陳
列場やショーウインドウの設置，新聞広告の利用，帳簿組織の洋式化，学校新卒者の採
用などを行っており，さらには広告費を大幅に増やし，販売促進にもカをいれ，部門別
（department）の管理組織を有する店舗もあったようである22）。
その後百貨店の1つの転機となったのが，1923年の関東大震災であった。それ以前は，
どちらかといえば上級顧客層をターゲットとしていた百貨店が，関東大震災で打撃を被
った売上を回復すべく，また，やはり被災し，打撃を被った顧客を幅広く吸引する目的
から，大衆化路線を採ったのであった。百貨店は震災後，一般小売店が焼失してしまっ
た関係から，日用必需品をその品揃えに加え，入店する際の下駄預かり制を廃止した。
そしてこれを期に，自動扉，自動扉エレベータ・一，エスカレーター，自動発電装置，ス
プリンクラー，自動換気装置などを装備し，ターゲットを現在の中流以上の顧客へと変
更して再スタートしたのであった。またこの時期に，松坂屋，白木屋，大丸，高島屋，
伊勢丹などが店名から「呉服店」の名称をはずし，三越に追随し，1929年の大阪・梅
田の阪急百貨店の開店を皮切りに東京・大阪などで電鉄系百貨店がターミナル百貨店と
して続々と誕生することにより，百貨店全盛時代を迎えることとなるのである23）。
1931－32年ごろのわが国小売業総売上高のうちの百貨店売上の占める割合は，実に約
5％にまで達したとされている24）。
　しかしながら，この5％の売上比率をもって流通ないしは小売構造が変化したとは言
いがたく，百貨店誕生から20年余りの間にさまざまなチェーン・ストアやショッピング
センターが出現したアメリカ合衆国のような革新が起きることはなかったのである25）。
すなわち，故佐藤肇氏の言をお借りすれば，わが国の小売業組織の構造的特質は，
ほんの一握りの巨大な百貨店と，膨大な数にのぼる零細な独立自営商の極端な二重構造
が，明治時代の末葉に生まれ，大正半ばから昭和にかけて確立して以来，長期にわたっ
て一貫して存在し続け，1950年代の後半に入るまで，百貨店以外におよそ近代小売商
業の存在の影さえもなかった26）のである27）。したがって，事実上，流通・小売構
造および小売形態に大きな変革が起きるのは，1950年代以降のスーパーマー一・一一ケットの
市場参入を待たなければならなかったのである。言い換えれば，1950年代以降になっ
て初めて，わが国には新しく革新的な小売形態が出現し，流通構造ないしは小売構造に
変化が起きたということになるのである。
　わが国にスーパーマーケットが出現するのは，1953（昭和28）年に紀ノ国屋がセルフ
サービスとチェック・アウト・カウンターを導入した店舗を東京の青山に開設したこと
によるとされる見解が多いが，このときの紀ノ国屋は，高額所得者や外国人相手に高級
な食材を販売する形態を採っていたために，これをしてスーパーマーケットの始まりで
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あるとは言うことはできないという見解も少なくない28）。
　先に挙げた田島義博氏は，この紀ノ国屋の出店と前後して，山口県で発生し，その後
全国に波及する「主婦の店」運動が，その始まりであるとしている。氏によれば，この
山口県で発生した「主婦の店」運動が激しい安売りで，小売機構に衝撃を与え，次々と
店舗を開設し，全国へと波及していくなかで，大阪で医薬品の現金問屋を展開していた
中内功が「主婦の店」運動に参加し，　「主婦の店ダイエー」を大阪の千林に開店するの
が本格的なスーパーマーケットの時代の幕開けとなったということである29）。
　いずれにしても，第二次世界大戦後の高度成長期へと移行する中で，大量生産方式の
導入を背景にセルフサービスと集中チェック・アウト・カウンターを採用し，低価格・
低マージン・高回転率で市場参入を果たし，チェーン・オペレーションによる大量仕入
の達成と量的な拡大を進めていくという，スーパーマーケットないしはいわゆるスーパ
ーがわが国に出現し，定着しはじめるのは，1950年代の中頃から後半に掛けてである
ということがこれらの見解から理解できる。
　このスーパv－一一一・マーケットの出現を期にわが国の小売業は，高度経済成長とメーカーの
大量生産方式のはけ口として拡大・成長していく中で，図表6－4に示されているように，
さまざまな形態が出現し，発展していくこととなるのである。
　このような第二次大戦後の小売業の発展・変遷を見ていく過程で，わが国の小売業研
究ないしは分類において「業態」という用語が用いられるようになっていくことに関わ
るいくつかの手がかりを発見することができる。
　1つには，スーパーマーケットの変化にそれを見ることができる。前述のように，戦
後の大量生産方式への移行とアメリカ合衆国の文化およびテクノロジーの導入をきっ
かけに参入したスーパーマーケットは，当初はアメリカのそれを模した形式を採用し，
セルフサービス方式と集中チェック・アウト・カウンターを擁iし，その後，量的拡大に
伴ってチェーン・オペレーション展開することにより，大量仕入を可能にし，低価格・
低マージン・高回転率で市場を席捲していくことになる。しかしながら，1960年代の
中頃までは，その営業ないしは販売形式は元々の，すなわちアメリカ合衆国で発展・展
開されていったスーパーマーケットの食料品中心の品揃えを配しており，総合食料品店
としての性格が強かった。したがって，小売業分類でも，食料品店として分類すること
ができたのである。しかしながら，1960年代の中頃から後半に掛けて，これらのスー
パーマーケットがチェーン・オペレーションをその基盤として量的拡大をさらに推し進
めていく中で，バイイング・パワーを獲得し，流通システム上の支配権を持ちうるよう
になったことに加えて，これらスーパーマーケット・チェーンのマーケット・ターゲッ
トは，主に商店の少ない新興住宅街の消費者や，ドーナツ化現象により郊外に住居を求
めたサラリーマン層であった。そのため，商店街の形成が不十分であった郊外や地方へ
の出店が主流となり，より幅広い品揃えを求めて，ワンストップ・ショッピングの体制
を整えるようになっていったのである。この過程において，スーパーマーケットは，生
活に関するほとんどすべての商品を品揃えする，いわゆる総合スーパーへと変貌してい
き，従来の小売業分類にはない，百貨店のようではあるが低価格訴求をも売りとした，
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図表6－3　アメリカの主要小売形態の発展一コンセプトおよび技法の導入と展開
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図表6－4　わが国の小売形態の発展
●近代小売商業の形成
　昭和初期～
●販売革新の胎動
　（セルフサービス方式の導入）
1950年fヒ～
●経営革新の普及
　（チェーンストア理論の普及）
1960年代～
゜徽齢一・暫
　　　　　　　　　　　四
●業態多様化の加速
　（親制緩和）
1990年代
ハイパー　　　パワー
マーケソト　　センター
　注）SM：スーパーマーケット，　SSDDS：セルフサービス・ディスカウント・デパー
　　　トメントストア，SS：スーパーストア（大型スーパーマーケット）．　CS：コ
　　　ンビネーション・ストア（スーパーマーケットとドラッグストア，衣料温スー
　　パー等との複合店舗），SC：ショッピング・センター，BS：ボックス・ストア（小
　　型食料品安売店）．CVS：コンビニエンス・ストア。
出所）矢作敏行「小売業態の発展」鈴木安昭・関根孝・矢作敏行編『マテリアル商業と流通〔第
　　2版〕，1有斐閣，1999年，98貝。
それとはまた異なる小売形態を展開していったのである。このような変化が1965年頃
から1970年代にかけて（昭和40年代）小売業界に起こったことが，わが国の小売業分
類ないしは産業分類が不明確になる要因の1つとして考えることができる。
　そしてもう1つは，このようなスーパーマーケット（スーパー）の変化と時を同じく
して，やはりまた，従来の小売業の分類形式では分類できない小売形態が出現したこと
によるものであると考えられる。その代表例と言えるのがコンビニエンス・ストアであ
る。わが国に最初にコンビニエンス・ストアが出現するのは，1974年（昭和46年）の
東京江東区のセブンーイレブン第1号店である30）。その後コンビニエンス・ストアは，
急速に発展し，1994年には，約48000店にまで拡大した。その後，平成不況による消費
低迷や競争の激化により，いくつかの企業では売上高を下げてはいるが，ATMの設置
や新サービスの導入によって，わが国の消費者にとっては欠くことのできない生活小売
業となっている。
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図表6－5コンビニエンス・ストア略年表コンビニエンス・ストア統計
6－5－t　コンビニエンス・ストア略年表
年
1927
1939
1946
1960
1969
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979
1980
1982
1983
198塩
1987
1988
1991
1992
1993
199畦
1995
　　　　　　　　　　　　　　　できごと・ことがら
米サウスランド社（本社ダラス）が創業。氷の小亮店にバン．ミルク等を置く。
岡社小売店チェーン網が60店に拡大。
同社が店名を「セブンーイレブン」として長時閥営業・年中無休店を本格展開。
全米CVSの店舗数が2．5GO店に逮し急成長時代に突入。
VCのマイショップチェーンがわが園初のCVSを豊中市で開く。
中小企業庁がコンビニエンス・ストア・マニュアルを作成。
西友が「ファミリーマート」実験店を都下狭山で開く。イトーヨーカ堂が米サ
ウスランド社と提携し，現セブンーイレブン・ジャパンを設立。
「セブンーイレブン」1暑店が東京江東区で闇くe
ダイエーが「ローソン」1畳店を豊中市に開く。
セブンーイレブンが100店達成。
山燐製パン（「サンエブリー」），関東スーパーが進出。
西友が「ファミリーマート」事業部を発足。圏分が都内で1号店を開く。
セブンーイレブンが東証上場。霧印乳業（「ブルマート」）が進出。
ジヤスコ．ユニー　長崎麗のスーパー各社が1号店を開く。セブンーイレブン
が1．000店達成。
セプンーイレブンがPOSシステム蒜入。
マイショップなど中小チェーンの経営低迷がしだいに表囲化。
セブンーイレブンが26000店達成。
ファミリーマートが東証上場，1．000店達成。セブンーイレブンが3．OOO店達成。
ファミリーマー一トが台湾企業と提携し現地で店舗展開。ローソンがPOSシス
テム導入。
ローソン．サンチェーンが合併．ダイエーコンビニエンスシステムズが挺生。
am〆pmが都内で1尋店を開く。セブンーイレブンが米サウスランド社ハワイ
事業部を買収eファミリーマートがPOSシステム導入c，
ファミリーマート，ミニストップが韓国企業に技術システム儀与。セブンーイ
レブンが4．000店達成。
イトーヨーカ堂グループが米サウスランド社買収。
トップマートなど中小チェーンの撤退が表面化。
ニコマート倒産．ブルマートとam／pmが提携。ミニストップが東証上場。セ
ブンーイレブンが5，000店達成。
セブンーイレブンがイトーヨーカ堂を抜き．経常利益が小発業界で日本一。
セブンーイレブン．ファミリーマートなど既存店の亮上高が前年割れ。
6－5－2　コンビニエンス・ストア統計
年 1975 1982 1985 1988 1991 1994
商業統計
店舗数 一 『 18，436 24，811 31，305 48，405
販売額Qoo万円） 一 一 2345，2483．784D796，984，6088335279
同シェア　（％） 皿 一 2．3 3．3 4．9 5．8
FC協会
チェーン数 一 一 24 40 54 50
店舗数 一 ｝ 7，419 1L61719，107 20522
販売額（100万円） 一 一 863，7531375ρ35a187，3544，502，772
同シェア　（％） 一 一 0．8 L2 23 3．1
業界推計
店舗数 2，000 18β00 2835035，980 42，116 45，207
出所）矢作敏行「コンビニエンス・ストア略年表」「コンビニエンス・ストア統計」鈴木安昭・
　　　関根孝・矢作敏行縮『マテリアル商桑と流通〔第2版〕』有斐閣．1999年，110，111頁．
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　コンビニエンス・ストアがわが国で成功を収める要因は，24時間営業に代表される長
時間営業とPOSシステムやEOSといた新技術による店舗・商品管理ももちろんではあ
ったが，スーパ・一一・一と同様に，アメリカ合衆国から導入したそのコンセプトやテクノロジ
ーをわが国の消費者の特性に合わせて変化させたことにあった。すなわち，POSシステ
ムないしはEOSなどの新技術を利用した多頻度・即時配送システムや在庫管理システム，
個人消費をターゲットにしたインスタント食品やお弁当類などの即時摂取可能な食品
中心の品揃えにより，わが国消費者の町の冷蔵庫として展開したことで，従来わが国に
あった「飲食料品小売業者」とか「身回り品小売業者」といった分類によっては捉えら
れない小売形態となっていったのである。
　しかしながら，かつて「業種分類」として分類・識別しようとしていた小売分類方法
が適合せず，「業態」という用語を生み出すようになった要因は，これだけではないと
考えられる。その3つめの要因がチェーン・オペレーションである。わが国にチェーン・
ストアが発足するのは，第二次世界大戦前のことで，高島屋の「均一チェーン」がその
代表格であるとされている31）。しかしながら，この高島屋「均一チェーン」は，店舗
数を106店舗にまで拡大したが，第二次世界大戦で崩壊してしまったのであった32）。
その後いくっかの小規模なチェーンが出現はするが，それは戦前からある，いわゆる“の
れんわけ”の域を越えないものや，流通構造に変化を及ぼすほどには成長しないボラン
タリー・チェーンや消費生活協同組合のようなものであった。したがって，わが国で本
格的にチェーン・ストアが展開するのは，1960年代のスーパーマーケットの出現と成
長によるものであるとする見解が多い33）。
　スーパーマーケット・チェーンは，高度経済成長の環境変化を利用し，アメリカ合衆
国のチェーン・ストア理論を導入して飛躍的に成長した。そしてその後，専門店や割賦
百貨店，百貨店などにもチェーン・オペレーションが導入され，わが国にも，さまざま
なチェーン形式の企業が生まれるのである34）。それまでの・のれんわけ・・が基本的には
独立店舗として開業し，仕入や営業方法は，個別に管理されていたのに対し，これらチ
ェーン・ストアは，チェーン・オペレーションに基づき本部の仕入部門が集中的に仕入
を行ってコスト・ダウンを図り，店舗管理やマーチャンダイジング・販売管理も本部の
戦略および政策を反映する方式を採用したのであった。これにより，各店舗の品揃えや
マーチャンダイジング・管理方法も大きく変化し，拡大していった。そのために，旧来
の小売業分類では対応できない店舗が生まれたのであった。また，かつての「業種」に
よる小売業分類は，独立小売店をその対象としていたために，セントラル・バイイング・
システムや本部の戦略による出店・マーケティング活動を展開したこれらチェーン・ス
トアが，どの「業種」に分類されるかを判断できなくなってしまったということができ
るのではないだろうか。
　そして，このチェーン・ストアの取り扱いをさらに複雑にしたのがコンビニエンス・
ストアであった。コンビニエンス・ストアの多くは，フランチャイズ・システムを採用
したフランチャイズ・チェーンである。フランチャイズ・システムがわが国に導入され
るのは，1963年で，ダスキンと不二家がほぼ同時期に開始したとされるが，それが本
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格化するのは，マクドナルド社やセブンーイレブンが参入する1970年代であった35）。
　フランチャイズ・システムは「ユニークな事業形態に属する原型もしくは様式を開発
し，展開するフランチャイザーが，その商品もしくはサービス，あるいはそれらを通じ
ての事業機会ならびに権利を，契約を通じて僅かな対価でフランチャージーに与える垂
直的マーケティング・システムの一形態である。通常，ブランド，トレードマーク，特
許権，版権あるいは広告資材の使用およびその他，法律的に保護された製品，方法，名
称，その他ユニークなマーケティング技術をフランチャイズ・パッケージとして提供し，
当事者間の継続的関係を維持するものである36）」とされ，それまでにはない新しいコ
ンセプトで店舗を管理し，展開するものであった。とりわけ，マクドナルド社やセブン
ーイレブンで採用されているサービス・フランチャイズのシステムは，本部機能がその
主たる事業を展開するのではなく，本部はそれら事業の仕入・販売などの管理やノウハ
ウとブランドなどを所有し，提供するだけの企業形態を採っており，従来の小売業の概
念とは大きく異なるものであったと言うことができる。
　このため，コンビニエンス・ストアは，前述のように，店舗の品揃えやマーチャンダ
イジングといった個々の店舗の営業ないしは管理形態が従来の分類に適合しなかっただ
けでなく，その実態自体がかつての小売業分類では類別・把握できない形態であったた
めに，それらを包含する，何か新しい名称ということで「業態」という用語が使用され
るようになったのではないかと推測できる。
　「業態」という用語が使用されるのは，上述のように，スーパーマーケットが“スー
パー”に変化し，急速に拡大し始め，そしてコンビニエンス・ストアがわが国で発展を
し始めた，1970年代から80年代にかけてなのである。
　この後，わが国には，SSDDSやウエアハウス・ストア，ホームセンター，オフ・プ
ライスストア，ハイパー・マート，カテゴリー・スペシャリスト（キラー）などといっ
た，ますます旧来の小売業分類では捉えられない，新しいコンセプトの小売業が参入・
展開し，「業態」というあいまいな用語が，ますます重宝に使用されるようになってい
ったのである。
第2節　現代の「業種」　「業態」論の問題点とわが国小売業分類枠組みの
　　　パラダイム・シフトの方向
近年のわが国の「業種」　「業態」問題を取り扱った代表的な文献としては，大阪市立
大学教授の石原武政氏が，日本商業学会の機関雑誌『流通研究』第2巻第2号（1999年，
9月）に寄稿した「小売業における業種と業態」という論文がある。
　同氏は，問題の所在として「“業種”は，伝統的に小売業の様態を記述する重要な概念
であった。＿＿それに対して，ほぼ1980年代頃から，“業態”という概念が多用されるよ
うになってきた。商業統計によれば，周知のように，1982（昭和57）年をピークに，
わが国の小売業は急速な店舗数の減少期を迎えた。そこで特徴的であったのは，常時従
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業者数が4人以下の零細小売業の圧倒的減少であるが，業種的にみても，伝統的な日本
産業分類の枠を超えるような動きが強くあらわれた。すなわち，激減するのは，食品小
売業（具体的には，野菜，果実，鮮魚，生肉，乾物など）に代表される素材型の小売業
であるのに対して，“各種’あるいは“その他”などに分類される小売商や製造小売業はむ
しろ商店数を増加させる傾向にあった。伝統的な意味での業種の壁が希薄になり，新た
な小売業の台頭がみられるのではないか。おそらく，そのような“期待感”をこめてであ
ろう。そのころから，“業種店から業態店へ”といったかけ声が広く聞かれるようになり，
これが小売業者に対する現実的なメッセージともなった」と述べ，「業態」が多用され
るきっかけとなったのが，1982年以降に急速に減少した零細食料品小売業者の建て直
し，あるいは現実を受け止めさせるためのメソセージとしての広がりであるとして，そ
のために，　「業種」　「業態」が不明確なままで今日まできたという主張から，　「業種」
「業態」を商業論の基礎理論と関連させながら分析する手がかりを探りたいという立場
で当該論文を展開している37）。
　またこの論文において，同氏は，　「業種」による小売形態分類を商品分類コードに基
づく小売形態分類であると考え，この商品分類コードを商業者が商品を取り扱うために
必要な情報または技術から生まれた基準であり，それは膨大な種類の商品をいくつかの
似かよった商品群に商品を分類し，取り揃えるための「固有の取り扱い技術」であると
して，「この商品の取り扱い技術の類似性に基づいた階層的な分類が，商品の分類コー
ドとして一般的に受け入れられるとき，それは“業種分類”と呼ばれる。それゆえ，業種
分類は商品の物理的属性を含む取り扱い技術の類似性に基づく分類基準であり，社会的
に広く受け入れられた分類コードである。そして多くの商業者が技術の臨海点に基づい
て取扱商品を決定するようになれば，この臨海点が分類コードの中でもひときわ需要な
い実を持つようになる。原理的に見る限り，業種分類はどこまでも階層的でなければな
らないが，臨海点の階層だけが浮かび上がって，独特のコードとして意義を主張する。
それが一般的に“業種”とよびならわされているものであるが，より正確には代表的階層
の業種とも言うべきなのであろう」と述べている38）。
　一方，　「業態」については，　「業種」を支える技術的基盤としての“商品取り扱い技
術”を「①商品の物理的属1生にかかわるもの，②商品を媒介とした商業者と消費者のイ
ンターフェイスにかかわるもの，③その商品を取り扱う経営上の知識と技術にかかわる
もの」という3つの次元で捉え，　「3番目の革新的経営技術が出現し39），その新しい
技術が関連し合い，それが新しい小売経営を構想させるとき，それらは，技術の臨海点
を動揺させ，新しい小売業者を支える技術となりうる。というよりも，いくつかの新し
い技術が革新的な経営者の中で新しい小売業者を構想させ，その中に総合させていく。
このとき，全く新しいコンセプトのもとに，新しい技術に支えられた小売業者が誕生す
る。この新しいコンセプトと技術の総体が業態であり，それを具体的な小売業として体
現するのが業態店である。それはもはや従来の技術に規定された業種の境界に制約され
ないかもしれない。いま，この新しい業態を支えるものとしてまとめあげられた技術を
総称して業態技術とよぶとすれば，先に示したようないくつかの新しい技術は，業態の
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芽として位置づけることもできる」として，「業態」いう用語が使用されるようになっ
た，ないしは「業態」という概念を規定する要因をPOSシステムやEOSといった先進
的な技術であり，それは，取扱商品のひろがり，設定する商圏のひろがり，多店舗化に
ついての姿勢生産機能への係りという4つの側面から理解されうると述べている40）。
図表6－6　「業種」を支える技術的基盤とその内容
「業種」を支える技術的基盤
①商品の物理的属性にかか
わるもの
②商品を媒介とした商業者
と消費者のインターフェイ
スにかかわるもの
③商品を取り扱う経営上の
知識と技術にかかわるもの
内　容
伝統的な業種分類において最も重要視されてきたものであり，野
菜，鮮魚，肉といった商品の物理的属性にその根拠をおくもの。
商品そのものの物理的特性に大きな差異がある場合に，それはし
ばしば異なった取り扱い技術を必要とする。
商品に対する加工処理や商品知識が含まれる。商業者が消費者と
取引を目的として相対した場合に必要とされるサービスおよび
加工技術ならびに商品知識。
需給状況を観察し，予測し，的確に発注するといった商業者の一
連の判断と作業に関係した経営上の知識と技術。これには，POS
システムやEOSなどの経営革新技術が含まれる。
出所）石原武政「小売業における業種と業態」日本商業学会編『流通研究』第2巻・第2
　　号，1999年，7－8頁より，筆者が作成．
石原氏の議論は，基本的には「業種」が「何を取り扱うか」であり，　「業態」が「い
かに取り扱うか」いった問題から出発し，このあいまいな問題を解決することを目的と
して，「業種」と「業態」の問の区別を明らかにし，「業態」という概念を規定する要
因を導き出すことで，その目的を果たそうとしたと言うことができよう。
石原氏の主張するように，「業種」が，品揃えおよびそれに付随する商業者の知識と
加工技術を基に分類・理解され，　「業態」は，革新的経営技術と，それに伴う取扱商品
のひろがり，設定する商圏のひろがり，多店舗化についての姿勢生産機能への係りに
よって分類・理解されるということについては，筆者も異論を唱えるところではない。
しかしながら，氏の議論では，革新的経営技術を導入して，取扱商品のひろがり，設定
する商圏のひろがり，多店舗化についての姿勢生産機能への係りをもたない小売業者
は，「業態」には入らないことになりかねない。「業種」に属している小売業者であっ
ても，POSシステムや共同配送といった経営技術を取り入れている商業者もあり，これ
をもって「業種」と「業態」を区別することは，十分ではないと言わざるを得ない。ま
た，同氏の提案する分類基準を用いて「業種店」と「業態店」を区別したからといって，
「業種」「業態」問題は，解決することになるだろうか。さらには，同氏の提案する分
類基準ないしは枠組みは，翻って考えてみると，「何を売るか」「いかに売るか」をと
いう枠組みを超えるものではなく，むしろそのあいまいな基準を支持しているようにさ
え思われる。
POSシステム・EOSなどのハードの部分や共同配送システムなどのソフトの部分を組
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み合わせた経営技術が進化すれば，小売業者の取扱商品が広がったり，マーチャンダイ
ジング能力が高まることは当然であり，それにより，かっての取扱商品中心の分類基準
（業種分類）に適合しなくなってくることは先にも指摘した通りである。確かに，革新
的な経営技術を取り入れられなかった小売業者は，いずれは市場からいなくなってしま
う可能性は高いであろう。しかしながら，そのような経営的新技術を取り入れていない
小売業者も厳然として市場に存在することも事実なのである。また，E．　Brand＝S．　C．
Hollanderのアコーデオン理論41）が示唆しているように，これら経営革新技術を取り
入れつつも，コンビニエンス・ストアのような幅の広い品揃えではなく，より専門化し
た品揃えを志向する小売業も出現してきていることも確かである。このような観点から
見ると，石原氏の「業種」　「業態」に関する議論も，これまでの「業種」「業態」問題
を解決する指針とするまでには至っていないように思われる。
　ここで，．再度「何を売るか」「いかに売るか」というこれまである程度受け入れられ
てきた「業種」と「業態」に対する分類形式を検討してみよう。
先に挙げた田島義博氏の文献によれば，以下のように整理されている．42）。
目本標準産業分類における小売業の種類
　（当該書籍の表は，経済産業省の『商業統計』とは多少異なるが，内容がほとんど一致してい
ることから，省略させていただき，本表については，図表6－2の6－2－1表を参照のこと）
業態に基づいた分類基準と小売業の種類
　（イ）店舗の有無
　i　店舗小売業
　i　無店舗小売業　　a）通信販売業　　b）訪問販売業　　c）自動販売業
　　d）露天商　　　　e）行商人
　（ロ）人的サービスの有無
　i　サービス小売業
　且　セルフサービス小売業 ??????? ー ?? ??? ??? ー?????? ??（（ッ???゜胆
ﾐ憎????????
?????）?ー???
?（?????????????（??
?? ???????…????
b）複数店舗小売業（9店舗以下）
リージョナル・チェーン
　　　　　　b）酒・調味料小売業
　　　　　　d）その他
業（スー　一マーケットなど）　　b）その他
その他各種小売業
　この田島氏によって示された日本標準産業分類による分類（「業種」分類）も田島氏
が行ったと考えられる「業態」よる分類も，一見してかなりの矛盾があるように思われ，
どの小売業をどの分類に入れて捉えればよいのか解りづらい。「何を売るか」で分けて
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いる「業種」による分類であるはずなのが，百貨店が「各種小売業」として分類されて
いる。百貨店は，文字どおり，何でも売っているから“百貨店”と呼んだのではないだろ
うか。また，「各種小売業」というのも，他の小売業の「何を売るか」という枠に収ま
らないので，枠外として付け加えているようにも思われる。さらに，その他の「何を売
るか」という分類形式も「58家具・建具・じゅう器」のところに「583陶磁器・ガ
ラス器小売業」や「584　家庭用機械器具小売業」が入っていることや，　「59　その他
小売業」の部分も，本当に「何を売るか」に基づいているのかといった疑問が残る。
　一方，田島氏が行った「業態」に基づいた分類は，一面だけを捉えることによっては
分類困難である進化・複雑化する小売業を複数の視点から小売業を分類しようとするも
のであり，アメリカ合衆国のセンサスの分類に近く，研究者としての方向性ならびに意
識が反映されていることが伺える。
　しかしながら，この田島氏による分類もまた，あまりに多くの視角を与えたがために，
分類としては不十分なところが生まれていることに加えて，「いかに売るか」に基づい
た分類であるということになれば，疑問に思わざるをえない部分もいくつかある。例え
ば，「店舗の数」や「法人格の有無」というのが，「いかに売るか」にどのような関係
をもつのであろうか。また，　「（二）商品構成の広がり」については，　「i　単一部門
の小売業」というのは，いわゆる「業種」による分類と非常に類似しており，「li複
数部門小売業」のスーパーマーケットなどと「iii多数部門小売業」との違いが現代的
には当てはまらないのではないかという疑問が出てくる。
やはり，変化・発展の著しい小売業をある特定の分類規準で分類しようとすることは
大変困難であるということがわかる。であるとするならば，「業種」あるいは「業態」
という用語にこだわる理由がどこにあるのであろうか。
　この「業態」の問題については，1980年代に愛知工業大学教授（明治大学名誉教授）
の徳永豊氏が，その著書『流通マン入門再入門』　（ダイヤモンド社）で次のような言明
を述べている。　「最近，とくに小売業界や小売業界に関係するコンサルタントの間で，
あるいは新聞・雑誌で，さらには一部の研究者の間で“業態”という用語が無批判に使わ
れている。（中略）ある新聞記者に，この業態の概念について質問したことがある。そ
の記者が答えていわく，“飲食店”といえば業種分類の形態であって，これを“外食産業”
といえば業態となると，また酒店といえば業種だが，これを“コンビニエンス・ストア”
といえば業態となる。同じ論法で文具店が“ホビー・ショップ”，自転車店が“野外スポ
ーツ店”，菓子・パン屋が“サンドウィッチ・ショップ”，衣料品店が“ブティック”，家具
店が“インテリア・センター”，食料品店が“スーパーマーケット”になれば，それらはす
べて業態であると。もちろんその場合，名称の変更が即，業態であるのではなく，店舗
形態などの要素を加味した経営方法上の特徴をもった経営形態を表現するものでなけ
ればならないというのである」43）。
　このように，「業態」という用語については，その始まりからあいまいかつ不明確に
使用されてきたことがわかる。しかしながら，同氏が指摘するように，またこれまで検
討してきた各研究者が議論するように，そこには変化する消費者に合わせた経営形態あ
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るいは経営技術などの，それまでの「業種」とは違った何らかの革新があったことは伺
える。しかしながら，それだからといって，このようにあいまいな用語をあいまいに使
い続けることを，われわれが無批判に受け入れてよいのであろうか。仮に，「業態」い
う用語を使い続けるならば，　「業種」との関係をはっきりさせるか，あるいは「業種」
という用語で分類していた概念をすべて「業態」いう用語に置き換え，「業態」という
用語にそれなり．の定義を与えることが必要になるのではないだろうか。そうでなければ，
このどのようにして生まれたか明確でない「業態」という用語を使用することをやめ，
他に新しい分類基準ないしは分類枠組みを作ることが必要となっているのではないだ
ろうか。
　　　　　　　　図表6－7　わが国における主要研究者・団体の「業態」認識
分類 主要研究者名i西暦年号） 概念（定義づけ） 備考
?????
日経流通新聞27＞
@（1976年）
「店舗の営業政策のタイプ」であり，この
ﾗ分化は，主に競争の激化と消費者行動の
ﾏ化から進むと考えられる。
n．の性格ももつ。
（を
ﾌ重????????? 中小企業庁凋
@（1979年）
「個別の小売業者が，他の小売業者と競争
?ﾓ識したとき，それと差別化しうるよう
ﾈ統一・一のとれた戦略体系」。???
鈴木安昭氏29）
@（1980年）
「具体的な小売経営の場である店舗におい
ﾄ，小売業の経営者が採用し，実行する経
c戦略を総合したものに付した名称」。
「小売形態」「小売業態」
?ﾙぼ同義として前者
?g用。H．の性格も? もつ。
「経営管理や経営組織といった企業の裏舞 「小売形態」：この小売
矢作敏行氏鋤
@（1981年）
台ではなく，直接消費者と触れる店舗・販
рﾆいう表舞台に立脚した吊：新」であり，
ｬ売市場において店舗・販売形態の類型と
業態や経営形態を含む
烽ﾌ。H．の性格もも
ﾂo
して識別される。
業態の規定要素として，市場ニーズをはじ 1．とH．の両グルー
小西　滋人氏コ1，
@（1981年）
めとする環境条件に見合った機能的要素の
I択と，経営諸資源的条件の整備による効
ｦ経営とを含む総合的経営戦略が併せて要
プに属する，
求されている。
H 「営業形態ltype　of　operation）」を指し，1．の性格ももつ。
公正取引委員会：拙 店舗の態様取扱商品の種類，販売政策，消等
?ﾖﾒの
（1981年〉 一般消費者の購買意識の差異により規定さ
黷驕B
ま対
ｽ応ﾍをs重
日本小売業協会；3
@　α982年）
「消費者の購買習慣の変化に対応した小売
ﾆ者の営業形態」とし，業種とは異なり，
ﾁ費者志向的分類である。
場視
Wす 「消費者ニーズ，購買便宜．購買動機を探 1．の性格ももつ。的る
ﾌ説??鈴木　孝氏3斗）@ヒq982年）
索し，それを具体的にさまざまな経営政策
ﾅ提示していく主体的な営業方法・経営方
@．またはかかる方法による分類（方法）．
?驍｢は．かかる方法をもつ小売形態」。
中田　僑哉氏：｝5，
@q984年）
「小売業のあるべき方向，つまり，経営方
?ﾆしてのターゲットという考え方が全面
ﾉ出ているもの」、
「形態」は単なる分類用
黶B
P．の性格ももつ。
? 「経営方式およびそこで用いられる経営上 「業態」＝「小売商業形
???向山雅夫氏lll～1
@（1986年）
の技術・操作方式等に関して共通性をもっ
ｽ小売商業機関の集合概念」であり，具体
Iには百貨店・スーパーマーケット・コン
態」として規定。
の ビニエンスストアなどを意味する。
壽泓?
商業統計 文章によって概念規定はしていないが，実 分類用語として使用。
（一） 態に即して数字での定義づけをしている。
出所〉大橋正彦著，前掲書，11頁．
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図表6－8　小売業の類型パターン
　　　　第1のパターン
コンセプトと技術
????
性
出所）徳永豊著『流通マン入門再入門」ダイヤモンド社，1980年，296頁。
　この問題に関して徳永豊氏は，1980年代にすでに，小売業の形態開発における新しい
視点として1コンセプトとオペレーション技術の拡張と適用，2消費者のニーズと欲求
の変化に視点をおいた評価，3競争構造の変化に基づく差別的有利性の視点からの評価，
という3つの座標軸を使って，次のような分類パターンを提言している44）。
上に示された図表は，上述の3つの座標軸を基に，1コンセプトとオペレーション技
術の適用を中心として，2と3の関係をパターン化している。これによると，第1のパ
ターンは，コンセプトとオペレーション技術の拡張と適用の可能性が高くて，消費者の
ニーズと欲求の創造の可能性が高く，かつ，差別的有利性が顕著であると認められる場
合で，第2のパターンは，コンセプトとオペレーション技術の拡張と適用の可能性が高
くて，消費者のニーズと欲求の創造の可能性が低く，かつ，差別的有利性が顕著である
場合，そして，第3のパターンは，消費者のニーズと欲求の創造の可能性が高く，コン
セプトとオペレーション技術の拡張と適用の可能性が低く，かつ，差別的有利性が低い
場合であり，第4のパターンは，そのいずれもが低い場合である。
　この類型に従えば，新しい小売形態の開発可能性が高いのが第1のパターンで，第2の
パターンは，新しい小売形態の開発可能性があるが，消費者の需要動向の関係から開発
のタイミングを図らなければならない。また，第3のパターンは，新しい小売形態の開
発可能性は少ないが，既存のマーケティング活動を改良することを示唆するものであり，
第4のパターンは，開発可能性が，ほとんどないということになるのである。
　この他にもいくっかの分類機軸が考えられるであろうが，筆者としては，ともかくさ
しあたり，「業態」という用語を使うことを改め，まずは小売業形態分類の原点でもあ
る小売マーケティング・ミックスあるいはマーチャンダイジングを基礎とした分類から
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一定の新しい方向を探り出すか，そうでなければ，小売先進国であるアメリカ合衆国の
先に提示した研究者およびセンサスの分類形式を一時利用して，さらに進化・発展し続
ける小売業に適合した分類枠組みを，小売業形態と環境の変化とともに，その都度視角
ないしは機軸を変更して対応するといった形式を取るか，徳永豊氏の案ように，テクノ
ロジーや消費者の動向・商品形態の変化に耐えうる複数の視座を提供し，修整を試みつ
つ分類図式を整理していくのが望ましいのではないかと考える。
いずれにしても，現代商品流通ないしは現代マーケティングにおいて，さらに重要性
を増し，これからさらに進化・発展を続けるであろう小売業を分析するための用具であ
る分類図式に，より明確で，新しいパラダイムが求められていることには変わりはない
と言えるだろう。
結びと課題
以上本章では，小売業における「業種」「業態」問題について，そのあいまい性がど
のような背景からできあがり，そしてなぜそのようなあいまい，かつ定義も不安定な用
語が，使用され続けているのかといったことについて，複数の研究者の過去における分
類の方法やアメリカ合衆国の事例，あるいは小売業に「業態」という用語が出現する歴
史的な経緯などを，そしてそれら「業種」「業態」を取り扱った近年の研究者の見解を
検討することを通じて，その問題点の明確化，および問題の解決の糸口を模索してきた。
幾度となく述べているように，消費者にもっとも近い地位にあり，たえず環境の変化
にさらされ，製造業者や卸売業者の変化をすべて受け入れ，もっとも変化を必要とされ
る小売業を，ある特定の枠組みをもって分類することは大変困難であることには違いは
ない。また，変化の激しい状況下では，目標あるいは定義は，あいまいであるほうが変
化に対応しやすいといった見解も存在することも確かである。しかしながら，この「業
種」「業態」という用語，とりわけ，「業態」に関しては，変化に対応するためのあい
まい性を求めたために出来上がった用語であるとは言いがたく，どのように使用するか
といったことも明確でないまま漠然と使用され続けてきた感が否めない。
時代はもはや21世紀に突入し，今後ますます商品も多様化し，消費傾向も変化すると
考えられる小売業界で，既存の概念では捉えられない新しい小売形態が出現することは
必至である。次世代の研究または次世代の小売業者のためにも，この変化に対応できる，
あるいはまた，現象をより的確に把握できる枠組みをつくることが求められているので
はないだろうか。そのためには，われわれ研究者ないしは関係政府機関などが，これま
での問題を整理し，あいまいな態度で臨むのではなく，次世代に続くための何らかの明
確な手立てを打つことが社会・経済に対する1つの責務であるということを再認識する
ことができた。
本論考は，問題の洗い出しと理解，そしてパラダイム・シフトのある種の方向性を模
索することにとどまったが，今後さらなる研究に努め，より明確，かつ具体的な枠組み
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作りを行うことが重要であろう。
　〔注〕
1）大橋正彦著『小売業のマーケティング』中央経済社，1995年，13頁．
2）坂本秀夫著『現代流通の解読』同友館，2001年，110頁．
3）徳永豊著『アメリカの小売業の歴史に学ぶ』中央経済社，1990年，1－4頁．
4）田島義博著『日経文庫　流通機構1の話』日本経済新聞社，2000年，82－83頁（原文の
「です・ます」調を筆者が「である」調に修正）．
5）加藤（1995）は，加藤司「日本的流通システムの構造変化」大阪市立経営学会『経
営論集』第46巻・第1号，1995年，池尾（1997）　（1999）は，池尾恭一「小売業の発展」
田島義博・原田英夫編『ゼミナール流通経済入門』日本経済新聞社，1997年，池尾恭一
『日本型マーケティングの革新』有斐閣，1999年を指しているものと思われる。
6）石原武政「小売業における業種と業態」日本商業学会編『流通研究』第2巻・第2号，
1999年，2頁．
7）深見義一著『商業学』春秋祉昭和24（1949）年，111頁．論文の都合上，原文の旧
漢字および仮名遣いを当用漢字・新仮名遣いに筆者が修正して引用していることをお断
りしておく。
8）三浦信著『小売マーケティングの展開』千倉書房，1976年，5－6頁．
9）久保村隆祐著『商学通論』同文舘，1995年，42頁．
10）北島忠男・大野勝也・江田三喜男著『流通総論』白桃書房，1981年，247頁．
11）大橋正彦著，前掲書，7－10頁．
12）p．Kotler，　M｝4RKETING／14AAIA　GEMELZVT　8肋璽Prentice　Ha11，1994，　pp．558－
564．
13）M．Levy，　B．　A．　Weitz，　Rθta17ing　Managemen　t　3rd’ed，　Irwin／McGraw－Hil1，1998，
pp．28－56。
14）lbid．，　pp．33－51．
15）　Ibid．，　pp．52－56．
16）大橋正彦著，前掲書，12－13頁．同書本文中では，「小売形態」と記した部分は，「業
態」となっているが，文脈の関係から，筆者が「小売形態」に変換した。
17）同上書，13頁．
18）わが国の商業の始まりがいつであるかということに関しては，未だかなり議論の余
地があるが，本稿では久保村隆祐（横浜国立大学名誉教授）氏の見解を支持し，「貨幣
を媒介とする売買取引が行われて，商人が仲立ちするようになった一久保村隆祐著『商
学通論』同文舘，1995年，21頁一」時点を商業の始まりとした。
19）鈴木安昭・田村正紀著『商業論』有斐閣（有斐閣新書），1993年，13頁．
20）矢作敏行「小売業の発展」鈴木安昭・関根孝・矢作敏行編『マテリアル　流通と商
業〔第2版〕』有斐閣，1999年，98頁．三浦信稿，4頁，神保充弘「第1章　百貨店の日本
的展開とマーケティング」28－29頁，マーケティング史研究会編『日本流通産業史』同
文舘，2001年ほか．
134
21）佐藤肇著『日本の流通機構』有斐閣，1979年，43－44頁，または石原武政・池尾恭一・
佐藤義信著『商業学』有斐閣，1994年，145－146頁など．
22）鈴木安昭・田村正紀著，前掲書，156－157頁．
23）神保充弘稿，マーケティング史研究会編，前掲書，27－30頁．
24）三浦信稿，マーケティング史研究会編，前掲書，5頁．
25）石原武政・池尾恭一・佐藤義信著，前掲書，145頁．
26）佐藤肇i著，前掲書，44頁．
27）実際には，高島屋が1931年に試験的に均一店チェーン・ストア（「（俗称）テンセ
ン・ストア」）というバラエティ・ストア・チェーンを展開し，1941年には店舗数106，
従業員数2，172名，層売場面積39，178m2にまで達していた。しかしながら，これは飽く
までも試験的導入であったので，小売構造に大きな変化を与えなかったことに加え，太
平洋戦争に突入する際の戦時配給統制下，事実上消滅していった。一三浦信稿，マーケ
ティング史研究会編，前掲書，6頁一．
28）田島義博著，前掲書，56頁．
29）同上書，56－57頁．
30）矢作敏行「小売業の発展」鈴木安昭・関根孝・矢作敏行編，前掲書，110頁．
31）鈴木安昭・田村正紀著，前掲書，159頁．
32）同上書，159頁．
33）同上書，159頁．久保村隆祐著，前掲書，62頁．マーケティング史研究会編，前掲書，
12頁など．
34）同上書，159頁．
35）懸田豊「フランチャイズ・チェーンの主要統計」鈴木安昭・関根孝・矢作敏行編，前
掲書，130頁．
36）徳永豊著，前掲書，197－198頁．
37）石原武政著，日本商業学学会編，前掲論文，1頁．
38）同上論文，5頁．当該論文の当該頁で同氏はまた「業種」を構成する“取り扱い技術”
の説明として「商品の分類が上位階層の大分類であれば，分類が細かくなるにしたがっ
て異質性も小さくなり，やがては無視しうる程度のものとなる。例えば，食料品と衣料
品との問の取り扱い技術の差異は，青果物と鮮魚の差異よりも大きく，青果物と鮮魚の
差異は野菜と果物の差異よりも大きい。さらに同じ野菜でも根菜と葉菜では異なった取
り扱いを求めるが，同じ根菜のじゃがいもとタマネギ，人参となれば，技術的な差異は
ほとんど無視しうるであろう。この取り扱い技術の異質性は，それが一定の限度を超え
ると，販売集中の原理に技術的な制約を課す。いま，この“一定限度”を技術の臨海点
とよぶとすれば，この臨海点を越えてまで取り扱い技術の異質性を高い商品に集中し
て取り扱うことは，商業者にそれだけ余計な不可をかけることにならざるをえない」と
述べて，販売集中の原理は，需要側と供給側からの要因によって作用範囲を限界づけら
れ，このために全体の商品を取り扱って，それのみを専門的に取り扱う商業者が成立す
るのだとしている一同論文，5－6頁一。これに関しては，筆者がその内容が理解できない
部分がいくつかあることと，記述に矛盾を感じる箇所があったことから，同氏が使用し
ている本文の“取り扱い技術”という用語を正確に理解していない部分もあるかもしれ
ないことをお断りしておく。また，本文中で用いられている“臨海点”は，おそらく，“臨
界点”の誤植ではないかと考える。
39）本文の内容を筆者が要約して，加筆。
135
40）同上論文，8－10頁．
41）S．C．　Hollander，“Who　Does　the　Work　of　Reta丑ing？”Journal　OfMarkθtillg，
Vol．28，　No．3　（July），pp．18－22．
42）田島義博著，前掲書，40－50頁．
43）徳永豊著『流通マン入門再入門』ダイヤモンド社，1980年，290－291頁．
44）同上書，295－296頁．
136
第7章
現代アウトソーシング戦略とアウトソーシング・マーケティング
　1990年代に入って，アウトソーシング（outsourcing）という言葉が頻繁にビジネス
界で用いられるようになった。アウトソー一一一シングという言葉は一般的に，「外注」ある
いは「外製」という意味で用いられ，近年になってビジネス界だけでなく研究論文等に
おいてもよく見かけるようになってきたが，その概念自体は必ずしも新しいものではな
い1）。
かつて，経営学あるいはマーケティングの研究，およびビジネス界において競争優位
性またはコスト・リーダシップを獲得するための大きな課題の1っであったのは，原材
料や半製品の仕入・転売，製造された製品の消費者に送達するための流通に掛かる物流
コストと同時に，それに纏わる取引コストの問題であった。この取引コストを削減する
ことこそが，競争市場において優位な地位を築ける重要な要因であると考え，研究者た
ちは取引コストを削減する方法として，垂直的統合あるいは水平的統合といった市場の
内部化ないしは資本市場を内部組織に転化するという理論を展開した。そして一方，多
くの企業が資材調達・流通チャネルの垂直的統合または多角化された事業を事業部制組
織を用いて管理するといった取引コストを削減する行動を採ったのであった2）。
　しかしながら，1980年代の中ごろに，高度に垂直的に統合された状態は，高コストの
設備投資，管理費用などを取引コストの削減によって吸収することができず，必ずしも
収益的ではないとする研究結果が示されたり3），また実際に高度な垂直的統合を採用
したアメリカ合衆国その他の先進国の企業が業績不振に追い込まれたりもした。他方，
事業部制もセクショナリズムや人事の硬直化，短期的視点による行動，組織面での重複
事業部間での競合などの問題が指摘され，必ずしも収益性が高い戦略選択および組織構
造ではないという見解も根強い4）。
そのような状況において，アメリカ合衆国では80年代の後半から，わが国では90年代
に入って，バブル経済の崩壊で露呈したわが国の過剰生産能力と高コスト体質による国
際競争力の低下などにより，アウトソーシングが注目を集めるようになった。事実，80
年代の後半から90年代を通じて高い業績を上げているナイキ（Nike）社は，その製造
およびマーケティング・システムの80％以上が，アップル・コンピュータ（Apple
Computer）社は，製造・部品の70％がアウトソーシングによるものである5）。
　このように現代大きくクローズ・アップされているアウトソーシングではあるが，上
述のように，かっては，“外注”は外部不経済を発生させる，あるいは高い取引コストを
伴うということから，有効な戦略選択ではないとされていた。では，なぜナイキ社やア
ップル・コンピュータ社が好業績であるのか，企業を立て直すための手段としてなぜア
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ウトソーシングが有効であるとされるのか。
本章では，そのような問題の解明，すなわち，アウトソーシング概念の再検討および
現代アウトソーシングの特徴ないしは現代アウトソーシング戦略を検討することを通
じて，企業戦略行動においてアウトソーシングを採用した場合の成功の鍵となる要素な
らびにアウトソS－一一一シング・マーケティングの方向性を探求していくことにする。
第1節　アウトソーシング概念とその有効性
アウトソーシングは，make　or　buyの意思決定において後者のbuyを選択した場合，
すなわち，内製か外製か（部品ないしは完成品を企業自体が持っている設備またはテク
ノロジーを用いて自社内で生産するか，外部の供給業者から調達するか）の意思決定で，
自社内で生産する代わりに，外部の供給業者から調達する，または生産を外部の企業に
委託することである。
make　or　buyに関する意思決定は，必ずしもある特別な場面あるいは状況で起こる意
思決定ではなく，日常の業務または仕入・販売活動においても頻繁に行なわれている意
思決定であるが，それが全社的な，ないしはその事業の戦略的な活動に関わる場合，非
常に重要な決定になる。例えば，ある企業がmakeの決定をした場合を考えてみよう。
その企業にとってのプラス面は，「①取引コストが削減できる，②仕入（資材・部品調
達）・販売活動における機会損失が減少し，確実な供給が保証される，③在庫・保管業
務を中心とする物流業務のスムーズな調整が可能になる，④生産部門・研究開発部門と
販売およびその他の部門との調整が進み，技術開発能力が高まる，⑤高いコスト・パフ
ォーマンスにより，高い参入障壁が築ける，⑥自社内にテクノロジーおよび問題処理の
ノウハウなどの情報資源の蓄積がなされ，それが高い戦略的能力を生む6）」などとい
ったことが挙げられよう。マイナス面としては，「①自社内で部品あるいは製品の生産
設備または流通センター・倉庫などを構築しなければいけないので，高い設備投資費用
が必要となる，②組織・設備の規模に応じた管理費用が生じる，③セクショナリズムに
よって管理・調整コストが上昇する，④仕入・販売の経路が限定される，あるいは企業
規模が肥大化することによって柔軟性が失われる，⑤資材および部品の調達経路，販売
経路が決まっていることから，製造工程だけでなく，バイヤーや販売員などの専門的知
識ないしはスキルが必要でなくなる（失われる），⑥企業外部の情報が入りにくい，⑦
部分最適化と全体最適化の間でのトレード・オフが生じる7）」などが考えられる。
一方，buyを選択した場合のプラス要因とマイナス要因は無論makeを選択した場合
の逆であるが，その中でも問題視されるのが「取引コスト」と「情報の蓄積がなされに
くい，あるいは情報の流出が差別的優位性を築く妨げになること」である。とりわけ，
「取引コスト」は，企業の総費用を増大させ，競争市場において競争劣位を生じさせる
重大な要因であるとされる。0．E．　Williamsonは，この「取引コスト」に注目し，不確
実性および複雑性と情報の偏在性，少数性，機会主義，および限定された合理性，そし
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て取引に纏わるさまざまな特有の関係ないしは表面には現れにくい灰色的な関係ある
いは状況，すなわち，その取引に満足を得るかどうかという状況を“雰囲気”と表現し，
それらが，取引コストを高める要因であるとしている8）。
　このmakeとbuyの双方のコスト負担の程度，一例えば，流通センターを自社内で建設
し，設備を整え，人員を雇用・訓練し，給与を支払い続けることと，その都度卸売業者
を利用することで取引コストを負担するか，自社製品の取引に掛かった取引コスト分を
価格に転化するための価格コントロール権を取引相手に委譲することとの間で，仮に10
年というスパンで考えた場合，どちらがよりコストを低く抑えられるかという比較一に
おいて，よりコスト負担の低いほうを選択するといった意思決定が，make　or　buyの戦
略的な意思決定になるのである。
本章の問題提起の部分でも触れたように，このようなmake　or　buyの意思決定，言い
換えれば「市場か組織か」の選択において，かつてはmakeの方の有効性が重視された，
あるいは，makeの方がより収益的であると判断され，さまざまな企業が事業や販売チ
ャネルのmake（内製）または買収により内部市場の構築を図ったのであった。
　しかしながら，市場およびテクノロジーなどの環境の急速かつ大きな変化，あるいは
組織の肥大化などによって内部組織のマイナス面がプラス面を相殺し，凌駕してしまう
ような状況が1980年代の後半に入って出現したのである。すなわち，取引コストの削
減，確実な供給，市場よりも効率的であると考えられた物流機能，部門間の密接な関係
による製品開発力，高いコスト・パフォーマンスによる高い参入障壁といった優位性が，
多角化や垂直的統合による企業組織の肥大化とテクノロジーや環壌の急速な変化によ
って機能しなくなったのである。機能しなくなったばかりでなく，アメリカ合衆国では，
1970年代後半からの双子の赤字と1980年代に入ってからの日本企業の進攻，わが国で
は1990年代に入ってからのバブル経済の崩壊が，肥大化した組織の弱点を浮き彫りに
したのであった。削減されるはずであった取引コストや保証されるはずであった供給，
その他内部組織化による優位性が，高まる労働賃金，労働者の賃金および待遇に対する
不満から生じるストライキや部門間の調整の不備から発生するコンフリクトによって
利益を生み出すのではなく，高いコストになり，供給は滞った。また，高いコストパフ
ォ・一・一一マンスあるいは技術蓄積によって築かれた参入障壁もテクノロジーの進展によっ
て，競合他社がそれと同等の，あるいはそれを上回るコストパフォーマンスを達成した
り，技術を容易に獲得できるようになったために，もはや参入障壁として機能しなくな
ってしまったのである。
　そのような状況下で，多くの企業が，生き残りと競争優位の確保かけて，企業全体の
コスト・パフォーマンスの見直し，事業の再編成を余儀なくされ，企業戦略ないしは組
織，あるいは事業のリストラクチャリングを迫られたのであった。
翻って考えてみると，テクノロジー（とりわけ，IT－lnformation　Technology－一）の
進展やそれに伴う環境の変化は，内部組織の経済の不効率性を露呈させたというよりも，
さまざまな企業が組織の内部化によって獲得・蓄積した技術および情報・知識・ノウハ
ウといったものを競合関係にある，ないに関わらず，他の組織あるいは個人がそれほど
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の犠牲，言い換えればコストを必要とすることなく入手することをできるようにしたと
いうことである。つまり，かつてはある特定の企業のみが高いコストをかけて内部組織
の取引や多角化などによって獲得した技術や情報・知識であったものが，それほどの投
資あういはコストを掛ける必要がなくなったこと，それに加えて，テクノロジーの進展
が，取引コストを飛躍的に低減させたということができる。それにより，makeするこ
とによる有効性をbuyすることの有効性が上回ったのである。
その他にもアウトソーシングの現代的な有効性ないしはアウトソーシングを採用す
る目的として，①高度で専門的な外部の資源やサービスを活用できる，②外部のより低
価格（低コスト）なサービスを利用することによって，人件費やオペレーショナルなレ
ベルの業務処理コストが削減できる，③人件費などの固定費を変動費に変換することに
よって，環境の変化に柔軟に対処できる，④自社の経営資源を中核業務や得意分野に集
中することができる，⑤品質および顧客向けサービスの向上に資源を向けることができ
る，といったことも指摘されている9）。
図表7－1　アウトソーシング関連ビジネス
分　　　　　　　　　類 具　　　　体　　　　例
総務・福利厚生 総務事務，運転代行，福利厚生サービス，寮・保養所管理，
ﾐ員食堂，秘書代行
経理・財務・法務・広報 経理事務，特許出願手続，広報業務，マスコミ対応業務，
ﾌ用情報提供業務
人　　事　・　人　　材 人事管理，給与計算業務採用業務，アウトプレースメン
g，人材派遣，人材教育
経　　営　　企　　画 経営コンサルティング．市場調査
情　報　サ　ー　ビ　ス システム開発，コンピュータ運用・保守，OA機器メンテ
iンス，ホームページの作成．情報提供
営　　　　　　　　業 顧客データベース管理，ダイレクト・マーケティング，ア
tターサービス・メンテナンス．サポートセンター
販　　　　　　　　　売　販売．集金，店舗企画・運営
製　　造　　関　　連　試作品製作，生産工程請負，品質検査開発・設計請負
物　　流　　関　　連 サードパーティー・ロジスティクス，物流センター，配送
ﾆ務，在庫管理，受発注業務，棚卸
金　　融　　関　　連 決済事務，債権回収，IR（投資情報提供）
施　　設　　関　　連 総合ビルメンテナンス，清掃サービス，警備・セキュリ
eで一サービス，施設運営
他の専門サービス 海外業務支援通訳・翻訳，医療付帯業務廃棄物処理，
Cベント企画
通産省ホームページ「Outsourcing　Direct（，ry」
出所）「アウトソーシングの動向と雇用への影響」『ハートの経済情報』（1999年6月），第
　　　・勧業銀行，http：／／www．dkb．co．jp／houjin／report／keizai／199909／9906－1．html
140
図表7－2　1996年の労働者派遣法改正に伴う人材派遣業務
? ?、??』???????
ソフトウエア開発
機械設計
放送機器等操作
放送番組等制作
事務用機器操作
通訳・翻訳・速記
ファイリング
調査
財務処理
取引文書作成
デモンストレーション
添乗
建築物清掃
建築設備運転・点検・整備
受付・案内，駐車場管理等
???
規
L　添乗（10号の修正）
2．研究開発（14号）
3．事業実施体制の企画・立案（15号）
4．図書の製作・編集（16・」6S－）
5．広告デザインq7号）
6．インテリアコーディネーター（18号）
7．アナウンサー（19号）
8．OAインストラクション（20号）
9．テレマーケティング営業（21号）
10．セールスエンジニァ（22号）
11．放送番組用の大道具・小道具（23号）
出所）“JOHO　KYOTO”　KYOTO　MEヱ）IA　STATION，　No．268，　February，　1998，
　　http：／／www．joho－kryoto．or．jp．
第2節　現代アウトソーシングの特徴とアウトソーシング・ビジネス
前項でも述べたように，現代のアウトソーシングはテクノロジーの進展により，かっ
てのmake　or　buyの意思決定におけるbuyの選択以上の意味を持ち，幅広く活用されて
いる。その活用分野は，製造業の部品や半製品・製品だけでなく，情報技術を媒介にし
た人材派遣やソフトウエア開発などの多岐にわたっており，いわゆるアウトソーシン
グ・ビジネスの売上高も増加傾向にある10）。
　このように多様化，変化している現代アウトソーシングであるが，その現代的な特徴
ないしはアウトソーシングを採用する要因となるものには，どのようなものがあるか。
現代的な特徴の1つとして，バブル経済崩壊後，さまざまな企業が事業の再編・見直
しを迫られ，その一環として，アウトソーシングによりコストを削減する方向を見出し
たという動きが見られる。アンダーセン研究所の犬上二三雄氏は，このリストラあるい
は人員削減によるコスト削減を目的としたアウトソーシングを「リストラ型」と呼び，
業務プロセス・リエンジニアリングと密接に関係した形でアウトソーシングを利用する
もの「BPR（Business　Process　Reengineering）型」として，現代アウトソーシングを
分類している11）。そして，後者の「BPR型アウトソーシング」は，業務の再構築ある
いは見直しと情報システムのアウトソーシングを平行して実行していくタイプであり，
業務の再構築および設計のフェーズに合わせて，段階的にアウトソーシングを実行して
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いくというアプロL－一一チを採るものであり，この「BPR型」を採用した企業は，単に業務プ
ロセスの改善だけでなく，その後の運営を通じて継続的にパートナーの保有する最先端
の業務および経営スキルを活用することができると説明している。
またもう1つの現代のアウトソーシングの特徴を類型化した例として，都立科学技術
大学の島田達巳氏の枠組みを挙げることができる12）。同氏は，現代のアウトソs－一一シン
グを「請負型アウトソーシング」と「戦略的アウトソーシング」に分け，従来型の主に
コスト削減のために部品や半製品および製品を外注するタイプのアウトソーシングを
「請負型」，そして事業拡大ないしは新規事業への進出などを目的として，より専門性
の高いアウトソーシングを追求するタイプを「戦略的アウトソーシング」としている。
図表7－3　アウトソーシングの分類例
請負型アウトソーシング 戦略型アウトソーシング
1．目的 効率性，コストの削減
Xペースの削除など
有効性，新規事業進出
幕ﾆ拡大・縮小など
2．受託先（ベンダー）の戦略 運営の代行 専門特化
3．受託先（ユーザー）の戦略 周辺業務の委託 コア・コンピタンス強化
4．費用対効果 算出可能 算出困難
5．対象 ハードな資源 ソフトな資源
出所）島田達巳「ネットワーク21：No．93特別寄稿」1999，
　　htt：〃www．toriton．or．°／mura2／jcenter／net21／rep＿93／kikou＿2．htm
　しかしながら，上述のいずれのアウトソーシングの捉え方あるいは類型も，コスト削
減と専門性を求めてアウトソーシングを採用し，それにより業務の効率化あるいは簡素
化を目指したものであることには変わらず，それは従来の製造業者が行ってきた“外注”
または“外製”と目的・方法をそれほど異にするものではないように思われる。
　したがって，現代アウトソーシングを一義的に理解・類型化することは難しいが，こ
れらの見解を基に，本項の議論の目的のためにあえて類型化するならば，事業の再編・
見直しを目的として，アウトソーシングによるコスト削減に重点を置くタイプのものを
「リストラ型アウトソーシング」，活用可能な分野・部門に積極的にアウトソーシング
を利用して，削減できた分のコストを自社の得意分野あるいはコア・ビジネスに展開し，
競争優位を獲得するこどを目指すタイプのアウトソーシングを「戦略展開型アウトソー
シング」と捉えることができるだろう。
　もともとわが国の企業は，アウトソーシングの比率が高く，GE社やフォード社の外
注率が30％に満たないのに対して，トヨタ，日産，ホンダといったわが国の自動車メー
カーの外注率は，70％近くにまで及んでいる13）。これはわが国特有の下請生産シス
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テムとそれを支えた政治・金融システムにその要因をみることができるが14），実際は
そればかりでなく，そうした下請生産システムを，いわゆる“中間組織15）”として大手
企業が積極的に利用したことも，わが国の企業の外注率が高い理由であると言える。そ
のような理由に加え，本稿の冒頭部分および本項でも述べてきたような要因により，現
代のわが国にはアウトソーシングという用語に関係した企業の数は，実に多い。例えば，
インターネットの検索サイトであるInfoseek　Japanで「アウトソーシング」を検索する
と，22，000件以上ヒットする。その内の約1／3が個人情報であると考えたとして，
18，000件以上が企業のまたはそれに関係するアウトソーシング情報である。これには現
代用いられているアウトソーシングという言葉の多義性，カタカナ用語・カタカナ職業
好きの日本人の特性も関係しているであろうが，やはり企業のリストラクチャリングや
産業の再編，業界標準ビジネスの問題，そしてIT関連事業を中心とする折からの世界的
なベンチャー・ビジネス・ブームが大きな原因になっていると思われる。これらのビジ
ネスのどれだけが生き残り，そしてどれだけが消え去っていくかは判らないが，いずれ
にしても，アウトソーシングを戦略的に理解・展開できる企業ないしはビジネスが生き
残る可能性が高いと言えるだろう。
第3節　戦略的アウトソ「シングの本質と競争優位性
現代企業戦略には主に2つの特徴的な方向が見られる。1っは，定義可能な卓越性を達
成し，顧客に対してユニークな価値を提供することのできる「中核能力（core
competence）」のセットにその企業自身の資源を集中すること，そしてもう1つは，か
つてはいかなる企業にとっても伝統的に必要不可欠であると考えられた多くのテクノ
ロジーおよび活動を戦略的にアウトソースする動きである16）。例えば，前出のナイキ
社とアップル・コンピュータ社の場合は，次のようである17）。
ナイキ社は，世界で最も巨大な運動靴メーカーであるが，ナイキ独自の“ナイキ・エ
アー”と呼ばれる重要な技術的なコンポーネントを除いては，そのシューズの生産・製
造の100％すべてがアウトソーシングである。アスレチック・フットウエアは，製造お
よびマーケティングの両方のレベルにおいて高度な柔軟性を要求する技術・ファッショ
ン集約型産業である。ナイキ社は，スポーツ産業における，おそらく最高のマーケティ
ング情報システムを用いることによって，研究開発などの事前製造活動およびマーケテ
ィングに関する事後製造活動に集中し，最大限の価値を創造している。またナイキ社は，
そのマーケティング・プログラムの広告の部分でさえもアウトソーシングすることによ
って，フットウエアだけでなくスポーツ産業全体へと多角化し，成長しっづけている。
一方，アップル・コンピュータ社は，アップルEの市場導入には自社の能力でマイク
ロチップや外装，モニター，ケーブル，キーボードなどを製造するのは最良の策ではな
いと考え，その製造コストおよびコンポーネントの70％をアウトソーシングした。アッ
プル社は，デザインをフロッグデザイン社（Frogdesign），プリンターを東京電機，そ
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してマーケティングの重要な要素さえもレジス・マッケナ社（Regis　McKenna）から
アウトソースしている。アップル社は，その内部資源を自身のApple　DOS（disk
operating　system）とアップル製品にユニークな外観と雰囲気を作り出すマイクロ・ソ
フトウエアのサポートに集中している。またアップル社は，アップルHの顧客に高度に
ユニークな機能性を提供するのに必要なソフトウエアを開発するために独立ソフトウ
エア開発業者に設計技術を公開している。競争優位性を高め，広範囲にその限られた資
本を有効に利用するために，アップル社は，このようにして不必要な投資を回避し，そ
の供給相手からR＆Dや技術的な専門性を掬い上げ，新しいテクノロジーを採用するた
めにその柔軟性を維持したのであった。
　この2社の事例からもわかるように，現代アウトソーシング戦略の鍵となるのは，何
をアウトソースして，そして何を「中核能力（core　competence）」と定め，いかにそ
れに集中するかである。「中核能力」を見誤って，決定的な競争優位となっているテク
ノロジーあるいはその企業独自の知識・情報，もしくはブランドを取引相手に委譲した
ならば，その企業は間違いなく市場から消え去るであろう。一方，逆の意味で「中核能
力」を見誤ったならば，すなわち，自社内でmakeする能力および資本を調達できない
のにアウトソースする機会ないしはパートナーを獲得できなかった場合，やはりその企
業は，コスト面だけでなく情報収集能力，製品開発能力，市場展開能力などのさまざま
な面で競争優位性を失うことになり，敗退していくことになる。
　しかしながら，いったい「中核能力」とはどのようなものであるかというと，明確に
見えてこない部分があり，「中核能力」を的確に定めるといっても，それもまた容易で
はないという見解も少なくない。多くの文献では，「それは“鍵となる能力”である」と
か「重要なテクノロジーやパテントである」とか，あるいはまた，「競争優位性を生み
出す源泉である」とか「企業独自の能力である」「戦略的な駆動力となる」などと表現
されているが，不明確な表現であることには変わりはなく，やはり“これが”という明確
性に欠けると言わざるを得ない。
　このことについて，J．　B．　Quinn＆F．　G．　Hilmerは，「“コア”というコンセプトは，管
理者が，企業のどの活動が実際にユニークな価値を創造する，あるいはし得るのか，そ
してどの活動をより効果的に外部からbuyできるのかということについて非常に注意
深く考えることを要求する。成功した企業と不成功に終わった企業の例の両方を注意深
く研究することによって，より効果的な中核能力が見えてくる18）」と述べ，企業が集
中すべき，あるいは保持すべき「中核能力」の要素として「①製品または機能ではなく，
技術（skill）ないしは知識，②柔軟で，長期的な基盤（適応あるいは進化の可能性のあ
る），③適正な数，④価値連鎖においてテコとなるユニークな源泉，⑤その企業の支配
可能な領域，⑥長期わたって顧客にとって重要とされる要素，⑦組織のシステムにしっ
かりと組み込まれること」を挙げている19）。それらを纏めると，以下のようである。
①　製品または機能ではなく，スキルないしは知識
　製品や生産，エンジニアリング，販売，財務といった機能は，たとえそれがパテン
　トなどの法的な保護の下にあっても，代替品ないしは代替機能に容易に取って代わら
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れてしまう。それに対して，スキルや知識に基づいた製品あるいはサービス・デザイ
ン，テクノロジー・クリエイション，顧客サー一一一ビス，ロジスティクスといった活動を
含む能力は，サービスないしは製造において最も高い価値を創造し得る。管理者は，
このような持続可能な競争優位を実際に創造する知的スキルおよびマネジメント・シ
ステムに十分な注意を向ける必要がある。
②柔軟で長期的な基盤
　多くの企業が製品志向的なスキルの特定の領域に焦点を絞ることを目指しているが，
実際の課題は，顧客が時を越えて価値があると認める領域において継続的に優位を占
めるスキルを築き上げることである。しかしながら，問題は，管理者があまりに狭く
特定の製品に集中することを選択した場合に発生する。そうなると，もはやそのスキ
ルは柔軟性を欠き，顧客にとって魅力的なものでなくなってしまう。柔軟なスキルの
セットとコンスタントで敏感なトレンドに関する再評価は，成功するための中核能力
戦略の鍵である。
③　適正な数
成功している多くの企業は，最も重要な価値連鎖の中の2つないしは3つの活動に
焦点を絞っている。作業が複雑になり，たくさんの細かな活動で相手を凌駕しようと
する機会が増殖すると，管理者は，その価値連鎖におけるすべての活動でそれらがベ
ストではないと思うようになる。したがって，集中する活動は，管理者あるいは担当
者が集中することのできる適正な数であるべきである。
④価値連鎖においてテコとなるユニークな源泉
　効果的な戦略とは，その企業が独自に充足することのできる市場の不完全性，知識
のギャップの存在する場所，および知的資源における投資が高度にテコとして反映さ
れる場所を探し出すことである。すなわち，高度に競争的な市場において，独自の知
的優位性および収益性を創造することのできる，より深い知的基礎を開発することが，
価値連鎖において成功のテコとなる源泉になる。
⑤その企業の支配可能な領域
戦略における本当の焦点は，いかなる競争相手よりも選択された領域で身を結ぶた
めにより多くのパワーを結集する能力を意味する。つまりそれは，選択された市場地
位における特定の製品ないしはサービスをサポートする価値連鎖内の要素すべてを
所有し，管理することを意味する。しかしながら，現代においては価値連鎖における
すべての活動を所有・管理することは不可能である。したがって，企業はその価値連
鎖内の顕在・潜在的競争相手ないしは供給者の活動に対して，自社の中核能力が何で
あり，何を選択すべきかを理解し，選択された中核能力を他の競争相手ないしは供給
業者のそれとベンチマークする必要がある。それにより，企業は戦略分析の基盤を産
業分析的視点からすべての供給業者のある活動を通した能力の水平的分析に変更す
ることができる。
⑥長期にわたって顧客にとって重要とされる要素
積極的に顧客の価値連鎖を分析することにより，企業は最も低いコストで，最も効
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　率的に活動を特定化し，顧客に提供することができる場所（領域）を明らかにするこ
　とができるようになる。そして，そのような活動は，新市場ないしは新しい産業をも
創造する機会を提供してくれる。
⑦　組織のシステムにしっかりと組み込まれること
　持続可能な中核能力は，1人は2人のスターに依存するものではいけない。中核能
力は，価値観組織構造，管理システムといったものを含む広く定義された企業シス
テム内で形成されなければいけない。それら中核能力は，企業のリクルーティング，
　トレ・一・一・ニング，マーケティング，イノベーション，モチベーション・システム，ある
いは多角化管理の方向などといった活動から成り，これらのシステムは，持続的な優
位性の中心となるのである。
　このようなことから，現代企業の中には，短くなったテクノロジー・サイクルを戦略
構築の段階で考慮要因として組み込み，新しく得られたブレークスルーないしは新しく
生み出されたテクノロジーは，できるだけ早い段階で業界にリークし，自社よりも低コ
ストで生産可能なパートナーを見つけ出すことによってコア・コンピタンスを見分け，
それに集中しようとしている企業も現れ始めている。これによってそのテクノロジーが
業界にいきわたり，他社の製品や他の産業に転用可能なようにモジュール化されたなら
ば，それがデファクト・スタンダードとなり，競争他社をもパートナーとして押さえ込
むことのできる競争優位になるのである。このために重要となるのが，パートナー管理
能力である。
M．Useem＆J．　Harderは，中核能力に集中し，アウトソーシングを有効に活用する
ためには，管理者のリーダシップ能力（1eadership　capabiities）が大きな役割を果た
すことを指摘し，その中でも①戦略的思考一（Strategic　thillking），②調整能力（Deal
making），③パートナーシップ統治能力（Partnership　governing），④変化管理能力
（Managing　change）の4つの能力が極めて重要であるということを，1997年から1998
年にかけての25社一54人の管理者インタビューから導き出している20）。そして彼ら
は，その後のアメリカ合衆国主要企業の管理者423人からの追加インタビュー調査によ
る研究から：
　①　戦略的思考一競争優位を高める，あるいは改善する方法としてアウトソーシング
　　　を採用するか，しないか，いかにして採用するのかといったことを理解し，決定
　　　するのに必要不可欠であり，とりわけ，必須であるものとそうでないものを見分
　　　ける能力，競争優位を識別する能力が重要である。
　②　調整能カー外部の供給相手から的確なサービスないしは活動を獲得し，内部の管
　　　理者にそれらを採用し，活用してもらうためにネットワークを創造するのに必要
　　　な能力であり，中でも，将来を見据えること，企業を保護・掩護すること，自社
　　　の欠点を克服することに重点を置いて，調整を図ることが重要である。
　③　パートナーシップ統治能カーアウトシーシングの相互関係性を効果的に管理す
　　　るために，パートナーとの固い結束を築き上げることが大切であり，お互いの関
　　　係を育成すること，リレーションシップ・スキルを発見することがその鍵を握る。
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　④　変化管理能カーアウトソーシングは，企業に変化をもたらし，リストラあるいは
　　　職業の喪失と繋がりやすいために，しばしば他の従業員や管理者からの反発に遭
　　　うことがある。ある状況では，労働組合のストライキなどにより操業に大きな打
　　　撃を受けるか，ときには組織自体が変化してしまうこともある。アウトソーシン
　　　グ・プロセス管理者は，このような変化に対応する能力を備えておくことが必要
　　　とされる。
ということを指摘している。
　さらに，「アウトソーシングのリーダーシップにおけるこれら側面的能力（Laterally
capabilities）を獲得することは，いわゆる単純なアウトソーシングを越えた戦略的活
動にとっても重要である。．、．（中略）＿われわれの研究から得られた4つの個人的能力
と2つの組織的能力を構築することは，アウトソーシングだけでなく，ジョイント・ベ
ンチャー，チーム構築，そしてさらに一般的なレベルでは，企業を通じた管理者のリー
ダーシップ全般を促進する21）」と述べ，それらの有機的結合（図表7－4）と「①アウ
トソーサーと供給業者との間の文化的相違を前もって橋渡しすること，②相互の関係の
先頭に立って諸活動の訓練を積極的に行うこと，③組織間の情報と専門知識を集約的に
交換すること，④目標基準を利用した成果を基礎に置いた価格設定とインセンティブ，
⑤相互関係を構築するチームの公式化」がベスト・プラクティスに結びつくとしている
22）。
図表7－4　アウトソーシングの成功のためのリーダーシップ
個入のリーダーシップ
業務に対して向けられる，
される個人的な資質。
戦略思考
調整能力
パートナーシップ統治能力
変化管理能力
または育成
組織のり一ダーシップ
リーダーシップをより効果的にするた
めに組織に変換される。
責任を委譲する。
プロセスの簡素化。
管理レベルの提案
成果説明義務
t
オフィスのパワー：地位に基づく権威
報酬のパワー：雇用，任命．昇進，昇級を与える能力
制裁のパワー：批判，返還，降格，戒告を与える能力
予算のパワー：承認、修正，削減，再配分する能力
出所）M．Useem，　J．　Hader，“Leading　Laterally　in　Company　Outsourcing，”　Sloan　Management
　　Review，　Winter，2000，　p．34，
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　このアウトソーシングをより効果的に活用するためのアウトソーシング・プロセスの
管理者の重要性とパートナーシップの問題については，J．　B．　Quinn＆F．　G．　Hilmerも
ほぼ同様の見解を述べている。彼らは，「アウトソーシングにおけるより複雑なパート
ナー関係の有益な見本を天然資源産業や不動産・建設業界，金融・保険業界に見ること
ができる。それらの企業ではジョイント・ベンチャーや業務提携は，以前から当たり前
のことであり，それら企業の経験を分析することで，多くの企業にとって管理的調整が，
規模の拡大，多角化，そして潜在的にアウトソースされる活動のサービス志向の本質を
取り扱うのに必要なものであることがわかる。これらの中心には，（1）優れて専門的で，
高度に訓練された購買および契約の管理グループ（者）と（2）非常に高度化されたロジ
スティクス情報システムが，置かれている23）」と述べ，拡大しつつあるアウトソーシ
ング活動・ビジネスをより効率的に管理するためには，契約活動（contracting）とロ
ジスティクス活動が企業戦略レベルにまで高められることが必要であることを強調し
ている。
そしてさらに彼らは，「企業は，①顧客にとって重要かつ，その企業が世界で最も優
れている2－3の選りすぐられた中核能力を開発し，②投資と管理者の注意をそれらに注
ぎ，③その企業が最高でない，あるいは最も良くある必要がない多くの活動を戦略的に
アウトソースすることによる戦略的アウトソーシングを通じて自社の資源を有効活用
する」ことが現代企業の新しいマネジメント・アブu一チであると結論付けている24）。
結びと課題
本章では，現代アウトソーシングの特徴および現代アウトソーシング戦略の中心と考
えられる問題について検討してきたが，やはり，現代アウトソーシングの最も顕著な部
分は，IT産業の発展に帰することができるであろう。
マーケティングの分野でも，e一ビジネスの出現により，流通の各段階に大きな変化が
現れ，個々の企業もインターネットを含めた複数のチャネルを効果的に管理することが，
競争地位を確保するのに不可欠になってきている。言いかえれば，かつてのマーケティ
ングのチャネル戦略論で叫ばれたシングル・ディストリビューションからデュアル・デ
ィストリビューションへ，そしてされにそれがマルチ・ディストリビューションへの展
開どころでなく，スーパーマルチ・ディストリビューションへの対応が迫られるように
なってきている。また，ITの発達により，物流部門も大きく変貌しつつある。かつては，
自社内で物流部門を所有し，さまざまな手段により効率的な配送を考えようとしていた
ものが，輸送業者の成長・発展とロジスティクス概念の導入により，アウトソーシング
を利用した共同配送へ，そしてそのロジスティクス・システムもITを核にしたジョイン
ト・ベンチャーや業務提携により，さらに発展したトータル・ロジスティクス・システ
ムへと変わってきている。
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　マーケティング戦略全体を見渡しても，かつては個別企業のマーケティング活動にお
ける重要な競争優位性であった，パテントあるいはR＆Dもアウトソース可能な資源へ
と変化し，ナイキ社のように，企業ロゴが中核能力の源泉，すなわち競争優位性の最重
要要素になっていたりする企業も少なくない。
　しかしながら，本論考でも触れたように，アウトソーシングがすべての企業，すべて
の場面において成功のキー・ワードであるわけではないことも，いまさら言うまでもな
いことである。柔軟性はときとして統制不可能要因に，そして業界標準は，差別的優位
性の喪失に繋がり，企業内の重要なスキルが失われ，誤ったスキルが導入されたり，機
能横断的なスキルの喪失，供給業者や流通業者間のコンフリクトを低減する統制能力も
失われるリスクは，常に付きまとっていることを忘れてはならないであろう25）。
図表7－5　潜在的契約関係
高い
??????
圃定契約関係
（Retainer）
低い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　低い高い　　　　　　　　　　　　コントロールの程度
出所）J．B．　Quinn，　F．　G．　Hilmer，　L‘Strategic　Outsourcing，”　Sloan　Management　Review，
　　Summer，1994，　p．50．
企業の戦略行動は，今後さらに，ITを中心としたアウトソーシング競争一一製品・主要
構成部品のモジュール化，業界標準競争など一による業界再編や業務提携，およびさら
なるテクノロジーの発達とそれに伴う環境のドラスティックな変化に晒され，大きな波
のうねりの中で幾度となく転換・変更を迫られるであろう。それに合わせて，アメリカ
合衆国をはじめとする諸外国の大学，およびわが国の一部の大学も，インターネット・
マーケティングなどといった授業科目を設置したり，産学協同で新しいテクノロジー環
境への対応を図っている。アウトソーシングの概念それ自体は新しいものではないが，
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これまで述べてきたように，これらの環境の変化からアウトソーシングが変化してきて
いること，それにより企業のマーケティング活動，マーケティング戦略の開発・実行の
方向も大きく変化してきていることを鑑みれば，新たなる方向でのアウトソーシング・
マーケティングの研究分野としてのさらなる充実が求められるところである。
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第8章
マーケティング研究と事業活動における
“市場志向”に関する若干の問題点の検討
マーケティング研究において“市場志向（Market　Orientation）”と呼ばれる概念が再
確認され，多くの研究者がそれについて再定義を試み，「企業（事業）の市場志向度の
測定，およびその効果」などの研究をこぞって行い，その研究が大きく進展したのは
1980年代の末から1990年代にかけてであった1）。しかしながら，“市場志向”という言
葉自体は，それほど新しいものではなく，マーケティングのマネジリアルな研究や事業
活動においては，それ以前から使われていた2）。さらに，B．　P．　Shapiroが・What　the　Hell
is‘Market　Oriented’？，”という論文の中で「市場駆動的であること　（being　market
driven）と，顧客志向であること（being　customer　oriented），市場志向であること（being
market　oriented）との違いがどうあるのかは解らない。　（中略）市場志向とマーケテ
ィング志向とは違う。だがその違いは明らかではない3）」と述べているように，その
概念も，1990年以前には必ずしも明確に他の概念と区別されたものではなかったと言
えよう4）。
それにもかかわらず，“市場志向”という言葉が現代では頻繁に用いられ，取りざたさ
れている背景には，それまでの概念では説明できない，あるいはそれまでの概念とは
明らかに異なる有用性をその言葉ないしは概念が含んでいるからであると考えるべき
なのであろうか。それとも，マネジメント界やマーケティング研究および実務の世界で，
かつては頻繁に用いられた「リストラクチャリング」や「リエンジニアリング」，DSS
（Decision　Support　System）とかMIS（Management　Information　System／Marketing
Information　System），SIS（Strategic　lnformation　System）といった用語のように
研究者の研究上の都合や新しいテクノロジーの浸透のための都合で作り出され，それが
さらにマスコミによって別の意味付けがなされたような言葉の類なのであろうか。すな
わち，果たして“市場志向”は本当に有用な概念であり，企業が，あるいは事業者がマ
ネジメントの指針として取り入れるに足るほど，明確な定義もしくは尺度を持った概念
ないしは考え方なのであろうか。“市場志向”という言葉およびその概念は，どのように
定義され，そしてどのように理解し，事業活動に応用すべきなのかといった疑問は未だ
拭いきれないままであるとも言えなくはない。
　そのような観点から，本章では“市場志向”という言葉とその考え方を過去の代表的な
文献や研究を検討することを通じて明らかにし，また，それら研究の趣旨ないしは目的
および結果を再検討することにより，現代用いられている“市場志向”の概念あるいは定
義，尺度が事業活動の現場でどれぐらい有用であるかを考究し，それにより現代市場事
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情に適用し得る新たなる“市場志向”の視座を導き出すことを試みる。
第1節　　“市場志向”の概念と捉え方
現在，実務社会および研究者の間では“市場志向”はどのように捉えられているのであ
ろうか。2008年1月に発刊された『マーケティング優良企業の条件』　（嶋口充輝・石
井淳蔵・黒岩健一郎・水越康介著，日本経済新聞出版社刊）によれば，　「市場志向とは
情報把握，情報普及，情報反応から構成される一連の流れとして捉えることができる5）」
としている。当該書中では，　「“情報把握”とは，市場から必要な情報を収集し，使用可
能な形に整えることであり，“情報普及”とは，把握された情報を組織内に適切に蓄積し，
普及することであり，そして“情報反応”は，情報に対して迅速かつ適切に対応すること
である6）」と説明されており，またこの3っのプロセスによって構成される市場志向は，
企業の収益性や顧客ロイヤルティ，従業員のコミットメント，イノベーションの促進と
いった業績にさまざまに影響を与えるとしている7）。そして，この市場志向の組織づ
くりに必要な要素として，「トップマネジメントの関与とリスク知覚能力」「部門間ダ
イナミクス」「組織システム」を挙げている8）。これに関して，彼らが参考にしたで
あろうと思われるA．KKohli＆B．　J．　Jaworskiの“Market　Orientation：The　Construct，
Research　Propositions，　and　Managerial　Implications，”（Journal　Of　Marketing，
Vol．54（Apri1，1990））では，　FeltonやMcNamara，　Levittなどといった過去の文献
サーベイから「市場志向のコアとなるテーマもしくは支柱となる考え方は，1）顧客に
焦点を当てること（customer　focus），2）調整されたマーケティング（coordinated
marketing），3）収益性（profitabihty）であり，それは“清報（intelhgence）の生成”
と“情報の普及（伝播：dissemination）”，そして“敏感1生（反応度：responsiveness）”
から成るものである9）」としている。これについてはA．　K．　Kohli＆B．　J．　Jaworskiは1993
年に発表した“Market　Orientation：Antecedents　and　Consequence，”（Journal　Of
Marketing，　Vol．57　（July　1993））において，さらに踏み込んだ見解を提示している。
以下，このAKKohh＆B．　J．　Jaworskiの見解も含めて，いくつかの主要な研究の主張
する立場ないしは見解を検討してみることにしよう。
1．A．　K．　Kohli＆B．　J．　Jaworskiの見解（“Market　Orientation：Antecedents
　　and　Consequences”　1993）　10）
Jaworski＆Kohliは，いくつかの文献探索から図表8－1の如く，市場志向にはまず3
つの要素が関係しているとしている。そのまず第1番目が，トップ・マネジメントが市
場志向には重要な役割を果たすということである。彼らは，T．　LevittやF．　E．　Webster　Jr．
の見解を用い，「組織が顧客のニーズに対して敏感であることの重要性について，トッ
プ・マネジメントから何の明らかなシグナルがなければ，その組織は市場志向ではない。
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市場志向の重要性についてトップ・マネジメントが強調することによって，その組織の
メンバーは市場の変化にっいていくこと，その組織内での他者との市場知識を共有する
こと，市場のニーズに敏感に反応することが可能になるのである」としている。
　市場志向に関係する第2の要素には，部門横断的なダイナミクス（動態性）が挙げら
れている。部門横断的なダイナミクスにおける市場志向に影響を与える特に顕著な要素
は，部門横断的なコンフリクトであるとしている。この部門横断的なコンフリクトが市
場志向であることを妨げる最も大きな要因であり，これがゆえに市場に対する知識や危
機感が共有されないとしている。そして，この部門横断的なダイナミクスのもう1つの
影響要因が部門横断的な結びつき（connectedness）であるとしている。この公式およ
び非公式な従業員の結びつきが情報の相互作用と交換を促進すると同時に，その情報の
実際的な利用方法を促進するとている。
市場志向に関係する第3の要素は，組織構造と組織システムである。彼らによれば，
組織の公式化（formalization），集中化（centralization），部門化（departmentalization）
という3っの変数が考えられるべきであるとされ，“公式化”は，役割，権限関係，コミ
ュニケーション，規範制裁，手続きを規定するルールの程度を表わし，“集中化”は，
組織を通じた意思決定権限の移譲の程度と意思決定への組織のメンバーによる参加の
程度を表わし，そして“部門化”は，組織の諸活動が分離され，区分された部門の数であ
ると言及することができるとしている。
図表8－1　市場志向の先行研究と帰結
●強調（明確化）
●リスク忌避
　部門横断的な
　ダイナミクス
●コンフリクト
●結びつき
　組織システム
●公式化
●集中化
●部門化
●報酬システム
　市場志向
●情報の創造
●情報の伝播
●敏感性
　　従業員
●組織的コミット
　メント
●団結心
　　環境
●市場の断片化
●競争の激化
●テクノロジーの
　断片化
出所lA．　K．　Jaworski＆B．J．　Kohli，“Market　Orientation：Antecedents　and　Consequences，”
　　」・脚」卿・rh・ti・g，・V・1・57（J・ly　1993），P・55・
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2．J．　C．　Narver＆S．　F．　Slater，“The　Effect　of　a　Market　Orientation　on
　Business　Pro丘tability（1990）”による“市場志向”の捉え方11）
Narver＆Slaterは，市場志向の行動的構成要素として“顧客志向”と“競争業者
（competitor）志向”，および“機能横断的（interfunctional）調整”を挙げている。この
論文の中でNarverとSlaterは，「“顧客志向”は，標的顧客に対する継続的な優れた価値
を創造し，拡充された製品（augumented　product）を継続的に創造することができる
ように，その標的顧客を十分に理解することである」としている。また，　「販売者は，
標的購買者である中間業者のコストや収益のダイナミックな構造を理解するだけでな
く，その仲介市場における需要がどういった需要から派生するかを含めて，販売者がそ
の購買者に対して直面しているコストおよび収益のダイナミックな構造を理解してお
かなければならない」としており，さらには「販売者は，そのチャネルのすべてのレベ
ルでの経済性と潜在的制約条件をも理解しておく必要がある」と述べている。そして競
争業者志向に関しては，「“競争業者志向”は，販売者が主要な現在の競争相手と潜在的
競争相手の両方の短期的な強みと弱み，および長期的な能力と強みを理解することを意
味する」と述べ，機能横断的調整については，　「“機能横断的調整”とは，標的顧客のた
めの卓越した価値を創造することにおける企業資源の調整された統一化であり，購買者
のバリュー・チェーンにおけるすべての場所で，その購買者の求める価値を創造するこ
とができるようにすることである。それゆえに，販売者である企業のいかなる機能に属
しているいかなる個人も，購買者の求める価値の創造に潜在的に貢献するようにするべ
きである（Porter　1985）」と説明している。
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図表8－2　市場志向の関係図
顧客志向
?
業
?
競 ?
志
長期的収益
　の焦点
機能横断的
　調整
　　　　　　　　　　　　　標的市場
出所）C．　Narver＆S．　F．　Slater，‘The　Effect　of　a　Market　Orientation　on
　　Business　Pro且tability，”Journal　ofMarheting，　Vol．54（October　1990），
　　P．23．
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3．B．　P．　Shapiroの場合（“What　the　Hell　is‘Market　Oriented’？，”Harvard
　　Business　Re　vie　w　（Nov・Dec　1988））12）
B．P．　Shapiroの“What　the　Hell　is‘Market　Oriented’？”における市場志向に関する見
解も，概ねNarver＆Slaterと同じである。しかしながら，市場志向であるための顧客
情報の収集方法とその精度に関しては，　「最も効果的にその情報を利用するためには，
顧客情報は，市場調査，販売，マーケティングなどの機能を超えて移動し，R＆D研究
者やエンジニア，製造部門の人々といったすべての企業の機能に浸透しなければならな
い」として，市場志向であるためには，市場・顧客情報の共有化が重要であることを強
調している。
また，優れた企業では管理者は，すべての入手可能な市場調査レポートにアクセスし
たり，顧客のレスポンス電話などの情報を積極的に聞くようにはしているが，それだけ
では不十分であると述べている。上級管理者は，重要な顧客のところへは直接足を運び，
自分たちの製品を販売している小売業者や消費している消費者に会って，話を聞くこと
が必要であるとしている。
　さらに，「おそらく，販売員および技術的なサービスに従事している人々は，進化す
る顧客のニーズについてよく知っている。製造やR＆Dの人たちは，彼らと一緒に仕事
をすることによって，製造可能な製品をデザインすることができるだろう」と述べ，市
場志向であるためには顧客と直接接している現場の担当者の意見や感覚が反映される
ことが必要であることを指摘している。マー一一一一ケターにとって，自己満足的な，あるいは
独り善がりの“市場志向”はとても危険なことであり，恐れるべき敵であるとも述べてい
る。
4．G．　S．　Dayの見解13）
G．S．　Dayは，その著書ThθMarket　Driven　Organiza　inon　・’Understanding，
Attracting．　and　Keeρing　Valuable　Oustomersの中で「“市場駆動型組織（market
driven　organization）”であるためには，基本的な要素として“外部志向型の文化”“先を
読むための顕著な能力”そして“反応することを可能にする配置連関（configuration）”
の3つの要素が重要であり，これら3つの要素を結集し，浸透させていくための共有され
た知識基盤がこれらを支援する」としている。そして，これらの要素が結びついて，「大
切な顧客を理解し，惹き付け，維持する優れた能力となる」という説明をしている（図
表8－3参照）。
Dayの場合は，その著書のタイトルおよび彼の使っている言葉が「市場駆動型（market
driven）」であることから，市場志向とは若干の違いがあるという指摘もあるが，多く
の研究者がDayの文献を用いて市場志向の文献研究を行っていること，　Dayが市場志向
研究に関する第一人者であることを多くの研究者が認めていることからも検討する価
値のある見解である。ところで，Dayの見解にも市場志向の基盤となる要素として，そ
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の組織の文化が挙げられているが，この他，“市場志向”を組織学習ないしは組織文化と
して捉えて，その議論を展開している研究もいくつか存在する14）。
以上のことから，“市場志向”の捉え方，もしくはその定義あるいは要件を簡単にまと
めてみると，次のようになると思われる。
　①　“市場志向”とは，外部志向の発想を持つことであり，それは顧客志向であること
　　に加え，競争業者志向であることも求められる。
　②　“市場志向”は，外部志向であると同時に組織内部において，その外部情報やトッ
　　プ・マネジメントの思想を共有する部門横断的システムを持っていなければ機能し
　　ない。
　③　“市場志向”であるためには，組織のトップ・マネジメントの能力・姿勢およびそ
　　の関与が重要な役割を果たし，それが組織システムに結びついていなければならな
　　い。
　④“市場志向”であるためには，市場のニーズだけでなく，さまざまな情報にたいし
　　て“敏感”であることが求められる。
図表8－3　市場志向の諸要素
顧客
　　　　　　　　　　　　諸要素の配概関連
共有された　　　　　　・優れた顧客価値への焦点
知識基盤　　　　　　　・構造とシステムの一一貫性
　　　　　　　　　　・適応能力
　　　　　　能力
　　　・市’場理解能力
　　　・市場関係構築能力
　　　・戦略的思考能力
大切な顧客を理解し，
惹きつけ，維持する
能力
　　　　チャネル　　　　　　　　　　　　　　　　　コラボレーション
出所）G．S．　Day著，徳永豊・井上崇通・篠原敏彦訳『市場駆動型の組織一市場から考え
　　る戦略と組織の再構築』同友館，2005年，7頁（The　Market　Driven　Organization’
　　Understanding，∠Attracting，　andKeeping　Valuable　Cztstomers，1999，　The　Free　Press）．
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第2節　“市場志向”に関する諸研究の検討
現代の主要な研究者の定義ないしは議論から概ね上記のように捉えることのできる
“市場志向”ではあるが，実際の実務のレベルでは，果たしてどれだけの企業や事業が市
場志向であり，それはどれぐらい機能しているのであろうか。かつての「マーケティン
グ志向」や「消費者志向」のように，企業によっては“市場志向”というのはお題目であ
り，実際には組織のシステムに反映されていなかったり，“市場志向”と言いっっ，およ
そ市場志向とはかけ離れたマーケティング活動が行われているのを見かけることも
間々ある。それどころか，重要な役割を果たすことになるトップ・マネジメントが，
Shapiroの論文のように「わが社は“市場志向”である」と言いながら，本当は“市場志向”
を理解していないなどといった状況を耳にすることさえある。
　このような問題にっいて，上掲の研究者たちや，その他多くの研究者が“市場志向”の
解釈およびその成果（業績）などについて実証研究を試みている。それらの代表的な研
究を検討することにより，“市場志向”が実務社会でどのように扱われ，そしてどのよう
な成果（業績）に結びついているのかを検分することにしたい。
1．A．　K．　Jaworski＆B．　J．　Kohliの“Market　Orientation：Antecedents　and
　　Consequences，”　（1993）の研究15）
A．K．　Jaworski＆B．　J．　Kohliは，1990年の“Market　Orientation：The　Construct，
Research　Propositions，　and　Managerial　Implications，”の次のステップの研究として，
「①なぜいくつかの企業は，他の企業よりも市場志向であるのか，②市場志向は従業員
および事業成果（業績）にどのような影響を及ぼすのか，③市場志向と事業成果（業績）
との結びつきは環境要因に依存しているか」といった疑問の基に，次のような仮説を立
て，the　Marketing　Science　Instituteとthe　Dun　and　Bradstreet、㎜70刀Do71ar
Dietiollaryの1000社から抽出し，了解を得た206のマーケティング部門と187の非マー
ケティング部門に調査票を送り，222の事業単位から回答を得た（Sample　I）。彼ら
はまた，このサンプルによる結果をクロス確認するために，American　Marketing
Associationに属する会員から500の名前をランダム抽出し，アンケートを送り，230の
回答を得て（Sample　II），分析を行った。
仮説1．トップ・マネジメントが市場志向を強調すればするほど，1）市場情報（intelligence）
　　　の創造，2）情報伝播，3）組織の敏感性は高まる。
仮説2．トップ・マネジメントのリスク忌避が高まれば高まるほど，1）市場情報の創造，2）
　　　情報伝播，3）組織の敏感性は低くなる。
仮説3．部門間のコンフリクトが高まれば高まるほど，1）市場情報の創造，2）情報伝播，3）
　　　組織の敏感性は低くなる。
仮説4．部門間の結びつきが強ければ強いほど，1）市場情報の創造，2）情報伝播，3）組織
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　　　の敏感性は高くなる。
仮説5．公式化が高まれば高まるほど，1）市場情報の創造，情報伝播，反応のデザインは低
　　　くなり，2）反応の遂行度は高まる。
仮説6．集中化が高まれば高まるほど，1）市場情報の創造，情報伝播，反応のデザインは低
　　　くなり，2）反応の遂行度は高まる。
仮説7．部門化が高まれば高まるほど，1）市場情報の創造，情報伝播，反応のデザインは低
　　　くなり，2）反応の遂行度は高まる。
仮説8．管理者を評価し，報酬を与えることに対して，市場を基礎にした要因への依存度が高
　　　ければ高いほど，1）市場情報の創造，2）情報伝播，3）組織の敏感性は高まる。
仮説9．組織の市場志向の度合いが高ければ高いほど，その事業成果（業績）は高まる。
仮説10．市場志向であればあるほど，1）従業員の団結，2）従業員の組織的なコミットメン
　　　　トは高まる。
仮説11．市場の断片化が高まれば高まるほど，市場志向と事業成果（業績）の関係は強くな
　　　　る。
仮説12．競争が激化すればするほど，市場志向と事業成果（業績）の関係は強くなる。
仮説13．科学技術の断片化が高まれば高まるほど，市場志向と事業成果（業績）の関係は弱
　　　　くなる。
　この結果，先の8つの仮説については，「部門横断的結びっき」と「組織的な集中化」
の2つの要因に関係したいくつかの例外を除いて，事業の市場志向を促進することが示
唆された。例えば，「市場志向に関するトップ・マネジメントの強調の量」は，市場情
報の収集に影響を与えているらしく，また「トップ・マネジメントのリスク忌避」は，
情報の創造や伝播にほとんど影響を与えていないようだが，敏感性にはネガティブな影
響を与えているようだった。これらの結果から，彼らは，「トップ・マネジメントは従
業員に積極的に市場開発の必要性を継続的に強調するべきであり，市場開発にはリスク
はつきものであるが，トップ・マネジメントがそのリスクを保証することを嫌がったら，
顧客の選好の変化に組織は反応できない」と報告している。
また，「組織横断的なコンフリクトと調整」，および「情報の共有」については，組
織横断的なコンフリクトは情報の伝播と組織の敏感性を妨げる傾向にあり，これは，対
立する部門の個々人は市場情報を共有したり，顧客のニーズや期待を充足するために他
の部門と協力して何かを行うことをしないという仮説を支持したものになった。そして，
「部門間の結びつき」については，それが市場志向を促進する結果に繋がることが両方
のサンプルにより支持されることになったが，サンプルHでは，その「結びつき」は組
織内の情報の伝播を促進し，それが市場志向の改善に繋がっていることが解った。一方，
サンプル1では，「結びつき」は，情報の伝播には関係はないように見られるが，全体
的な市場志向には関係している傾向にあったと報告している。
　さらに，顧客満足や顧客との関係構築といった要素を基礎に従業員に報酬を与えてい
るような組織は，より市場志向的である傾向にあり，報酬システムのデザインが市場志
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向に大きな役割を果たしており，“正しい”報酬システムは市場志向，情報の収集，情報
の伝播という3つのすべての要素を促進する傾向にあったとしている。この両方のサン
プル調査の結果として，意思決定に関する「集中化」は市揚志向に対する障壁として出
たが，2つのサンプル間で多少の差異が見られた。それは，サインプル1では，　「集中
化」は，情報の伝播および敏感性についてはネガティブに出たが，サンプルHでは，「集
中化」は情報の創造に関してネガティブに出たということである。そして，　「公式化」
はどちらのサンプルでも市場志向には関係していないようであった。ルールを強調する
ことは，環境の変化に対して組織を適応的にしない。しかしながら，それが適切にデザ
インされれば，組織はそのルールをさまざまな部門が“市場の評価（market
assessment）”の充足のために機能するように用いる可能性が高いということである。
そしてそのようなルールは情報の伝播を促進したり，顧客の不満や市場変化に対する素
早い対応を求めるかもしれないと述べている。
一方，仮説の9から13の事業成果（業績）と従業員における市場志向の効果について
は，全体的に言って，その成果（業績）が判断的（judgmenta1）な測度を用いて評価
された場合，市場志向は事業成果（業績）に大きく関係していることが理解できたが，
市場シェアに関するより客観的な測度を用いた場合，市場志向は成果（業績）に関係し
ていないようだったと報告している。これについては，　「まず第1に，市場シェアは成
果（業績）の適切な指標であるかどうかは不明確である。第2に，市場志向が長年に亘
って高い市場シェアに結びついているといったような，市場シェアに対する市場志向の
効果にはラグがある可能性が高く，この研究のようなcross　sectionalな研究では捉える
ことはできない」として，成果（業績）の測定には判断的な測度を用いて得られた結果
を示している。
　これによれば，市場志向の従業員のコミットメントへの効果は，仮説が強く支持され，
市場志向は従業員と組織を結びつけるのに役立ち，市場のニーズと期待を充足すること
に対して，大きな1つの組織的な家族に属している感情を促進しているようであるとし
ている。また，市場志向と成果（業績）との関係に係る市場の断片化，競争の激化，テ
クノロジーの断片化に関する仮説の検証は，統計的には有意にならず，仮説11から13
の3つのモデーレーターのどれも支持されるものはなかったと報告している。
2．J．　C．　Narver＆S．　F．　Slaterの“The　Effect　of　a　Market　Orientation　on
　　Business　Profitability，”　（1990）16）
J．C．　NarverとS．　F．　Slaterは本論文で，それまで「市場志向に関する有効な測定基準
が存在せず，事業成果（業績）へのその効果のシステマティックな分析も存在しなかっ
た」という立場に立ち，持続可能な競争優位と市場志向との関係を検討し，“なぜ市場
志向が顧客に対する卓越した価値を最も効果的かつ効率的に生み出す事業文化なのか”
を審議し，市場志向と事業成果（業績）との間の期待された関係を，設定された仮説を
基に明らかにすることを行った。
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彼らは，　「市場志向は，顧客志向と競争業者志向，機能横断的調整という3っの行動
的要素と，長期的視点と収益目的の2つの意思決定基準を構成する1次元構造であり一な
ぜなら，先の3っの行動的要素と2つの基準は概念的に密接な関係にあるため一，5つの
要素各々は複数項目尺度で十分測定可能である。この1次元構造において，3つの行動的
要素と2つの決定基準は，概念的に密接に関係している」という仮説を立て，事業が長
期的収益を最大化するためには，その標的顧客のために継続的に卓越した価値を創造し
続けなければならないと考えた。
調査に先立ち，彼らは構成概念の有効性を確立するために，仮説として立てられた市
場志向に関係する5つの構成要素を特徴づける複数項目を開発し，それを戦略的マーケ
ティング研究の権威に関連付けを託し，項目追加してもらった。ζれにより作成された
調査票は，主要な森林製品の戦略事業単位に対して全部で440通送られ，371の回答を
得た。このうち，ミスのない完全な回答は113で，それらは，36の生活必需品事業，23
の特殊製品事業，51の流通事業，そして3つの輸出事業であった。
　この調査研究では，先に示した仮説にしたがい，従属変数をROA（relative　return　on
investment：他のすべての競争相手のROAに関連した過去から現在のその主要対象市
場セグメントにおけるSBUのROA）とし，独立変数を1）市場志向，2）二乗された市
場志向，3）買い手のパワー，4）供給業者のパワー，5）販売者の集中度，6）参入の
容易さ，7）市場成長度，8）テクノロジーの変化率，9）相対的市場規模，10）相対的
コストとして，7点尺度で測定した。
　この結果，必需品・非必需品事業の両方ともで，多少の差はあるものの，市場志向が
収益性の重要な決定因であるという本研究の仮説を支持する結果となった。また，相対
的コストについても，両方の事業分野で収益性の重要な決定因であることを示したとし
ている。すなわち，必需品・非必需品のどちらの事業でも，市場志向の高いと判断され
た事業は，高いROAを示したのであった。この他，市場成長と買い手のパワーについ
ては，彼らの予測どおり，ネガティブなスコアを示し，とりわけ必需品市場においては，
買い手のパワーは，かなり強いポジティブの係数を得た。これは，市場志向的である事
業と買い手との間には有益な関係が存在することを示しているということである。
　しかしながら，事業の規模が大きくなればなるほど，市場志向であることを示す値は
低くなり，人的資源管理についても低い値を示す傾向が見られた。この低い人的資源管
理スコアは，機能横断的な調整に関する低いスコアと結びついており，新規参入も容易
であるということを示唆した結果になった。
　総体的な結論としては，顧客志向，競争業者志向，機能横断的調整という3つの要素
は，市場志向と強く関係しており，これらは事業が市場志向であるか否かを測定する要
素としては，非常に有効な基準となり得，これらの基準を満たしている，すなわち市場
志向的である事業は，収益性も高いというのが本研究から得られた結果であるというこ
とである。
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3．R．　E．　Morgan＆C．　A．　Strongの“Market　orientation　and　dimensions　of
　　　strategic　orientation，”　　（1977）　17）
彼らは，市場志向と企業ないしは事業の包括的戦略（comprehensive　strategy）との
関係を扱った研究が少ないことに言及し，競争戦略が市場志向のための鍵となる焦点を
構成するものであるという見地に立ち，広範かつ多くの戦略マネジメントの文献を精査
し，企業の市場志向18）と戦略志向の下記の6つの側面の関係を本研究で検証した。そ
してそれにより，この領域における理解の限定された基盤を伸張させることを試みた。
彼らは，市場志向と戦略志向の次元の関係について次の6つの仮説をたて，イギリス
の中・大規模製造業から1000の事業単位をランダムに抽出し，調査を行った。調査手
法は，先のJ．C．　Narver＆S．　F．　Slaterに従い，181の有効回答を得て，分析が行われた。
回答者の多くはマーケティング部門管理者であり，マーケティングおよびビジネス開発
担当管理者とそれに類似した部門管理者がそれに次いでいた。
仮説1）市場志向は戦略志向における企業の積極性（aggressiveness）に正に関係している。
仮説2）市場志向は戦略志向における企業の分析力（analysis）に正に関係している。
仮説3）市場志向は戦略志向における企業の守勢性（defensiveness）に負に関係している。
仮説4）市場志向は戦略志向における企業の将来性（futurity）に正に関係している。
仮説5）市場志向は戦略志向における企業の先見性（proactiveness）に正に関係している。
仮説6）市場志向は戦略志向における企業の冒険度（riskiness）に正に関係している。
彼らは，これらの仮説を検証するために，市場志向の評価項目として「1）顧客への
コミットメントに焦点を当てる，2）顧客に対する価値を創造する，3）顧客のニーズを
理解する，4）顧客満足を測定する，5）販売員が競争業者の情報を共有している，6）
競争業者のアクションに迅速に反応する，7）トップ・マネジャーが競争業者の戦略を
吟味する，8）部門横断的に情報を共有する，9）各機能の中で情報が共有される，10）
戦略における機能的な統合がなされる，11）すべて機i能が顧客価値に貢献する，12）
全社的に資源を共有する」を作り，各次元について以下の表にあるような内容で質問を
した。
　この調査から，戦略的な姿勢を持った市場志向的な企業は，とりわけ市場志向と先見
性（仮説変数5）の変数間において強い関係を持つことが認められた。また，市場志向
的である企業は，企業の戦略志向の分析力の次元（仮説変数2）において，問題解決能
力や内的プロセス能力で優れていることが示されたとしている。さらに，市場志向と将
来性（仮説変数4）との相関の有意性は，市場の進化を予測し，それに潜在的に寄与す
る組織の戦略志向的な側面を持っていることを示しているとし，将来性の変数の高い企
業は，長期的な視座を持ち，市場の創造的機会を捕える能力を持っていると説明してい
る。
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図表8－4
次元
積極性
市場シェアを獲得するためには収益性を犠牲にすることがよくある。
市場シェアを増大させるために値下げをすることがよくある。
競争相手よりも低い価格を設定することがよくある。
キャッシュ・フU－一や収益性を犠牲にしても市場シェア地位を追い求めることがよくある。
分析力
異なった機能領域問で効果的な調整を強調している。
自社の情報システムは意思決定のための支援となっている。
主要な意思決定に際には，通常分析を通じて意思決定開発を行うようにしている。
複数の計画立案テクニックを用いている。
マネジメント情報と管理システムのアウトプットを利用している。
守勢性
随時，製造技術の重要な変更を行っている。
成果（業績）の監視のためのコスト管理システムをよく用いている。
生産管理テクニックをよく用いる。
品質管理サークルの利用を通じて，品質管理をすることに努めている。
将来性
将来の競争的強みを得るために，ベーシック・リサーチを強調している。
オペレーションの予測インディケータは共通している（共有されている）。
重要な全般的趨勢の公式的な追跡は共通している（共有されている）。
重大な問題に関しては“もしそうなったら（what　if）”分析をよく行う。
先見性
現在のオペレーションに関連した新しい機会を常に探索している。
常に市場に新ブランドや新製品を導入する一番手である。
市場が受け入れそうな事業に常に注意を支払っている。
ライフサイクルの後期段階でのオペレーション（操作）は戦略的に言って避けるべきだ。
冒険度
主要な意思決定をするときはむしろ保守的な見解を採用する傾向にある。
新しいプロジェクトは一括承認よりもむしろ段階を踏んで承認される。
確かな期待された収益を得られるプロジェクトを支持する傾向にある。
自社のオペレーションは概してうまくいくことが立証された方法に従っている。
出所）R．E．　Morgan＆C．　A．　Strong，“Market　orientation　and　dimensions　of　strategic
　　　orientation，”　Euroρean　Journa　1　OfMarkθtiηg，　Vol．32．　No．11／12，1998，　pp．1062，
　　　1063を筆者が修正．
一方，守勢性（仮説変数3）と市場志向との問には仮説のような否定的な関係は見ら
れなかった。また，仮説1）についても，戦略志向の積極性（仮説変数1）の次元は，仮
説に反して市場志向との関係においてネガティブな結果を示した。そして，残った冒険
度（仮説変数6）であるが，これは市場志向との関係において，何の関係も観察されな
かったと報告している。
　これにより，彼らは，　「戦略志向における企業の先見性，分析力，将来性はすべて市
場志向と関連してポジティブであり，有意である。そえゆえに，市場志向的活動および
行動は，市場の機会の先見的探索，問題解決，組織学習に対する分析的アプローチ，そ
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して長期的計画とポジショニング考慮に強く関連している」と結論付けている。また，
管理者への示唆として，「市場志向が組織によって適用される戦略志向の形態において
主要な要件であることを理解するために，優先順位が確立されることが必要である。市
場志向に相応しい活動および行動を追求することの価値を認識できない企業は，先見的
な気概に欠け，誤った方向に行ってしまう意思決定アプローチを採用したり，目先のお
よび短期的な問題に神経を注ぐことによって，競争戦略的条件において無警戒になって
しまう」と述べている。
4．　G．F．　Gebhardt，　G．　S．　Carpenter，＆J．　F．　Sherry　Jr．の“Creating　a
　　Market　Orientation：A　Longitudinal，　Multifirm，　Grounded　Analysis　of
　　Cultural　Transformation，”　（2006）19）
G．F．　Gabhardtらは，　「組織がより市場志向になるためにはいかに変化するべきか」
という論点から出発し，経度的な（longitudinal）研究として組織を“変化プロセスにあ
る”“現在変化している”“市場志向を達成している”という3っの段階に類型化し，その企
業の歴史的な変遷や現行事業に関するインタビューを通じて，それを明らかにしようと
した。彼らによれば，データ収集インタビューは，垂直的なレベルとして，その組織の
CEOから店舗販売員まで，そして水平的レベルとして，マーケティング部門から財務，
エンジニアなどのさまざまな部門にまで及び，それぞれのインタビューは少なくとも40
分以上で，70人以上から約10カ月かけて行われたとしている。
その結果，彼らは市場志向の創造プロセスは①創生段階（initiation），②再構成段階
（reconstitution），②制度化段階（institutionalization），④維持段階（maintenance）
の4段階に分けることができると述べている。
①創生段階（initiation）＿変化のための刺激が外部の脅威の認知という形で生まれ，
　不満を感じた力のあるステークホルダーが，変化のために先頭に立っ新しいリーダ
　ーを求め，舞台裏で準備を始める段階。この段階では，変化のためのプランの一環
　として，1）価値の前提と価値の伝達システム，2）コミュニケーション・システム，
　3）安全性，4）継続的な改善，5）組織的整合，6）情報テクノロジーの6つのプロ
　セス変化が始まる。
②　再構成段階（reconstitution）＿変化のためのプランの全組織的な実行が再構成段
　階である。これには1）境界設定，2）価値と規範の開発，3）市場との再結合，4）
　反対者の排除と支持者の採用，5）協同的戦略の5段階から構成される。
③　制度化段階（institutionalization）．．．組織が，インフォーマルに起こった組織文
　化的変化を制度化し，市場志向的に行動することでの成功を享受し，さらに市場志
　向的文化を保持し，高めるために明示的なシンボルおよび人工物，儀i礼などを生み
　出す。これらは，1）公式化，2）報酬の調節，3）強化と訓練，4）パワー・シフト
　といった概念に特徴づけられる。
④維持段階（maintenance）＿この段階では，従業員は「なぜ自社が変化したのか，
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　自社の成功は誰に帰されるのか」といったことについて，異なったさまざまな解釈
　をし始める。組織の市場志向的文化および業績を維持するために，組織のリーダー
　は新しいプロセスないしは行動モデルを開発することが求められる。それは，1）新
　しいメンバーの文化的スクリーニングをする，2）文化維持儀礼を行う，3）現行の
　市場結合活動を維持する，4）文化的情熱の維持継承者の起用，5）管理者の気まぐ
　れや一時的な行動に対する常時監視という市場スキーマを更新し，市場志向プロセ
　ス・スキーマを確認するための一連の作業によって高められる。
そして彼らは，　「文化的変質のこの4段階プロセスを実行することによって，組織は
市場志向を作り出すことができる。市場志向を創造することは，組織文化と組織的に共
有された市場理解の創造に対するドラマティックな変化が必要である」と結論付けてい
る。
第3節　　“市場志向”に関する諸研究についての若干の議論と事業・マーケティ
　　　　ング活動への新たなる視座
以上これまで“市場志向”に関する主要な研究をいくつか検討してきたが，これらの研
究にはいくつかの問題点があると言えよう。それは，これらの研究のほとんどが，トッ
プ・マネジメントないしは上級管理者に対しての調査であり，しかもその多くが“No”
と答えたならば，彼らの資質あるいは管理能力を疑われてしまうような質問項目もしく
は質問内容であるということである。例えば，「この事業単位では，顧客が将来どのよ
うな製品もしくはサービスを必要としているかを明らかにするために，少なくとも1
年に1度は顧客と会談している20）」とか「自社の最終ユーザー（小売業者や流通業
者などの）の購買に影響を及ぼし得る人たちとよく会見したり，彼らに調査を行ってい
る21）」といった質問が多く見受けられる。このような質問に対して，その部門の管理
者たちは，7点尺度だったとしたならば，調査票の1から3といった低いスコアに喜んで
チェックをいれるだろうか。また仮にそれらの質問に正直に答えたとしても，トップ・
マネジメントないしは上級管理者が“わが社（事業部）は市場志向である”と思っていた
り，対外的にそう公表しているだけで，部下や現場の社員はそうは考えていないといっ
たようなことはないのだろうか。
　このような疑問は，“市場志向”の鍵をなす概念についても言えることである。A．　K．
Kohli＆B．　J．　Jaworski（1993）の調査を例に採ると，“部門横断的なコンフリクト”に
関する質問で「この事業のほとんどの部門がお互いにうまくいっている22）」「複数の
部門の人々が協力しているときは，緊張感が高まっていることがよくある23）」と訊い
ていたり，“部門横断的な結びつき”に関しては，「この事業単位では，地位やランクに
関係なく話す必要がある時は誰とでもすぐに話し合える24）」「この部門の係長クラス
の管理職は，他の部門の係長クラスの管理職と打ち合わせをよくする25）」などといっ
た質問をしている。このような質問を郵送法でトップ・マネジメントないしは上級管理
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者にして，果たしてどれだけ有効な回答が得られるのであろうか。これによって，部門
間の，あるいは職位間の情報の共有度が明らかになり，それが市場志向と結びついてい
るかを測定するのは難しいのではないかと思わざるを得ないのである。
　J．C．　Narver＆S．　E　SIaterの研究においても類似したような疑問が浮かんでくる。確
かに，市場志向である企業（組織）は，その業績も良好である可能性は高く，彼らの研
究結果に異論を挟むものではない。しかしながら，2001年に破綻したMCIワールドコ
ム社は，顧客価値を創造することを社是として“顧客にフォーカス”することを追求した
市場志向的企業の代表格と言われていた企業である26）。わが国でも，“市場志向的経
営”をトップ・マネジメントが声高に対外的に叫びつつ，その後業績低迷に陥った電機
業界のN社や，近年，売上に加えて株価も低迷し，仕入業者や従業員からの評価が必ず
しも良好ではないいくつかの百貨店など，その例は少なくない。何よりも，　「ひとつ，
この仕事を通じて，お客さま全てのより豊かな暮らしに奉仕致します。ひとつ，真心を
込めて，よい品をどんどん安く売る事を働き甲斐と致します。ひとつ，人を愛し，店を
愛して，日々美しい努力を続けます」を社是としていたダイエーが破断したことが，こ
の“市揚志向”に関するトップ・マネジメントの姿勢と業績の関係の疑問を表していると
言えよう。すなわち，ダイエーの中内氏にしても，常日頃から，“顧客志向”であり“ス
テV－一一一クホルダー志向”であることを対外的には述べていた。しかしながら，顧客も市場
も彼らを受け入れてはいなかったのである。
本章で取り扱った研究において述べられているように，組織が市場志向であるために
はトップ・マネジメントが大きな，かつ重要な役割を果たすことは間違いないであろう。
しかしながら，現代企業のトップ・マネジメントや上級管理者には“市場志向”を中心に
おいた事業活動もしくはマーケティング活動を長期的な視点で組み立てるだけの環境
や条件，資質がどれだけ整っているのであろうか。
J．C．　Narver＆S．　F．　Slaterも述べているように，組織が大きくなればなるほどこの問
題は顕著であるように見受けられる。ドラスティックに変化する環境にあって，管理者
たちには短期間で業績に関する答えを出さなければならないという現状がある。そのた
め，とりわけ大規模企業の管理者たちは，組織を市揚志向に組み立てなおすとか，市場
志向的戦略の計画・遂行の基礎を作り上げるといった時問のかかる課業に取り組むのは
ますます困難になってきていると言えるだろう。また，周知のように，組織が大きくな
ればなるほど，そのシステムも複雑化するため，コミュニケーションの阻害要因も増大
する。そのような状況下では，トップ・マネジメントや上級管理者は，現場や生の市場
の情報を入手するのはかなり困難である。そうであれば，現場が持っている情報や生の
市場の情報の共有化や，組織横断的な情報の共有化は達成することのできる可能性がま
すます低くなる。したがって，その事業もしくは組織が「どれだけ市場志向か」という
ことを検証するには，トップ・マネジメントないしは上級管理者に訊いただけでは判ら
ないのではないかと思われるのである。
　この点については，先に示したようにShapiroも同様の指摘している。実際の市場で
何が起きているかは，現場の担当者がその組織の中で最も理解しているはずであるが，
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その情報を吸い上げられない，あるいは共有できない組織システムに問題があることは
言うまでもない。もちろん，組織システムを構築ないしは変更するのはトップ・マネジ
メントの裁量である。しかしながら，組織システムをうまく作ったとしても，トップ・
マネジメントが外部状況や市場の変化，組織成員の言動に敏感でなければ，そのシステ
ムは機能しないだろう。また，そのシステムが機能しているか，機能不全であるかを判
断するのもトップ・マネジメントであることが多く，トップ・マネジメントの能力，置
かれている状況如何によっては，その判断に狂いが生じることもあるだろう。
　したがって，その組織ないしは事業体が“市場志向”であるかどうかを確認するために
は，トップ・マネジメントだけでなく，文字通り市場に直接関係し，敏感に市場を感じ
取っている現場の社員や顧客に訊くことが求められるのは，ことさら言うまでもないこ
とである。ただし，ここで間違えてはならないのは，市場志向＝：顧客志向ではないとい
うことである。顧客は時として，自己の言い分や「そうあってほしいこと」を主張する
傾向が強く，顧客の言いなりになることが本当の意味での顧客志向ではないことも，数
多くの研究者や事業経験者が指摘していることであり，ましてや顧客が市場すべてを包
含している概念でないことは，本論考で述べるまでもないことである。
　またさらに，市場の捉え方として本論考で筆者が強調したい視点として，仕入業者な
いしは供給業者の視点がある。先にも少し触れたことではあるが，筆者の必ずしも多く
ない実務経験やヒアリング調査研究からではあるが，仕入業者もしくは供給業者が「望
ましい状態ではない」とか「あの会社とはできることならっき合いたくない」と述べた
ような企業は，市場から去ってしまっているか，業績不良状態に落ちっていることが少
なくないのである。つまり，“市場志向”であることにおいて考慮するべき市場は，自社
の製品ないしはサービスを提供する市場だけではないのである。仕入市場もまた重要な
市場であり，仕入市場において支持されない企業は，高品質ないしは良好な原材料や半
製品，部品だけでなく，それらに関係する情報も入手することができないことになって
しまうのである。そのような視座から“市場志向”の捉え方を再度纏めてみると以下のよ
うになると考えられる。
　①“市場志向”であるためには，市場のニーズだけでなく，市場のさまざまな情報に
　　たいして“敏感”であることが求められる。そのためには，顧客志向であり，競争業
　　者志向であり，テクノロジー志向であり，現場志向であることに加え，仕入業者志
　　向であることが必要である。
　②“市場志向”は，外部志向であると同時に組織内部において，その外部情報やトッ
　　プ・マネジメントの思想を共有する部門横断的システムを持っていなければ機能し
　　ない。
　③“市場志向”であるためには，組織のトップ・マネジメントの能力・姿勢およびそ
　　の関与が重要な役割を果たし，それが組織システムに結びついていなければならな
　　い。そのためには，トップ・マネジメントが，それについてどの程度，どのぐらい
　　の頻度で関わっているか，どれぐらいの能力を発揮しているかを診断する機能が必
　　要である。
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　④　“市場志向”であることは，大変な努力を必要とするが，そのためには「自組織が
　　どれぐらい“市場志向”であるか」を定期的に評価し，フィードバックするシステム
　　を備えておくことが求められる。
　この他にももちろん，A　K．　Kohli＆B．　J．　JaworskiやJ．　C．　Narver＆S．　F．
Slater，　Shapiroらが指摘しているような内容もしくは変数にも留意することが必要と
なるであろう。
最後に，筆者が本論でいま1っ問題としたいのは，上述の④に関わる市場志向の取り
扱い方である。それは，本章の他の部分で幾度となく触れてきたが，かなりの数の研究
者が市場志向を組織文化として取り扱ったり，議論・研究したりしていることついてで
ある。確かに，市場志向を組織文化として捉え，「組織文化を理解し，良好な状態に変
える，もしくは育てる」といった議論はある一つの方向性としては有意義な議論である
ことには間違いない。しかしながら，市場志向を組織文化として捉え，扱ったならば，
その焦点は「いかに育てるか」または「いかに変えるか」といったところに置かれるこ
とになる。そうであった場合，市場志向は戦略とは直接関係のない次元の組織文化とし
て扱われることになる。周知の通り，市場は絶え間なく，時にはドラスティックに，時
にはインクリメンタルに，そして時には思いもよらない方向に変化し続けている。その
ように変化して止まない市場を常に的確に把握し，そしてそれを組織の戦略に反映させ
ることを目的とする“市場志向”を，組織文化として取り扱ったならば，その組織の戦略
は，市場の変化に対して常に後手後手になってしまうだろう。組織は，変化し続ける市
場にできるだけ遅れず，ときにはその変化を先取りして戦略にそれを生かさなければな
らない。そのためには，市場志向は「変える」とか「育てる」といった組織文化として
取り扱うのではなく，戦略の1つの達成すべき目標ないしは進むべき方向として取り扱
われるべきである。そして，少なくとも1年に1度以上は見直される，もしくは確認され
るべき戦略の駆動要因として考えられるべきものであるということを，戦略立案者もし
くは意思決定者は十分に認識しておくことが必要であろう。
結びと課題
本章では，いわゆる“市場志向”という言葉，もしくはそれが意味する概念について，
実務家の人たち，あるいは研究者である私たちが，「どのように理解し，そしてどのよ
うに企業活動において位置づけるべきなのか」といったことを中心にアメリカ合衆国の
研究者の見解を主として内外の代表的な研究を検討することを通じて，再確認をし，概
念整理を行った。そして次に，その“市場志向”が「どのように企業社会で機能している
か」，ないしは「どのように企業・ビジネス戦略において扱われるべきか，あるいは管
理されるべきか」といったことに関する諸研究を検討することによって，現実社会およ
び事業活動における“市場志向”の考え方，および市場志向型のビジネス戦略のあり方に
ついて議論してみた。
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前項においても指摘したとおり，今までの研究においては明らかにされていない，ま
たはあいまいなままで済まされている重要な鍵となる事業戦略構築上の要素がいくつ
か残されており，それらが未解決な状態で研究が行われている現状があることが解った。
これは，“市場志向”という言葉が非常に多くの概念や関係要素を含むものであるために，
定義のしにくい言葉ないしは概念であり，捉える視点，主体によって異なることに起因
することであると考えられる。
今回の研究では，そのような問題点の提起と原因を洗い出すこと，およびそれを解決
するためのいくつかの手立ての示唆に終わったが，今後の研究では，これらの示唆を基
に実証的な研究を行うことが求められるだろう。
　〔注〕
1）嶋口充輝・石井淳蔵・黒岩健一郎・水越康介著『マーケティング優良企業の条件』
日本経済新聞出版社，2008年，22頁．
2）文献レベルではA．K．　Kohli＆B．　J．　Jaworskiの“Market　Orientation：The
Construct，　Research　Proposition，　and　Managerial　Implicatiol1，”@Journa Of
Marketing，　Vol．54（April　1990）によると，“Market　Orientation”という言葉ないし
は概念は，E．　J．　McCarthy　and　W．　D．　PerreaultのBasic　Marketing　8th　ed（1984）に
登場しているとされており，J．　C．　Narver＆S．　F．　Slaterの“The　Effect　of　a　Market
Orientation　on　Business　Profitability，”。lo　urna1　OfMarke　ting（October　1990）では，
1960年のT．Levittの“Marketillg　Myopia”にすでにその概念は登場しているとされて
いる．
3）B．P．　Shapiro，“What　the且ell　is‘Market　Oriented’？，”Uarvard　Business　Re　viθ　w
（NovemberDecember　1998），p．119．
4）現代でもそれは研究者の見解，ないしは企業の意思決定者の考え方によって異なる
部分を残していると言えるかもしれない．
5）嶋口充輝・石井淳蔵・黒岩健一郎・水越康介著，前掲書（2008年），23頁．
6）同上書，23－24頁．
7）同上書，25－27頁．
8）同上書，27－28頁．
9）A．KKohh＆B．　J．　Jaworski，“Market　Orientation：The　Construct，　Research
Propositions，　and　Managerial　Imphcations，”@㎜弼7㎜OLASSICS　8th　’e　d，
Prentice－Hall，1995，　pp．255－260．
10）A．K．　Jaworski＆B．　J．　Kohli，“Market　Orientation：Antecedents　and　Conse－
quences，”@灰）urna1　OfMarketing，　Vol．57（July　1993），pp．53－58．
11）J，C．　Narver＆S．　F．　Slater，“The　Effect　of　a　Market　Orientation　on　Business
Profitability，”@Journa1　OfMarkθting，　Vol．54（October　1990），pp．20－35．
12）B．P．　Shapiro，　PP．119－125．
13）ジョージS．デイ著，徳永豊・井上崇通・篠原敏彦訳『市場駆動型の組織一市場
から考える戦略と組織の再構i築』同友館，2005年，6－8頁（The　Market　Drj’ven　Or一
卵ηlzヨ施刀’Understanding，　A　ttraeting，　and　Keepin8　Valuable　Oustomers，1999，
The　Free　Press）．
170
14）代表的な論文には，J．　M．　Sinkula，“Market　Infbrmation　Processing　and　Orga－
nizational　Leaning，”@Journa1　ofMarketing，　Vol．58（January　1994），pp．35－45．や
R．Deshpand6＆J．　U．　Farley，“Organizational　culture，　market　orientation，　inno－
vativeness，　and　firm　performance：an　informational　research　odyssey，”@、inter －
tiona1　Journa1　ofResearch　in　Marketing，21（2004），pp．2－22．などがある。
15）A．K．　Kohli＆B．　J．　Jaworski，1993，0ρ．　eit．調査の詳しい質問項目およびその内容，
統計分析結果については，当該論文参照のこと，
16）J．C．　Narver＆S．　F．　Slater，　oρ．　cit．，調査の詳しい質問項目およびその内容，統計
分析結果については，当該論文参照のこと．
17）RE．　Morgan＆C．　A．　Strong，“Market　orientation　and（limensions　of　strategic
orientation，”@1『α坦ρθ∂刀Journal　o！磁～盈θ伽8　Vol．32．　No．11／12，1998，　pp．1051－
1073．
18）R．E．　Morgan＆C，　A．　Strollgは，市場志向をJ．　C．　Narver＆S．　F．　Slaterの主張す
る見解と概ね同じく，顧客志向と競争業者志向，および機能横断的調整と捉えている．
19）G．F．　Gebhardt，　G．　S．　Carpenter，＆J．　F．　Sherry　Jr．の　“Creating　a　Market
Orientation：ALongitudinal，　Multifirm，　Grounded　Analysis　of　Cultural　Transfor－
mation，”@Jo　urnal（）fMarketing，　Vol．70（October　2006），pp．37－56．
20）A．K．　Kohli＆B．　J。　Jaworski，1993，0p．　cit．，　P．65．
21）lbid．，　P．66．
22）　Ibid．，　p．67．
23）　Ibid．，　p．67．
24）　Ibid．，　p．67．
25）　Ibid．，　p．67．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
26）アL－一一・・ノルド・C・ハックス，ディーン・L・ワイルドニ世「デルタモデルー激動の
時代を勝ち抜くための適応型マネジメントー」，マイケル・A・クスマノ，コンスタン
チノス・C・マルキデス編，グロービス・マネジメント・インスティテユート訳『MIT
スローン・スクール　戦略論』東洋経済新報社，2003年，81頁（Michael　A．　Cusumano
and　Constantinos　C．　Markides，　STfiL4　TEGIC－O　FOR　THE．IVEXT
EOONOMY，　John　Wiley＆Sons，2001）．
171
第9章（終章）
　　　　マーケティング思考の新潮流と
現代ビジネス・マーケティングにおける問題点
　1980年代以降，マーケティングの研究あるいは実務の世界においては，リレーション
シップ・マーケティングをはじめとして，ワンーツー一ワン・マーケティング，インター
ネット・マーケティング，インタラクティブ・マーケティング，経験マーケティング，
コーズ・マーケティング，パーミッション・マーケティングなどといった多くの，場合
によっては“こじつけ”とさえ思われかねない“新しい”概念もしくは思考が生まれ，使わ
れ，そしてそのうちのいくつかは消え去っていったりもしている。
それらの思考・概念枠組みの中には必ずしも“新しい”と言えるものではなく，従来の
マーケティングの考え方，あるいは先人たちの枠組みで十分処理または説明可能である
ものが少なくない1）。それにも拘らず，なぜかくもたくさんの“新しい”思考や研究枠
組みがマーケティングの世界において考え出されたり，作られたりしていのであろうか。
それには無論，時の流れとともに変化する環境や科学技術のみならず，そこに生活する
人々の行動様式・考え方の変化が影響しているものと思われるが，それ以外にもいくつ
かの理由，もしくはマーケティング研究それ自体が持つ問題があるのかもしれない。
そのようなことから本章では，「それらの思考ないしは分析視点がなぜ生まれたのか」
そして「マーケティング研究およびビジネスの現場において，それらがどのような意味
ないしは意義を持っのか」ということにっいて検討することを通じて，現代マーケティ
ングの思考もしくはアプローチの方法の有効性をおよび問題点を明らかにすることを
試みる。
第1節　1980年代以降に出現した“新しい”マーケティング思考の概観
2001年10月のHarvard」Business　Rθ　vie　wに「（あなたは）あなたの顧客を悩ませてい
る〈Torment　Your　Customer（They’11　Love　It）〉」というタイトルの論文をStephen
Brownが寄稿している2）。この論文で，　S．　Brownは，世界の教科書と謳われるP．　Kotler
の顧客中心主義のマーケティング・コンセプトによるAPIC（Analysis，　Positioning，
Implement，　Contro1）のパラダイムを痛烈に批判している。彼は「顧客は自分が何を望
んでいるのかを自覚していない。（中略）自分が何を望んでいるか自分自身がわかって
いないことすら気づいていない。フォーカス・グループ・インタビューで否定された製
品（例えば，クライスラー製のミニバンなど）が成功しているのを見れば一目瞭然であ
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る3）」　「マーケティングの成功は，単なる膨大なデータの垂れ流しから生まれて来る
のではなく，人々が何を望んでいるかに関する深い理解から生まれてくる。人々が何を
求めていようと，売り手である企業から卑屈な追従を受けることなど一貫して拒んでい
る4）」と述べ，十数版を超えるMarketing　Managementあるいは伽批ゆ飴50f
MarketingtSど，次から次へと加筆，改訂される分厚いテキストに代表されるP．　Kotler
の提唱するマーケティングを批判している。
　彼はまた，その後の当該論文に反論をしたKotlerとのHBRにおけるやり取りの中で
「（Kotlerの提唱する）顧客中心主義がCRM（Customer　Relationship　Management）
やパーミッション・マーケティングといった身の毛のよだつようなガングリオンを生み
出した5）」とも述べ，1980年代の後半以降出現した，いわゆる“親しい”マーケティン
グの思考・アプローチ方法についても厳しい評価をしている。
　このようにS．Brownが評するP．　Kotlerのパラダイムを中心として発展してきた近年
のマーケティング思考にはどのようなものがあり，対象とするマーケティング活動もし
くはマーケティング現象に対して，それらがどのような視角あるいはアプローチ方法を
採用しているのかを今一度確認してみることにしよう。
　まずはじめに，リレーションシップ・マーケティング（Relationship　Marketing）で
あるが，第3章でも論じたように，リレーションシップ・マーケティングのコンセプト
は，C．　Gr6nroos，およびL．　L．　BerryとA．　Prasuramanらが，1990年代の初頭にサービ
ス・マーケティングの枠組みの中で論及したのが，最も一般的に受け入れられるように
なったきっかけのようである6）。その理念あるいは考え方の基本は，　「サービス企業
が顧客との取引関係を一回限りと考えるのではなく，最初の取引の後も顧客との良好で
継続的な取引関係を維持・発展させていく」といったものであった7）。それが，その
後サービス企業だけでなく，製品を製造・販売する一般企業にまで適用されるようにな
り，現代では「企業および事業の行動システムに顧客を組み込み，顧客との良好な関係
を構築し，それを維持・発展させていくことによって，競争上の優位なポジションを築
こうとするものである8）」と言うことができる。すなわちそれは，企業が競争上裡で
他社よりも優位な競争地位を築くためには，顧客とのより良好な関係を構築し，それを
継続的に維持することが重要であり，そのためには顧客のことをより良く理解し，顧客
に満足を与えるような活動をすることが求められるというコンセプトである。
　次にワン・ツーワン・マーケティング（One　to　One　Marketing）であるが，ワン・ツ
ー一純刀Eマーケティングとは，　「文字通り1対1のマーケティング様式を指し，対象市
場をマスとしてではなく，顔の見える“個”と捉え，その一人一人の顧客の要求に応えら
れる，あるいはきめの細かい対話を通じて高いロイヤリティ形成と関係強化を図りつつ，
企業成長を達成しようとするマーケティング努力である9）」とされる。この思考は，
1990年代の中頃ないしはリレーションシップ・マーケティングとほぼ前後して出現す
る。この思考の出発点は，基本的に異なるであろう顧客一人一人の欲求を，それぞれに
適合した提供物で充足するというマーケティング本来の考え方に立脚したものである
と言うことができよう。
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　そしてインターネット・マーケティング（Internet　Marketing；Online　Marketing）
およびインタラクティブ・マーケティング（Interactive　Marketing）についてである
が，これらは，両社ともほぼ同時期に，そしてほぼ同じテクノロジーの基に生まれた言
葉である。これらは端的に言ってしまうと，近年のITまたはインターネットの普及によ
り確立した通信販売，ないしはリレーションシップ・マーケティングまたはワン・ツー一
ワン・マーケティングと言うことができる。これらは，インターネットを利用すること
で，その活動が双方向性に富んでいることから，直接顧客の要望や苦情，問い合わせに
応じることができ，さまざまなレスポンス情報を獲得して，BtoCのリレーションシッ
プ・マーケティングないしはワンーツー一ワン・マーケティングを可能にしたとされるも
のである。
　またパーミッション・マーケティング（Permission　Marketing）とは，リレーション
シップ・マーケティングにおける顧客との良好な，あるいはより密接な関係を築くこと
目的として行われる活動が，顧客の不満を招くことがあることを考慮に入れ，事前にパ
ーミッション（許可・許容）を得た相手に許諾の範囲内で，情報提供や勧誘，販売促進，
顧客情報取得などの活動が許されるとするマーケティングの考え方，あるいはそうした
マーケティング手法であるとされる10）。これは事前にマーケティング・メッセージが
届けれられることを了承，期待している顧客に対してアプローチするために，リレーシ
ョンシップ・マーケティングあるいはモダン・マーケティングの目指す顧客との良好な
関係ないしは顧客満足が期待できると言われている11）。
　さらにコーズ（リレイテッド）・マーケティング（Cause－related　Marketing）は，
「製品の売上によって得た利益の一部を社会に貢献する事業を行っているNGOなどの
組織に寄付する活動を通して売上の増加を目指すというマーケティング手法で，企業の
社会的責任を重視したマーケティングであるとされる。企業は社会貢献事業への積極的
な姿勢を示すことで，顧客の選好を集めることができるだけでなく，企業のイメージ向
上やステークホルダーからの評価なども期待できる12）」というものである。これには，
アメリカン・エキスプレス社が展開した“自由の女神修復キャンペーン”や，乳がんの早
期発見，早期診断，早期治療の重要性を訴えるピンクリボン活動などが，その例として
よく挙げられる13）。
最後に経験価値マーケティングであるが，経験価値マーケティングとは，「Bernd　H．
Schmittによって提示された考え方で，ユーザの経験価値に着目したマーケティング，
および経験価値を重視したマーケティングを行うべきであるというもの。従来のマーケ
ティングの基本的な考え方とは異なり，SENSE（感覚）やFEEL（喜怒哀楽），THINK
（考える），ACT（行動する）そしてRELATE（他者との交流）という5つの経験領域
からマーケティングを考えるというものである。価格や性能，そのアピール方法といっ
た合理的な視点ではなく，消費者の感情に焦点を置いた考え方と言える14）」とされて
いる。B．　H．　Schmittによれば，　「経験価値は独自の構造や処理過程により，さまざま
なタイプに分類されており，マネジャーは，このようなさまざまなタイプの経験価値を，
マーケティング活動の目標や戦略を構成する戦略的経験価値モジュール（Strategic
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Experiential　Module）として考慮する必要がある15）」として，それに関する5つの
顧客経験価値に基づく枠組みを提示している16）。
　SENSE（感覚経験価値）マーケティング：視覚，聴覚，触覚，味覚，嗅覚という五
　感を通じて感覚的経験価値を生み出すために，感覚に訴える。
FEEL（情緒経験価値）マーケティング：ブランドと結びっいたどちらかと言えばポ
　ジティブな気分から，喜びや誇りといった強い感情までの情緒的な経験価値を生み
　出すために，顧客の内面にあるフィーリングや感情への訴求が行われる。
THINK（創造的・認知的経験価値）マーケティング：顧客の創造力を引き出す認知
　的，問題解決的経験価値を通して知性に訴求する。また，驚き，好奇心，そして挑
　発といった感覚を利用して，顧客に集中的思考と拡散的思考をさせるように訴求す
　る。
ACT（肉体的経験価値）マーケティング：肉体的な経験価値，ライフスタイル，そし
　て他の人と相互に訴えることを目的としている。
RELATE（関連経験価値）マーケティング：SENSEマーケティング，　FEELマーケ
　ティング，THINKマーケティング，　ACTマーケティングなどのアプローチと重複
　する側面を持っているが，個人の私的なフィーリングを対象とするだけでなく，自
　分の理想像や他の人，あるいは特定の文化やグループに属しているという感覚を個
　人に持ってもらうためのアプローチである。
第2節　現代マーケティング諸思考の問題点の整理と検討
以上のように定義・解釈されている1980年代以降，とりわけ90年代以降に出現した“新
しい”マーケティングのコンセプトないしは思考であるが，一体，これらの考え方のど
ここが“新しく”て，どこがそうでないのであろうか。すなわち，環境やテクノロジーの
変化によってもたらされた“真に新しい”概念であるならば，これまでのマーケティング
に取って代わるか，あるいはこれまでのマーケティングの考え方を改めなければならな
いであろう。そうでないならば，なぜそれを“新しい”としてしまったのか。これまでの
概念枠組みで十分対処できる，もしくは論理的に十分解釈可能な考え方であるのに，“新
しい”としているのであれば，それは研究者たちが，自分たちの知名度を上げるため，
あるいは名誉欲のために，いたずらにマーケティング研究や教育を混乱させる原因を生
み出してしまっていることになるかもしれない。そのような見解を踏まえつつ，以下そ
れぞれの思考およびコンセプトについて検討を加えてみる。
1．リレーションシップ・マーケティングとその関連思考
この思考は，1970年代の後半から1980年代にかけて経済成長を続けるわが国に参入
しようとしたアメリカ企業が，顧客との関係が密であるわが国の市場に参入できず，逆
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に顧客との関係を大切にするわが国の企業に自国でのシェアを奪い取られていたため
に，アメリカの企業もしくは研究者が，そのメカニズムを解明しようとしたことが，そ
の背景にあったと考えられる17）。わが国では，このリレーションシップ・マーケティ
ングが研究者の間で取り上げられ，もてはやされるのは1990年代の中頃からである。
実に面白いことに，わが国企業のマーケティングの強さのメカニズムを知るためにアメ
リカの研究者や企業が行った研究を，わが国の研究者はその後，“新しいコンセプト”と
して喜んで，そして挙って研究・紹介したのであった。
　リレーションシップ・マーケティングは，その目的を遂行するためには，「顧客との
関係管理（customer　relationship　management：CRM）だけでなくパートナー関係管
理（partner　relationship　management：PRM）が必要であり，利害関係者との高度な
ネットワークを構築することが重要である18）」とされる。そうであるならば，リレー
ションシップ・マーケティングが，1980年代の終末もしくは1990年代の初頭に台頭し
てきた概念である以上，それ以前のマーケティング概念またはマーケティング研究には，
顧客および供給業者との関係の構築・管理を主要なパースペクティヴとした相互作用的
マーケティングというものは，存在しないことになるか，あるいはまた，取り上げられ
ていたとしても，注目に値しないものであったことになる。
　しかしながら，マーケティングにチャネル成員との関係，あるいは利害関係者との関
係を管理することが重要であるとする，相互作用的分析視角が現れるのは1950年代で
あり，以来それはW．　Aldersonにより緻密に研究され19），機能主義的研究のみならず，
L．SternやEl’Ansaryなどの組織ダイナミクスやシステム理論によるマーケティング・
チャネルやマクロ・マーケティング研究へと継続・発展している。さらに，そのような
視点は，実にマーケティングの生成期においてすでに取り上げられているのである20）。
　ワンーツー・ワン・マーケティングにっいても同様のことが言える。ワンーツー・ワン・マ
ーケティングの基本的な発想は，「顧客ないしは消費者一人一人の異なった欲求に適合
するように，製品をカスタマイズして提供すること」である。その発想・考え方はすな
わち，マーケティングの原点であるとも言える。いっでも常に合理的な決定を下し，し
かも主観による意思を持ち合わせない経済人を，そのロジックの基礎に置いた経済学を
批判する形でマーケティングは20世紀の初頭に産声を上げる21）。ところが，これに
は超えられないいくっかの問題がっねにつきまとってきた。それは，顧客もしくは消費
者のニーズないしは欲求を一人一人別々に，しかも細かく把握できないということであ
る。そしてもう1つは，それに纏わるコストの問題である。一人一人別々の欲求を把握
するのには，非常に多くの時間とコストを必要とする。仮にそれが解ったとしても，そ
れを適える製品を個別に開発，製造していたのでは，収益にはならない。さらには，そ
れらを別々に配送するとなれば，さらにコストが掛かり，ビジネスとして成り立たなく
なってしまうのである。そのため，消費者一人一人の欲求に対応することを前提にしつ
つ，消費者一人一人の最小公倍数としてのある特定のセグメントを見つけ出し，それに
適合するマーケティング・ミックスを開発することが志向されたのである。
　このようなことから，ワンーツー一ワン・マーケティングに求められる要素も，　「顧客
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のニーズないしは欲求を知るための顧客あるいは消費者との密接な関係の構築と管理」
に他ならない。したがって，ワンーツー・ワン・マーケティングもリレーションシップ・
マーケティングと同じ考え方，あるいはマーケティングの相互作用的分析視角の枠組み
の中にあると言えるのである。インターネット・マーケティングおよびインタラクティ
ブ・マーケティングも既述の如く，同じことが言えるであろう。
一方で，1980年代の後半から21世紀にかけてのテクノロジーの進化，とりわけITが
大きく進歩し，リレーションシップ・マーケティングないしはワンーツー一ワン・マ・一一一・・ケ
ティングのコンセプトを大きく進展させた。それがインターネット・マーケティングや
インタラクティブ・マーケティングである。
携帯電話などの顧客一人一人が常に持ち歩けるモバイルやそれらを結ぶインタS－一一・ネ
ットに代表されるテレコム技術などのITの発展により，企業もしくは事業体は，以前と
はくらべものにならないほど多くの情報をより正確に，そして即座に入手できるように
なったのである。これは，企業や事業体が，顧客一人一人の欲求や願望をその場で，あ
るいは遠隔地であっても，入手することを可能にし，さらにそれをオンラインを通じて
生産の現場や流通の諸機能に即座に伝達することを可能にした。それにより企業は，そ
の日に入手した情報をその日のうち，というよりも数分後には遠くはなれた生産の現場
（海外でさえも）に伝達できるようになったのである。これによりオンライン・マーケ
ティングやE一コマースの世界においてCRMやPRMといった言葉や，それに纏わるビジ
ネスが持て喉され，広まったのである。
　しかしながら，このリレーションシップ・マーケティング概念に基づくCRMあるい
はワンーツーワン・マーケティングに関して，1998年にS．Fournier，　S．　Dobscha，　D．　G．
MickがHarvard　Business　Revie　wに「リレーションシップ・マーケティングやワン・ツ
ー・ 純刀Eマーケティングは，顧客に評判が悪いだけでなく，“顧客を食い物にしている”。
顧客の年収や家族構成，日常生活といった個人情報を訊きまくり，日常生活にずかずか
土足で入り込んで来て，必要もない情報を押し売りし，垂れ流す。企業は顧客と“より
良い関係”をつくろうなどとは考えていない22）」といった言を載せている。
　リレーションシップ・マーケティングあるいはワンーツー一ワン・マーケティングの発
展に大きく寄与し，インターネット・マーケティングやインタラクティブ・マーケティ
ングという概念を作り上げるまでになったITが，顧客との緊密な関係，あるいはその前
提となる信頼関係を壊しているのである。このために誕生したのが，パーミッション・
マーケティングであると言われるが，顧客が“嫌がっている”ことをやっていてモノやサ
ービスが売れる訳はなく，もちろん良好な関係などを築くことができるわけがない。そ
うなれば，顧客ないしは消費者の「意見をきく」とか「不満を解消する」のは当たり前
であり，それこそ，そのようなことは現代と言わず，大昔から同じことであるはずであ
る。顧客のパーミッションを得て，顧客に接触することの一体どこが新しい考え方なの
か，筆者には理解できない。
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2．コーズ（リレイテッド）・マーケティングと経験価値マーケティング
　前述のごとく，コーズ・マーケティングとは，コーズ（cause）という言葉自体に「大
義名分」とか「福祉，福利」　「理想」といった意味があることから23），一般的には
企業の社会的責任の問題に関連した，あるいはそれを重視したマーケティングの1形態
であるとされるが，その思考の始まりを辿ってみると，1960年代の末から70年代に掛
けて取り上げられた，あるいは議論されたマーケティングの概念拡張もしくはマーケテ
ィングの社会的責任の問題に関する，いわゆるソーシャル・マーケティングと呼ばれる
思考に帰着する。
　マーケティングの概念拡張は，P．　Kotler＆S．　Levyが1969年にJournal　OfMarketing
誌に“Broadening　the　Concept　of　Marketing，”という論文を寄稿したことに始まる24）。
本論文は，マーケティングの概念拡張論争に火を付けた論文として有名であり，その後
同誌上でこのテーマについてはD．Luckらと激しく議論が交わされ，ソーシャル・マー
ケティングとして今日に至っている。しかし，P．　Kotler＆S．　Levyは，当該論文の中で，
マーケティングの概念拡張から発展した，ないしは概念拡張とは別の角度で「マーケテ
ィングは，人々が欲していないか，彼らにとって悪い物や商品，およびその原因となる
ものを購入するように人々に売り込むことを可能にしている，測り知れない，ますます
危険になっているテクノロジーと見られている。＿＿多くの人々がマーケティングのこ
とを不道徳であるとか，その基本的な前提の中には全くの私利私欲を追求するものがあ
ると考えている。．，＿．自分たちが（社会的に）責任があると考えている多くの組織は，
呆然として，自分たちの顧客（支持者たち）との接触を失っていることを認識し始めて
いる。彼らは無責任になってしまっているのである。．．．．．．25）」と述べ，企業ないしは
組織の社会的責任問題にすでに言及しているのである。
　また，マーケティングの社会的責任問題については，わが国では明治大学名誉教授の
故三上富三郎氏が1974（昭和49）年に『明治大学商学論叢第56巻』において「マーケ
ティングと人間・社会」というタイトルで言及し，翌1975年には「ソシオ・エコロジ
カル・コンサルティング」というタイトルの企業の社会的責任をエコロジーの観点から
論じた論文を同論叢第57巻に寄稿している。同氏はその後，これら企業ないしはマーケ
ティングの社会的責任および生態学的視点からのマーケティングのあり方を論じた集
大成として『ソーシャル・マーケティング』を1982（昭57）年に著わしている。そし
て，1990年代以降，マーケティングもしくは企業管理における企業の社会的責任問題
やエコロジカルな視点からのビジネス管理の必要性が広く論じられるようになり，今日
に至っているのである。
　このように，マーケティング概念の拡張，すなわち個人および非営利組織にまでマー
ケティングの顧客志向のコンセプトを適用しようとする思考の流れ，もしくはマーケテ
ィングまたは企業の社会的責任の問題が，マーケティング研究において取り扱われ，広
く，そして深く議論され始めるのは30年以上前のことであり，この後テクノロジーの進
化や環境の変化に伴う多少の変更，またはコンセプトの修正はあるものの，それは決し
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てこの10数年の間に出現した思考ではないのである。
　これに対して，「コ・一一一一ズ・マーケティングは，最終的に顧客ニーズを満たし利益を上
げることに主軸を置いており，この点で，社会にとっての利益を考慮して活動すべきと
する社会志向のマーケティング（ソーシャルマーケティング）とは区別される26）」と
いう考え方を主張する見解もあるが，企業が社会的存在であることは言うまでもないこ
とである。企業が，自己の存在が社会的存在であることを内外に知らしめる，あるいは
社会的活動をプロモーション活動の一部として用いることは，19世紀，いやわが国の小
売業の事例からすると18世紀にはすでに始まっていることであり，もしかしたら，それ
よりも古くからあったかもしれない。天狗煙草の岩谷商会が1889（明治32）年頃に，
「東洋煙草王，勿驚　税金百万円，慈善職工5万人，天狗煙草」と広告看板を銀座に出
し，派手にプロモーションしたことはあまりにも有名である27）。これは一体，何マー
ケティングと呼ぶのであろうか。
経験価値マーケティングにもコーズ（リレイテッド）・マーケティングと同様のこと
が言えるだろう。消費者が商品を「商品そのもの」としてだけでなく，感覚や感情，情
緒，感性などに基づくさまざまな経験や状況，および付帯するサービスと一緒に購買し，
消費しているということは，マーケティングにおいては常識中の常識である。消費者が
購買に際して，いかに状況的変数を取り入れている，あるいはそれに影響を受けている
かといった研究は，1970年代にR．W．　Belkやその他の研究者によってかなり深遠に行
なわれている28）。その中でも古典とされる論文としてBelkの・・Situational　Variables
and　Consumer　Behavior，”がある29）。Belkは，当該論文の中で「消費者は，商品選択
においては1）物質的環境，2）社会的環境，3）時間的視点，4）課業定義，5）先行状
態，に影響を受けている30）」として，いかに消費者の購買決定が情緒的，状況的であ
るかを論じている。
　また，1982年にM．B．　Holbrook＆E．　C．　HirschmanがJo　urna1（Of　Consum　er　Researeh
に寄稿した“The　Experience　Aspect　of　Consumption：Consumer　Fantasies，　Feelings，
and　Fun，”という論文では，　「消費者の“時間（Time）”や“快楽的反応（且edonic
response）”“覚醒（Arousal）”“感動の探索（Sensation　seeking）”といった経験の個人
的なインプット要因が“空想（Fantasies）”や“白昼夢（Daydreams）”，“情緒
（Emotions）”“感情（Feelings）”といった経験の介在的反応システムと結びつき，そ
れらは“審美性（Esthetic）”とか“遊び心（Play　mentality）”などの心理的な基準によ
って評価されて，消費が行われている31）」という主旨の主張がなされている。
彼らはまた，結論の部分で「情報処理アプローチを捨て去ることは望ましいことでは
ないかもしれないが，経験的見地を組み合わせることによってそれを補強し，さらに豊
かにすることは，非常に有益であるだろう。消費者調査のそのような拡張は，極めて重
大だが以前には無視されてきた次のような問題を提起することになるだろう。それは，
1審美的な製品の役割，2製品を楽しむことに関する感覚的な側面，3コミュニケーシ
ョンの統語論的次元，4楽しみの追求における時間配分管理，5製品に関連した空想や
心像，6消費から生まれる感情，7喜びや楽しさを提供する遊びの役割，などである。
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．，．．，．本論文の目的は，消費者行動の“新しい”理論を提唱することでもなければ，“古い”
アプローチを否定することでもなく，むしろ科学的な疑問をあまりに圧迫する“一主義”
とか“一論”といったものに対する執着を避けるためのより広い見解を求めて議論をす
ることである。モデルが行動主義的であるか心理（精神）分析的であるか，行動生物学
的であるか擬人論的であるか，認知的であるか動機的であるか，といったいかなる狭く
範囲を定められた，および単純化されたモデルに対しても人間の行動の説明を限定する
ことはできない。つまり，一般的な人々の，特に消費者の行動は，有機的組織と環鏡と
の問の多面的な相互作用の魅力的な，そして終わりのない複雑な帰結なのである。この
動態的なプロセスにおいて，問題志向的・経験的構成要素の両方共が，まず確実なこと
として無視され得ないだろう。近年の消費者調査研究は，情報処理者としての消費者に
唯一熱心に焦点を当てることで，消費の等しく重要な経験的局面を無視する傾向にあっ
た。それにより，消費者行動のわれわれの理解度を限定的にしてきたのである。将来の
調査研究は，消費者の空想や感情・楽しさをある程度考慮に入れてこの研究領域を拡張
することにより，この不均衡を是正する方向に作用するべきである32）」と述べている。
すなわち，消費者の“経験価値”や感情に注目すべきであるという主張は，30年ほど前
にはすでに提唱されており，それは決して“新しい”マーケティングの一分野ということ
ではなく，マーケティングにおける消費者行動研究の1っの視点ないしは視座として捉
えられていたのである。
以上見てきたように，リレーションシップ・マーケティングもワンーツー・ワン・マ
ーケティングおよびその他の“新しい”とされるマーケティング思考も，その考え方な
いしは理論枠組みは，必ずしもまったく新しいというものではなく，従来の，あるいは
これまでのマーケティングの枠組みにおいて十分に研究，議論されてきた視角であり，
過去の偉大な先人たちがそれなりに解釈を与えてきた問題である。それにも拘わらず，
“新しい”と言うからには，先人たちの古典とされる文献を，精読・解釈し，どこが“新
しく”どこがそうでないのかを明らかにすることが必要である。いたずらに“新しい”
言葉を作り出したり，無批判にそれを受け入れることは，マーケティングだけでなく社
会科学の研究において混乱を招くだけでなく，教育においても不確かな，あるいは意味
不明な言葉や論理をまき散らすことになり，逆機能を起こしかねないことになる。
終章の結びと結語
　これまで本章では1980年代以降，とくに1990年代以降に出現してきた“新しい”マーケ
ティング思考の代表的なものについて，そのコンセプトもしくは分析視点を中心に検討
を加えてきた。その結果，それらには共通した問題点を含んでいることが理解できた。
それは，マー一一…ケティングの環境適応性や状況適応性を強調するがあまりに，過去の研究
または先人たちのすぐれた分析視角や発想，およびその成果を軽視ないしは顧みること
を怠る傾向が見られるということである。それはまた，現在主流とされるマーケティン
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グの論理実証主義に基づく数理統計分析やモデリングといった手法を採用する分析・研
究形式にも反映されている。それらの分析手法を採用する人々は，ある特定の母集団の，
しかも良くて20％ほどの回答者からのデータを有効・有為として分析をしていることが
少なくない。マーケティングの，あるいはビジネスの対象顧客は，その20％ではなく，
残りの80％が重要なのではないだろうか。また，「人間の行動として“当たり前”である
ことについて，データを取って，なぜ統計分析をしなければならないのか」「統計解析
自体が持つ多くの問題点や偏りは，どう処理・解釈するのか」「市場調査や社会調査自
体に潜む問題点は，未解決のままで調査から得られたデータをそのまま採用してよいの
か」となどといった疑問を耳にするが，そのような問題に触れている研究はほとんど目
にしない。彼らの研究にもまた，稿末の“参考文献欄”にたくさんの参考文献が並べられ
ているが，「それらを読んだならば，この研究はいらないのでは」と思うような研究を
しばしば目にする。それどころか，データの取り方だけでなく，データの源泉それ自体
に疑問を感じる研究も存在する。
奇しくも「経験価値マーケティング」の提唱者であるB．H．　Schmittがその著書『経験
価値マーケティング』の続編である『経験価値マネジメント（Customer　Experience
Management）』という書籍の中で「マーケティング・コンセプト，顧客満足，そして
CRMは，すべてマネジャーが自分たちの顧客をよりよく理解するための約束事である。
しかしどのアプローチも焦点の絞りすぎで，不必要な限定がある。さらにこれらは，真
に顧客に焦点を当てることから目をそらせてしまうことが多い。＿＿マネジャーに必要
なのは，結局は，顧客をまじめに扱うアプロ・一チにつきる33）」と述べている。これこ
そが，マーケティングの原点であり，マーケティング・コンセプト自体がその発想から
生まれたものなのではないだろうか。それを出発点として，数限りない研究者が100年
以上にも亘って研究を重ねてきたのである。確かに，テクノロジーや地球環境，グロー
バルな意味での国家間の文化的格差の変化などの環境の変化により，マーケティング研
究やマーケティング手法にもそれに対応した新しいアプローチが必要になっているこ
とは否定するものではない。しかしながら，「なぜ今“新しいアプローチ”が必要なのか」
は，それら先人たちの研究および成果を理解・検証してから議論するべきはないだろう
か，と今敢えて言いたい。
　時代は21世紀に入り、マーケティング研究も実社会もこれまでにないさまざまな大
きな課題に直面している。ある意味で現実社会に最も近い研究分野であるマーケティン
グが、その実社会と乖離した研究のための研究であったり、狭い世界で名を馳せるため
の研究であってはならないということを改めて自らに深く言い聞かせつつ、本博士学位
請求論文を一つの足掛かりとして今後さらなる研鎭を積んでいくことを目指したい。
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